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I 牛の衛生 
 
Ⅰ－１ ウイルス性疾病 
 
1．管内一地域で継続的に発生した牛ウイルス
性下痢（BVD）への対応について：北海道留萌家
保 酒井悠輔、尾宇江康啓 
 管内 A町で公共牧場を介した乳用牛の BVD持
続感染（PI）牛摘発事例が増加し、2016年から
入牧予定牛の牛呼吸器病 5種混合不活化ワクチ
ン接種、血清を用いた BVD ウイルス（BVDV）遺
伝子検査、入牧牛の抗体検査、PI牛摘発農場の
検査等の対策を実施。しかし、BVDV 遺伝子検査
で陰性と判定された PI 牛が入牧したことを起
因とした BVDの発生が継続。要因として血清タ
ンパク等の PCR阻害物質の影響が考えられたこ
とから、検査材料を阻害物質の影響が少ない鼻
腔拭い液に変更し、検査方法に阻害物質による
偽陰性の評価が可能なインターナルコントロ
ールを含むリアルタイム PCRを導入した。また、
妊娠牛の入牧により、既存の生ワクチンへの変
更は困難であったが、妊娠牛にも使用可能な
BVDV生ワクチン（新ワクチン）の接種及び効果
判定成績を基に自衛防疫組織で協議し、新ワク
チンと BVDV のみ不活化の牛呼吸器病 6 種混合
ワクチン接種にプログラムを変更。2024年度は
A町で BVDの発生は確認されていない。 
 
2．管内酪農場における牛伝染性リンパ腫清浄
化達成例から見えた課題：北海道檜山家保 澤
野貴之、稲垣華絵 
 管内 A 酪農場（成牛 40 頭規模）において、
H27 年から牛伝染性リンパ腫（EBL）清浄化対策
を開始し 9 年後の R6 年に清浄化達成。初回検
査時に 51頭中 21頭の抗体陽性牛（陽性率 41%）
を認めたが、以降 9 年間 17 回の陰性牛清浄確
認検査ではのべ 701頭中陽転牛 1頭、子牛検査
では 84頭中陽性牛 2頭。EBL清浄化が達成でき
たポイントは、外部導入・預託の中止による牛
伝染性リンパ腫ウイルス侵入遮断と、農場生産
性を維持しながらの淘汰と水平・垂直感染対策。
課題は対策期間の長期化と検査コストであり、
今後の新規農場での対策開始時には、従来法と
異なる効率重視型の対策法、すなわち対策期間
を前後 2期に分け、Ⅰ期では開始時に抗体検査
に加え感染牛全頭のプロウイルス量に基づい
て高リスク牛を早期淘汰し、Ⅱ期では伝播リス
クの低下に合わせて検査頻度を省力化すると
ともに、農場生産性を考慮のうえ無理なく低リ
スク牛を淘汰する、という対策法を選択肢とし
て準備。 
 
3．みんなでやればできる！一酪農場の牛伝染
性リンパ腫清浄化達成までの取り組み：北海道
十勝家保 神間清恵、藪内雪香 
 牛伝染性リンパ腫（EBL）対策は農場の経済
的・精神的負担が大きく清浄化成功事例は多く
ない中、乳用牛約 130 頭飼養の酪農場にて清浄
化を達成。2016年 8月に搾乳牛１頭で発症、獣
医師は対策を開始、2018年から家保は補助事業

を活用して検査等実施。検査後には対策成果を
見える化して関係者と共有、陽転原因対策を提
案。農林水産省公表「牛白血病に関する衛生対
策ガイドライン」が示す対策はほぼ全て対応。
飼養管理作業は獣医師、削蹄師、牛群検定検査
員、農業協同組合職員等の協力を得て陰性から
陽性の動線を徹底。2016 年 8 月から 2024 年 1
月に実 333頭を検査、陽性 94頭を摘発。陽性率
は 2018 年 5月の 43％から漸減、2024 年１月に
清浄化。陽性は陰性より、乳房炎の診療頭数・
回数とも多く、平均日乳量は 1.1kg少ない傾向
が認められ、EBLの影響と推察。対策の 8年間、
何度も挫折しそうになった農場の意欲を関係
者全員で継続して後押し。清浄化により農場の
経済的・精神的負担が軽減。 
 
4．地域の EBL 対策を一歩前へ～品評会におけ
る取組～：青森県八戸家保 竹内紫穂、小田桐
千鶴恵 
 三八地域では牛伝染性リンパ腫対策を継続
的に指導し、管内対策農場数及び陰性牛頭数が
増加。3 共同放牧場の分離放牧も実現。地域の
対策意識が高まる中、4年ぶりに品評会が開催。
出品による BLV感染を危惧した主催者から相談
があり、会場で対策実施。吸血昆虫対策として、
出品牛へ忌避剤散布し、アブトラップ設置。陰
性牛分離のため、審査場は防虫ネット柵で区分
し、待機場所も指定。対策への理解醸成のため
青空講習会を開催し、アンケートを実施。効果
検証のため、出品陰性牛の抗体検査で、全頭陰
性を確認。アンケートの結果、品評会での対策
継続希望が大多数。意見・要望を踏まえ、審査
に支障のない散布方法や待機場所でのアブジ
ャケット着用を検討。本取組で対策農場が安心
して出品でき、非対策農場は対策への意識が向
上。品評会は盛況を収め、主催者は次回の対策
実施にも意欲的。今後も地域の畜産振興につな
がる本病対策を、関係者と共に一歩ずつ推進し
ていく所存。 
 
5．管内 1 市の 2 預託施設における牛ウイルス
性下痢の防疫対策：岩手県中央家保 今松千響、
倉澤広樹 
 2023年 5月～8月、管内 1市の預託施設 A(237
頭)及び B(224 頭)において 5 頭が流産し、3 頭
を牛ウイルス性下痢の急性感染と診断。2024年
6月までに両施設の利用農場延べ 65戸 730頭の
同居牛及びその産子を検査。5 戸 6 頭の持続感
染(PI)牛(疑い含む、以下同じ)全頭を自主淘汰
し、各農場においても同様の対策を実施。両施
設を介した同病の感染拡大が疑われたため、関
係者と共に施設での再発防止策を協議。研修会
等により生産者等に説明（4回）。結果、両施設
ではワクチンプログラムを見直し、垂直感染を
防止するワクチンに変更。更に施設 Aでは導入
時の本病検査を開始、2024 年 11 月までに 217
頭中 2頭の PI牛を摘発。対策開始以降、両施設
において新たな発生はなし。また、本事例を契
機に同病未発生の 2公共牧野においても同様の
ワクチン接種を開始。今後、利用農場における
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対策拡充を図る等、地域全体の取組に発展させ
たい。 
 
6．牛伝染性リンパ腫対策支援体制の評価と新
体制の提案：岩手県県南家保 平間正意、佐々
木悠佳 
 牛伝染性リンパ腫（BL）発生農場に対し、平
成 25年度に 5年間の段階的対策支援（検査 5年
間、家保採材 2年間無料）を開始。管内 11年間
190 戸の支援実績を評価し、今後の体制を検討。
支援成果は、清浄化 17戸、対策継続 59戸、対
策中止 114戸。清浄化農場は抗体陽転率（陽転
率）が 1.8～7.2％で低位維持、平均 3.2 年（0
～9 年）で清浄化。対策継続農場は陽転率が 5.2
～15.5％で低位維持、抗体陽性率（陽性率）が
0、3、5 年目で 56、43、37％と低減し、3 年目
以降の自主的採材に移行。対策中止農場は陽転
率が 24.6～48.4％で高値推移、陽性率が 0、3、
5 年目で 74、71、71％と変化なく、8 割が 2 年
目までに対策中止。3年目までの確実な BL対策
が重要と確認。今後は支援期間を 3年間（検査
3 年間、家保採材 2 年間無料）に短縮し自主検
査に誘導。補助事業、地元自衛防疫団体独自事
業及び民間検査機関を活用し、自主検査が可能。
今後も、水平感染防止及び陽性牛更新の確実な
実践を指導。 
 
7．簡便インバース PCR 法の活用により地方病
性牛伝染性リンパ腫と診断した若齢牛の 2 症
例：岩手県県南家保 浪岡幸代、村上隆宏 
 牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）感染細胞の
腫瘍性増殖を識別する簡便インバース PCR 法
（IPCR）により地方病性（EBL）と診断した若齢
牛 2症例について報告。2例（以下 Nos.1、2の
順）は 2、11か月齢の黒毛和種で共に複数の体
表リンパ節が腫脹。血液検査では、異型リンパ
球数は 384,258、2,398個/μl、LDH 総活性値は
3,513、2,129IU/L、同アイソザイムⅡ＋Ⅲ分画
比は 53.4、51.3％で、BLV遺伝子を両例で検出。
剖検により両例の体表及び腹腔内リンパ節を
含む全身のリンパ節の腫大を確認。組織検査で
はそれらの実質にリンパ球様腫瘍細胞の増殖
を認め、腫瘍細胞は B細胞マーカーである CD20
又は CD79α陽性。両例の複数リンパ節の BLV遺
伝子量は高値、B 細胞クローナリティ解析及び
簡便 IPCR ではモノクローナル増殖を確認し、
EBL と診断。No.1で実施した針生検材料の簡便
IPCR は上記結果と一致。簡便 IPCR は若齢牛の
迅速・高精度な B細胞リンパ腫の確定診断や生
前診断に有用。 
 
8．牛コロナウイルス糞便検査キットの感度検
証：岩手県県北家保 五嶋祐介 
 イムノクロマト法による糞便検査（簡易キッ
ト）は現場で迅速に検査でき、診断の大きな一
助となる。一方、牛コロナウイルス（BCoV）病
診断事例における簡易キット陰性が散見され、
治療方針のミスリードや遅れに繋がることが
懸念。そこで、①標準株 10 倍階段希釈検体によ
る簡易キット検出限界の確認、②BCoV 遺伝子検

出糞便 32 検体（Ct 値 16.4～33.2）への適用、
③BCoV 中和抗体保有血清（21検体）、糞便（６
検体）と標準株の反応試験を実施。結果、①原
液（Ct値：8.42）、10倍希釈（11.97）は簡易キ
ット陽性、100倍希釈（15.49）以降は全て陰性。
②全例陰性。③中和抗体価２倍未満の１検体の
み弱陽性反応、他全例陰性。簡易キット陽性に
は相当量の BCoV が必要であること、殆どの糞
便中ウイルス量は簡易キット陽性レベルに達
していないことが示唆。簡易キット陰性の結果
によって BCoV 関与の可能性を排除せず、診断
を継続することが望まれる。 
 
9．牛コロナウイルス感染における移行抗体の
評価：岩手県中央家保 多田成克、福成和博 
 子牛の牛コロナウイルス（BCV）感染の診断及
び予防に資するため、中和試験により BCVの移
行抗体を評価。①病性鑑定で BCV遺伝子が検出
された 2日～7か月齢の子牛 56頭のペア血清に
おける BCV 抗体の有意上昇頭数は、月齢別に、
1か月齢未満時に最小（4/18 頭）でプレ血清時
の幾何平均値抗体価（GMT）は最大（102倍）。プ
レ血清時の抗体価別の有意上昇頭数は 8 倍以
下:17/17 頭、16-32 倍:5/9 頭、64 倍:1/11 頭、
128 倍以上:0/19 頭。②次に 1 農場で移行抗体
の消失時期を調査。高抗体価（GMT：1783倍）の
母牛の産子 10 頭の GMT は、3 日齢時に 549 倍、
半減期は 22 日であり、3 か月齢時には 39 倍に
低下。以上から、BCVの移行抗体は、①64倍以
上の場合に有意上昇が抑制され、有効抗体価と
しては既報の感染抗体（640 倍）より低い可能
性があり、②高い移行抗体を得た子牛でも 3か
月齢時には感染リスクが増加すると推察。BCV
の感染予防には、特に移行抗体が低下する月齢
期を留意した飼養管理による BCVコントロール
が重要。 
 
10．乳肉複合経営農場における牛ウイルス性下
痢ウイルス（BVDV）持続感染牛（PI牛）の摘発
事例について：宮城県仙台家保 大関貴大、齋
藤拓海 
 R6年度、乳肉複合経営農場で馬面及び発育不
良等を呈した子牛 2頭を病性鑑定。剖検及び組
織所見では、2 頭共にリンパ節腫脹等の軽度病
変のみで明確な病変を認めず。免疫染色で BVDV
陽性抗原を確認。ウイルス学的検査では、BVDV2
型（NCP株）が分離され、遺伝子型別は 2a亜型
に分類したことから、2頭を PI牛と診断。過去
に県内で PI 牛と診断した 7 頭と比較。同一農
場での複数頭の摘発は 4農場中 2農場で、月齢
は 1～52月齢。臨床症状は、数例で下痢や流産
が認められたが、多くは無症状。剖検を実施し
た 1頭では、本症例と同様にリンパ節腫大を認
めたが他の病変は認めず。ウイルス学的検査で
は、本症例と同様に 7 頭全てで NCP 株を分離。
遺伝子型別は、H20 年以前は 1a 型、以降は 2a
型であり、国内流行の遺伝子型と同様の傾向。
県内では本病の発生は少ないものの、国内では
例年 100頭以上の発生が確認されていることか
ら、今後も注意が必要。 
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11．県内酪農場の牛鼻炎 Aウイルスが関与した
牛呼吸器病症候群：秋田県中央家保 中村南斗、
佐藤龍 
 令和 5 年 1 月、乳用種 55 頭を飼養する自家
産一貫経営酪農場において発熱、下痢および咳
がまん延。発症から 1週間で搾乳牛 2頭と育成
牛 2頭が死亡。農場内同居牛から採材しウイル
ス検査で鼻腔スワブより牛鼻炎 A ウイルス
（BRAV）遺伝子検出および全頭での抗 BRAV 中
和抗体が有意に上昇、牛コロナウイルス（BCV）
への感染も確認。細菌検査では Mannheimia 
haemolytica（Mh）血清型 6型を分離。これらの
結果から本症例を BRAV、BCV および Mh による
牛呼吸器病症候群（BRDC）と診断。抗 BCV中和
抗体はプレポスト血清ともに高い抗体価で、常
在した BCV が再び農場全体に感染後に BRAV と
Mh に感染した子牛が市場から戻り農場に拡散
したと推察。国内では BRAV に関する研究や報
告は少ないが、近年海外で BRDC に関与すると
報告があり注目されつつある。複合感染時には
予期せぬ経済的打撃を与えうるため、BRDC を疑
う事例では積極的に検査すべきウイルスであ
ると思われる。 
 
12．山羊胎子舌株化細胞を用いた牛丘疹性口内
炎ウイルス分離法の検討：山形県中央家保 髙
橋宏充 
 ウイルス分離は疾病診断及び疫学的解析の
ため重要だが、牛丘疹性口内炎ウイルス(BPSV)
の分離事例は少ない。今回、BPSV遺伝子陽性の
牛口腔病変部乳剤 1検体(①)および牛口腔スワ
ブ液 5検体(②)について、既報に準じ牛由来細
胞（BT細胞・BFM細胞・MDBK 細胞）に接種した
が分離には至らなかった。そこで本病と同様に
上皮性病変を引き起こす口蹄疫ウイルスを高
感度で分離できることが報告されている山羊
胎子舌株化細胞(ZZ-R127)を用いた分離法を検
討。その結果、①は培養 1代目（P1）、②は 3代
目(P3)で明瞭な細胞変性効果（CPE）を確認。ま
た、②の P3 の培養上清を経時的に回収
（0,4,7,11,14 日目）し PCR に供したところ、
CPE の発現時期と同時期の 4～14 日目で遺伝子
陽性を確認。以上から、本法を用いて既法より
効率的に BPSV を分離できることが示唆。ZZ-
R127 を用いたパラポックスウイルス分離事例
は報告がなく、今後さらなる展開が期待される。 
 
13．経営を圧迫せずに自己完結型で牛伝染性リ
ンパ腫清浄化を達成した一事例：福島県中央家
保 髙山湧太 
 県内の牛伝染性リンパ腫（BL）の届出数は増
加傾向。管内では平成 30年度以降、延べ 7,812
頭の抗体検査を実施し、16 農場が清浄化。現在、
50 農場で対策中。今年度清浄化を達成した１農
場を紹介。黒毛和種繁殖雌牛約 35 頭を飼養す
る当該農場において、平成 30年 9月、臨床獣医
師より起立不能 1頭の病性鑑定依頼があり地方
病型 BLと診断。当所の指導のもと、分離飼育、
吸血昆虫対策、後継牛の完全人工哺育と抗体検

査、導入牛の抗体検査、抗体陽性牛の自家肥育
を随時実施。自家肥育は費用抑制のため飼料用
米を利用。令和 6年 3月に最後の陽性牛をと畜
出荷、同年 12 月に全頭検査し清浄化達成を確
認。BL対策に関心を持つ農場は年々増加してお
り、今年度 6農場が新たに対策開始。うち 4農
場が臨床獣医師の勧めで家保に相談があり、臨
床獣医師との連携が重要であることを再認識。
農場毎の検査結果や BL 対策方法を共有するな
どして連携をさらに強化、清浄化に向けた対策
指導を継続。 
 
14．管内公共放牧場における牛伝染性リンパ腫
対策の取組：福島県中央家保 澤田剛志 
 管内の公共放牧場は 2牧野あり、令和 4年度
より一方を牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）抗
体陽性牛専用牧野、他方を陰性牛専用牧野とし
て運用。令和 5年度に陰性牛専用牧野の放牧衛
生検査で 2 頭の BLV 抗体陽転を確認。当該牛 2
頭の飼養農家へ当該牛の退牧及び分離飼養を
指導。感染牛の摘発対策として、閉牧時の抗体
検査及び当該牛と同時期に放牧されていた 4戸
35頭の追跡調査を令和 6年 4月まで実施し全頭
陰性を確認。関係者と協議し、令和 6年度より
BLV 感染防止対策を強化。2 牧野とも陰性牛専
用とし、農場における BLV抗体陽性牛の有無で
使用牧野を決定。さらに開牧時と閉牧時の BLV
抗体検査及び新たな吸血昆虫対策を追加。令和
6 年度は両牧野合計して延べ 334 頭検査を実施
し、全頭陰性を確認。牛伝染性リンパ腫は農家
に甚大な損失を与えるが、対策によって放牧時
の感染防止ができ農家の生産性向上に寄与。今
後も関係者と協力して対策を継続。 
 
15．管内酪農場における牛ウイルス性下痢の発
生事例：茨城県県南家保 吉川美有、齊藤隆夫 
 牛ウイルス性下痢の感染拡大防止には、持続
感染牛（PI牛）の早期摘発・淘汰が重要である
ため、本県では乳用牛飼養農場を対象としてバ
ルク乳を用いた遺伝子及び抗体検査を毎年実
施。令和 6年 8月の遺伝子検査にて管内酪農場
で陽性が確認され、農場内全頭の血清抗原検査
により PI牛 3頭（PI疑い牛 1頭含む）を摘発。
PI 牛は直ちに淘汰し、農場全体の消毒を実施。
摘発後の産子全 23 頭は分娩後速やかに抗原検
査を実施し、現在まで全頭陰性を確認。当該農
場は後継牛が全て自家産だが、廃業農家からの
牛の導入が確認されたため、感染経路推察を目
的に牛の移動歴を調査。他農場からの導入牛や
農場内の PI 牛からの感染、導入元農場での感
染が疑われた。廃業農家は増加傾向のため、預
託が無くても病原体が農場に侵入する可能性
は高いため、バルク乳検査の継続、妊娠牛導入
時の隔離飼育の徹底及び分娩後すぐの産子検
査による PI牛の早期摘発がまん延防止に重要。 
 
16．県内の肉用繁殖牛における Bovine 
leukemia virus 感染状況とその特徴：茨城県県
西家保 藤井勇紀、赤上正貴 
 県内の肉用繁殖牛における Bovine leukemia 
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virus（BLV）抗体保有状況とプロウイルス量に
基づく伝播リスク分類を実施。第 1クール（H30
年 4月～R3年 3月）では 313農場 4,116頭を検
査し、抗体陽性牛率は 43%。抗体陽性率別に農
場を分類すると、陰性農場か抗体陽性牛率 90～
100%のいずれかに分布が集中し、感染状況が二
極化。伝播リスク分類は、抗体陽性牛の約半数
が高・中リスク群と判明。第 2クール（R3年 4
月～R6 年 7月）では 104農場 1,242頭の検査を
実施し、第 1クールの同一農場（104農場 1169
頭）の結果と比較。第 1から第 2クールにかけ
て、抗体陽性牛率は 40.0%から 47.6％に増加
（P<0.005）。抗体陽性牛率は、変化なしが 49農
場、減少が 16農場、増加が 39農場。高・中リ
スク群の割合に有意な変化はなし。今回の結果
では、抗体陽性牛率が有意に増加し、県内のさ
らなる BLV感染拡大を危惧。今後は第２クール
の検査中の農場も加え比較検討を実施。また、
農場ごとの陽転要因を調査し、対策を継続。 
 
17．管内の過去 5年間の牛ウイルス性下痢対策
の取組とその成果：栃木県県北家保 橋本早奈
恵、大関綾子 
 牛ウイルス性下痢(以下、BVD)の発生数増加
を受け、本県は令和元年度から検査体制を強化。
放牧予定牛検査、病性鑑定に加え、新たにヨー
ネ病検査余剰血清遺伝子検査、バルク乳清抗体
検査及び農場による自主検査を実施。強化後、
令和元～5 年度で延べ 1,965 戸 66,645 頭を検
査、17戸 27頭の持続感染牛(以下、PI牛)を摘
発。清浄性確認検査においても PI牛 47頭を摘
発。5 年間で計 74 頭摘発し、平成 26～30 年度
と比較すると約 5.7倍に増加。摘発農場の 8割
が導入や外部預託を実施、PI牛やウイルス侵入
リスクは高かったと推察。摘発農場への意識調
査では、中規模農場の半数以上が BVD を認知し
ておらず、防疫体制に課題ありと判明。農場か
らも導入牛や新生子牛の自主検査推進、衛生指
導及び情報提供強化を求める意見あり。今後、
牛飼養農場に対し BVD の周知及び啓発を強化。
本病の理解度を高め、導入牛・預託牛とその産
子の自主検査等を推進し、本病発生防止に努め
る。 
 
18．2018 年から 2024 年に検出された牛 A 群ロ
タウイルスの分子疫学解析：栃木県県央家保 
関野惣介、湯澤裕史 
 県内牛 A群ロタウイルス（GAR）の遺伝子型及
び流行状況の把握を目的に G型及び P型の分子
系統樹解析を実施。材料は過去 7 年分の 33 症
例（31農場：3症例が同一農場）の糞便 33（子
牛 31、育成牛 1、成牛 1）検体。結果、G6P[5]
（18 株）、G6P[11]（9 株）、G10P[11]（4 株）、
G6P[14]（1株）、GXP[29]（1株）の 5種に分類、
ワクチンが有効な遺伝子型が優位に検出（31/33
株）。育成牛及び成牛の 2 株は GXP[29]及び
G6P[14]で、まれな遺伝子型への免疫未獲得が
発生要因の 1つと推測。また、黒毛和種で G6P[5]
が、ホルスタイン種で G6P[11]が多く検出、飼
養形態や流通の相違が関与と推測。さらに、検

出株は同じ遺伝子型でも数年で異なるクラス
ターの株に置換、県内に新たに侵入した GARが
数年ごとに流行していると推測。一方、同一農
場の 3株は 2年経過後も塩基配列が 99％以上一
致、農場内で同一株が長期残存の可能性も示唆。 
 
19．管内牛飼養農場における牛伝染性リンパ腫
対策：千葉県南部家保 矢嶋真二、竹鼻一也 
 牛伝染性リンパ腫対策に取り組む管内 3農場
の対策実施状況をまとめた。平成 27 年に国が
示したガイドラインのうち、ほぼ全ての対策は
どのような農場でも実施可能であるが、吸血昆
虫対策については、飼養形態や畜舎構造によっ
て実施の可否が分かれる。管内３農場でも吸血
昆虫対策の方法や程度はまちまちであり、その
点に着目して陽転率を見比べると、吸血昆虫対
策が夏期の陽転率へ与える影響が非常に大き
いことが確認された。具体的には、陰性牛と陽
性牛を完全に分離飼育することが最も望まし
く、やむを得ず同居する場合には防虫ネットに
よる対策や抵抗性遺伝子を活用した対策でも
一定の効果が得られ、無対策や区画を分けるの
みでは陽転率が大幅に上昇していた。また、パ
ドックで陰性牛群を飼養する場合は、陽性牛が
混在した場合の陽転リスクが繋ぎ飼いと比較
して非常に高いため、確実に陰性牛であること
を確認したうえで牛群に加えることが重要で
ある。 
 
20．簡易抽出法を用いた、高感度かつ多検体処
理可能な牛伝染性リンパ腫遺伝子検査法の検
討：東京都家保 八町慶史 
 牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）の env領域
定性 PCR検査工程の簡略化を図るため、qPCR法
及びアルカリ熱抽出を用いた核酸抽出法を検
討。まず、qPCR 法の検討では、既報の pol 領域
を標的とした UK 法を検討。UK 法のプライマー
プローブ領域と、塩基配列データベース及び都
内 BLV陽性検体塩基配列上の同一領域を比較し、
相違がないことを確認。UK 法と従来の nested 
PCR法の検出感度を比較し、差は認めず。次に、
アルカリ熱抽出法の検討では、既報から 8連チ
ューブを用いた高濃度かつ少量の NaOH を使用
する抽出法に変更。アルカリ熱抽出法及び従来
のキットによる核酸抽出法（従来法）で DNAを
抽出後、UK 法の Ct 値の差（ΔCt＝アルカリ熱
抽出法－従来法）は、1.06±1.68（SD）。以上よ
り、UK法及びアルカリ熱抽出法は、従来の定性
PCR 検査法と同程度の検出感度を持ち、低コス
トかつ短時間で効率的に検査可能。 
 
21．血清検体からの牛伝染性リンパ腫抵抗性遺
伝子検出とマルチプレックス PCR法の検討：東
京都家保 八町慶史 
 牛伝染性リンパ腫の病態進行に抵抗性を示
す 遺 伝 子 BoLA-DRB3*009:02 、 *014:01:01
（*009:02、*014:01:01)を同時検出する PCR法
（同時検出法）の開発及び血清からの抵抗性遺
伝子検出を検討。同時検出法の開発では、既報
の*009:02 検出系及び内在性コントロール
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H3F3A検出系に、新規開発した*014:01:01検出
系の 3 つを組み合わせた TaqMan 法によるマル
チプレックス PCR 法を設計。本法により特異的
に*014:01:01を検出できることを確認。血清か
らの抵抗性遺伝子検出では、血清中から cell 
free DNA（cfDNA）抽出を検討。抵抗性遺伝子陽
性 6 検体を含む血清 45 検体から市販キットで
cfDNA を抽出し、同時検出法を実施。結果、全
検体で H3F3A 陽性、抵抗性遺伝子陽性検体も全
検体陽性。以上より、本法を活用することで、
他検査で採材した凍結保存血清から抵抗性遺
伝子を検出可能。 
 
22．県内飼養牛の A 型・D 型インフルエンザウ
イルス浸潤状況調査：神奈川県県央家保 髙山
環、仲澤浩江 
 インフルエンザウイルスは D型が牛を主要宿
主とし、A 型は牛では不顕性感染が多いが呼吸
器症状や泌乳量低下の集団発生例あり。今回、
県内飼養牛の A/D型浸潤状況把握のため調査を
実施。材料と方法は、酪農家 38 戸（30 頭以上
飼養）を対象に各 10 頭の鼻腔スワブと血清を
用い、鼻腔スワブは A/D型の PCR 検査、血清は
抗体検査（HI試験）を実施。結果、PCR検査の
陽性率は A 型 7.89％、D 型 0％。抗体保有率は
A型 85.53％、D型 53.16％。抗体保有率は D型
で移動歴がある牛で高く、A/D 型共に飼養歴 1
～5 年未満で高くなる傾向。牛で分離された A
型は牛以外の宿主由来との報告から、今回、A型
は人や環境由来、D 型は牛の移動に伴い農場内
侵入したと推察。近年は HPAIVを保有した渡り
鳥が各地に直接飛来し、米国での乳牛の HPAIV
感染が国内でも発生する可能性は否定出来な
い。D 型は高い水平伝播能を有し、県外預託が
多い本県では農場内侵入のリスクは高い。今後
も情報収集に努め呼吸器病対策の一助とする。 
 
23．牛伝染性リンパ腫清浄化に向けた伝播リス
ク要因の分析と取組：富山県東部家保 田知慶
久、本多秀次 
 牛白血病ウイルス（BLV）伝播リスク分析し、
陽性牛を飼養する 2農場の清浄化に向けて取組
を実施。要因分析は、①母子伝播：陽性牛由来
の受精卵産子（ET産子）34 頭の遺伝子検査を実
施、②水平伝播：繋ぎ牛舎 15戸の陰性牛が 2年
間で何頭新規感染（陽転率）したか調査、③外
部導入牛：県外導入牛 112頭の抗体検査を実施。
この結果、①ET 産子の陽性率は 3%、②低度感染
農場(繁殖雌牛の陽性率（陽性率）＜10％)は
1.6%、中度感染農場(10％≦陽性率＜50%)は
21.3%、高度感染農場（陽性率≧50%）の陽転率
は 61.5%、③繁殖和牛では陽性率 0%、乳牛の陽
性率は 26.2%。県外預託育成牛では 15.2％が陽
転。調査から、母子伝播は伝播リスクが低く、
水平伝播は農場感染度が高い程陽転率が高い。
また、酪農場では外部導入牛を介して農場に
BLV 侵入。2 農場は低度感染農場の状況を踏ま
えて、水平伝播及び外部導入牛の伝播リスク低
減対策を図ることで、清浄化が可能と推察。 
 

24．県内で検出された牛コロナウイルスの疫学
解析：石川県南部家保 玉鉾紗智 
 令和 3～6 年で検出された 6 症例の牛コロナ
ウイルス（BCoV）でスパイク蛋白質遺伝子の分
子系統樹解析を実施。症例 1～4 は同一団地内
の酪農場、症例 5は乳肉複合農場、症例 6は肉
用牛肥育農場での発生。全症例で牛輸送業者が、
症例 1～4で飼料・敷料業者及び堆肥搬出先が、
症例 5及び 6で一部の飼料業者が共通。解析の
結果、BCoVは遺伝子型Ⅲ型またはⅣ型に大別さ
れ、さらに塩基配列の相違から 5種類のウイル
スタイプ（Ⅲ-1、Ⅲ-2、Ⅲ-3、Ⅳ-1 及びⅣ-2）
に分類。令和 3 年 5 月の症例 1 及び 2 でⅢ-3、
令和 4 年 12 月の症例 3 でⅢ-1、令和 5 年 3 月
の症例 4でⅣ-1、令和 5年 12月の症例 5でⅣ-
2、令和 5年 11月～令和 6年 3月に継続発生し
た症例 6でⅢ-1、Ⅲ-2及びⅣ-2を検出。同時期
発生の症例間で同タイプを検出し、伝播に牛や
人、車両等の関与が示唆。発生年の異なる症例
3及び 6でⅢ-1を検出し、BCoVの長期間維持が
疑われた。今回の結果を飼養衛生管理指導や感
染防止対策に活用したい。 
 
25．InversePCR 法が地方病性牛伝染性リンパ腫
診断の一助となった一症例：福井県家保 清水
誠也、新田愛 
 地方病性牛伝染性リンパ腫（EBL）は牛伝染性
リンパ腫ウイルス（BLV）感染 Bリンパ球が腫瘍
化する疾病で、病理組織検査にて診断。近年
inversePCR（IPCR）法が EBL診断に活用可能と
報告。IPCR法が診断の一助となった EBL症例を
報告。当該牛は黒毛和種、去勢、13か月齢。食
欲不振、起立不能呈し死亡。解剖の結果、リン
パ節、眼窩組織、脾腫を認めた。死亡直前の血
液検査の結果、白血球著増（297,300 個/μl）、
異型リンパ球が大部分占めた。病理組織検査の
結果、肝臓、腎臓、リンパ節に大型のリンパ球
様腫瘍細胞の浸潤増殖を確認、他臓器血管内に
同細胞の充満、死後変化による細胞変性認めた。
ウイルス検査は主要 6臓器、胸腺、肝臓リンパ
節、眼窩組織、血液で定量 PCR（qPCR）法、IPCR
法を実施。結果、qPCR 法で全検体 BLV遺伝子検
出、IPCR法で 7検体同一バンド検出。以上より
本症例を EBLと診断。今後、IPCR法症例を蓄積
し、血液、生検材料を用いた生前診断に繋げた
い。 
 
26．県内一酪農場で発生した牛ウイルス性下痢
について（第 2報）：福井県家保 清水誠也、落
井真史 
 牛ウイルス性下痢（BVD）は BVDウイルス（BVDV）
が原因の感染症。妊娠 100日前後に感染すると、
産子は持続感染（PI）牛で娩出。PI牛は生涯ウ
イルス排出するため、PI牛摘発淘汰が対策に重
要。第 1報の事例の BVD発症牛糞便、PI牛血清
の抽出核酸で遺伝子解析実施。結果、BVDV2aに
近縁で、配列が 100％一致し、当該農場の BVD発
生は PI牛に起因と推察。分子系統解析の結果、
分離株は、国内分離株と異なるクラスターに属
した。PI牛の母牛は妊娠 100日前後に飼養され



 
 
 
 
 - 6 - 

ていた公共牧場でウイルスに感染したと推察。
令和 5 年 3 月、9 月に公共牧場で採血した牛伝
染性リンパ腫ウイルス（BLV）検査の余剰血清そ
れぞれ 167 検体、135 検体で遺伝子検査実施。
また、子牛受入時に実施する BLV 検査の令和 5
年度分の余剰血清 80 検体で遺伝子検査実施。
結果、全検体で遺伝子不検出。BVDV の侵入経路
特定には至らなかったが、野生動物や車両等を
介し BVDV侵入の可能性も考慮。 
 
27．牛伝染性リンパ腫浸潤農場の清浄化対策再
開：山梨県西部家保 小暮茉希、池永直浩 
 管内 A農場では飼養体系の変更等により、地
方病性牛伝染性リンパ腫対策が滞っていた。夏
前に成牛全 143頭の抗体検査で浸潤状況を確認。
陽性牛は、プロウイルス量を測定し伝播リスク
を評価。抗体陽性牛 45頭（31.5％）、うち高リ
スク（HR）牛 18 頭、中リスク（MR）牛 5頭、低
リスク（LR）牛 21頭。陽性牛の計画的淘汰、各
牛舎でのリスク別分離飼育、吸血昆虫駆除を指
導。HR 牛 2 頭、MR 牛 1 頭、LR 牛 5 頭の淘汰、
吸血昆虫対策を実施。分離飼育は、泌乳ステー
ジ別給餌量設定等の飼養管理を優先したため
未実施。秋季検査で成牛全 139頭中抗体陽性牛
56頭（40.3％）、うち HR牛 16頭、MR 牛 15頭、
LR牛 25頭。抗体陽転率 21.5％。現状の対策で
は不十分であることが判明。分離飼育、HR牛早
期淘汰を再度指導。リスク毎の色分けネックレ
スで見える化、各牛舎での分離飼育を実施。今
後、対策の継続と併せ、従業員向けの勉強会を
開催、農場で働く全員が共通の認識で対応でき
るよう促していく。 
 
28．管内３農場における牛伝染性リンパ腫
(EBL)清浄化に向けた取組：長野県長野家保 
宮﨑幸奈 
 管内３農場において、牛伝染性リンパ腫（EBL）
清浄化に向けた取組を令和 5年度または 6年度
から開始。酪農・肉牛一貫・乳肉複合各１農場
を選定し、農場に合わせた対策を実施。A 農場
では、畜舎での殺虫剤散布、陽性牛の把握及び
放牧場の管理を指導したが、コストの問題によ
り牧区分けができず、アブトラップ等の吸血昆
虫対策を指導。B 農場では、分離飼育と高リス
ク牛の淘汰及び防虫ネット等による吸血昆虫
対策を指導。C 農場では、陽性牛の淘汰支援と
定期的な清浄性確認を実施。農場主のモチベー
ション維持に寄与。B 及び C 農場では陽性率・
陽転率ともに低下し、A 農場では陽性率が低下
したが陽転率は低下せず。A農場の牛について、
牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）の抵抗性遺伝
子を解析。今後は解析結果を活用した牛の配置
変更による対策を検討。BLV を「入れない」「広
げない」「減らす」の各観点から、今後も農場に
合わせたアプローチで清浄化を支援したい。 
 
29．若齢牛で発生した B細胞性リンパ腫 2例の
比較：長野県松本家保 中島冬萌 
 地方病型牛伝染性リンパ腫(EBL)は若齢でも
発生、散発型牛白血病(SBL)との鑑別は必要。今

回、若齢牛で発生した B細胞性リンパ腫 2例を
比較。症例はいずれも黒毛和種、約 9 か月齢。
剖検ではともに腎臓と複数のリンパ節が腫大。
症例 1 では心臓、第四胃にも白色病巣を確認。
症例 1 は ELISA で牛伝染性リンパ腫ウイルス
(BLV)抗体陽性、PCRでリンパ節から BLV特異遺
伝子検出。症例 2は腎臓の PCRで BLV特異遺伝
子不検出。組織学検査では 2例とも腎臓皮質の
間質とリンパ節でリンパ球様細胞が増殖。症例
1 ではその他主要臓器にも腫瘍細胞が浸潤、大
型異型核が散見。症例 2の腫瘍細胞の多形性・
核の異型性は軽度。免疫染色ではいずれの症例
の腫瘍細胞も CD20、CD79α陽性、CD3陰性。以
上から症例 1 を EBL、症例 2 を SBL と診断。既
報では B細胞性の SBLの腫瘍細胞の形態は多様。
若齢牛のリンパ腫の診断には BLV感染の有無と
腫瘍細胞の形態及び由来を踏まえた総合的な
診断が必要と再確認。 
 
30．牛伝染性リンパ腫ウイルス量測定における
核酸抽出省力化の検討：静岡県中部家保 西島
典子 
 牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）のプロウイ
ルス量（PVL）測定において、従来法であるスピ
ンカラム法（カラム法）に替えて磁気ビーズ法
（ビーズ法）及び簡易核酸抽出法（粗抽出法）
による核酸抽出省力化を検討。BLV 陽性牛の
EDTA 血を用いて、カラム法の PVL を基準とし、
ビーズ法及び粗抽出法の PVL 測定結果を比較。
また、粗抽出核酸の保存性検証のため、粗抽出
当日の PVL を基準とし、4℃及び-20℃で 37 日
目まで保存した際の PVL測定結果を比較。ビー
ズ法及び粗抽出法の PVL検出率及び伝播リスク
分類の一致率は約 90%、カラム法との相関係数
は 0.95 以上。作業時間及び検査費用は粗抽出
法で大幅に削減。また、全ての保存条件の粗抽
出核酸で PVLを検出。伝播リスク分類の一致率
は、37 日目の 4℃条件で 87.5%、-20℃条件で
100.0%。カラム法の代替としてビーズ法及び粗
抽出法が有用で、特に粗抽出法がより実用的と
考察。また、粗抽出核酸は冷蔵及び冷凍での保
存が少なくとも 1ヶ月程度は可能。 
 
31．管内大規模酪農場における牛伝染性リンパ
腫清浄化に向けた取組み（第 3報）：愛知県東部
家保 星裕貴 
 牛伝染性リンパ腫（EBL）は、牛伝染性リンパ
腫ウイルス（BLV）の感染により引き起こされる
腫瘍性疾患。平成 23 年度から本疾病の対策を
継続実施している管内大規模酪農場で、預託前
子牛の遺伝子検査は平成 30年度から、帰牧・導
入牛検査は令和 3年度から全頭陰性を継続、成
牛の抗体検査の陽性率は平成 25 年度の 62.8％
から令和 6 年度は 4.7％に減少。令和 6 年度抗
体陽性牛 16頭のうち 13頭は令和 4年度実施の
前回検査で陰性だったことから、牛伝染性リン
パ腫(BLV)を水平感染させるリスクが高い個体
(高リスク牛)が農場内に在籍している可能性
が示唆。陽性牛 16 頭の遺伝子検査を実施しリ
スク分類を行い、9 頭高リスク牛を摘発。陽性
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牛のリスク分類により、高リスク牛の優先淘汰
が可能となり水平感染のリスク低減に寄与。今
後は、既存の清浄化対策の継続実施に加え抗体
陽性牛と同居歴のある成牛の抗体検査等の新
たな対策も検討し、EBL 清浄化に向け引き続き
支援。 
 
32．京都府内初の流行性出血病ウイルス血清型
6 の検出と浸潤状況調査：京都府中丹家保 山
田柚衣、杉浦伸明 
 流行性出血病ウイルス血清型 6（EHDV-6）は
牛の嚥下障害や流死産への関与の報告あり。府
内の流死産 2 事例から EHDV-6 を検出。概要と
浸潤状況調査結果を報告。令和 6年 10月 16日、
肉用牛農場で 1頭流産。胎子に感染症を疑う所
見認めず。母牛及び同居牛 5 頭から EHDV-6 遺
伝子検出。同年 11月 10 日、酪農場で 1頭死産。
胎子に感染症を疑う所見認めず。母牛から
EHDV-6 を含む異常産関連ウイルス遺伝子検出
せず。同居牛 2頭から EHDV-6 遺伝子検出。令和
6年に採材した未越夏牛の血液 71検体の遺伝子
検査を実施。15検体から遺伝子検出、うち 1検
体からウイルスを分離。分離ウイルスを用いた
抗体検査により、流死産事例の母牛及び同居牛、
先の遺伝子検出した未越夏牛から抗体検出。
EHDV-6は 9月に府内へ侵入したと推察。流死産
2 事例への関与は不明。有効なワクチンもない
中、媒介昆虫対策等飼養衛生管理の重要性につ
いて啓発を強化する必要あり。引き続き調査・
情報交換等を行う。 
 
33．府内酪農場における流行性出血病ウイルス
(血清型 6)の関与が疑われた症例：大阪府家保 
前田哲 
 流行性出血病ウイルス(EHDV)はアルボウイ
ルスであり、牛にイバラキ病様症状を引き起こ
す。EHDVには 8つの血清型が知られており、近
年、九州地方を中心に血清型 6の流行が確認さ
れている。令和 6 年 11 月に府内酪農場にてイ
バラキ病様症状を呈する牛がみられると臨床
獣医師より報告があり、ウイルス学的検査を実
施。遺伝子検査の結果、当該牛 EDTA加血液洗浄
血球から EHDV 血清型 6 特異遺伝子を検出。ウ
イルス分離は陰性。血液検査ではケトーシスが
疑われ、臨床獣医師に報告。当該牛は加療終了
後、搾乳に供されている。本事例を受け、府内
牛飼養農家へ家畜保健衛生所情報にて注意喚
起を行い、講習会では疾病の病態や吸血昆虫防
除の重要性を説明。今後、同様の症状や流死産
発生時に継続して検査を行い、早期摘発に努め
る。また、吸血昆虫の発生に先立った注意喚起
を行い、感染症発生と拡大防止の指導を行う。
さらに、分子系統解析を実施し、他府県との関
連性を調査する。 
 
34．流行性出血病ウイルス血清型 6 の関与を疑
う管内事例の分析と吸血昆虫対策強化に向け
た取組：兵庫県姫路家保 齊藤将希 
 2024 年、管内にて流行性出血病ウイルス血清
型 6（EHDV-6）の関与を疑う流産が乳用種育成

牛で 2頭、早産が黒毛和種で 7頭、食欲不振な
どが黒毛和種で 5頭確認され、発症牛の血液か
ら EHDV-6 遺伝子および中和抗体を検出。11 月
に実施した同居牛検査で各農家における EHDV-
6 の広い浸潤を確認。2025 年 3～4 月に実施し
た追跡検査では、全検査牛で EHDV-6 遺伝子の
陰性を確認。事例 A～Cの農家で EHDV-6感染牛
の分娩状況を調査したところ、事例 B農家で 10
月中旬～11月下旬に早産や死産が集中。県内の
EHDV-6 流行状況調査により、9 月下旬以降に
EHDV-6 が県内に侵入したと判明。また EHDV-6
は EHDV 血清型 2・7との交差性が非常に低いと
判明。生産現場における吸血昆虫対策として、
生産現場に入る機会が多い職員への啓発を目
的とした勉強会を開催し、関係者へ対策リーフ
レットを配布。今後も関係機関と連携した対
策・指導を継続。 
 
35．流行性出血病ウイルス血清型 6感染牛にお
ける臨床的特徴と血中ウイルス遺伝子検出期
間の分析：兵庫県淡路家保 加地理紗、山口悦
司 
 令和 6年 10月～12月にかけて、管内 16戸 65
頭の牛から流行性出血病ウイルス血清型 6
（EHDV-6）遺伝子を検出し、本血清型の流行を
確認。それを受け、感染牛における臨床的特徴
の分析および血中ウイルス遺伝子検出期間の
調査を実施。嚥下障害は黒毛和種の高齢牛（平
均 12 歳）10 頭で認められ、過去事例と共通し
た発症傾向や病変分布を確認。異常産（死産）
は感染牛 1 頭で認められ、抗 EHDV-6 抗体を用
いた免疫染色で胎盤の毛細血管内皮細胞に陽
性反応を示したことから、胎盤の血管障害によ
り発生した可能性を示唆。乳量低下は乳牛 5頭
で認められ、非感染牛との群間比較から感染後
2 週目まで影響したことが判明し、生産性への
影響を懸念。血中ウイルス遺伝子検出期間は、
感染牛 15 頭を対象に遺伝子検査（RT-PCR 法）
により調査。概ね 4～5 か月間持続し、最長で
160 日まで遺伝子を検出。本血清型は生産性な
ど多岐に渡って影響を及ぼし、家畜衛生上にお
ける重要性を改めて確認。 
 
36．県内におけるピートンウイルス侵入状況調
査：和歌山県紀北家保 安田裕子、鳩谷珠希 
 ピートンウイルス(PEAV)の県内侵入状況は
未調査であったため調査実施。①おとり牛の抗
体保有調査：アルボウイルス感染症サーベイラ
ンス残余血清 784検体（2020～2024年 6、8、9、
11月採材）を用いて中和試験を実施し、抗体陽
転はなし。2020 年、2021 年、2024 年に 6 月の
抗体価が 16 倍以上のおとり牛を 4 頭確認。②
この 4 頭の母牛血清 13 検体(2020～2024 年採
材)を用いた中和試験では抗体価 32～128 倍。
血漿及び血球を加えた 17 検体を用いた遺伝子
検査及びウイルス分離は全て陰性。③県内 7地
域から各 1～3農場を選択し、繁殖牛の残余血清
435検体を用いた中和試験を実施し、抗体価 32
倍以上の牛が海草 3頭、日高 2頭、西牟婁 2頭、
東牟婁 10頭の計 17頭確認。PEAV は当該牛の出
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生～採材日（2000～2021年）に、県内広範囲に
侵入したと考えられた。侵入時期は中国地方で
PEAV が流行した 2016～2017 年ではないかと推
測。本県では今後 PEAV を含む牛異常産 4 種混
合を繁殖牛に接種予定。 
 
37．管内和牛放牧場の牛伝染性リンパ腫対策と
運営改善に向けた取組：鳥取県西部家保 郡司
美緒、加藤栄喜 
 管内 3ヶ所の和牛放牧場で牛伝染性リンパ腫
(以下「EBL」)対策のため、抗牛伝染性リンパ腫
ウイルス（以下「BLV」）抗体の有無による分離
放牧を昨年度から提案。うち B放牧場が EBLを
含む運営改善対策に乗り出し、B 放牧場内の牧
野で分離放牧開始。家保は入牧前検査で抗 BLV
抗体検査を実施し入牧牧野を決定。2 ヶ月に一
度の追跡調査で抗 BLV 抗体の有無を確認し、さ
らに下牧後一定期間経過後に再度追跡調査を
実施。抗体陰性牧野に入った 15 頭のうち 1 頭
が陽転する結果となり放牧場内での感染が示
唆。また今年度は妊娠牛だけでなく長期不受胎
牛等の放牧受入を家保が提案し放牧場の運営
体制を変更。結果、新規参入農家が 2 軒増え、
放牧頭数は昨年の 27 頭から 48頭に増加。長期
不受胎牛も下牧後に複数頭受胎。また得られた
収益で放牧場内の雑木を伐採するなど放牧環
境改善に寄与。その他の取組についても報告。 
 
38．牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）簡易迅速
診断法の検証：島根県家畜病性鑑定室 濱田悠
太、大元隆夫 
 麻布大学と極東製薬工業株式会社により研
究中の BLV抗体簡易迅速診断法であるラテック
ス免疫比濁法（比濁法）について、検査の精度・
有用性を検証。黒毛和種 346頭、ホルスタイン
種 181 頭、交雑種 2 頭で qPCR、ELISA、比濁法
を実施。BLV 抗体価のカットオフ値を決定する
ため、比濁法を PCR、ELISA と比較し ROC曲線解
析を実施。感度・特異度は PCR と比較して
90.5％・90.6％、ELISA と比較して 90.8％・
91.9％であり、簡易診断法として実用レベルの
精度であると判明。比濁法の検査時間は同じ抗
体検査である ELISA と比較して約 10 分の 1 に
短縮可能で、装置に試薬と検体をセットするだ
けで自動検査可能。そのため、検査を行ったこ
とがない一般職員でも直ぐに検査可能。以上の
ことから、比濁法は検査時間の大幅な短縮と効
率化が望め、大規模なスクリーニング検査や子
牛市場の陰性表示等多岐にわたる活用が可能
な検査法として有用。 
 
39．管内一農場における牛ウイルス性下痢対策
の取組と効果：岡山県井笠家保 錦織拓美、横
内淳一郎 
 大規模乳肉複合農場において、平成 30 年度
バルク乳スクリーニング検査で牛ウイルス性
下痢（BVD）陽性。全頭検査（1,509 頭）により
持続感染牛(PI 牛)2 頭摘発。淘汰後 12 ヶ月間
の産子検査で PI 牛 8 頭摘発。当初農場は自主
淘汰に難色を示すも、再三の協議と丁寧な説明

で対策の必要性を理解。以降、導入牛及び導入
牛産子検査を継続し、さらに PI牛 15頭摘発（令
和 4年 12月最終摘発）。当農場は初妊牛を全て
県外導入し、肉用子牛を多数生産。そのため毎
週行う産子検査は、令和 2年から検体を血清か
ら耳片に変更、さらに検査を当家保で実施し、
検査業務の効率化・迅速化を実現。対策以降、
子牛の死廃率は減少。和牛子牛の四ツ☆子牛認
定率は上昇し、市場価格の底上げに貢献。農場
は BVD対策の効果や必要性を実感。当農場は県
下最大規模の酪農場かつ肉用子牛供給農場で
あり、本病まん延防止を図るため本対策の継続
は重要。 
 
40．同一農家で続発した若齢で地方病性を疑う
牛伝染性リンパ腫：岡山県津山家保 西本光佑 
 黒毛和種肉用繁殖牛 19 頭を飼養する農家に
おいて令和 4年 6月に 3ヶ月齢、令和 5年 10月
に 9 ヶ月齢の黒毛和種子牛の病性鑑定を実施。
1 例目は全身リンパ節の腫大及び固有組織の消
失、リンパ球増殖を確認。リンパ節で牛伝染性
リンパ腫ウイルス（BLV）遺伝子を検出。しかし
白血球の増加や各種臓器へのリンパ球の浸潤
は認められず。2 例目は白血球の顕著な増加、
各種臓器へのリンパ球浸潤及び BLV遺伝子を検
出。リンパ節腫大は認められず。症状はそれぞ
れ異なるものの、いずれも地方病性牛伝染性リ
ンパ腫を疑う結果となった。同一農場で 2年連
続発生したことから、農場の BLV浸潤状況把握
及び子牛発症続発防止のため繁殖牛の全頭検
査を実施。19頭中 8頭（42.1％）の BLV抗体保
有を確認。まん延防止対策として抗体陽性牛と
陰性牛をそれぞれ別の列に分離するよう指導。
指導の後、子牛での新たな発生事例の報告はな
い。 
 
41．管内肉用牛一貫農家の流行性出血病ウイル
ス感染事例と対応：山口県東部家保 田代久宗、
弘中由子 
 管内で流行性出血病ウイルス 6 型（EHDV-6）
が関与した事例が発生し、対応を実施。令和 6
年 10月 28日、繁殖牛 1頭が約１か月前に発熱、
流涎及び食欲廃絶を呈し、病性鑑定を実施。農
場内の浸潤状況確認のため、同居繁殖牛の検査
も実施。発症牛及び同居牛 19 頭の血液を用い
てウイルス学的検査を実施。発症牛は遺伝子陽
性、分離陰性、EHDV-6中和抗体価：256倍以上。
同居牛は遺伝子陽性 14/19（陽性率 73.7％）、分
離 1頭陽性、EHDV-6中和抗体価：遺伝子陽性牛
で 64 倍～256 倍以上。発症例は EHDV-6 の関与
を示唆。当該農場での検査当時の発症率は
6.7％（1/15）。飼養者等に本ウイルスの知識が
なかったため、正しい知識を得られるよう指導。
ベクター対策として、発生防除・吸血昆虫忌避
方法を指導。また、ベクター成虫の越冬調査の
ため捕虫器を設置。捕獲した昆虫の肉眼的同定
を試みたが、ベクターは未確認。衛生情報を発
信し、指導を継続。来シーズンに向け、飼養者
等の衛生意識の醸成を促進。 
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42．流行性出血病ウイルス血清型６の関与が疑
われる牛の嚥下障害､流産の事例：山口県西部
家保 藤原優美 
 令和 5年肉用牛 1農場(A農場)で流産が発生。
令和 6年肉用牛 2農場(B､E農場)で流産､肉用牛
2農場(C､E農場)及び乳用牛 1農場(D農場)で嚥
下障害が発生｡病性鑑定を実施｡A､B､E 農場にお
いて剖検後､病理学的検査､細菌学的検査及び
ウイルス学的検査を､C､D 農場ではウイルス学
的検査を実施｡免疫組織化学的染色で A 農場流
産胎子の肝細胞細胞質にて EHDV-6 陽性｡A､E 農
場で EHDV-6を分離｡A､C､E農場で EHDV-6特異遺
伝子が検出｡中和試験で､全農場から EHDV-6 抗
体陽性牛を確認。A農場流産胎子体液から EHDV-
6の抗体を検出｡A農場の流産及び C､E農場の嚥
下障害事例は EHDV-6の関与を疑うと診断｡その
他農場は原因不明。全ての農場で EHDV-6 の農
場内流行を示唆｡家保は診療獣医師､管内牛飼
養者へ EHDV-6の衛生情報を配布｡飼養衛生管理
基準遵守の再徹底､疾病の啓蒙､吸血昆虫対策､
発症牛の隔離と早期受診及び治療等を指導｡巡
回時には殺虫剤を携行｡今後も衛生指導で､発
生予防及びまん延防止を継続｡ 
 
43．牛の流行性出血病ウイルス血清型 6の嚥下
障害事例：山口県中部家保 福岡恒、鹿島貴朗 
 2024 年 10～11 月、流行性出血病ウイルス血
清型 6(EHDV-6)の関与を疑う嚥下障害 4 症例に
遭遇、うち 2症例を報告。病性鑑定の結果、発
症牛または同居牛の全血から EHDV-6 特異遺伝
子検出、EHDV-6分離。血清中和抗体価は EHDV-
6が 128～256倍以上、イバラキウイルスが 8～
16 倍で両ウイルス間の血清学的交差性は低い。
以上から EHDV-6の関与を疑う嚥下障害と診断。
病性鑑定で検出された EHDV-6 は、遺伝子解析
により、2023 年九州・山口分離株と近縁。一方、
2024年九州分離株とは11～13塩基変異があり、
2024年は 2つのウイルス株が国内に侵入した可
能性。2023、2024 年の未越夏牛の疫学調査では
2023 年 9～11 月に抗体陽転（12/59 頭）、2024
年 11 月に抗体陽転（28/56 頭）うち 13 頭遺伝
子検出、2頭ウイルス分離。2023年、2024 年と
もに 10月には EHDV-6が県内に侵入、県広域で
ウイルスが浸潤したと推察。EHDV は遺伝子検出、
ウイルス分離期間が長く、経過が長い場合でも
積極的な検査が必要。 
 
44．管内３農場での流行性出血病ウイルス(血
清型６)感染事例：徳島県西部家保 森川かほ
り、山本由美子 
 2024 年 11 月下旬、A 農場で黒毛和種繁殖雌
牛(115 ヶ月齢)が、発熱、食欲低下、飲水逆流、
泡沫性流涎を呈し、血液検査で白血球数減少、
脱水を確認。血球から流行性出血病ウイルス血
清型 6(EHDV-6)特異遺伝子検出。加療するも改
善せず鑑定殺実施。病理解剖検査で、食道の弛
緩確認。舌及び食道から EHDV-6 の特異遺伝子
検出。感染状況確認のため、無症状の同居牛 8
頭の遺伝子検査を実施し、4頭から EHDV-6特異
遺伝子検出。B農場で 11月初旬から発熱、乳房

炎、泌乳量減少を呈す個体を多数確認。血液検
査では、共通所見なし。乳汁検査では、有意細
菌、マイコプラズマ未検出。15頭の遺伝子検査
を実施し、5頭から EHDV-6特異遺伝子検出。発
熱、泌乳量低下への EHDV-6の関与示唆。C農場
で 12月初旬死産胎子及び母牛から EHDV-6特異
遺伝子検出。管内 3農場で感染が確認されたこ
とから、県内初の EHDV-6 流行示唆。EHDV-6 感
染の症状は多様である可能性があり、今後症例
の蓄積が必要。 
 
45．牛伝染性リンパ腫の迅速診断（第一報）：香
川県東部家保 四宮有果、野崎宏 
 牛伝染性リンパ腫(EBL)病は牛伝染性リンパ
腫ウイルスの感染により引き起こされる悪性
腫瘍疾患として届出伝染病に指定。EBL の生前
診断は、採材からホルマリン固定パラフィン包
埋(FFPE)標本作製までに数日を要し、診断まで
の牛の飼育費用など農家の負担が問題。迅速な
EBL 診断を目的とした標本作製を検討。EBL 疑
いで生検トレパン採材したリンパ節を材料に
①短時間包埋、②凍結切片の検討。①リンパ節
の端を数 mm 切断、ホルマリン固定液 1 時間浸
漬。約 3時間急速包埋後に薄切、HE染色。②リ
ンパ節を縦断、片側を凍結ブロック作製。4・6・
8μm の凍結切片作製、メタノール固定後に HE
染色。①FFPE 標本と比較して遜色無し。所要時
間約 6時間。②8μmの標本が最も観察が容易だ
が、FFPE 標本と比較し細胞形態の破壊が顕著。
所要時間約 4時間。細胞形態の正確性は①、所
要時間は②が良好。迅速かつ正確な診断のため
に最適な条件を再検討。 
 
46．褐毛和種（高知系）の BoLA-DRB3遺伝子と
BLV 感染牛のプロウイルス量との関連性の解
析：高知県中央家保 森光智子、西明仁 
 牛主要組織適合抗原複合体の Bovine 
Leukocyte Antigen（以下、BoLA）遺伝子領域に
含まれる BoLA-DRB3 遺伝子のアレルタイプは、
BLVのプロウイルス量（以下、PVL）への抵抗性
や感受性と関連がある。当家保が行った令和 2
年度の調査で褐毛和種（高知系）（以下、あかう
し）の BLV未感染 32頭から 10種類のアレルを
確認。黒毛和種（以下、黒毛）やホルスタイン
種（以下、ホル）で既知の特定されている抵抗
性アレルは保有、感受性アレルは未保有。今回、
抵抗性・アレルおよび感受性アレルは品種特異
性があるため、BLV感染あかうし 45頭の PVLと
うち 30頭のアレルタイプを調査。PVLについて
は、91％が伝播リスクの低い PVLに応じて６段
階に分類すると、91％が PVL が最も少ない
10,000copies/105cells 未満に分類、既報の黒
毛やホルに比べ低値。PVLは 91％が伝播リスク
の低い 10,000copies/105cells 未満に分類。確
認されたアレルのうち、3 頭以上が保有するア
レルと PVLとの間に有意な関連性はなし。あか
うしでは PVLが非常に少ないことから、以上の
ことから、あかうしでは BoLA-DRB3遺伝子のア
レルタイプに基づくものとは異なる PVL制御機
構が存在する可能性が考えられた。 
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47．流行性出血病ウイルス血清型 6 の流行状況
調査：佐賀県中部家保 田中朋美 
 2013 年度から 2023 年度の流行性出血病ウイ
ルス血清型 6（EHDV-6）の流行状況を調査。未
越夏牛の抗体検査では、2020 年 11 月に西部地
域 6頭（陽転率 10.1％）、2023年の 8月から 11
月までに県内全域 34 頭（58.6％）で陽転を確
認、遺伝子検査では 2020 年 9 月及び 11 月に 1
頭、2023 年 11 月に 6 頭で特異遺伝子を検出。
2019 年度から 2023 年度の繁殖用雌牛抗体保有
率は 1.4％～56％で推移、EHDV-6流行年度で上
昇。2020 年度に比べ 2023 年度の流行は県内広
範囲に及び、感染拡大の一要因は EHDV-6 の早
期侵入によるウイルス伝播期間の長期化と推
察。流行期において EHDV-6 の関与を疑う病性
鑑定事例はなく、感染牛の多くは不顕性感染と
推察。今後も流行状況の監視、再流行に備えた
EHDV-6の伝播リスク低減対策が重要。本調査結
果を畜産関係者に還元し、疾病への理解醸成・
農家指導等に活用したい。 
 
48．県北地域におけるランピースキン病防疫対
応：長崎県県北家保 酒井芳子、樽田嘉洋 
 令和 6年 11 月から 12月にかけ福岡県及び熊
本県において国内で初めて本病が確認された
ことを受け、農家及び関係機関と連携したウイ
ルス侵入防止対策を実施。注意喚起及び情報周
知にあたってはショートメッセージサービス
やリーフレット等による周知徹底に加え県機
関が率先して車両を介した伝播防止対策の手
本を示すことで危機意識や衛生対策意識の向
上を図った。また、疑い事例発生時に備え検体
搬送手順書を作成し地域普及課と連携した迅
速な検体搬送体制を構築。さらに、と畜場にお
ける発生地域からの受入れに備え、関係機関で
対応方針を決定し、関係者へ臨床症状確認や抗
原検査証明書及びワクチン接種証明書の提出
徹底を周知することで受入れ時の混乱を未然
に防止。また、ワクチン接種牛導入時に導入前
後の臨床症状確認及び導入時の隔離徹底を指
導することで防疫対策を強化。今後も農家から
食肉処理を含めた関係者が一致団結して本病
の発生防止対策を継続。 
 
49．管内の牛伝染性リンパ腫対策：長崎県中央
家保 下條憲吾、中川竜太朗 
 管内公共牧場と公共牧場定期利用農場(利用
農場)3 戸、利用農場以外の 2戸について、牛伝
染性リンパ腫ウイルス(BLV)清浄化対策を実施。
公共牧場では、入牧時に BLV抗体陰性を確認し
た牛のみの入牧とし、年 1 回入牧牛全頭の BLV
抗体検査を実施。利用農場は農場内での全頭検
査及び分離飼育や計画淘汰等の BLV清浄化対策
を実施、牧場利用者協議会等で牛伝染性リンパ
腫対策の意識向上を図った。利用農場以外の 2
戸についても利用農場同様の対策を実施。公共
牧場では R3以降清浄性維持。利用農場は、2戸
で清浄化(H27、R4)。1 戸は陽性率が若干減少
(R2:22.2％、R6:20.5％）。利用農場以外の農場

は、1戸は陽性率減少(H27:64.5%、R6:14.6％)、
乳肉複合農場 1 戸は陽性率上昇(R2:24.1%、
R6:30.4％)したものの、黒毛和種繁殖牛は清浄
性を維持。公共牧場は入牧時抗体検査と利用農
場の清浄化対策推進が有効。農場毎の取組は継
続的な指導により農場主の意識を高い状態に
保つことが重要。 
 
50．五島管内における牛伝染性リンパ腫感染拡
大防止対策事例：長崎県五島家保 瀬田剛史、
木村夏美 
 管内肉用牛繁殖農場において牛伝染性リン
パ腫（EBL）抗体検査を令和 6年 2月実施し、陽
性率 74.5％。令和 6年 3月から EBL清浄化への
取り組みを開始。対策として分離飼育、陽性牛
の更新、農場周辺の水たまり部分の埋め立て、
耳標型寄生虫駆除剤の使用、年 2回の EBL抗体
検査を実施。また、畜主自ら情報を収集しオニ
ヤンマ型模型防虫器や初乳製剤の使用、殺虫器
や捕虫器の使用、農場周辺の草刈りやハッカを
用いた対策を実施。対策後、牛体に付着する吸
血昆虫の減少や、サシバエ等の減少を畜主は感
じた。令和 6年 5月、11月に陰性牛と未検査牛
の検査を行い、陽性率は 0%であった。EBL発症
牛が確認された際、畜主は不安を感じており、
対策を説明後も毎月電話で状況確認を実施。ま
た、農家からの質問に対して速やかに回答する
ことで、不安の軽減に努めた。今後も継続的に
検査と対策を続け、清浄化に向け今後も農家と
協力して取り組んでいきたい。 
 
51．アルボウイルスサーベイランスに係る情報
周知の効果：長崎県県南家保 萩原茜、後田徹
志 
 異常産ワクチン（ワクチン）接種率の向上が
課題。令和 5年度のアルボウイルスサーベイラ
ンス（アルボサーベイ）でディアギュラウイル
ス、流行性出血病ウイルス血清型 6(EHDV-6）の
流行を予測し、令和 6 年 1 月に情報誌で周知。
同年 4 月の病性鑑定でミイラ胎子から EHDV-6
の特異遺伝子を検出し、本症例を生産者や獣医
師に周知。令和 6 年度のアルボサーベイでは
EHDV-6 及びアイノウイルス(AINV）の流行を予
測。同年 10 月に嚥下障害を呈する成牛の病性
鑑定を実施。洗浄血球から EHDV-6 の特異遺伝
子を検出。前記症例と合わせて関係者に周知。
同年 12月、死産の病性鑑定で AINV感染症と診
断。アルボサーベイ結果と上記 3症例を関係者
に周知。複数回の注意喚起で農家及び獣医師の
危機意識が向上。病性鑑定依頼が増加し、ウイ
ルスの摘発に繋がった。最終目的はワクチン接
種率を向上させ、異常産による損耗を防止する
こと。今後も効果的な情報周知、指導方法につ
いて追及していく。 
 
52．県内の流行性出血病ウイルス 6型流行状況
とその関与が疑われる牛の流死産及び嚥下障
害の発生：長崎県中央家保 井上大輔、中島大 
 令和 6年度に、流行性出血病ウイルス血清型
6（EHDV-6）の関与が疑われる流死産 1例と嚥下
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障害 2例が発生。症例 1の流死産例では、胎内
でミイラ化した胎子の脳および胎盤から EHDV-
6 の遺伝子が検出され、母牛血清から 64 倍の
EHDV-6 の抗体を検出。症例 2、3 の嚥下障害例
では、症例 2の舌、咽頭、食道、横隔膜で軽～
中等度の筋線維の硝子様変性が散見され、症例
3 では重度の硝子様変性と食道での炎症反応を
確認。また、両症例の発症牛の血球から EHDV-6
の遺伝子が検出され、症例 2 で 128 倍、症例 3
で 256 倍以上の EHDV-6 抗体を確認。令和 6 年
度のアルボウイルスサーベイランスで検出さ
れた EHDV-6 の遺伝子解析の結果、本県に侵入
した EHDV-6 は 2 系統あり、県内の広い地域に
浸潤し、被害を引き起こしたと推察。嚥下障害
の 2症例は、経過や病変の重篤度が異なり、そ
れぞれ異なる系統の株が検出されたことから、
その関連について今後検討が必要。 
 
53．令和 6年度に県内で確認されたアイノウイ
ルス感染症：長崎県中央家保 中川竜太朗、秦
祐介 
 乳肉複合農場で本県では 12 年ぶりとなるア
イノウイルス感染症による死産症例が発生。当
該母牛は 6 歳 6 産目で、死産胎子は体重 24kg、
頸部水腫及び臍帯から一部臓器が逸脱、脳血管
充盈を認めたが、脳欠損、体型異状なし。ウイ
ルス検査では、胎子の脳及び脊髄からアイノウ
イルス（AINOV）の遺伝子、胎子胸水及び母牛血
清で AINOVの抗体（1:8、1:64）を検出。検出さ
れた AINOVをシークエンス解析した結果、国外
株と近縁。病理組織学的検査では、HE染色で脳
及び脊髄に囲管性細胞浸潤やグリア細胞の増
生を確認。免疫組織化学的検査（IHC）では、非
化膿性脳炎に一致して AINOVを含む旧シンブ血
清群の抗原を確認し、ウイルス検査成績から
AINOV抗原と判定。以上の成績から、AINOV感染
症と診断。アイノウイルス感染症の診断事例に
おいて IHC で抗原が確認された報告はあるが、
本症例のように IHCで多数の抗原が確認された
症例はなく、貴重な症例。 
 
54．管内牛伝染性リンパ腫（ＥＢＬ）清浄化対
策３農場の取組：熊本県城南家保 弓削美野里、
中村理樹 
 牛舎数、飼養形態、周辺環境及び経営方針等
の異なる肉用繁殖 3 農場で清浄化対策を推進。
A 農場（繁殖 50 頭、牛舎 5 棟うち 1 棟増築）：
完全人工哺育に変更、陰性牛の分離飼育徹底、
作業動線見直し、陽性牛産子の早期 EBL 検査、
陰性後継牛の自家保留等、意欲的に取組み、対
策 6 年目で陽性率 92.5%→5.2%に低下。B 農場
（繁殖 80 頭、牛舎 7 棟うち 3 棟増築、周辺に
竹林）：陽性母牛の産子を完全人工哺育に変更、
分娩～哺乳エリアも区分した分離飼育の徹底、
陰性子牛の外部導入と隔離や検査徹底等の対
策を行うも吸血昆虫の関与を疑う陽転牛あり。
陰性牛舎と陽性牛舎間に寒冷紗設置、竹林伐採
や殺虫剤散布で陽転は減少、対策 4年目で陽性
率 75.8%→23.8%。C農場（繁殖 40 頭、繋ぎ牛舎
1棟）：完全分離飼育や陽性母牛の積極的更新は

困難も、陽性牛リスク別配置、完全人工哺育を
継続、対策 4年目で陽性率 42.5%→28.1%。3農
場の比較から分離飼育を中心に農場毎の持続
可能な対策を見出すことが重要。 
 
55．天草地域の牛伝染性リンパ腫(EBL)清浄化
の取組(第 3報)：熊本県天草家保 小野結菜 
 地域全体で取り組むため EBL対策の協議会を
設立。設立当初目標の「10年後の天草家畜市場
出荷子牛のオールフリー」から熊本県家畜市場
との合併を機に「天草黒牛の価値向上」へ移行。
家保が協議会と連携して実施する従来の清浄
化対策に加え、新たな支援を開始。協議会が行
う肉用繁殖牛全頭のウイルス検査で分類した
清浄農場の維持及び監視のため、家保による 2
ヶ月毎の自家保留及び外部導入牛の検査に加
え市場出荷子牛の検査を実施。更に以上の検査
で陽性牛を摘発した特定農場に対し、家保では
全頭検査や分離飼養の指導を行い、清浄化を支
援。また早期清浄化希望農場に対しても、出生
子牛の PCR検査及び繁殖牛の陰性確認検査を実
施。陽転率低減を重点に対策した結果、陽性率
を大幅に低減(陽性率 90.7%から 6.3%)。協議会
の目標が変化し農家の EBL清浄化のモチベーシ
ョンが低下しつつあるが、農家の想いに寄り添
いながら協議会と強く連携し EBL清浄化と地域
の生産性向上に寄与したい。 
 
56．2023年度に流行した流行性出血病ウイルス
血清型 6型：熊本県中央家保 古庄幸太郎 
 流行性出血病ウイルス血清型 6型（EHDV6）に
ついて、2023 年度アルボウイルスサーベイラン
スで 9 月に 1 頭、11 月に 18 頭から EHDV6 遺伝
子を検出し、各月 1 検体ずつウイルスを分離。
また、同年度の病性鑑定において、黒毛和種の
嚥下障害からの EHDV6 分離 2事例で、発症時に
は EHDV6 抗体を保有。ホルスタイン種の早産事
例で、母牛全血及び嚥下障害を呈した黒毛和種
子牛から EHDV6遺伝子検出。子牛も EHDV6 抗体
を保有。県全域のウイルス侵入状況を調査した
結果、274検体中 21検体から EHDV遺伝子検出、
184 検体中 85 検体が抗体陽性。10 月から抗体
陽転牛を確認し、県内へのウイルス侵入は 9月
と推察。2015 年の兵庫県での発熱及び嚥下障害
に加え、本県では早流産もみられ病原性が異な
る可能性が示唆。嚥下障害事例では発症時にす
でに抗体を保有、発症まで経過が長いことが判
明したほか、イバラキ抗体を保有する同居牛が
未発症だったため、EHDV6 発症防御への関与の
可能性を推察。 
 
57．管内黒毛和種繁殖農家における牛伝染性リ
ンパ腫清浄化への取組事例：大分県豊後大野家
保 原彰宏 
 管内黒毛和種繁殖農家で牛伝染性リンパ腫
ウイルス（BLV）清浄化対策と経営規模拡大に並
行して取り組んだ事例を報告。当該農場は、平
成 28 年度には飼養する 94.3％（66/70 頭）が
BLV抗体を保有。平成 28年度から、BLV抗体陽
性牛と陰性牛の分離飼育、陽性牛の摘発・更新
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による清浄化対策を実施。令和元年度に陽性率
が 50.8％（61/120頭）まで減少。しかし、平成
30年度から令和 3年度の間に飼養頭数が 134頭
まで増加し、陽性牛と陰性牛の分離飼育が困難
となり、陽性率が 58.2%（78/134頭）まで増加。
令和 3年度以降に強化対策として①受精卵移植
技術の利用、②陽性牛の経産肥育、③陽性牛の
BLV プロウイルス量の測定と更新順位の作成、
④牛舎の増築による完全分離飼育を開始。強化
対策開始後、令和 6年度までに陽性率は、36.1％
（52/144頭）まで減少。経営規模拡大と BLV清
浄化対策の両面で一定の成果を得た。 
 
58．牛ウイルス性下痢持続感染牛の摘発事例と
まん延防止に向けた取組：大分県宇佐家保 荒
牧麻里子 
 牛ウイルス性下痢（BVD）は持続感染（PI）牛
の摘発・自主的とう汰が必須だが、正常な発育
を示した PI 牛の淘汰は農家の経済的・心的負
担が課題。管内 2農場で BVDのまん延を疑う事
例が発生。対策にあたり、補助事業活用に向け
関係団体と予算及びスケジュール等について
協議。農場では、疾病による損益と対策の必要
性及び効果、補助事業内容等について複数回の
説明を実施。他事例も踏まえ疑問点等を具に解
消し、農家の同意を得た上で、ガイドラインに
沿った疫学関連農場も含むまん延防止の取組
を実施。農場 A で 3 頭、農場 B で 5 頭の PI 牛
を摘発。さらに、農場 Aの疫学関連 2農場で計
2頭の PI牛を摘発。また、メーカー及び診療獣
医師と共にプログラムを策定し農場全頭の一
斉ワクチン接種を実施。加えて、広報誌による
疾病及び予防法の周知・家畜導入状況に応じた
個別指導を実施。以上により新規 PI 牛の産出
と農場外への移動を防止、BVD まん延防止の一
助とした。 
 
59．2023 年度の県内での流行性出血病ウイルス
血清型 6の流行：宮崎県宮崎家保 三城せいら、
本田真由美 
 2023 年度 6、8～11 月に採材した県内の未越
夏牛 54 頭の EDTA 加血で PCR を実施。9～11 月
の計 16検体で流行性出血病ウイルス（EHDV）群
特異遺伝子検出。血清型別 PCR の結果、5 検体
は既報プライマーで、11検体は動衛研が新規設
計したプライマーで EHDV 血清型 6（EHDV6）特
異遺伝子が検出され、県内で広く流行していた
ことが判明。PCR陽性 16検体中 5検体から EHDV6
を分離。EHDV 群ゲノム分節 3と EHDV6 ゲノム分
節 2 の分子系統樹解析の結果、県内流行株は
2023年度九州流行株と近縁で、九州各県に由来
を同じくする株が流行したと推察。イバラキウ
イルス（IBAV）と EHDV6を用いた中和試験の結
果、9 頭で EHDV6 に対する抗体陽転を確認。そ
の抗体価は IBAV に対するものより高値であっ
たが、両者に交差性があると推察。今後、EHDV
関与を疑う検査では、既報プライマーで検出で
きない場合や中和試験の交差性を念頭に置き、
的確な診断ができるよう努めたい。 
 

60．大脳に形成された B細胞性リンパ腫により
神経症状を呈した牛の一例：鹿児島県肝属家保 
佐多翔 
 管内黒毛和種肉用牛肥育農場の 17 ヶ月齢雌
で，痙攣発作や視覚障害等の神経症状が認めら
れた。病性鑑定の結果，血清中のビタミン Aが
重度の欠乏値を示し，大脳に腫瘍を認めた。腫
瘍細胞は B 細胞由来であったことから，B 細胞
性リンパ腫と診断。この腫瘍の浸潤による大脳
実質の圧迫や変性・壊死が神経症状の原因と考
えた。視覚障害についてはビタミン A欠乏の影
響も考えられた。牛の B細胞性リンパ腫は原因
が牛伝染性リンパ腫ウイルス（BLV）であるもの
とそれ以外であるものとに二分される。しかし，
今回得られた所見からは腫瘍と BLVの関連性を
判断できなかったため，追加検査の検討が必要。
牛の神経症状を呈する疾患は多岐にわたり，脳
に発生したリンパ腫もその一因となり得るが，
その報告は少ないことから，今後も症例の蓄積
が必要と考える。 
 
61．流行性出血病ウイルス血清型 6の関与を疑
う黒毛和種繁殖牛の流死産事例：鹿児島県北薩
家保 福山匠 
 2023 年 10月末から 11月初旬に、繁殖雌牛 90
頭の黒毛和種一貫農場で、母牛 3 頭が流死産。
流死産胎子 1頭、流死産した母牛 3頭及び同居
牛 4頭の病性鑑定を実施。流死産胎子から異常
産関連アルボウイルス特異遺伝子は検出され
ず、流死産した母牛 3 頭及び同居牛 2 頭から
EHDV-6特異遺伝子を検出。流死産した母牛 3頭
及び同居牛 4 頭は EHDV-6 抗体を保有。浸潤状
況調査では、県内 4 戸 6 頭で EHDV-6 抗体が陽
転、2戸 3頭で EHDV-6特異遺伝子を検出。ゲノ
ム分節 2及び 3の塩基配列の分子系統解析で同
年九州の複数県で分離されたウイルス株と完
全に一致。以上より、本事例も EHDV-6の関与が
疑われた。EHDV-6に起因する流死産の情報はま
だ少ないことから、今後も情報を蓄積するとと
もに、イバラキ病様疾病だけでなく、流死産の
発生時においても EHDV-6 の関与を想定して、
疾病拡大防止対策を実施する必要がある。 
 
62．与那国町における牛流行熱の発生と防疫対
応：沖縄県八重山家保 高桑悠子、中尾聡子 
 2024 年 5 月 25 日、与那国町の肉用牛農家で
牛流行熱（BEF）疑い事例。農場 5戸で病性鑑定
実施、29日に牛流行熱ウイルス（BEFV）遺伝子
検出、7月 2日に抗 BEFV中和抗体価の有意上昇
確認、BEFと診断。【家畜セリ対策】BEFV遺伝子
検出直後より、与那国から家畜セリ上場予定の
牛へ緊急不活化ワクチン(Vac)接種と吸血昆虫
忌避剤塗布を実施。与那国出航前の健康観察を
徹底。6、7月の八重山家畜セリ会場で地域関係
機関と協力し、計 1,584頭へ吸血昆虫忌避剤を
塗布。【まん延防止】与那国町内の牛に Vac2 回
接種。6、７月にのべ 42戸 795頭に接種。【発生
状況】届出 16戸 93頭、最終届出は 6月 24日、
与那国町以外で発生なし。5 歳未満の牛、前年
度 Vac 未接種の牛に多く発症。死亡は 2頭。【ま
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とめ】与那国町で 5 年ぶり、従来よりも早い 5
月に BEFが流行開始。与那国町には獣医師が常
駐しておらず、今後は流行時期を考慮した継続
的な Vac 接種の実施が重要。現在、Vac 接種後
の抗体価推移等の調査中、接種時期等も検討し、
BEF 防疫対応への知見としたい。 
 
Ⅰ－２ 細菌性疾病 
 
63．管内 A町における牛のサルモネラ症対策－
野生動物調査を踏まえた清浄化対策の成果と
課題－：北海道空知家保 早川さつき、小山毅 
 令和 5 年、A 町 2 農場で下痢等を呈した搾乳
牛から Salmonella Typhimurium（ST）を分離。
初回検査時の陽性率は高く、農場内、飼料保管
場所に野生動物の侵入を確認。飼養者に陽性牛
の隔離・治療、牛舎等の清掃・消毒、野生動物
の侵入防止対策を指導。2 農場とも牛舎が古く
て狭く、隔離・消毒等の対策が困難だったが、
飼養者、自衛防疫組合（自防）主導で対策を実
行し、4～5か月で対策終了。令和 5年の A町野
生動物由来 ST：4株、平成 16年以降の管内家畜
由来 ST：20株を遺伝子解析。SNP遺伝子は平成
28 年以降全てクレード 9 型、PFGE 系統樹解析
は令和 4年以降全てⅢc又はⅢd(類似度 96％)。
成果は飼養者と本症対策経験の少ない自防が 2
週間隔の会議で対策を検討・実行し、自防は野
生動物調査に協力し、本症の勉強会を 2回開催。
課題はその後、A 町別農場で野生動物が発生要
因と考えられる本症が発生し、対策中。野生動
物の侵入防止対策は、農場単位に加え、地域一
帯となった対策も重要。 
 
64．宗谷管内の牛サルモネラ症の発生と対応：
北海道宗谷家保 岡希、三浦祥 
 令和 5年度、Salmonella Typhimurium（4:i:-）
によるサルモネラ症の発生が過去最多。過去 5
年に比べ令和 5 年は 6～9 月の平均気温が 1～
3℃高く、降水量は 1.4 倍。通報が遅延、餌槽・
水槽から菌が高頻度に検出された農場では対
策が長期化。自衛防疫組織による頻回消毒、資
金助成等があった地域の平均対策日数は 57日、
なかった地域は 144日。PFGE による菌の疫学的
解析の結果、管内の過去分離株とは異なるクロ
ーンの侵入が示唆。分離株は多剤耐性で、プラ
スミド性キノロン耐性遺伝子を検出。発生後調
査において、発生前は餌槽等の定期的な消毒、
各牛舎への踏込消毒槽設置の遵守率が低かっ
たが、対策を通して現在は改善。また、発生農
場は対策に係る情報の不足、労働力の不足、経
済的負担、精神的負担に苦慮。関係者への情報
提供、人的・経済的サポート体制の構築、暑熱
に備えた飼養衛生管理の向上が課題。当所は講
習会等を通して地域と情報共有し、関係機関と
連携しながら本病の対策に努める。 
 
65．牛糞便中ヨーネ菌と培養ヨーネ菌の消毒薬
抵抗性の比較：北海道釧路家保 松澤滋、武智
茉里 
 牛の患畜糞便中ヨーネ菌（感染区）と培養し

たヨーネ菌（培養区）の消毒薬抵抗性について
比較。感染区の患畜糞便 10 検体又は培養区の
陰性糞便 8検体を蒸留水に懸濁し、振とう・静
置した上清（陰性糞便上清には培養ヨーネ菌液
を添加）と等量の各消毒薬又は蒸留水を感作。
洗浄を経て、遠心上清を除去した沈査に 1.2%ヘ
キサデシルピリジニウムクロライドを加えて
一晩静置した菌液を階段希釈し、各々固形培地
に接種後、3 か月間培養。蒸留水と各消毒薬の
生菌数及び減少率を算出。感染区は培養区と比
べて、消石灰水（10%）上清及び塩素剤（有効塩
素濃度 0.1%）、過酢酸製剤（0.1%）において有
意に低い減少率。感染区は培養区よりも高い消
毒薬抵抗性をもつ可能性が示唆。感染区におい
て塩素剤に対する減少率が 99%未満の 4 検体の
うち 3検体は、高度排菌牛であり、排菌量と消
毒薬抵抗性との関連が示唆。本病対策農場にお
ける消毒薬の適正使用について指導を強化予
定。 
 
66．オホーツク管内で分離された牛由来
Salmonella Typhimurium の解析：北海道網走家
保 山田真喜子、小林亜由美 
 2022 年以降、血清型 Typhimurium の単相変異
株（非定型）による牛サルモネラ症の発生が急
増、分離株を解析。2015～2023 年に分離された
14町 63株の一塩基多型（SNP）遺伝子型別では
2、5、6、9型に型別、9型は 53株と最多。SNP9
型株は PFGE で 9-Ⅰ～Ⅳ型の 4 つに大別、数年
毎に推移。2022 年以降は 9-Ⅲ型非定型株が 12
町 36 株と最多。薬剤感受性試験では SNP2、5、
6 型株に耐性なし。9 型株は 9-Ⅰ・Ⅳ型株が主
に ABPC、SM、CEZ、TCの 4剤、9-Ⅱ・Ⅲ型株は
NA、CP、ST、CPFX を加えた 8剤に耐性。MIC値
は一部の株で CTX、NAが高値。薬剤耐性遺伝子
は、CTX耐性株で blaTEMまたは blaCMY、NAと CPFX
耐性株で qnrBまたは qnrSを検出、gyrAの変異
なし。以上より、管内では複数の SNP型を認め
たが、2022 年以降は 9-Ⅲ型の非定型が広く浸
潤。SNP9 型株は近年、耐性薬剤数が増加、プラ
スミド性薬剤耐性遺伝子を確認。既報の SNP9型
非定型株の傾向と一致。管内の 2022 年以降の
流行は、9-Ⅲ型株の侵入と多剤耐性が一因と推
察。 
 
67．根室管内で分離された牛由来 Salmonella 
Typhimurium の分子疫学的解析と薬剤耐性につ
いて：北海道根室家保 後藤真優、増子朋美 
 当所では平成（H）10～30 年の管内牛由来
Salmonella Typhimurium（ST）について分子疫
学的解析及び薬剤耐性を調査し、H25 年からの
SNP9型流行、第二次選択薬の耐性率 1％以下を
確認。今回、令和（R）1～5 年の ST132 株を用
いて継続調査を実施。分子疫学的解析として
SNP 遺伝子型別とパルスフィールドゲル電気泳
動（PFGE）を実施。また、薬剤感受性試験と薬
剤耐性遺伝子保有率の調査を実施。結果、管内
株の SNP 遺伝子型は全て 9 型、5 剤以上耐性株
は 86％であり全国の傾向と一致。PFGE の結果
から R4 年頃に管内に新たな株の侵入があった
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ことを確認。過去の調査と比較し、第二次選択
薬の耐性率上昇。薬剤耐性遺伝子の保有状況は
多様性を示した。今後も抗生剤の慎重使用を呼
びかけ、遺伝子型や薬剤耐性の動向を注視する
必要がある。 
 
68．大規模肉用牛農場におけるヨーネ病防疫の
事例と課題：青森県中央家保 佐怒賀香澄、富
山美奈子 
 管内のヨーネ病（JD）発生は減少傾向だが大
規模農場での発生が増加。A 農場は管内外に 9
農場、約 1,300 頭を飼育。H30 年、JD 患畜を摘
発。患畜は県外導入牛。当該農場は分娩時に系
列農場に移動し、分娩後は空きのある農場への
移動が特徴。発生後は青森県 JD 対策要領に基
づき検査、指導を繰り返すも H31 年、R3年に計
3 頭の患畜を摘発。この間検査対象農場の拡大
もあり検査の調整に苦慮。A 農場とは発生当初
から対話を重ね、消毒や導入牛対策の指導や分
娩前後の移動動線、子牛農場の固定、分娩牛舎
の環境調査等実施。疾病の相談にも対応し農家
の防疫意識向上に努め、R6年 9月に JD清浄化。
監視期間 5年 9か月、述べ 11,566頭を検査。現
在 A 農場は JD 再発防止のため導入時の遺伝子
検査、隔離を実施。大規模農場での発生は系列
農場が関連し、監視範囲が拡大するため対応の
難しさを実感。今後も農場との対話を重視し、
JD に限らず疾病検査や農家へ持続可能な衛生
管理を提案、指導する所存。 
 
69．県内の牛ヨーネ病検査状況：青森県中央家
保 髙𣘺𣘺優、林敏展 
 本県では平成 25 年度から 12 か月齢以上の肉
用繁殖牛を 2年間隔で定期検査。定期検査は抗
体検査でスクリーニングし陽性牛を遺伝子検
査、発生農場の同居牛検査は遺伝子検査で診断。
令和 6 年次までの 12 年間に 133 頭の患畜を摘
発。患畜の 98％は肉用繁殖牛、33％は県外導入。
定期検査で 29 か月齢から 175 か月齢の 51 頭、
同居牛検査で 12 か月齢以下 14 頭を含む 80 頭
を摘発。他 2頭は発症牛と導入時検査での摘発。
発生 50戸中 21戸は初発で患畜 1頭のみの摘発
で 17頭は県内外導入。発生頭数は平成 25年次
38頭から令和 6年次 5頭まで漸減。発生農場数
と遺伝子量も減少傾向。摘発月齢や抗体応答時
期、県内初産月齢を踏まえると今後の抗体検査
対象月齢や検査間隔に検討の余地。県内外導入
牛には遺伝子検査の活用を推奨。現状の定期検
査に遺伝子検査を適用するには費用と時間面
で課題。今後もデータを蓄積し限られた人員で
効率の良い検査体制構築に寄与。 
 
70．大規模黒毛和種一貫経営農場におけるヨー
ネ病清浄化対策（第４報）：岩手県県南家保 川
畑由夏、村上隆宏 
 平成 28 年度にヨーネ病患畜が確認された繁
殖牛 3,000 頭規模の黒毛和種一貫経営農場で、
清浄化対策を継続。プール糞便を用いたスクリ
ーニング遺伝子検査を当初から採用し、令和 6
年度より公定法化。現在まで年 2 回計 17 回

51,927 頭の同居牛検査を継続し、令和 3年度ま
でに患畜 17 頭確認。令和 4 年度以降発生がな
かったが、令和 6 年度上半期の同居牛検査で、
37牛舎中 2牛舎（経産妊娠及び初妊牛舎）にて、
患畜 13 頭（19～114 か月齢、遺伝子量 1.03～
4.68×10-3pg/2.5 ㎕）、定性陽性 56 頭を確認。
発生要因の精査により、令和元年度以降、増頭
に伴い空舎期間を設けた消毒が不徹底。環境材
料から菌遺伝子が検出され、環境中の菌低減が
課題と確認。牛舎消毒徹底のため、患畜と同居
した牛や高齢牛のとう汰により飼養規模を縮
小し、空舎期間の確保を対策に追加。10月から
下半期の同居牛検査を開始し、3,019 頭の陰性
を確認。持続可能な対策の実践とそれらの検証
を強化し、清浄化を目指す。 
 
71．2016 年から 2024 年に分離された牛由来腸
管外病原性大腸菌の性状解析と多剤耐性株の
確認：宮城県仙台家保 後藤庸、山梨祐未 
 2016 年から 2024 年に牛から分離された腸管
外病原性大腸菌（ExPEC）8症例について発生状
況及び病変を比較。ExPEC の性状解析のため 10
株について毒素因子（cnf2、cdtⅢ）、付着因子
（F17A、afa-8、papC）、鉄取込能（iutA、fyuA、
irp1、irp2）、O 群血清型別、系統発生群解析、
全ゲノム解析、薬剤感受性試験及び ESBL 産生
試験を実施。発生状況は黒毛和種で日齢の中央
値は 9.5日、死亡率は 75％。病変は好中球主体 
の化膿性炎症、血管壊死及び血栓形成。病原因
子は iutA が 8株、cdtⅢ、fyuA、irp1、irp2 が
5株、cnf2、F17A、afa-8が 4株、papC が 2株。
全ゲノム解析に供した１株は cnf2、cdtⅢ、afa-
8、iutA をプラスミド上に保有。O群血清型に偏
りはなく、系統発生群は 9 株が A 系統。ExPEC
は鉄取込能により血中で増殖し、毒素因子で血
管病変を形成すると推察。ESBL産生の 3株が第
3 世代セファロスポリン耐性の多剤耐性株であ
り公衆衛生上注意が必要。 
 
72．管内酪農家で発生した牛サルモネラ症：秋
田県中央家保 清水典子、木村衆 
 令和 6年 7月、管内酪農家で発熱、下痢がま
ん延。成牛 4 頭が死亡した他、3 頭で流産、子
牛 3 頭が死亡。死亡牛 1 頭、同居牛 10 頭の材
料 を 用 い た 病 性 鑑 定 で 、 Salmonella 
Typhimurium（4:i:1,2）（以下、ST）を検出。さ
らに免疫染色で腸管から O抗原を検出し、牛サ
ルモネラ症と診断。対策として畜主、管理獣医
師との連携により、群全体への緊急ワクチン接
種と、発症牛に対し有効薬剤を投与。また、牛
舎消毒及び浸潤状況調査を実施し、対策効果確
認のため飼養牛と環境材料を継続検査。結果、
ST検出率は成牛 69%→6%、子牛 100%→0%、環境
材料 75%→25%に減少。STまん延による乳量減少
や死亡、治療費等の負担増による損失額の推計
は約 458万円。対策開始から約 2ヶ月で終息に
近づいたものの、その後に導入した個体で新た
に ST を確認。さらなる衛生対策として施設修
繕の必要性を追加指導。農場の完全清浄化に向
け、今後も対策の継続が重要。 
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73．子牛の M.haemolytica による臍静脈の炎症
を特徴とした臍帯炎：山形県最上家保 古田信
道、髙橋一希 
 Mannheimia haemolytica（M.h）は肺炎を主と
した牛パスツレラ症の原因菌の一つで、ロイコ
トキシンによる変性好中球（燕麦状細胞）が特
徴。今回、管内農場で M.hによる臍帯炎を経験
したため報告。当該畜は急性経過で死亡した黒
毛和種子牛 1日齢、細菌検査で脳及び５臓器か
ら M.hを分離、病理組織学的検査で臍静脈に燕
麦状細胞を伴う炎症反応、免疫組織化学的染色
で病変部に一致した M.h抗原陽性を確認。感染
経路特定のため、母及び隣接牛の鼻腔スワブを
検査したが M.hは分離されず。本症例 M.h株は
肺ではなく異環境である臍帯での増殖が特徴
的であることから、増殖に係る至適環境の幅が
広いと仮定し、保存株（肺炎を主徴とした症例
から分離した１株及び呼吸器症状を呈した牛
鼻腔スワブ分離２株）と 37℃、25℃及び嫌気下
における増殖能を比較。結果、保存株との間に
差異を認めず。このため本症例 M.h株は一般的
な野外株であり、M.h は臍帯炎の原因菌となる
危険性が示唆。 
 
74．牛クロストリジウム感染症事例の薬剤耐性
動向調査に基づいた発生要因への一考察：山形
県庄内家保 東城なつみ、川久保和希 
 令和 6年 10月、管内の黒毛和種育成農場（200
頭飼養規模）で牛クロストリジウム感染症（3事
例）が発生。同農場では、過去にも類似症例を
確認。3事例の腸内容由来 C.perfringens(C.P)
株は多剤耐性の傾向。畜舎の環境検査（敷料、
残飼等）では C.Pは分離されなかったため、動
物由来薬剤耐性菌モニタリング（JVARM）の指標
である大腸菌の耐性状況を確認。3事例の臓器、
環境材料（落下糞便・敷料）由来株（試験群）
と無作為抽出した管内 3 農場由来株（対照群）
と比較。試験群の耐性率は SM(56％ )・
ABPC(41％)・CEZ(41％)の順に高く、AMX・CEZ・
GM・KM の耐性率と多剤（CEZ・KM・TC・FFのう
ち 2 剤以上）耐性率は、有意に高い。JVARM と
比べ試験群で CEZ・GM・KM の耐性率が高い。な
お、試験群の CEZ 耐性株（16 株）では ESBL 産
生遺伝子は検出されず。農場の薬剤使用状況も
踏まえ、本症例への多剤耐性 C.Pの関与を推察。
安心安全な畜産物の提供のため、抗菌薬の慎重
使用を指導。 
 
75．管内農場で発生した Salmonella Dublin の
まん延防止に向けた取り組み：福島県県北家保 
齋藤大士、三瓶佳代子 
 令和 6年 9月、肉用牛一貫経営農場 160頭規
模で子牛 2頭死亡。うち 1頭の病性鑑定の結果、
全身臓器から Salmonella Dublin（以下、SD）
が分離され、牛サルモネラ症と診断。SD感染拡
大防止として、以下の対策を指導し、実践。①
薬剤感受性試験に基づく治療、②共済獣医師に
よるサルモネラワクチン全頭接種、③発生牛舎
の洗浄及び消毒、④手指消毒と長靴交換の徹底。

牛舎消毒と同日、死亡子牛の同居牛の糞便及び
環境材料を採取し、細菌学的検査を実施。結果
は全検体陰性。SDは糞便に排菌されにくいため、
2 回目の検査では血液と鼻腔スワブを採材し、
検査範囲を農場全体に広げたが、結果は全検体
陰性。牛舎消毒後に SD 疑いの牛を治療してお
り、検査で SD が検出できていない可能性があ
る。対策中、JA繁殖部会から衛生対策の講演依
頼を受けるなど、地域の衛生意識が向上。今後
も定期的な立入指導及び検査を継続し、清浄化
を目指す。 
 
76．小脳に波及した Clostridium septicum に
よる黒毛和種子牛の悪性水腫：福島県中央家保 
喜多見はるか 
 約 5ヶ月齢の黒毛和種雌子牛が、発熱及び胸
部腫脹を呈し、翌日早朝に死亡を確認したため
病性鑑定を実施。剖検で、胸部正中に手拳大の
腫瘤、腐敗臭を伴う皮下及び筋間の水腫を確認。
肺は胸壁と癒着しており暗赤色化、小脳は脆弱
で暗赤色化を呈し髄膜は軽度に充うっ血。細菌
検査では、胸部腫脹部位、肺、大脳から
Clostridium septicum（CS）分離、小脳から CS
特異遺伝子検出。病理組織検査では腫脹部の蜂
窩織炎、化膿性壊死性小脳炎、大脳及び脊髄の
化膿性髄膜炎、化膿性気管支肺炎がみられ、炎
症細胞周囲に桿菌確認。以上の結果から、本症
例を小脳に波及した CSによる悪性水腫と診断。
肉眼的に外傷は確認されず、体内への感染経路
特定には至らなかったが、胸部皮下に何らかの
原因で CSが侵入、小脳に波及したと推察。本症
例は典型的な悪性水腫とは異なり小脳に病変
がみられたが、近年国内で類似事例が報告され
ており、病態解明のために症例蓄積が重要。 
 
77．大規模酪農場の Salmonella Dublin 清浄化
達成までの取組：栃木県県北家保 加藤貴誉湖、
髙﨑久子 
 Salmonella Dublin(SD)による牛サルモネラ
症(本症)は、糞便からの検出率が低く対策が長
期化する傾向。今回、大規模酪農場で本症が発
生。検査法の改良と変更及び指導により清浄化
達成。当該農場は子牛が 1か月間で 12頭死亡、
1頭から SDが分離され本症と診断。直ちに指導
し農場は出荷牛 SD検査等対策。家保は環境検査
7 回の他に発症牛の血液及び糞便を検査。材料
は定法及び改良法で培養。対策中、農場から検
査費負担大の相談を受け、管理責任者へ説明会
を 6回実施。清浄性確認検査は、統計学的に必
要頭数を算出して抽出検査を実施。環境検査複
数回陰性後、抽出検査を実施し陰性の場合、清
浄化と判断。SDは環境、発症牛及び抽出検査の
血液のみから計 7 検体検出。取組の結果、約 1
年間で清浄化達成。SDは改良法で環境及び血液
から検出、SD分離には改良法が必須。定期的な
訪問、粘り強い説得により、農場は長期間の対
策に理解。複数回の環境検査と抽出検査による
清浄化対策は有用。 
 
78．黒毛和種若齢牛におけるヨーネ病の発生事
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例：栃木県県北家保 大島藤樹、安西真奈美 
 牛のヨーネ病患畜は 3～7 歳齢に多い傾向。
当家保では平成 25 年度以降に 95 頭を摘発し、
27か月齢未満の患畜なし。今回、乳肉複合農場
の 9か月齢黒毛和種牛で患畜摘発。当該牛は自
家産で確定検査時に糞便中ヨーネ菌遺伝子量
2.60×10-3pg/2.5μL を検出。臨床症状はなく、
母牛からは遺伝子未検出。剖検所見では回盲部
から空回腸に粘膜の充血・肥厚を確認。病理組
織学的検査で腸間膜リンパ節に中等度マクロ
ファージ浸潤を確認。チール・ネルゼン染色で
リンパ節内に抗酸菌を検出。病型分類は無病変
型と診断。環境検査で分娩舎における重度汚染
を確認。本農場では複数の患畜が摘発されてお
り農場内環境が汚染。当該牛は重度汚染の分娩
舎で長期間飼養され経口感染したと推測。分娩
舎は敷料交換を省力化する発酵牛床を採用し、
清掃が不十分であったことが要因と推察。清掃
消毒を指導し、環境検査結果は改善。若齢牛で
の摘発を考慮し、今後も患畜の早期摘発を目的
とした検査体制を継続。 
 
79．呼吸器疾患の病性鑑定実施状況とパスツレ
ラ科特異的発色媒体培地を用いた有用性の検
討：群馬県家衛研 志村仁 
 牛・豚呼吸器疾患は経済損失の大きな一因。
近年、パスツレラ科に特異的に発色する培地が
開発。今後活用するため、当所における病性鑑
定依頼状況と保存菌株について実態を調査。ま
た保存菌株と鼻腔スワブや肺等を用いた本培
地の有効性を検討。過去 3年間の原因究明のた
めの病性鑑定実施頭数は 367頭で、その内 75頭
が呼吸器疾患による依頼。保存分離菌株 5,056
株の内、1,530 株（30.3%）が呼吸器から分離。
牛から分離された菌種（割合）は、Pasteurella 
multocida （以下、P.m）156 株（33.5％）、
Mannheimia haemolytica（以下、M.h）120 株
（25.8％）でパスツレラ科細菌が約 6割。豚で
は、P.m 119 株（11.5％）。P.m および M.h の
83.3％が発色培地でピンク色や藤色コロニー
を形成。腸内細菌やグラム陽性菌は、青色や瑠
璃色のコロニーもしくはコロニー形成が確認
できず。鼻腔スワブ等原因菌以外で汚染された
検体でも正確で迅速な診断と治療に寄与でき
ると示唆。 
 
80．大規模農場における牛ヨーネ病の清浄化対
策の進捗状況：千葉県北部家保 不破友介、髙
梨優希 
 令和 4、5 年度の家畜伝染病予防法第 5 条に
基づく牛ヨーネ病検査（5 条検査）において、
管内大規模農場（A、B農場）で患畜を摘発。防
疫措置の後、まん延防止対策を開始。いずれの
農場においても、同居牛検査で断続的に患畜が
摘発され、5 条検査での新規発生確認から令和
6年 10月末までに A農場にて延べ 3,812頭検査
し、自主とう汰牛を 5頭（うち 4頭は 6か月齢
未満）、患畜を 7頭確認。B農場にて延べ 1,700
頭検査し、自主とう汰牛を 1頭、患畜を 4頭確
認。新たな感染源の侵入防止対策として導入牛

検査を A 農場では令和 6 年 3 月、B 農場では令
和 6 年 5 月より開始。令和 6 年 10 月末までに
導入した牛は全例陰性を確認。当所の指導や農
家の取組により衛生管理が向上したが、終わり
の見えないまん延防止対策に農家のモチベー
ションが低下しているのが現状。今後の衛生対
策の進め方が課題。 
 
81．迅速なフィードバックと対策で清浄化を達
成した Salmonella Dublin による牛サルモネラ
症発生事例：新潟県下越家保 増門宙、中村正
明 
 管内１酪農場で導入した子牛が下痢を呈し、
その後すべての飼養子牛が下痢を呈す。死亡子
牛糞便から Salmonella Dublin（SD）を分離、
SDによる牛サルモネラ症と診断。浸潤状況調査
のため飼養牛と環境拭き取りの検査を実施。検
査は複数の培地を併用、分離培養と増菌培地の
遺伝子検出法を組み合わせて実施。検査結果の
フィードバックは従来法より 10 日以上早く、
最短で採材 1～2 日後に実施可能。浸潤状況調
査の結果、SDは子牛 3頭及び子牛飼養マスの床
2か所から検出、成牛飼養エリアからは非検出。
SD陽性牛は抗菌薬投与と隔離、床は消毒の実施
を指示し、モニタリングを継続。2 度のモニタ
リングで子牛飼養エリアから SD が検出された
ため、清掃消毒の具体的方法を指導。その後の
モニタリングで 2回続けて飼養牛及び環境から
SD非検出。清浄化達成と判断。迅速なフィード
バック、早期の治療・隔離と消毒、清掃消毒の
具体的指導が清浄化達成に貢献。 
 
82．酪農場で発生した Salmonella Saintpaul に
よる牛サルモネラ症：新潟県中越家保 五十嵐
紗代子、佐藤香代子 
 令和６年 10月中旬、対尻タイストール 60頭
規模の酪農場で搾乳牛に集団下痢、発熱、食欲
低下及び泌乳量低下を認め 1頭が死亡。発症牛
下痢便 5 検体と死亡牛の肺から Salmonella 
Saintpaul を分離し、牛サルモネラ症と診断。
本症例は 11 月までに 4 頭が死亡するなど既知
の報告より極めて重篤な症状を呈し、直接的被
害額は 100万円と試算。飼養者と臨床獣医師を
交え対策を検討し、発症牛へ抗生剤投与、飼養
牛全頭へサルモネラワクチン接種及び生菌剤
投与、子牛飼養場所変更、牛舎入口及び通路に
踏み込み消毒槽設置、飼槽周囲の拭き取り消毒
及び消毒薬毎日散布、畜舎周囲に電気柵設置。
消毒効果検証のためのモニタリング検査では
飼養牛糞便 8/47、環境材料 1/15 検体で O4群サ
ルモネラ分離。飼養者の重点的且つ継続的な清
掃消毒により、2 か月後の検査では飼養牛糞便
1 検体陽性、環境からの菌分離陰性、臨床症状
なし。今後は環境も含めた清浄化に向け、継続
的な衛生管理の徹底と浸潤状況の確認調査を
随時実施。 
 
83．自動核酸抽出機を用いたヨーネ菌遺伝子抽
出法の検討：新潟県中央家保 佐藤圭介 
 ヨーネ病発生時の検査対応の迅速化及び効
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率化を目的に、自動核酸抽出機(抽出機)を用い
たヨーネ菌遺伝子抽出法を検討。前処理にビー
ズ破砕処理、加温処理及び滅菌 PBSによる洗浄
処理を実施後、抽出機で抽出。キット(ヨーネピ
ュアスピン)での抽出との比較をリアルタイム
PCR で実施。前処理法の検討のためヨーネ菌を
既知量含んだ 4 検体の糞便及びヨーネ病患畜 2
頭の糞便を供試し、定性判定が全て一致。患畜
の臓器の計 18 検体も定性判定が全て一致し、
環境材料として患畜の糞便を環境材料に添加
したものを作製して計 44 検体を試験し、40 検
体で定性判定が一致。各抽出法の作業時間、作
業手順数及びコストは、キットで 2時間、21手
順、1060 円に対し抽出機で 1 時間、13 手順、
796 円。自動抽出機を活用した抽出法はコスト
の低減、作業時間及び労力の圧縮が可能。rPCR
により早く移行できるため検査が迅速化。本法
は多検体にも対応しやすく、大規模農場でも環
境検査を繰り返し実施が可能。 
 
84．管内牛農場におけるヨーネ病の発生状況：
山梨県東部家保 佐藤浩介、内田幸 
 令和 6年度に実施した管内のヨーネ病検査に
おいて、9戸 14頭と多数の患畜を摘発したため、
今年度を含め、rPCR 法が公定法となった平成 25
年度以降の管内におけるヨーネ病の発生状況
をとりまとめた。摘発されたヨーネ病患畜は 18
戸 40 頭。18 戸のうち、外部導入のある農場が
10 戸、全て自家産の農場が 8 戸。患畜のうち、
39頭は自家産であり、その内預託歴のある牛は
13頭。外部導入や預託など、農場の飼養状況は
様々であることから、ヨーネ菌の侵入は複数の
要因が示唆。2産以上の経産牛の摘発は 40頭中
33頭、未経産牛は 4頭摘発。当所の過去の ELISA
検査で陰性が確認された牛を 28 頭確認。これ
らのことから早期摘発のため、定期的な検査は
必要。発生農場では農場の衛生対策、子牛の感
染防止対策が重要なため、清浄化に向けた衛生
管理指導を実施。今後もヨーネ病の発生動向を
把握するとともに、各農場の防疫対策を検討し、
早期の清浄化に努めていく。 
 
85．2 ヶ月齢でヨーネ病の病理学的病変を認め
たジャージー種子牛の一例：山梨県東部家保 
石原希朋、牛山市忠 
 牛のヨーネ病は主に哺乳牛が Mycobacterium 
avium subsp. paratuberculosis（ヨーネ菌）を
経口摂取し、長い潜伏期間後、慢性下痢等を呈
する法定伝染病。2 ヶ月齢でヨーネ菌が分離、
病理学的所見が得られたので報告。症例はヨー
ネ病が継続発生している農場のジャージー種、
2 ヶ月齢、雌。ヨーニン反応が陽性、遺伝子検
査で患畜（遺伝子量：0.020pg/2.5μl）。剖検は
著変なし。回腸、盲腸及び結腸の内容物からヨ
ーネ菌を分離。病理学的検査では、回盲部から
10cm 上の回腸で粘膜固有層に限局性肉芽腫、パ
イエル板に石灰沈着を伴う多核巨細胞浸潤を
観察。抗酸菌染色で病変部に菌体を確認。病変
は多核巨細胞主体で少数菌型・類結核型病変。
飼育環境等から垂直感染ではなく、水平感染と

考察。摘発時期は月齢から感染初期の一過性排
菌時が示唆されたが、排菌量が多く、多量にヨ
ーネ菌を経口接種すると子牛でも発症するこ
とが報告されていることから、発症時の持続排
菌時の可能性が高いと考察。 
 
86．乳汁検査における新たな検査法の試みと課
題：長野県伊那家保 藤本洋平 
 一般乳汁細菌検査（細菌培養法）は、１～２
日の培養が必要であり、また培地上で菌が発育
しない乳房炎(非発育性乳房炎)では、原因の特
定は困難。迅速かつ非発育性乳房炎でも菌体の
検出を可能にする検査法（迅速検出法）を広島
大学鈴木教授が考案。この迅速検出法を細菌培
養法と同時に実施することで、迅速検出法を活
用するにあたっての課題がみられた。試験検査
で依頼のあった乳汁について、細菌培養法と迅
速検出法とで検査を実施。細菌培養法は定法の
とおり。迅速検出法は、乳汁 10 mLを 3000 rpm、
５分間遠心、上清を除去。沈渣を生理食塩水１ 
mLで懸濁、うち 10 μLをスライドガラスに広
げ、グラム染色し鏡検。結果、細菌培養法で分
離困難な検体で菌体を検出したが、全体として
細菌培養法よりも菌体の検出率は低下。迅速検
出法は、検査の性質を理解し、細菌培養法の弱
点である迅速性等を補えるものと考察。今後は
臨床獣医師と緊密に連携し、本法を有効に活用
していきたい。 
 
87．迅速発育型非結核性抗酸菌が分離された乳
房炎：長野県伊那家保 佐藤聖子 
 当所の乳汁細菌検査(乳汁検査)では、通常 48
時間以内に発育する菌のみを回答。管内 1酪農
場の乳汁検査で、48時間以内の培養でコロニー
を形成せず、後日の同一個体の再検査にて 48時
間以上の培養で多剤耐性のグラム陽性短桿菌
を分離。当該牛は、治療するも回復せず、分娩
後、予後不良で廃用。と畜検査にて乳房の広範
囲壊死と全身状態の悪化を確認。その後、細菌
の同定検査にて迅速発育型非結核性抗酸菌
(RG-NTM)である Mycobacterium fortuitum（以
下 M.f）と判明。当該牛はヨーネ病エライザ
(ELISA)検査で陽性、リアルタイム PCR検査で陰
性となり、ELISA 検査はヨーネ菌以外の抗酸菌
に非特異的に反応したと推察。その後の敷料等
の牛舎内環境検査では M.f は非検出。M.f 等の
RG-NTMによる乳房炎は、通常の乳汁検査では分
離困難。数回の乳汁検査でコロニーを形成せず、
ヨーネ病 ELISA検査で非特異反応を示す個体の
乳汁の原因菌は、培養時間の延長等で分離でき
る可能性がある。今後の乳汁検査方法の一助と
考えられた。 
 
88．呼吸器病発生農場における牛呼吸器複合病
関連病原体の保有状況：岐阜県飛騨家保 大塚
幹弘、青木栄樹 
 牛呼吸器複合病はストレスや病原体など複
数要因により発症する重要疾病。管内の呼吸器
病発生農場 8戸について発症牛と同居牛の鼻腔
スワブを用いた遺伝子検査により関連病原体
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（ウイルス 6 種、細菌 4 種、マイコプラズマ 4
種）の保有状況を把握。細菌とマイコプラズマ
は菌分離し薬剤感受性も調査。延べ 102検体中
99 検体からウイルス 2 種 19 遺伝子、細菌 4 種
115 遺伝子、マイコプラズマ 3 種 201 遺伝子を
検出。病原体の種類は農場毎に異なり細菌、マ
イコプラズマが多い傾向。個体でも複数種の同
時検出（最多 7種）例や未検出例があり保有状
況 は 多 様 。 病 原 性 の 高 い Mannheimia 
haemolyticaが6農場で13株、Mycoplasma bovis
が 3 農場で 10 株分離。多剤耐性株も含まれ抗
菌剤の慎重使用に留意が必要。病原体の保有状
況は農場毎に異なり、治療や予防は農場毎の対
応が重要。必要な検査をすべて当所で実施し、
速やかに結果説明及び農場指導ができる体制
を構築。 
 
89．ヒストフィルス・ソムニ感染症の 3症例か
ら考察された診断時の要点：岐阜県中央家保 
加藤智、林登 
 【概要】牛のヒストフィルス・ソムニ（Hs）
感染症（敗血症・髄膜脳脊髄炎型）は、神経症
状、脳の典型病変の確認、菌分離等で診断。開
頭は労力が大きいため主に神経症状を示す牛
で実施。しかし本症の 3症例から、この開頭基
準では本症を見逃す可能性が示唆。各症例を整
理し、対策を考察。【症例 1】9か月齢、Hsワク
チン未接種。神経症状。脳のみに典型病変あり。
脳で菌分離陰性、遺伝子検査陽性。【症例 2】13
か月齢、Hsワクチン未接種。臨床所見に乏しい
突然死。心臓等に組織で化膿巣認められるも肉
眼で確認できず。心臓等の菌分離陰性、遺伝子
検査陽性。【症例 3】22か月齢 Hs ワクチン未接
種。突然死。脳のみに典型病変あり。脳脊髄液
の菌分離陽性。【考察】3症例で、臨床所見が乏
しい突然死、脳のみに典型病変を示す牛を確認。
神経症状を示す牛のみの開頭では脳の病変を
確認できず本症を見逃す可能性あり。対策とし
て、Hsワクチン未接種、かつ、剖検時点で死因
不明の牛の開頭を推奨。 
 
90．管内酪農場で発生した牛ボツリヌス症：静
岡県東部家保 久保山雪子、柴田有紀美 
 令和 6年 7月、管内酪農場で突然の起立不能
と呼吸麻痺を呈し急死する牛が多発、発症から
12日間で飼養頭数約 8割の 74頭が死亡。当初、
熱中症を疑うが、発生状況から、県内初の牛ボ
ツリヌス症発生の疑いが強まったため、病性鑑
定を実施。毒素検査と同時並行で農場全体の消
毒、牛ボツリヌス症に関する講習会を企画。検
査の結果、牛床敷料、直腸便及びオガコからボ
ツリヌス菌 D型毒素遺伝子検出。マウス接種法
でボツリヌス D型菌による牛ボツリヌス症と診
断。農場消毒効果をみる環境調査の結果、消毒
実施場所から毒素遺伝子不検出。死亡牛の発生
状況から、TMR 飼料汚染による食中毒型の牛ボ
ツリヌス症と推察するが、汚染経路は不明。講
習会は、農家中心に畜産関係者 73名が参加、本
症の発生原因や対策を説明。発生直後の講習会
により、地域における本症の周知及びワクチン

接種等対策促進。本症は、起立不能から死亡の
転帰が早く、自給飼料を作る農場は集団発生す
るリスクを関係者が再認識。草地型酪農が盛ん
な本地域では、地域全体で対策の継続が重要と
考察。 
 
91．牛ボツリヌス症と診断した 1事例と検査体
制の検討：静岡県中部家保 熊谷大史郎 
 牛ボツリヌス症と診断した 1事例の検査概要
を報告し、検査体制を検討。検査材料は剖検牛
1 頭の消化管内容物、発症牛の直腸便、飼料、
敷料。卵黄加 GAM寒天培地で直接分離培養及び
強化クックドミート培地で増菌培養。それぞれ
DNA抽出後、ボツリヌス毒素遺伝子検査を実施。
直腸便、敷料から D型ボツリヌス毒素遺伝子を
検出。大阪公立大学で実施された毒素試験及び
毒素中和試験で、直腸便から D型ボツリヌス毒
素を検出。よって、牛ボツリヌス症と診断。検
出困難な直接分離培養で毒素遺伝子を検出し
たが、疑わしい全コロニーを検査した結果と考
察。今回の事例を基に、検査材料及び検査方法
を検討。所内で実施する検査と外部機関へ依頼
する検査を整理、外部機関への依頼方法を確認。
所内実施検査の写真付き検査プロトコールと
検査チェックリストを作成。検査手技が明解化、
担当職員以外でも検査実施が可能。迅速な検査
対応と、検査精度の向上を期待。 
 
92．管内一酪農家で発生した牛ヨーネ病の清浄
化にかかる費用の評価：愛知県東部家保新城設
楽支所 辻井隆宏 
 牛ヨーネ病は発生すると清浄化までに多額
の経費を要し経済的被害が大きいが、具体的な
損失額の報告はあまりない。令和 5年 5月に牛
ヨーネ病が発生した管内一酪農家において清
浄化対策を実施、令和 6年 3月に清浄化を達成。
清浄化にかかる一連の費用を評価。患畜及び自
主淘汰した牛の逸失利益と農家が負担した諸
経費等から手当金等を差し引いた総額は
4,690,353 円の損失。次にヨーネ病対策を徹底
し新規感染が無いこと等を条件に、自主淘汰し
た乳用種雌 2 頭を処分せずに当該患畜同様に 3
産目に発症すると仮定した場合を試算。結果、
農家の追加負担の総額は 5,928,760円であった。
以上より牛ヨーネ病は発生すると清浄化まで
に多くの費用、時間、労力を費やすため経済的
観点からも改めて早期摘発淘汰と迅速な農場
内の清浄化が重要。 
 
93．ヨーネ・ファインドプロでのインターナル
コントロール不検出事例とその対策：愛知県中
央家保 髙村祐士 
 【目的】ヨーネ・ファインドプロ（FP）での
インターナルコントロール(IC)不検出検体の
処理方法について比較検討。LightCycler96
（Roshe）での最低最終蛍光強度（MinimalEPF）
についても検討。【材料と方法】患畜の直腸便、
リンパ節 4検体、腸管 3検体の計 8検体を用い
て DNA を抽出。抽出 DNA 原液、Tris-EDTA で 2
倍又は 5倍希釈した DNA（TE2、TE5)、DNA精製
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キットを用いた精製 DNA の計 32 検体について
検査。【結果】自動解析では、抽出 DNA原液の 6
検体、TE2 の 2 検体で判定不能。TE5 及び精製
DNA ではすべて試験成立。MinimalEPF を 0.1に
設定後、新たに 4 検体試験成立。【考察】IC が
不検出となった検体は 5倍以上の希釈または精
製キットの使用を推奨。PCR 阻害物質が多い検
体では増幅効率が低下するため、蛍光強度の上
昇が認められても自動判定では陰性判定され
る可能性。陰性コントロールでも EPFは 0.05を
超える場合があるため、MinimalEPF の手動設定
値は 0.1を推奨。 
 
94 ． 県 内 で 発 生 し た 非 定 型 Salmonella 
Typhimurium による牛サルモネラ症の疫学解
析：愛知県中央家保 西川泰代 
 県内初の非定型 Salmonella Typhimurium
（ST）（O4:i:-）による牛サルモネラ症が発生。
過去分離された豚由来非定型 ST と関連性を調
査。本事例由来株及び豚由来株 4株でパルスフ
ィールドゲル電気泳動（PFGE）による分子疫学
解析の実施及び 12薬剤（ABPC、CEZ、CTX、SM、
KM、GM、CL、TC、NA、ERFX、SXT、CP）のディス
ク拡散法による薬剤耐性パターンを比較。また
県内で平成 28～令和 5 年度に非定型 ST が分離
された 21 件で薬剤耐性傾向の調査のため 4 剤
（ABPC、KM、CL、CP）の寒天平板希釈法を実施。
PFGEの結果、畜種間の疫学関連性は低いと示唆。
ディスク拡散法で牛由来株は TC のみ、豚由来
株では 0～5 剤に耐性を示し牛由来株と耐性パ
ターンは不一致。寒天平板希釈法で牛由来株は
全てに感受性だが豚由来株は ABPC、CP で最小
発育阻止濃度が高い傾向。畜種間の薬剤耐性差
は抗菌剤使用量の影響と考察。薬剤耐性菌の出
現を予防する適切な薬剤選択及び蔓延を防ぐ
飼養衛生管理が重要。 
 
95．管内酪農場における子牛の下痢病原体保有
状況とその対策：三重県北勢家保 市川雄貴、
齋藤亮太 
 【概要】管内 5酪農場で、子牛が保有してい
る下痢病原体を調査、うち A農場では、主原因
と考えられる牛クロストリジウム・パーフリン
ゲンス(以下、Cp)感染症について対策を実施。
【方法】日頃から子牛の下痢が発生している 5
酪農場で子牛から直腸便を採取し、下痢病原体
スクリーニング検査を実施。A農場では Cpにつ
いて詳細に調査。【結果と考察】スクリーニング
検査では各農場で異なる病原体を検出。牛ロタ
ウイルス、コクシジウム、Cpが下痢の要因と推
察。A 農場の Cp 菌数は 30 日齢未満の子牛全て
で 10^4CFU/g 以上。母牛の Cp 抗体価検査では
抗体価のばらつき。【対策】各農場に下痢低減の
ための衛生指導を実施。A 農場では母牛への牛
クロストリジウム感染症 5種混合ワクチン適正
接種や分娩時管理、子牛ハッチの消毒等を指導。
対策後の子牛直腸便の Cp 菌数は 10^4CFU/g 以
下。下痢の発症を未然に防げるよう指導を継続。 
 
96．県内 BRDC関連細菌およびMycoplasma bovis

の薬剤感受性調査：三重県中央家保 諏訪智乃 
 牛呼吸器病症候群（BRDC）関連病原体の
Pasteurella multocida （ Pm ）、 Mannheimia 
haemolytica（Mh）、Mycoplasma bovis（Mbo）の
県内薬剤感受性状況が未調査のため、最小発育
阻止濃度（MIC）を測定した（①）。また、従来
の試験法は煩雑さや耐性判定用基準値（ブレイ
クポイント（BP））欠如の問題がある。そこで、
近年開発された遺伝子（薬剤耐性遺伝子、一塩
基多型）検出法や新発表の BP を用いたディス
ク法（新法）の有用性を①の結果と比較、検討
した（②）。①：Pmと Mhに大きな耐性傾向はみ
られなかった。しかし、Pm株の半数にナリジク
ス酸耐性があり、キノロン系薬剤の感受性動向
に注意が必要と考えられた。Mbo では国内流行
株の県内蔓延が推察された。②：Mhのストレプ
トマイシン耐性遺伝子のみ検出感度が①の結
果と比較して低かったが、他の試験法の有用性
は確認された。新法の活用は迅速かつ適切な抗
菌剤選択に寄与することが期待され、今後、県
内での導入を推進していく。 
 
97．死亡子牛から分離された大腸菌および
Salmonella Typhimurium の解析：大阪府家保 
大平真由 
 大腸菌症は特定の病原関連遺伝子をもつ大
腸菌による感染症で、腸管外病原性大腸菌
(ExPEC)では敗血症や髄膜炎等全身症状を、牛
サルモネラ症は様々な血清型に起因し、下痢や
流産、泌乳量低下等を引き起こす。40日齢で死
亡した子牛の主要臓器等から O型別不明の大腸
菌および Salmonella Typhimurium(ST)を分離、
解析を実施。病理組織学的検査では全身諸臓器
でグラム陰性桿菌を、肝臓でチフス様結節を、
腎臓・肺・手根関節等で炎症像を観察、抗サル
モネラ O4 群血清を用いた免疫組織化学的染色
では陽性反応を確認。ExPEC の病原因子遺伝子
検索では付着因子である afa8、鉄取込能因子で
ある fyuA、iutA が陽性、菌の付着・定着により
感染が成立、一部臓器での病変形成への関与が
示唆。薬剤感受性試験では ST、大腸菌ともに多
剤耐性傾向。ST の PFGE 法および SNP 遺伝子型
別 PCR法の結果、2021 年の府内流行株と同一由
来株と考えられ、過去流行株が環境中に残存、
感染に関与したと考察。 
 
98．管内で発生した牛サルモネラ症の清浄化対
策と疫学解析：兵庫県姫路家保 川口黎子 
 管内 2 酪農場で発生した Salmonella 
Saintpaul(SS)による牛サルモネラ症に対して
清浄化対策を実施。全頭の糞便検査で 2回連続
の陰性、かつ環境検査で 1回の陰性となること
を清浄化条件とし、定期的な立入検査、衛生指
導を繰り返し、両農場とも清浄化を達成。対策
中の農家の意見を取り入れた、牛サルモネラ症
発生時の説明用資料を作成。清浄化対策の流れ
や清浄化基準を明確にし、清浄化に向けた畜主
の意欲を保つことを期待。両農場から分離され
た SS菌株について、1濃度ディスク法で薬剤感
受性試験を実施した結果、13/14 薬剤で結果が
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一致。疫学的関連を疑い PFGE を実施、菌株間の
疫学関連性が示唆。農場間での人為的な SS の
伝播を疑う。今後は畜主に向けた飼養衛生管理
の徹底、特に農場入場者の消毒等の指導に加え、
農場に出入りする関係機関に対しても農場立
入時の衛生管理について啓発が必要。 
 
99．管内酪農場における県外導入牛のヨーネ病
定性陽性牛早期摘発事例：鳥取県倉吉家保 網
谷祐汰、山﨑健太 
 本県では家畜伝染病予防法第 51条に基づき、
県外導入牛のヨーネ病検査を実施。過去の若齢
牛でのヨーネ病発生を受け、令和 6年 1月から
24 ヶ月齢未満の牛については糞便 qPCR 検査、
それ以上は ELISA 検査に変更。令和 6 年 10 月
26 日、管内酪農場で県外から乳用未経産牛 15
頭を導入。同日採材を行い、糞便 qPCR検査を実
施したところ、1 頭で定性陽性、定量陰性（定
量値 0.000727pg/2.5μL）。畜主の意向で自主と
う汰を実施。当所で解剖を実施したが、いずれ
の臓器も著変を認めず。また、腸管、腸間膜リ
ンパ節等を用いた qPCR においてもヨーネ菌遺
伝子は検出されず。若齢牛の検査方法変更によ
り、ヨーネ菌を排泄しているおそれのある牛の
導入による農場汚染を未然に防ぐことが出来
たと思料。 
 
100．ESBL を獲得した Salmonella Montevideo
の遺伝子学的解析：鳥取県倉吉家保 山﨑健太、
中村耕太郎 
 S.Montevideo(SM)による牛サルモネラ症発
生農場において、投薬治療後の子牛から基質特
異性拡張型 β ラクタマーゼ(ESBL)を保有する
多剤耐性 SMを分離。SMの一部が ESBL 遺伝子を
獲得し、無効な薬剤を投薬した子牛で選択的に
増殖したと推測。耐性株は治療薬変更により農
場から早期消失。由来特定のため、牛舎落下糞
便を薬剤添加培地にて培養し、SM と同一の耐性
パターンを有する大腸菌を分離。SM、耐性 SM、
大腸菌株を用いて ESBL遺伝子を標的とした PCR
を実施。耐性 SM と大腸菌株は blaCTX-M-9型 ESBL
産生菌。I-CeuI、S1ヌクレアーゼの各制限酵素
で DNAを消化後 PFGE、blaCTX-M-9をプローブとし
たサザンハイブリダイゼーションを実施。耐性
SM と大腸菌のプラスミド上に blaCTX-M-9 の存在
が示唆。ゲノム解析の結果、耐性 SMと大腸菌の
プラスミドの遺伝子構造はほぼ同一。SMと大腸
菌間でプラスミドが伝達されていたと考察。国
内の牛における ESBL 産生サルモネラ属菌の分
離報告は稀。 
 
101．管内酪農場で発生した Salmonella Dublin
によるサルモネラ症の診断と対策：島根県出雲
家保 山本裕美、 
 板倉悟管内 600頭規模の酪農場でサルモネラ
症が発生。初発病性鑑定事例で発熱および呼吸
器症状の 2 か月齢の子牛の脳から Salmonella 
Dublin（以下 SD）を分離し、サルモネラ症と診
断。SD に適した培養方法を検討し、増菌培地を
ハーネテトラチオン酸培地からテトラチオネ

ートへ、分離培地を DHLから ESSへ変更。同居
牛等の検査として、子牛計 198頭、環境検査 73
箇所、死産胎子 4例を実施し、子牛計 6頭の陽
性を確認。成牛については症状を認めず、ワク
チンを全頭接種済みであったため検査を実施
せず。環境については石灰散布、子牛入れ替わ
りの際のハッチの消毒徹底、職員の専属化等の
対策を実施。初発事例から 1か月経過後に陽性
牛の摘発はなし。初発病鑑事例での SDの分離、
適確な検査ならびに迅速な対策の実施が奏功
し、早期の清浄化を達成。 
 
102．Salmonella Dublin 近年分離株のサルモネ
ラ用培地での発育性と色素耐性の関連評価：島
根県家畜病性鑑定室 鈴木郁也、大元隆夫 
 1996 年、2017年、2021年および 2024年に県
内で分離された Salmonella Dublin（SD）4株お
よび Salmonella Typhimurium 基準株を増菌培
地 4条件、健康牛糞便混合有無 2条件、増菌培
養時間 3 条件、分離培地 3 条件の計 72 条件で
それぞれ比較。また主なサルモネラ用培地に含
まれる色素（ブリリアントグリーンおよびマラ
カイトグリーン）に対する感受性試験を国内初
実施。2017 年、2021年および 2024年分離株で
はテトラチオネート（TT）培地および高圧蒸気
滅菌処理ハーナテトラチオン酸塩基礎培地で
のみ良好に増殖。分離培地の検出感度は ES サ
ルモネラ寒天培地Ⅱ（ESⅡ培地）とノボビオシ
ン加 DHL寒天培地で概ね同等。上述 3株の色素
に対する MIC値はいずれも培地内含有色素濃度
を下回り、近年分離 SD 株においてこれら色素
への耐性が何らかの要因で減弱化（感受性化）
し、発育に影響していることが示唆。夾雑菌と
の判別などの総合所見から TT 培地と ESⅡ培地
の併用が推奨される。 
 
103．大規模農場の子牛で発生したサルモネラ
症の対応：岡山県井笠家保 馬場彩 
 乳用成牛約 2,500頭、肉用子牛約 500頭を飼
養する農場で令和 5 年 12 月から子牛の死亡頭
数が増加。同年 12月 21日、肺炎疑いで病性鑑
定した死亡子牛 1 頭の直腸便から Salmonella 
Typhimurium(以下 ST)分離。今回分離された ST
は DHL寒天培地で判別困難、多剤耐性で一部の
ニューキノロン系抗生剤に耐性を確認。子牛全
頭の直腸便と環境材料による浸潤状況調査で、
子牛 13.7%(83/605)、環境 29.5%(13/44)から ST
分離。清浄化対策として①牛舎消毒、②子牛全
頭に有効な抗生剤投与、③生菌剤の増給、④成
牛及び子牛全頭にサルモネラワクチン接種、⑤
移動予定子牛の ST検査（毎週）、⑥陽性牛隔離
及び⑦持続排菌牛の淘汰を実施。対策の結果、
子牛の死亡頭数減少、令和 6年 4月以降陽性子
牛の摘発なし。環境検査で 2回連続陰性を確認
し、同年 5月に清浄化達成。従業員、診療獣医
師を含め農場と綿密に協議を重ね、迅速かつ多
岐にわたる対応により約 4ヶ月で終息。 
 
104．子牛下痢症の糞便から分離されたフルオ
ロ キ ノ ロ ン を 含 む 多 剤 耐 性 Salmonella 
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Typhimurium：岡山県岡山家保家畜病性鑑定課 
難波かおり 
 フルオロキノロン（FQ）系抗菌剤は人医療に
おいても重要で、近年耐性菌の増加が危惧。今
回、子牛の下痢便から分離された FQ を含む多
剤耐性 Salmonella Typhimurium（ST）及び
Providencia rettgeri各 1株の耐性化の機序に
ついて検討するため、キノロン耐性決定領域
（QRDR）の変異同定、PCR 法によるプラスミド
性キノロン耐性（PMQR）遺伝子の検出、プラス
ミド抽出、プラスミド伝達試験（STのみ）を実
施。両株で GyrA の QRDR内変異を認め、保有す
る PMQR 遺伝子は両株間で異なり、プラスミド
サイズも異なっていた。ST のプラスミドは伝達
能を有し、キノロン以外の多くの薬剤耐性遺伝
子を搭載。両株の FQ 耐性は GyrA の変異に起因
し、両株がそれぞれ耐性を獲得したと推察。両
株とも PMQR 遺伝子保有を認め、FQ 耐性株の選
択が促進された可能性があり、本遺伝子の動向
には注意が必要。FQ 耐性 ST は公衆衛生上重要
で、出現動向の監視と、分離株の遺伝学的特徴
の記録の継続が重要と考える。 
 
105．子牛の Fusobacterium necrophorum によ
る多発性脳膿瘍一症例：岡山県井笠家保 国森
悠人 
 2024 年 10 月、19日齢の乳用子牛が後弓反張
や遊泳運動などの神経症状を呈し、治療に反応
せず、病性鑑定実施。剖検では大脳表面に小豆
大の膿瘍を認め、同病変部からグラム陰性多形
性桿菌を分離。分離菌は、運動性(-)、リパーゼ
(+)で、生化学性状と 16srDNA 解析等の結果か
ら、Fusobacterium necrophorum(Fn)と同定。脳
を連続的 に横断 したと ころ、 右間脳で
1.7×1.4cm 大の膿瘍が認められ、大脳や中脳に
も同様の大型膿瘍が多発。病理組織学的検査で
は、膿瘍は凝固壊死像を呈し、その周囲では線
維素の析出、血管の変性や壊死、形質細胞やリ
ンパ球主体の囲管性細胞浸潤を確認。また、ワ
ーチンスターリー染色で膿瘍内に黒色に染色
される多形性の細菌を多数確認。以上のことか
ら、Fnによる多発性脳膿瘍と診断。今回の症例
では、Fnが脳のみに膿瘍を形成した稀な症例と
考えられ、Fn が何らかの要因により脳へ波及し、
病変を形成したと推察。 
 
106．管内酪農場で発生した牛サルモネラ症（届
出外）の早期終息に向けた取組：岡山県津山家
保 横内百合香 
 令和 6年 7月、管内酪農場で発熱を主徴とし
た伝染性疾患疑いで病性鑑定。立入時に水様性
下痢を呈する牛も確認し、鼻腔スワブ及び糞便
を採材。糞便検査からサルモネラ菌の関与が強
く疑われ、農場及び関係機関へ連絡。農場内の
感染状況確認のため、直ちに全頭検査実施と踏
込み消毒槽設置を指導。併せて、酪農農業協同
組合（酪農協）及び共済家畜診療所（共済）と
で農場消毒、治療方針及び集乳順路等の緊急対
策を協議し、今後の連絡体制を構築。その後、
血清型別検査により Salmonella Newport と確

定。対策会議を 6回開催し、抗生物質の全頭投
与、牛舎一斉消毒、生菌剤の給与及び散布等指
導し実施。保菌牛のみ選抜した検査を試行。ま
ん延防止策として近隣酪農場に向け注意喚起
等チラシ配布。対策会議（計画）・対策実践（実
行）・検査（評価）の PDCA サイクルを 6度繰返
した結果、令和 6 年 11 月に牛及び環境検査か
ら菌は検出されず、発生から 4か月で早期終息。 
 
107．乳房炎検査における乳汁保存条件の検討：
徳島県徳島家保 下田真暉、山本亮平 
 乳房炎検査の際、農場主が自ら検体を採材・
保管する場合がある。しかし、保管方法に規定
はなく、検査結果への影響も不明。今回、管内
一酪農場で CMT 変法の結果を基に検体を抽出。
採材後の乳汁の保存温度や時間経過による乳
汁中の生菌数変動を調査。細菌培養検査を実施
し生菌数を測定。結果、常温保存および 4℃保
存のいずれも、全検体で時間経過に伴い生菌数
が変動したが、後者の方が変動は小さかった。
常温保存では時間経過により新たな菌種が多
数出現。4℃保存では過半数の検体で、採材直後
から 8時間後まで主要な菌種に変化なし。一方、
4℃保存でも 1.5時間以上経過後に培養すると、
主要な菌種が採材直後の培養時とは変化した
検体あり。乳汁の保存温度として常温よりも
4℃の適性を確認し、保存時間については 4℃で
保存していても可能な限り迅速に検査に供す
ることを推奨。 
 
108．予備的遺伝子検出法を活用した大規模農
場でのヨーネ病まん延防止対策：香川県東部家
保 北所万貴子、澁市さつき 
 令和 6年 5月、管内大規模酪農場において家
畜伝染病予防法第 5条に基づくヨーネ病検査を
実施したところ、患畜 1頭を確認。ヨーネ病防
疫対策要領（以下「要領」）に基づき患畜の隔離、
殺処分、消毒の指導等を実施し、まん延防止の
ための検査計画を作成。年 3回の同居牛検査及
び市場出荷前の交雑種子牛の検査方法として、
令和 6年の要領改正で新たに追加された、プー
ル糞便を検体とした予備的遺伝子検出法を採
用。これまでに、同居牛検査を 2 回実施。1 回
目は合計 4 日間延べ 39 名動員、295 頭検査。2
回目は合計 4 日間延べ 54 名動員、310 頭検査
し、全頭陰性を確認。2回の検査で、糞便採材、
検体処理及び検査に要した時間・費用・人員を、
抗体検査の場合と比較。時間は 3.2倍、人員は
4.2 倍、費用は 4.2 倍必要。農場の状況に合わ
せたスクリーニング法の選択が必要であるが、
特に大規模農場で予備的遺伝子検出法を採用
する場合、時間・費用・人員の確保が今後の課
題。 
 
109．県内で分離された Mycoplasma bovis の分
子疫学解析及び薬剤感受性判別 SNP解析：香川
県東部家保 増川慶大、上村圭一 
 2023 年 8月、Mycoplasma bovis 特異的 PCR検
査で県内 2酪農場(A、B)のバルク乳から陽性検
体を確認。また、B 農場は同年 9 月に子牛鼻腔
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スワブでも陽性検体を確認。両農場のバルク乳
分離株及び B農場の鼻腔スワブ分離株を用いた
MLST解析、PFGE 解析及び薬剤感受性判別 SNP解
析を実施。MLST 解析では A 農場は ST100、B 農
場は新規の ST219 を確認。PFGE解析では両農場
とも同一あるいは類似のパルスパターンを確
認。薬剤感受性判別 SNP解析では両農場でテト
ラサイクリン系薬剤及び 16 員環マクロライド
系薬剤への感受性低下を確認。さらに B農場で
は、フルオロキノロン系薬剤への感受性低下も
確認。初発から定期的な乳房炎検査及び指導等
を両農場で実施。A 農場は早期の摘発及び淘汰
により清浄化を達成。B 農場は発見の遅れによ
る農場内へのまん延、管理失宜等により発生継
続中。早期の清浄化には定期的なモニタリング
検査等による早期発見及び早期対応が重要。 
 
110．大規模酪農経営における哺乳子牛定期モ
ニタリングの成果と課題：愛媛県東予家保 矢
野真弓、髙橋未帆 
 乳用牛約 600頭飼養の酪農経営で、2018 年度
哺乳子牛の呼吸器疾病が集団発生したことか
ら、2024 年度まで 6 年間、計 98 頭の鼻腔スワ
ブによる呼吸器疾病関連ウイルス PCR、マイコ
プラズマ PCR、一般細菌検査の定期モニタリン
グを実施。2018 年度から 2019 年度春にかけて
Mannheimia haemolytica(Mh)、2019 年度から
2022 年度冬季に牛 RS ウイルス、牛コロナウイ
ルス、マイコプラズマが多かったが、2023年度
以降は減少。さらに、2019 年度以降の病性鑑定
62 件について分析。呼吸器疾病が季節を問わず
発生し、原因は Mh が 61%と最も多く、死亡日齢
の中央値は群飼育時期と一致。群飼育を中心に
衛生対策指導を継続した結果、病性鑑定頭数は
減少。しかし牛舎構造上、オールアウトや隔離
が困難で、温湿度管理や換気に注意が必要であ
り、経営者と従業員間の情報共有不足による対
応の遅れやワクチンプログラムの見直し等の
課題が存在。 
 
111．ヨーネ病検査の概要及び本年度の摘発事
例：高知県中央家保 川村隆史 
 ヨーネ病における抗体検査では、抗体検出可
能となるまでの間に排菌する個体の摘発が困
難。ヨーネ病防疫対策要領の改正により、今年
度から抗体陰性排菌牛の早期摘発が可能な遺
伝子検査キットが利用可能。確定検査はより高
い精度で検査可能となった。本県では、家畜伝
染病予防法第 5条に基づく悉皆検査を 2年毎に
実施。従来どおり、血清を用いた ELISA法によ
る抗体検査（以下、ELISA）でスクリーニング、
糞便を用いたリアルタイム PCRによる遺伝子検
査（以下、PCR）で患畜を確定。ELISA・PCRの検
査頭数は令和 5 年度 743 頭・3 頭、令和 6 年度
2,843頭・7頭。令和 6年度、大規模農場で ELISA
陽性 3 頭、うち 1 頭が PCR 陽性となり、3 年ぶ
りに患畜を確認。剖検時に臓器等を採材し、臓
器 PCRおよび菌培養を実施。回腸部等やコロニ
ーから特異遺伝子を検出し、ヨーネ菌と同定。
今後は所内で新キットを利用した検査を検討

し、ヨーネ病のまん延防止に努める。 
 
112．管内酪農場における牛ボツリヌス症の発
生とまん延防止対策について：福岡県両筑家保  
勝毛智子、福岡県中央家保 印丸美紀  

令和 6年 3月 6日に管内酪農場で育成牛 1頭
が急死。8 日以降、育成牛舎内で数頭が続けて
後躯麻痺を呈したため、診療獣医師が牛ボツリ
ヌス症を疑い、汚染の可能性のある飼料の給与
中止を畜主に指示。当所へ病性鑑定を依頼する
とともに、まん延防止対策について両者で協議
を実施。ボツリヌスワクチンの全頭接種及び、
牛舎の清掃消毒や野生動物侵入防止対策等の
衛生管理の徹底を畜主に指導。また、普及指導
センター等の各関係機関と協力して牛舎の清
掃消毒作業を実施。本症例は病性鑑定の結果、
D/C モザイク型ボツリヌス毒素による牛ボツリ
ヌス症と診断。初発から 16日間で、病性鑑定や
淘汰を含め、育成牛合計 8頭が死亡。疑い段階
から早急にまん延防止対策を実施した後は、搾
乳牛舎や他農場に被害が拡大することなく終
息。今後も継続的なワクチン接種や、定期的な
消毒及び野生動物侵入対策等の衛生管理の徹
底を指導していく予定。 
 
113．管内で続発した牛サルモネラ症について：
福岡県両筑家保 田口博子、福岡県中央家保 
印丸美紀 
 2023 年度肉用牛農家 3 件で Salmonella 
Stanley（以下 SS）による牛サルモネラ症が発
生。【概要】A農場：肉牛繁殖農場で、11月 8日
～21日にかけて 11日齢～19日齢の子牛 3頭が
下痢等の症状を呈し死亡。B 農場：肉用牛繁殖
農場で、9月中旬から子牛の発熱、下痢が散発。
C農場：肉用牛肥育農場で、子牛の死亡が増加。
A、B農場は関連農場、C農場は疫学的関連はな
し。【材料及び方法】A農場死亡子牛を用いて解
剖学的検査及び細菌学的検査を実施。B、C農場
の子牛各 4頭の直腸便を用い、細菌学的検査を
実施。分離した SS はパルスフィールドゲル電
気泳動（PFGE）を利用した制限酵素 BlnⅠによ
るゲノム DNA の切断パターンを比較解析。【成
績】解剖学的検査の共通所見は腸間膜リンパ節
の腫大。細菌学的検査で A農場の主要臓器、腸
間膜リンパ節と直腸便などから SS を分離。B、
C 農場の直腸便からも SS を分離、PFGE では全
ての SSがほぼ一致。 
 
114．肉用牛肥育農場で発生した悪性水腫によ
る急死事例：福岡県筑後家保 辻尾昌平 
 管内肉用牛飼養農場で、16カ月齢の肥育牛 1
頭が食欲低下後、食欲廃絶し死亡。全身に皮下
気腫、主要臓器実質や筋肉にガス貯留を伴う気
腫。筋肉及び多臓器から Clostridium septicum
を検出し、本菌単独感染による悪性水腫と診断。
対策として、同居牛への抗生剤投与、17カ月齢
時でのワクチン接種、農場内消毒を実施。過去
の複数の急死事例より、本菌による農場の高度
汚染を疑い、同農場の肥育牛 24 頭の血清抗体
検査及び敷料 25 検体の PCR 検査を実施。血清
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抗体検査では 24 検体中 9 検体で本菌の野外感
染を疑う抗体価を認めたが、敷料の PCR検査で
は全検体で陰性であったため、保菌牛の導入や
本菌で汚染された自給飼料等の給与も原因で
ある可能性。なお、抗体陰性個体も多数認めた
ため、農場の消毒等の衛生指導を行い、より早
期のワクチン接種を指示。 
 
115．過去 3 年間に黒毛和種子牛の病理検査で
注意を要した病性鑑定事例 3 例：福岡県中央家
保 因泥優樹 
 牛 Clostridium perfringens（Cp）感染症 2例
（①②）、虚弱子牛症候群（以下 WCS）を疑う子
牛にみられた臍帯炎 1例（③）の病性鑑定報告
①：A型 Cp2.8×10⁶個/g分離、BVDV 遺伝子不検
出、パイエル板壊死を伴う化膿性出血性小腸炎。
②：凍結材料から A型 Cp6.0×10³個/g分離、ウ
イルス検査陰性、コクシジウムオーシスト不検
出、クリプトスポリジウム陰性、小腸パイエル
板壊死・出血、小腸及び直腸グラム陽性大桿菌
を伴う壊死性出血性炎。③臍の腫脹確認されず、
全身臓器、臍帯から多数大腸菌分離、BVDV遺伝
子不検出、脳の化膿性髄膜炎、壊死性化膿性臍
帯炎、胸腺萎縮。①②を牛 Cp感染症、③を WCS
疑い、牛大腸菌症と診断。①②は BVDV の関与否
定。パイエル板の壊死は類症鑑別で重要。直腸
病変は Cp 関与の可能性を考慮。③は臍帯から
大腸菌が侵入、血行性に脳に髄膜炎。易感染状
態。胸腺、臍帯は注意深く観察、検査。疾病診
断、飼養衛生管理指導に活かす。 
 
116．牛ヨーネ病清浄化対策とその課題：宮崎県
宮崎家保 風見清、稲井耕次 
 大規模酪農場の牛ヨーネ病清浄化対策とし
て、①水平感染対策（高齢・低泌乳牛の更新、
患畜同居子牛の移動）、②垂直感染対策（後継牛
の生産を中止し肥育素牛としての出荷、娘牛の
自主淘汰）、③環境汚染対策（畜舎消毒、敷料改
良）の 3視点からの対策を行い、良好な経過を
継続中。後に中小規模酪農場で牛ヨーネ病が発
生した際、上記 3視点からの対策を検討。経済
的な理由から娘牛の淘汰を見送ったところ、7
ヶ月後に当該牛でヨーネ病定性陽性を確認。こ
の事例により、上記 3視点からの対策網羅の必
要性を再認識。今回実践した対策について、有
効性はあるが生産者の経済的な負担が大きい
ことが問題として浮上。特に、生産した肉用子
牛について、安価な取引、上場不可等の事例発
生。この原因の一つとして、牛のヨーネ病防疫
対策要領に記されている導入基準の理解不足
があると推察。今後、行政や関係機関が連携し、
牛ヨーネ病清浄化対策農場の肉用子牛出荷に
ついて検討することが重要。 
 
117．宮崎県内の牛で確認されたロドコッカス･
エクイ感染症 6症例の病理学的検索：宮崎県宮
崎家保 日高慎也、米山伸 
 宮崎県内で確認された牛のロドコッカス･エ
クイ感染症 6症例について病理学的検索を実施。
病理組織学的検査では、病変形成部において肉

芽腫性病変が認められ、マクロファージ、類上
皮細胞及び多核巨細胞の細胞質内にグラム陽
性球桿菌を多数確認。免疫組織化学的検査では、
病変部の菌体に一致して R.equi の抗体陽性反
応を確認。細菌学的検査では、全症例の病変部
から R.equi が分離され、その内 5例は VapN、1
例は VapB遺伝子を保有。今回の検索で、牛も馬
と同様肺、腸管、リンパ節に肉芽腫性病変を形
成することが確認されたが、VapB 遺伝子保有株
が検出された牛のみ他の症例と病態が異なっ
た。また、6 例中 1 例において、牛で初めての
R.equi による関節への病変形成を確認。今後、
Vap に対する抗体を用いた免疫組織化学的検査
を実施予定。病態解明のため、検査を継続し知
見を蓄積。 
 
118．腹･胸腔内に多数の肉芽腫性結節を認めた
Nocardia africana による牛ノカルジア症：宮
崎県宮崎家保 米山伸、中山瑞紀 
 腹腔内及び胸腔内に多数の肉芽腫性結節を
認めた Nocardia africana（以下 Na）による牛
ノカルジア症に遭遇。剖検時、腹･胸腔内の腹腔
大網や臓器漿膜面に割面が砂粒状を呈する大
豆大～母指頭大の白色結節が数珠状に形成。子
宮は硬結し、子宮体部から両子宮角に多量の膿
汁貯留。子宮や各結節では石灰沈着を重度に伴
う壊死性化膿性肉芽腫性炎並びに血栓及び血
管壁のフィブリノイド壊死がみられ、抗
N.farcinica 家兎血清を用いた免疫染色で、病
変部の菌体、類上皮細胞及び多核巨細胞の細胞
質内に一致して陽性反応確認。細菌学的検査で
は、子宮内膿汁及び各結節においてグラム陽性
長桿菌が分離され、シークエンス解析にて Naと
同定。子宮から血行性もしくは子宮の傷害等に
より腹腔内へ侵入し、その後、胸･腹腔全体に播
種したと推察。多数の肉芽腫性結節を形成する
Naによる牛ノカルジア症は稀であり、病態解明
のために今後も知見の蓄積が重要。 
 
119．Salmonella Typhimurium(04:i:-)が分離
された子牛の化膿性髄膜脊髄炎の一例：宮崎県
延岡家保 西田憲史 
 管 内 和 牛 繁 殖 農 場 に て Salmonella 
Typhimurium（ST）による化膿性髄膜脊髄炎と診
断した事例。発生農場は母牛 42頭の繁殖経営。
当該雌牛は１週齢時に黄白色水様便、16日齢で
四肢の軽度強直等の神経症状を呈し、43日齢で
病性鑑定。剖検では、胸髄から仙髄にかけ髄膜
肥厚。回盲リンパ節は腫大壊死。細菌学的検査
で ST（O4：i：-）を分離。病理組織学的検査で
脊髄硬膜下にて好中球浸潤、線維素析出による
髄膜肥厚、脊髄白質で血管周囲に好中球及びリ
ンパ球浸潤を主とする病変を確認。大脳等の病
変は軽度。回盲部で粘膜表層の壊死病変。回盲
リンパ節で好中球及び線維素析出を伴う壊死
病変。免疫組織化学的検査で脊髄、回盲部、回
盲リンパ節の各病変部に一致して O4 抗原陽性
像。以上のことから ST による牛サルモネラ症
と診断。腸病変から血行性に下部脊髄を主座と
する髄膜脊髄炎に至ったと考察。 
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120．Clostridium haemolyticum による牛の血
色素尿症の一例：鹿児島県鹿児島中央家保 藤
村裕、島真理子 
 2024 年 6月、放牧後に可視粘膜蒼白や血色素
尿を呈して死亡した繁殖雌牛 1頭（当該牛）と、
その同居牛 6頭の病性鑑定を実施。細菌学的検
査や生化学的検査により，レプトスピラ症、硝
酸 塩 中 毒 、 銅 中 毒 を 否 定 。 Clostridium 
haemolyticum（Ch）の Nested PCR 検査で、当該
牛の肝臓及び腎臓から増幅産物を確認。サンガ
ーシークエンス解析で、増幅産物は Ch 基準株
の塩基配列とほぼ 100％一致。当該牛の血清生
化学的検査で肝障害が示唆され、解剖検査で肝
臓の黄色化が、病理組織学的検査で小葉中心性
の肝細胞変性・壊死が確認されたことを併せて、
Ch による細菌性血色素尿症と診断。当該牛は放
牧前から Ch を保菌、あるいは汚染された放牧
地から本菌を摂取し，放牧に伴う環境変化のス
トレスが要因となり、肝臓中の Ch が増殖し発
症したと推測。牛の血色素尿症の類症鑑別にお
ける本症の重要性を認識。 
 
121．早産子牛の腸管外病原性大腸菌(ExPEC)に
よる敗血症事例：沖縄県八重山家保 鈴木元、
中尾聡子 
 【発生状況】黒毛和種繁殖農場の早産子牛が
生後３日齢で死亡したため病性鑑定を実施。
【材料及び方法】主要臓器と消化管の HE染色、
主要臓器、臍帯および腹水から菌分離を実施し、
分離された大腸菌は O血清群型別検査、病原性
関連遺伝子の検索、薬剤感受性試験を実施。非
定型 O 血清群の分類（PCR 法）は動物衛生研究
所に依頼。【結果】剖検および病理組織学的検査
にて臍帯炎、肺の化膿性気管支肺炎と間質性肺
炎を確認。細菌学的検査では脳以外の全臓器、
臍帯および腹水から大腸菌が分離され、病原因
子関連遺伝子として付着因子と鉄取込能を検
出。O 群血清型別検査（抗血清凝集試験）は陰
性であったが、PCR法にてOg8と同定。【まとめ】
全身から病原因子関連遺伝子を保有する大腸
菌が分離され、沖縄県では初となる ExPEC によ
る敗血症と診断。臍帯炎は臍部からの感染が血
行性に波及し敗血症に至ったことを示唆。今後、
牛異常産について、アルボウイルス感染症に加
え ExPEC感染症も考慮して症例を蓄積すること、
産後の臍帯消毒等の現場における最適な分娩
管理の指導が重要と結論。 
 

Ⅰ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
122．後志管内一公共牧場の牛コクシジウム症
対策：北海道後志家保 今石諒、大庭千早 
 本牧場は乳用育成牛約 130頭を夏季に全日放
牧。2018年以降、8～10月齢の若齢群約 30頭で
入牧後約 10 日に糞便中コクシジウムオーシス
トが中央値 10万 OPG 以上。下痢多発し、入牧前
サルファ剤（SA）経口投与で対応。入牧直後の
発症であるため、プレパテントピリオドが短い
Eimeria alabamensis 感染を疑う。2022 年入牧

前 42 日に糞便検査を実施、全 33 頭 200OPG 以
下。入牧前 2～3週に SA経口投与実施。入牧後
6 日に 32 頭の中央値で 600OPG だが、13 頭で
1,000～4 万 OPG 検出、下痢発生、入牧前 SA 投
与は無効。2023 年入牧前 38 日に全 28 頭が
200OPG 以下、入牧前感染を否定。入牧後 5日か
ら 3日間 SA筋肉内投与。入牧後 18日、25頭中
2 頭で 1 万 OPG 以上、他 300OPG 未満、下痢散
見。2024 年入牧後 3 日から 3 日間 SA 筋肉内投
与。入牧後 17 日、24 頭中 1 頭で 7 万 OPG、他
206OPG 未満、全頭で下痢を認めず。入牧直後の
コクシジウム感染に、入牧後早期の投薬が奏効、
2年間で放牧地の汚染が低減と予想。 
 
123．管内公共牧野における小型ピロプラズマ
原虫の感染状況と対策：岩手県中央家保 竹内
翔子、藤澤牧人 
 令和 6年 7月、管内 1公共牧野において肉用
繁殖雌牛 1頭に貧血を確認、退牧して治療した
が死亡。診療獣医師が小型ピロプラズマ（以下、
ピロ）病と診断。同牧野の調査の結果、初放牧
牛 21 頭中 12 頭でピロ原虫の寄生を確認。1 頭
当たりの寄生率は 1.0～28.6‰。管内牧野では
殺ダニ剤の定期的な塗布による本病対策が定
着し、当所の指導機会は減少。寄生の状況及び
予防対策を改めて確認するため、管内 5市町村
8 牧野（計 208 頭）を対象として調査を実施。
結果、5牧野 54頭に寄生を確認（1頭あたりの
寄生率 0.6～28.6‰）。各牧野のフルメトリン製
剤の塗布回数は 4～8 回であり、塗布回数が多
い牧野は寄生も低率。本病の発病リスクが確認
されたことから注意喚起を実施。今後、各牧野
に応じた衛生プログラムの見直し及び指導が
必要。 
 
124．大規模酪農場で継続発生している子牛下
痢症への対応と考察：福島県県北家保 田川麻
衣、今井直人 
 令和 6年 2月、管内大規模酪農場において哺
育子牛に下痢が多発。病性鑑定によりクリプト
スポリジウム（以下、Cr）症と診断。哺育舎に
まん延したため、空舎期間を設け、5 月に哺育
舎の一斉消毒を実施。消毒後も定期的に農場へ
立入し、下痢子牛の隔離、牛舎毎の長靴履き替
え等の衛生対策を指導。一時的に下痢発生は低
減したが、9月に Cr 症を含む下痢が増加。農場
長、診療獣医師、家保で話し合い、対策方針を
Cr の清浄化から Cr 発症頭数の低減に変更し、
下痢原因の再検索と初乳摂取状況確認のため
の血液検査を実施。結果、下痢発症子牛の Cr及
びロタウイルスへの感染を確認。初乳の品質に
問題はなく、子牛が初乳より摂取した免疫グロ
ブリン量が不十分であると推察され、給与方法
の見直しが必要と判断。乾乳牛が過密だと子牛
の抗病性に影響するとの報告があるため、今後
は子牛の下痢発症低減のため、関係機関と連携
し、乾乳牛を含めた対策指導を継続する。 
 
125．ネオスポラ症の発生事例と感染時期の検
討：神奈川県県央家保 久保田彩、仲澤浩江 
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 令和 6 年 6 月～8 月に乳牛、繁殖和牛計 122
頭を飼養する乳肉複合農家で乳用牛の流産が計
3例発生し、病性鑑定を実施。2例はネオスポラ
症、1 例はネオスポラ症を疑う症例と診断。農
場の乳牛・繁殖和牛全頭の抗体検査を実施、乳
牛は 33 頭中 16 頭、繁殖和牛は 89 頭中 1 頭が
陽性。本原虫の牛群内での主要感染様式は垂直
感染だが、親子関係のある 2組の親子ではいず
れも母牛が陰性であり、水平感染が発生したと
示唆。感染時期の検討のため、抗体陽性牛全 17
頭の令和 5年 6月以前の過去血清を用いて抗体
検査を実施、繁殖和牛 1頭のみ陽性。陽性の繁
殖和牛が令和 6年 3月に乳牛舎内で分娩、また
農場周辺で野生動物が目撃されているため、こ
の時期に本牛の胎盤を野生動物が摂取しオー
シストを排出、牛が汚染された飼料を摂食した
ことで、乳牛舎内で水平感染が成立したと推測。
農場に①野生動物の侵入防止対策②陽性牛の
胎盤処理の改善③陽性牛の早期更新を指導し、
再発防止・清浄化を目指す。 
 
126．Neospora caninum が関与した流産多発事
例の病理学的検索：神奈川県県央家保 伊藤咲、
仲澤浩江 
 令和 5 年 12 月頃から流産が多発した乳肉複
合農場で、令和 6年 6～8月に乳用牛の流産が 3
例（胎齢 5～7ヵ月）発生。流産胎子の病理学的
検査で 1、2 例目に共通して心臓及び脳に非化
膿性炎症を確認。心臓では心外膜及び心内膜に
リンパ球の浸潤、脳ではグリア結節を確認。さ
らに 1例目では舌及び骨格筋の筋線維間にリン
パ球浸潤を少量確認。病変を認めた臓器では、
抗 Neospora caninum（N.c）家兎血清で免疫組
織化学的検査（IHC）を実施し、心臓と舌で陽性
を認めネオスポラ症と診断。3 例目はミイラ化
し、死後変化で病変や浸潤細胞の判断ができず、
病理学的評価は困難だが、疫学情報と母牛の
N.c ELISA 抗体検査が陽性であり N.c の関与を
疑う。本症は、組織病変と IHC で診断するが、
死後変化等で組織評価が困難かつ IHC陰性の場
合がある。今回、胎子の情報を増やす手段とし
て、胎子臓器で PCR 検査を実施し N.c を検出。
組織評価が困難な検体でも、本症を強く疑う材
料として、抗体検査に加え PCR検査を併用する
ことが有用。 
 
127．県外導入牛放牧中に認められた小型ピロ
プラズマと衛生対策・検査体制の取り組み：福
井県家保 武田佳絵、田中健 
 近年、小規模の放牧飼養が増加。小型ピロプ
ラズマ(小型ピロ)感染牛は酸化ストレスが関
与して貧血が顕在化。県外導入した和種の肉用
牛 2 頭(A、B)を放牧。1 か月後の令和 6 年 7 月
に Aが発熱と呼吸促迫。直近に最高気温 35℃超
の日あり。A、Bの血液・生化学検査で白血球数
増加、Ht 値は Aで 35%、Bで 29%。血液塗抹上で
AB 共に赤血球大小不同と小型ピロ様構造物を
確認。A では巨大赤血球や幼若赤血球が出現。
PCR 検査で小型ピロ（Theileria orientalis）
を同定。主要ピロプラズマ表面蛋白遺伝子型別

で、Aでタイプ 1、2、4、5を検出し、複合感染
が判明。本県は平成 18 年以降の発症がないた
め、小型ピロ血液塗抹検査マニュアルを作成し、
職員向け説明会を実施。新規放牧飼養者に、県
関係機関協力の下、2 週間毎に牛の殺ダニ剤塗
布や暑熱対策等の衛生対策を指導。猛暑や野生
生物生息動向などの環境変化に応じた衛生対
策や検査を継続し、放牧飼育の一助としたい。 
 
128．管内 2農場の小型ピロプラズマ病の発生：
長野県佐久家保 小林千穂 
 乳用および肉用繁殖牛飼養の A農場は、放牧
場を有し、夏季に乳用育成牛および肉用繁殖牛
を放牧。令和 5 年、放牧した 1 頭が Theileria 
orientalis(TO)に感染し死亡、2頭流産。令和 6
年は新たなマダニ対策としてフルメトリンお
よびイベルメクチン製剤の併用、耳標タイプ外
部寄生虫駆除剤装着、草地の整備、鹿柵設置を
開始したが、乳用育成牛 6頭を放牧したところ、
1か月後 5頭が TOに感染(うち 1頭死亡)。乳用
牛飼養の B農場は、夏季に Xおよび Y公共牧場
に育成牛を上牧。令和 6 年、X 牧場に 3 頭上牧
したところ、1か月半後に全て TOに感染。体調
不良等で 3頭とも下牧し、その後 2頭流産。ま
た Y牧場に上牧した 10頭は、下牧後 1～2か月
後の検査で 6頭 TOに感染(うち 2頭死産)。Y牧
場又は農場内で TO に感染したものと推察。TO
感染により牛への被害に加え飼料費等の負担
が増大。今回、例年になく大きな被害が確認さ
れたことから、今後 TO の発生動向への注視が
必要。 
 
129．管内育成預託農場で確認された突然死型
でない乳頭糞線虫症：愛知県東部家保 小島朋
子 
 乳頭糞線虫は子牛で重度感染すると突然死
することが知られている。令和 6年 11月、管内
預託育成牧場で 2 か月前に転入した牛（時点 4
カ月齢）1 頭が下痢、重度削瘦、起立不能を呈
し予後不良と診断。同様の症状で数日前にも 1
頭が死亡。その他、同居する牛に発咳、下痢が
散見。なお、当該牧場では転入時に駆虫薬（イ
ベルメクチン製剤）を投与。糞便検査で乳頭糞
線虫の虫卵を確認（5,900EPG）。病理解剖にて複
数のリンパ節の腫大や出血を確認。病理組織検
査では右心室壁の菲薄化が確認され、心筋細胞
の微小変性・壊死が散見。また、同居牛 6頭（う
ち発咳を呈す牛 4 頭）の糞便から虫卵を確認。
駆虫薬の再投与を指示し、その後鎮静化。同居
牛の咳は気管型移行によるものと推察。また、
転入時は天候が悪く、駆虫薬の効果が十分に得
られなかった可能性が示唆。管内農家に対し、
注意喚起と共に必要に応じて指導等していく。 
 
130．ジクラズリル製剤適期投与と寒冷対処に
よる黒毛和種哺乳子牛のコクシジウム対策：三
重県中央家保 伊賀支所 石井佳子、三重県中
央家保 平岡真実 
 当農場は繁殖牛 13頭、肥育牛 40頭を飼養す
る繁殖・肥育農場で、以前より生後 4から 6週
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齢頃にコクシジウム症が原因と考えられる水
様性下痢、血便を呈する子牛が発生し、対策に
苦慮。抗コクシジウム予防薬ジクラズリルの適
期投与が発生防止に重要。このため令和 5年度
から重点指導農場として糞便検査を実施し、投
与適期の把握や投薬による効果を検討。令和 5
年 4 月から令和 6 年 8 月生まれの子牛 10 頭に
ついて、糞便の状態を目視で確認後、ショ糖浮
遊法を実施し OPG を測定、投与時期を検討。牛
床の衛生対策として敷料の適切な管理を指導
し、あわせて、秋冬の寒冷対処法としてカーフ
ジャケット、人用の安価なネックウォーマー、
熱源としての投光器の使用を指導。はじめ予防
投与時期は生後 3-4 週と 9-10 週の 2 回投与が
効果的と推察されたが、OPG が減少したため令
和 6 年度は投与回数を 2 回から 1 回(6 週齢前
後)に減らすことができた。 
 
131．血液生化学検査を活用した肉用牛繁殖農
家への総合指導：和歌山県紀南家保 後藤洋人、
岩尾基 
 粗飼料として河川敷の野草を給与している
肉用牛繁殖農家において肝機能不全を疑う血
液生化学検査結果と繁殖成績の低下が見られ
たため指導実施。令和 4 年度、血清中 T-Cho、
GOT、GGT値が標準値より高い牛が増加。野草給
与を開始した時期と一致したため肝蛭・肝吸虫
への感染を疑い、駆虫薬投与を指導。令和 5年
度も同項目が標準値より高く、特に GGT値は平
均値 281.9IU/L（n=20）と高値。1分娩 1回の全
頭駆虫と駆虫月日の記録を指導。令和 6年度は、
母牛 10 頭の糞便検査を実施。3 頭から肝蛭卵、
1 頭から肝吸虫卵を検出。GGT 値は平均値
73.7IU/L（n=21）とやや改善するも、T-Cho、GOT
値は依然高値のまま。繁殖成績も平均初回授精
167 日、平均空胎日数 237 日と著しく悪化。肝
機能不全に加え、野草採集のため畜主の牛舎滞
在時間が減ったことによる発情発見率の低下
と初回授精日の遅れが課題。現在、駆虫の継続
と分娩後早期の積極的な繁殖検診を指導し、経
営改善に向けて取組中。 
 
132．公共放牧場で発生したピロプラズマ病と
その対策：鳥取県鳥取家保 岸田光、中村耕太
郎 
 令和 5年春、これまで目立つ被害の無かった
管内公共放牧場において、乳用種育成牛の小型
ピロプラズマ寄生による事故が増加。その後一
時的に発生収まるも同年秋より再び感染牛が
増加し、これに起因する死亡も数件発生。放牧
場関係者、家保、製薬会社で協議を行い、令和
6 年度の放牧に向けて対策を考案。牧野の掃除
刈り、ダニ駆除薬の変更および投与方法の改善、
放牧牛の定期血液検査によるピロプラズマ陽
性牛の早期摘発および治療等を実施。牧野のダ
ニ分布調査も実施し、過去の調査と同等の多数
のダニを確認。季節消長については既報と同様。
入牧歴のある和牛繁殖雌のピロプラズマ遺伝
子検査を行ったところ 28 頭中 22 頭が陽性で、
再入牧した牛が牧野の汚染度を高めていた可

能性を示唆。今後は和牛と乳用牛の交差汚染対
策を講じつつ、牧野の適正管理やダニ駆除、定
期的な血液検査等についても継続し、早期の清
浄化を目指す. 
 
133．管内の一酪農場におけるネオスポラ症の
発生と対策：岡山県岡山家保 宇高成美 
 令和 4年 8～10月にかけ、管内の酪農場（つ
なぎ牛舎）で流産が 4 頭続発。病性鑑定で 1/4
頭がネオスポラ症と診断。翌年 2月に同居牛の
抗体検査を行い 6/48 頭の陽性を確認。陽性牛
は牛舎内に点在し、3/6 頭は同一母牛由来の系
統で垂直感染の可能性も疑われた。2/6 頭は、
令和 3又は 4年保存血清が陰性、以降の移動歴
はなく、農場内で感染したと推察。1/6 頭は、
令和元年に陰性で令和 3 年に陽転していたが、
この間に県外預託歴があり、感染経緯は不明。
一方、その他の県外預託牛及び県外導入牛は、
着地時点で抗体陰性であり、県外で感染した可
能性は低いと推察。垂直感染対策として陽性牛
産子を後継牛とする場合に抗体検査を実施。水
平感染対策として後産の適正処理、（特に飼料
の汚染防止を目的とした）作業靴の洗浄・消毒
の徹底、野生動物の侵入防止対策等飼養衛生管
理基準の遵守について指導。以降、本症による
異常産の発生を認めず。 
 
134．管内２農場の小型ピロプラズマ病発生事
例及び導入牛の浸潤状況調査：香川県東部家保 
山川雅史、上村圭一 
 小 型 ピ ロ プ ラ ズ マ 病 は Theileria 
orientalis（TO）の感染を原因とする牛の原虫
病。主な症状は貧血で、病態の悪化により、貧
血の持続や発育停滞を起こし経済的損失大。令
和 6年度に県内 2農場で小型ピロプラズマ病が
発生、いずれの事例も貧血を主訴。血液検査で
貧血と血液塗沫標本で赤血球内に TO 原虫の寄
生を確認、遺伝子検査で TO遺伝子検出、小型ピ
ロプラズマ病と診断。A 農場では、令和 2 年か
ら 5年度に導入牛 2頭で確認。今年度は 5頭中
4 頭で確認、自家生産牛からも確認し感染拡大
が示唆。B農場では、27頭中 19頭（ホルスタイ
ン種 8/15・黒毛和種 11/12）で確認。不顕性感
染の多い黒毛和種から、感受性の高いホルスタ
イン種への急速な感染拡大が示唆。さらに保存
血液（3農場）を用い導入牛の TO感染状況調査
を実施、112 頭中 14 頭で TO 遺伝子検出。導入
牛が TO の侵入リスクと確認。本病はダニ対策
とともに、放牧・導入牛の TO検査が侵入・感染
拡大防止に有用。 
 
135．黒毛和種繁殖農場での肝蛭寄生例及び管
内アンケート調査結果：大分県大分家保 児玉
彬、池堂萌果 
 肝蛭症（本症）は、副作用の少ない駆虫薬の
普及等で発生が減少した疾病。黒毛和種繁殖農
場で肝蛭駆虫薬の誤った投与方法を確認。糞便
検査を実施したところ母牛から虫卵を検出。駆
虫試験を製薬メーカー、大学と協同で実施。投
薬後 14日で全頭陰性を確認。投薬後 28日での
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血液生化学検査では GOT、GGTともに 5頭中 4頭
で数値の低下を確認。黒毛和種繁殖農家へアン
ケート調査を実施。結果から罹患リスクの高い
6農場 67頭の糞便を虫卵検査。1農場 2頭から
虫卵を検出。糞便検査と駆虫試験の結果から虫
卵検出は駆虫薬の用法外投与が要因と推察。用
法用量どおりの投薬で駆虫を確認し、肝酵素も
減少。副作用は認められず。同じ新ワラ給餌の
農場から虫卵が確認できなかったこと、A 農場
の放牧地に水辺があり巻貝が生息していたこ
とから、放牧地での由来と推察。野生獣からの
本症の報告あり。予防方法や症状の適切な内容
を周知し、地域一体の駆虫の徹底と生産性向上
を図りたい。 
 

Ⅰ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代謝
障害 
 
136．上川管内 9年間の牛呼吸器病原因解析：北
海道上川家保 津坂健晃、原田健弘 
 2015～2023 年の上川管内牛呼吸器病原因を
解析。病原体検出率は 67.7%、うちウイルス
36.5%、細菌 34.3%、複合感染 29.2%。牛 RSウイ
ルス（BRSV）、牛コロナウイルス（BCoV）、
Mannheimia haemolytica（Mh）、Pasteurella 
multocida（Pm）、Mycoplasma bovis が主体。BRSV
は年により検出件数に差がある。BCoV は毎年検
出され、2カ月齢までの検出が多い。Mh及び Pm
は季節や月齢に関係なく検出。6 カ月齢未満の
子牛で呼吸器病発生が多く、乳用牛は肉用牛よ
り成牛での発生が多い。冬季及び季節の変わり
目に呼吸器病発生が多い。病性鑑定依頼 1件あ
たりの検査頭数が多いほど病原体検出率が上
昇。採材前の抗菌薬投与により細菌分離率が低
下。Mh 及び Pm は使用頻度の高い抗菌薬に対す
る感受性が低下。呼吸器病対策は農場への病原
体侵入防止、子牛の飼養衛生管理の徹底、罹患
牛の早期発見及び隔離等が重要。現場への効果
的な採材方法の啓発と薬剤感受性の調査を継
続。本データを飼養者及び臨床獣医師と共有し
て有効な対策へ繋げる。 
 
137．ホルスタインで発生した慢性炎症を伴わ
ない全身性 AA アミロイドーシスの一症例：青
森県中央家保 阿部和馬、米田有希 
 令和 6年 1月 31日、管内牛農場で搾乳牛（ホ
ルスタイン種、雌、8 歳）が食欲低下、下顎浮
腫、水様性下痢。同日、立入検査で TP、Alb、
A/G 比、Ca低下、BUN、Cre 上昇、蛋白尿強陽性。
2月 8日、予後不良と判断し鑑定殺。剖検では、
皮下、腸間膜、第四胃及び腸管に水腫、無色透
明腹水貯留、腎臓腫大及び褪色、甲状腺嚢胞を
認めた。血清蛋白分画では、Alb 低下、α2グロ
ブリン軽度増加。病理組織学的検査では、HE染
色で腎臓糸球体、脾臓血管壁、甲状腺間質、第
一胃及び第二胃粘膜固有層に好酸性無構造物
沈着を認めた。炎症像を認めず。ダイレクトフ
ァストスカーレット染色で腎臓糸球体、脾臓脾
柱及び血管壁、肝臓血管壁、甲状腺間質、第一
胃及び第二胃粘膜固有層、消化管血管壁が赤色、

偏光下で黄緑色複屈折を呈した。チオフラビン
T 染色で蛍光を認めた。免疫組織化学染色で血
清アミロイドＡ陽性。慢性炎症を伴わない全身
性 AAアミロイドーシスと診断。 
 
138．岩手県県北地域の放牧牛におけるミネラ
ル調査：岩手県県北家保 吉田茉優 五嶋祐介 
 岩手県内では過去にグラステタニー等のミ
ネラル欠乏疾病が散発。昨年、県北地域の牛に
おける血中マグネシウム（Mg）の低値が指摘さ
れたことから、管内の公共放牧場の牛及び牧草
を対象に Mg、カルシウム（Ca）及びカリウム（K）
のモニタリングを実施。５～10 月の各月１回、
10牧野 13牧区の放牧牛各 10頭の血液及び牧草
約 100gを採材し、Mg、Ca、Kを測定。５月の放
牧開始時、７割以上の牧区の牛血中 Mg 及び Ca
濃度が基準値（Mg：1.8～2.3mg/dl、Ca：8.7～
12mg/dl）以下。６月以降、全牧区の牛が概ね基
準値以上。牧草中 Mgは、７月以降、概ね全牧区
で基準値以上。全期間を通して、グラステタニ
ー発生の指標となる牧草の当量比（K/Ca＋Mg）
2.2 以上を示す牧区が約７割存在するも、牛血
中 Mg は全牧区で基準値以上を維持。開牧直後
の牛の血中濃度は放牧前の状態を反映してい
るため、冬期間の農場におけるミネラル不足を
危惧。今後、農場の飼養牛のモニタリング及び
鉱塩の設置等を実施予定。 
 
139．牛の急性骨髄性白血病と牛伝染性リンパ
腫との鑑別法の検討：山形県中央家保 野崎陸 
 急性骨髄性白血病（AML）は造血幹細胞に由来
する悪性の腫瘍性増殖疾患で、牛における報告
は少ない。牛の AML3 症例に遭遇し、病態が類似
する牛伝染性リンパ腫（BL）との鑑別に苦慮。
既報を参考にホルマリン固定パラフィン包埋
（FFPE）標本を用いた特殊染色 5種、免疫染色
8 種を実施し、ようやく診断に至った。そこで
今回、骨髄系細胞の細胞質に含まれる酵素であ
るミエロペルオキシダーゼ(MPO)に着目し、AML
と BLの効率的な鑑別法を検討。AML3 症例、BL8
症例の FFPE 標本について、抗 MPO 抗体を用い
た免疫染色を実施。結果、AML3 症例では多数の
腫瘍細胞に一致して陽性反応が認められ、BL8
症例の腫瘍細胞は陰性。AML 症例のうち陽性反
応を示す腫瘍細胞が少なかった 1症例について
は、より未分化な AMLであると推察。以上から、
牛の AML と BL の効率的な鑑別法として抗 MPO
抗体を用いた免疫染色が有用であることが示
唆された。 
 
140．大脳皮質壊死症が発生した黒毛和種一貫
農場への対応：群馬県中部家保 河西美紅 
 令和 6年 8月 29日、黒毛和種一貫農場で約 5
ヶ月齢の育成牛が起立不能、チアノーゼを呈し、
診療獣医師に予後不良と判断され、病性鑑定に
供された。病理解剖所見では大脳表面は黄桃色。
大脳割面への紫外線照射では皮質部に層状の
自家蛍光。病理組織学的検査では、大脳皮質部
に神経細胞の層状壊死及び神経網の粗鬆化。以
上の所見から本症例を大脳皮質壊死症と診断。



 
 
 
 
 - 28 - 

診断を受け、診療獣医師と共に当該農場の飼料
及び給与方法の聞き取り調査を実施。カビの発
生によるチモシー乾草の嗜好性低下、粗飼料と
濃厚飼料の同時給与、3 ヶ月齢での飼料の急変
と下痢傾向が判明。以上のことからチアミン欠
乏が惹起されたと推察。飼養管理改善策を検討、
指導。本症例診断以降、当該牛と同月齢の育成
牛 3頭において大脳皮質壊死症を疑う症状が認
められたが、症状は軽度で診療獣医師の治療に
より回復、死亡事例なし。また、改善後の飼料
及び給与方法で飼養管理された若齢牛群で新
たな発生はない。 
 
141．黒毛和種にみられたアスペルギルス属真
菌による流産：群馬県家衛研 髙島映令彩 
 2023 年 5 月下旬から 6 月上旬に、繁殖牛 75
頭、肉用育成牛 30頭を飼養する農場で流産が 2
例発生。2 例目の流産胎子及び胎盤について病
性鑑定を実施。剖検では、流産胎子に著変は認
められず、胎盤において絨毛叢は灰白色を呈し
腫大。微生物学的検査では、大脳及び主要臓器
から有意な細菌は分離されず、大脳、肝臓、脾
臓、腎臓及び心臓から Listeria monocytogenes、
Leptospira interrogans及びNeospora caninum
特異遺伝子は不検出。病理組織学的検査では胎
盤において絨毛は壊死し固有構造はほぼ消失。
壊死部には変性した好中球、細胞退廃物及び線
維素がみられ、多数の菌糸を確認。胎盤の壊死
部についてグロコット染色を実施し、均一な幅
で隔壁を持ち Y字状に分岐する真菌菌糸を多数
確認。真菌菌糸は抗 Aspergillus 抗体を用いた
免疫組織化学的検査で陽性。以上よりアスペル
ギルス属真菌による流産と診断。流産発生の原
因究明には胎子だけでなく胎盤も含めた検索
をすることが重要。 
 
142．一酪農場にみられた輸入ストローによる
ライグラススタッガー及びフェスクフット症
例：群馬県西部家保 上原めぐみ 
 搾乳牛約 50 頭の一酪農場において、イタリ
アンストローとして輸入ペレニアルライグラ
スを購入、給与した乳用育成牛 4頭で起立不能、
未経産牛 1頭で左右後趾内蹄の壊死を確認。給
与した輸入乾牧草と同ロット試料を検査し、ロ
ーズベンガル染色でエンドファイト菌糸を確
認、エンドファイト毒素であるロリトレム B：
4300μg/kg、エルゴバリン：930μg/kg は高値。
本症例はエンドファイト中毒によるライグラ
ススタッガー（rs）とフェスクフット（ff）と
診断。ff 発症牛は震えと起立の嫌悪もみられ、
rs 併発と推察。当該輸入乾牧草の給与期間は発
症までの約 1か月間だが、rs発症牛は予後不良、
ff発症牛は治療により回復。当該輸入乾牧草の
単独給与は、飼料価格高騰により粗飼料を安価
な輸入ストローへ変更せざるを得なかったた
め。飼料価格高騰下の飼料設計変更農場は多数。
管内牛飼養者へ輸入ストローの単独給与につ
いて注意喚起し、他農場での発生は無し。 
 
143．新規就農農家の飼養管理改善及び BLV 対

策に向けた取組：新潟県中央家保 佐渡支所 
青木みのり、羽入さち子 
 当所では新規就農農家に対し繁殖牛の代謝
プロファイルテスト（MPT）による栄養状態の評
価を基にした飼養管理の改善及び BLV対策を実
施。１農家について３年間の間に行った取組と
その成果について報告。MPT の検査結果を基に
管理方法を見直した結果、繁殖成績においては
分娩間隔が改善。令和 3 年の分娩間隔平均 436
日に対し、令和 6年は 348日と短縮。定期的に
外部機関が飼養管理の確認を行うことで、農家
が客観的に牛の管理方法を見直すことができ
たことが繁殖成績の向上につながっていると
考察。BLV 対策では令和 3 年の初回検査の抗体
陽性率（陽性率）は 45%であったが、対策の強
化と陽性牛の更新により、令和 6 年 10 月には
8%に低下。しかし令和 6年の検査で２頭が陽転。
牛床の不足から陽性牛の完全な隔離ができず、
陽転が確認されるなど課題もある。現在、この
農場では新たな牛舎を建設中。対策をより強化
し今後は BLV陰性農場を目指すとともに、佐渡
島内でモデルとされるような好成績農場を目
指し、取組を続けたい。 
 
144．乾乳牛の第四胃左方変位整復手術の一事
例：石川県北部家保 増原紋加 
 令和 6年能登半島地震の被災酪農場における、
妊娠 6ヶ月の乳用牛の第四胃左方変位（LDA）発
症事例の対応報告。当該農場は、震災により 10
日間の絶水と飼料不足となり、搾乳は約 2週間
実施できず、その後も通水した 5月まで飲水は
制限。当該牛は搾乳再開後も泌乳は停止、2 月
中旬に早期乾乳。同年 3 月 13 日に食欲不振に
て診療依頼。臨床症状等から LDA と診断。第 1
病日は内科的治療を行ったが、翌日症状が悪化
したことから、立位右膁部切開大網固定術を実
施。胎児の大きさを考慮の上、切開創を通常よ
り上方に約 5㎝シフトし、チューブ付きの針を
第四胃の頂点に刺入、ガスを抜き整復。抜糸の
際は食欲も改善、無事に雌子牛を分娩。その後
乳量 30kg/日、人工授精による受胎確認。今回
の症例は、地震による飼養環境悪化のストレス、
胎児成長に伴う子宮増大等が要因と推察。近年
当所では LDAは内科的処置のみであったが、今
後は外科的処置も取り入れ対応したい。 
 
145．県内酪農家で発生した尿膜水腫の一症例：
滋賀県家保 三溝成樹 
 35 ヵ月齢ホルスタイン種で尿膜水腫が発生。
母牛は、21ヵ月齢で１産目を正常分娩。分娩 193
日後に黒毛和種体外受精胚移植により受胎。稟
告により、妊娠４ヵ月頃より腹囲膨満を確認、
その他異常は認めず。妊娠 208日目に腹囲膨満
の増強、右飛節腫脹が認められ、徐々に腹囲膨
満顕著となり、妊娠 225日目に呼吸促拍、起立
不能となり、翌日にへい死。剖検では、母牛の
鼠径部筋肉の水腫、黄色腹水貯留、子宮の顕著
な膨大、尿膜腔に淡黄色透明の液体の大量（約
300L）貯留を確認。胎子は、頭尾長 80㎝、体重
34kg。胎子の腎臓は周囲水腫、実質やや脆弱、
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割面やや膨隆し、皮質やや薄く、腎盤がゼリー
状を呈した。病理組織検査では、母牛の肝臓で
肝細胞のび漫性空胞変性、胎子の腎臓で皮質の
うっ血および髄質の軽度水腫化を確認。本症例
では、胎子の腎臓に軽度な異常を認めたが、尿
膜水腫の原因は不明。本症の原因については、
不明な点も多いため、病性鑑定データの集積に
よる原因究明ならびに早期診断方法と治療方
法の確立が必要。 
 
146．交雑種子牛の銅中毒事例：滋賀県家保 島
岡弘樹 
 管内において発生した交雑種子牛の銅中毒
の概要を報告。酪農家において 9日齢の雌の交
雑種が呼吸促拍、痙攣、起立不能を呈して急死
したため病性鑑定を実施。病理解剖時に眼球陥
凹、胸腺萎縮、脾臓の扁平化、肺の辺縁の軽度
硬結を確認。病理組織検査で肝臓の肝細胞にび
漫性の空胞変性、一部肝細胞の壊死、ロダニン
染色で赤色顆粒を確認。鑑別液では赤色顆粒は
非検出。病原検索で細菌は分離されず、牛 A群
ロタウイルス、牛 B群ロタウイルス、牛 C群ロ
タウイルス、牛コロナウイルス、牛トロウイル
ス、牛アデノウイルス及び牛伝染性鼻気管炎ウ
イルスの遺伝子は非検出。動物衛生研究部門に
依頼した銅濃度測定で肝臓は 113μg/g、腎臓は
4μg/g。銅中毒の典型例では全身の黄疸、肝臓
の黄色化などの報告があるが、本症例では確認
されなかった。しかし肝細胞のび漫性空胞変性
とロダニン染色陽性の赤色顆粒を検出したこ
とから、本症例の死因は銅中毒であったと考察。 
 
147．子牛の病性鑑定症例における胸腺重量と
病態との関係性の検討：大阪府家保 高見成昭 
 虚弱子牛症候群（以下、WCS）は、胸腺低形成
が臨床的特徴の一つ。今回、本府で実施した子
牛の病性鑑定症例を用いて胸腺重量と病態の
関係性について検討。10 農家からの子牛 15 例
について、剖検時に胸腺重量を測定し、病性鑑
定を実施。解析のための群構成は、胸腺の肉眼
所見を基に、著変なし群（6 例）と低形成群（9
例）の 2群。胸腺の相対重量は、低形成群で有
意に低値。胸腺の組織学的所見では、低形成群
でリンパ球の減少を確認。著変なし群の死因が
奇形や事故、飼養管理失宜などであったのに対
し、低形成群の死因は感染症 2例をはじめ肺水
腫や消化管傷害などの疾病。以上より、胸腺低
形成であった症例は、WCS の子牛と同様に感染
症や死亡につながる疾病に罹患しやすい状態
であった可能性が考えられた。今後、農家への
WCS 理解醸成のための情報発信や母牛の栄養状
態や飼養管理状況などを調査して農家を指導
するなど、子牛の感染症予防に役立てたい。 
 
148．同一母牛から産まれた黒毛和種虚弱子牛の
2 症例：和歌山県紀北家保 鳩谷珠希、畑野希
枝 
 母牛約 50 頭規模の黒毛和牛繁殖農家におい
て、同一母牛から産まれた子牛が 3産連続して
5週齢以内に斃死。5、7産目の病性鑑定結果を

考察。症例 1（5 産目）:出生時より活力なく、
約 1カ月齢で座り込み 2日後に斃死。血中 BUN、
Cre著増。腎臓は左右とも通常の約 2倍に腫大。
組織学的に腎尿細管は拡張し、管腔内に白血球
多数浸潤。肺から Pseudomonas aeruginosa が
分離され、両側前葉に化膿性気管支肺炎を認め
た。症例 2（7産目）：出生時より活力なし。翌
日より眼球白濁と遊泳運動を呈し 7日齢で斃死。
胸腺重量は通常の約 1/2と形成不全。組織学的
に大脳および脊髄の髄膜に好中球主体の炎症
細胞が高度に浸潤し、実質に囲管性細胞浸潤を
認めた。2例の子牛は免疫能が低い状態であり、
症例 1 では P.aeruginosa に感染し腎障害が悪
化して斃死、症例 2では出生前後の細菌感染に
より化膿性髄膜脳脊髄炎を呈して斃死したと
考察。母牛の妊娠末期の給与飼料に不足はなく、
今後も状況を注視していく。 
 
149．黒毛和種子牛で胃腸炎が続発した管内農
場におけるハッチ飼育の衛生指導：鳥取県西部
家保 加藤栄喜、 郡司美緒 
 令和 5 年 12 月、西部管内の黒毛和種繁殖農
場にてハッチ飼育の子牛で下痢が多発・重症化。
糞便検査ではクリプトスポリジウム、ロタウイ
ルス感染の他、真菌の日和見感染も確認。クリ
プトスポリジウムの除去を主目的に、ハッチ周
辺の一斉消毒を実施。再発防止のため、ハッチ
飼育環境の改善対策を指導。しばらく状況は落
ち着いていたが、令和 6年 10月、子牛の下痢が
頻発。糞便検査の結果、再度クリプトスポリジ
ウムを検出。状況確認の結果、敷料交換が不十
分であり、ハッチ内が不衛生で、クリプトスポ
リジウム感染の温床となっていると推察。また、
ハッチ内に蝿が大量発生し、子牛に重度のスト
レスがかかっていることが判明。経営者を含め
た協議の結果、作業ルーティンの見直しと蝿対
策を行うこととなり、下痢の発生は徐々に沈静
化。2 年度にまたがる衛生指導の結果、下痢治
療頭数は顕著に減少。 
 
150．生後 1 か月で起立不能を呈した早期発症
筋力低下症候群の 1例：鳥取県倉吉家保 湯村
優子、高木翔矢 
 早期発症筋力低下症候群（Early Onset 
Muscle Weakness Syndrome:MW）は 2022年に報
告された乳用種の新しい遺伝的不良形質で、生
後 2か月以内に筋力低下を示し起立不能を発症。
令和 6年 5月、管内の酪農家において生後 1か
月齢で起立不能を呈した子牛の病性鑑定を実
施。血液生化学検査で CPK の上昇を認めたが、
ビタミン E及びセレン濃度等に問題は無く、剖
検や病理組織検査においても著変を認めず。交
配種雄牛及び雌牛が MW 遺伝子の保因牛であっ
たことから、耳片を用いた MW の遺伝子型検査
を行い、MW遺伝子をホモ接合体で保有している
ことを確認。当該農場では同年 8月にも同一種
雄牛を交配した別の母牛から生まれた子牛 1頭
が同様の症状を呈し、廃用。国内では近年 MWの
遺伝子頻度が急激に上昇しており、保因が疑わ
れる雌牛に交配する際には、交配種雄牛の MW遺
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伝子の保因状況を確認することが重要。 
 
151．黒毛和種子牛の完全大血管転位の一症例：
広島県北部家保 青山嘉朗 
 肉用繁殖牛飼養農家において、令和 6年 6月
24日に正常分娩で出生した黒毛和種雄子牛が 7
日齢で虚弱、心雑音を呈す。治療により 23日齢
で症状がやや改善するも、心奇形疑いのため経
過観察。58日齢で再度状態悪化し、翌日死亡の
ため、病性鑑定を実施。解剖学的には、心タン
ポナーデ、心肥大、大動脈右室起始、肺動脈左
室起始、心室中隔欠損、心房中隔欠損、重度肺
うっ血を確認。肺動脈弁下部径は大動脈弁下部
径より小さく、肺動脈狭窄の疑いあり。病理組
織学的には、肺のうっ血性水腫を確認。今回の
症例は、心房中隔欠損を伴う完全大血管転位 2
型または 3型と診断。既報では牛の心奇形に占
める完全大血管転位の頻度は低く、予後不良で
あるが、房室の各中隔欠損による動静脈血の混
合と肺動脈狭窄の程度が生存期間の変動要因
と推察。 
 
152．非金属製異物による子牛の創傷性心膜炎：
広島県西部家保 村上咲季、山中裕貴 
 起立不能を呈して死亡した 5か月齢の肉用子
牛の病性鑑定を実施。胸壁、心膜、横隔膜、胃
は癒着し、左心室壁を貫通した竹の枝（全長 8.5
㎝）を内包。第二胃壁の粘膜下組織に貫通痕、
左心室腔内に腫瘤、全身の主要臓器に膿瘍形成
を確認。 心臓、 肝臓等 の主要 臓器から
Escherichia coli 、 Streptococcus 
gallolyticus、Trueperella pyogenes を 10３～

７cfu/g 分離。本症例は、誤食した竹の枝が第二
胃壁、横隔膜及び心臓を貫き、創傷性心膜炎及
び疣贅性心内膜炎を呈し、同時に、創傷部から
侵入した菌が全身を循環して諸臓器で膿瘍形
成し、多臓器不全に陥り死亡したと推察。創傷
性心膜炎に関しては、主に金属製異物の誤食防
止について注意喚起がなされているが、硬い植
物片もリスクとなり得ることが判明。農家に対
し、金属製異物に限らず、牛が異物を摂取でき
ないよう牛舎内の整理や放牧地等の飼養環境
の整備の必要性を立入やリーフレット等を用
い啓発、指導。 
 
153．骨格筋肥大と骨格の変形がみられた肉用
牛の 1例：愛媛県南予家保 津郷孝輔、道本友
里子 
 2024 年 8月、娩出後に死亡した新生子牛にお
いて、骨格筋肥大と骨格の変形による体型異常
がみられた。外貌は頭部が右側背側に反張・硬
直し、大後頭孔は右側に変位。四肢は硬直し、
ナックルを認め、全身の骨格筋は桃白色に褪色
して高度に肥大。骨格筋は病理組織学的に筋線
維が横断面で大小不同、円形化した筋線維も散
見され、筋線維間の間質は線維と脂肪の浸潤が
みられた。一部の筋線維は好酸性を増し、粗造
で空洞化、変性壊死しており、変性壊死は後肢
筋肉、大腰筋よりも前肢筋肉で認められた。免
疫組織化学的検査では筋線維の細胞質で抗ミ

オスタチン抗体(MSTN)陽性。本症例は骨格筋肥
大とそれに伴う骨格の変形によって体型異常
を引き起こしたと推察。骨格筋肥大の原因は
MSTNの欠損や変異が報告されているが、免疫組
織化学的に MSTN 欠損は認められず、遺伝子変
異は未検査のため詳細不明。本例は、骨格筋肥
大と骨格の変形による体型異常がみられた新
生子牛の初の報告となる。 
 
154．関節切開術を実施した多発性関節炎の一
症例：高知県中央家保 髙野雅、安部彪登 
 一貫農家の褐毛和種雄子牛（27日齢）が、前
日に肢にロープが絡まり起立困難との稟告を
受け往診。発熱と右前肢の手根骨に疼痛を確認。
肺雑音や臍部の熱感・疼痛は認められず。外傷
性細菌感染を疑い抗生剤の投与を継続。右前肢
と後肢関節が腫脹、炎症が波及したため、第 13
病日に精密検査を実施。X 線検査で右手根骨の
外側遠位部骨融解と左後肢球節の炎症を確認。
超音波検査で臍静脈膿瘍を認め、関節液検査で
Truperella pyogenes を検出。以上の所見から
第 23 病日に臍帯炎に起因した多発性関節炎と
診断。薬剤感受性試験に基づく、抗生剤投与を
続けるも改善がみられず、畜主の要望を受け第
84病日に関節切開術を実施。右手根関節を縦切
開し、500 円玉大の膿瘍と融解した手根骨を除
去、関節腔を洗浄。ギプス固定と抗生剤投与、
関節内洗浄を数回実施。第 141病日に患肢の負
重を確認、治癒と判定。今後は、先入観に囚わ
れない鑑別診断による早期の関節内洗浄を推
奨。難治性関節炎における関節切開術の有用性
が示唆。 
 
155．著しい発育不良を呈した子牛の一症例：高
知県中央家保 西明仁 
 管内の肉用牛繁殖農家から、褐毛和種の子牛
が離乳後に発育の遅れが目立つと相談あり。腸
炎および吸収不良を疑い、抗生物質の投与、砂
糖、バガス及びアミノ酸製剤の給与、胃汁移植
等を実施。発育に改善は見られず、徐々に第一
胃のガス貯留を繰り返し、採食量低下。予後不
良と診断し、病性鑑定殺。解剖所見では第四胃
幽門部に 1.5cm の腫瘤を確認。第一胃には水分
の少ない食渣が充満。腫瘤より下部消化管内容
は固形物わずか。病理組織学的検査の結果、腫
瘤は何らかの外的要因による炎症反応に起因
する反応性増殖による可能性が高かった。離乳
までの発育は正常子牛と差がないことから、離
乳前後に発生した外的要因による幽門部の炎
症または物理的刺激が持続したことで、徐々に
肥大化した腫瘤が幽門部を狭窄。これにより、
第一胃ガスの貯留による採食量の低下と下部
消化管への固形物の移送障害による吸収不良
が誘発され、発育不良を呈したと考えられた。 
 
156．大脳皮質壊死症疑い事例が続発した農場
での対策：佐賀県中部家保 天草リカ、廣松理
希 
 管内黒毛和種一貫大規模農場（管理者 5 名）
で大脳皮質壊死症疑い事例が続発。1 例目は 6
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ヶ月齢の子牛、令和 6年 6月、大脳皮質壊死症
疑いで死亡。2 例目は死亡子牛と同一牛房で疑
い事例発生。病性鑑定により血中チアミン濃度
欠乏値を確認、数日後死亡。解剖時、波長 365nm
の紫外線照射で大脳皮質の自家蛍光確認。2 頭
の死亡を受け、7 月に同居牛検査を実施、子牛
10 頭中 2頭が血中チアミン濃度欠乏値。給与飼
料へのチアミン添加を指導。4週間後、2回目の
同居牛検査で子牛 6 頭全てが正常値。しかし、
9月 2例、11月 1例の疑い事例発生。12月に 3
回目の同居牛検査を実施、12頭中 1頭が欠乏値。
畜主への聞取りを実施、9 月からチアミン添加
量を減らしていたことが判明。加えて肥育前期
飼料の早期給与、農場内情報共有不足があった。
チアミン添加量を増やすこと、飼料給与体系の
再考を助言。今後も関係者と連携し大規模農場
の飼養状況に見合った指導に努める。 
 
157．管内繁殖雌牛への定時人工授精の取組：長
崎県対馬家保 中山貴公 
 令和 6年 4月時点、管内繁殖雌牛の平均空胎
日数 230日（60～70日最多）と長期空胎牛継続
飼養。6 年 7 月～7 年 2 月、長期不受胎牛を中
心に繁殖雌牛 29 頭に定時人工授精実施。方法
は①オブシンク法のみ、②エストラジオール
(E2)+プロジェステロン(P4)法のみ、③オブシ
ンク法での不受胎牛に対し E2+P4 法を実施
（①17 頭②6頭③6頭）。結果、29 頭中 13頭受
胎（①8 頭②4 頭③1 頭）、16 頭不受胎（①9 頭
②2 頭③5 頭）で受胎率 45％。受胎牛平均空胎
日数 422 日（1000 日超 2 頭含）、不受胎牛 552
日（1000 日超 3頭含）。不受胎牛のうち、2頭は
その後、自然発情回帰し受胎。本取組での受胎
により生産性および畜産農家の意欲が向上。ま
た、不受胎牛 5頭の廃用が決定（空胎日数 1000
日超 2頭含）し、畜主による更新検討の判断材
料となった。今後、栄養不良牛への飼養管理の
継続指導、高齢牛、長期不受胎牛の更新推奨お
よび必要に応じ新規にプログラムを実施し、生
産性向上を図る。 
 
158．管内における大脳皮質壊死症の発生状況
及び対策：鹿児島県姶良家保 安藤佳代子 
 管内では、令和５年９月から令和６年４月に
かけて牛の大脳皮質壊死症が３農場において
発生。発生状況を調査したところ、いずれの農
場においても飼養管理に関する問題が見られ
た。このため、疾病の認知度および飼養管理に
関するアンケート調査を実施。アンケート調査
の結果から疾病の認知度は低いことが分かっ
た。また、飼養管理の重要性については認知度
が高かったにも関わらず、実際には個体管理が
行き届いていない可能性が示唆された。対策と
して大脳皮質壊死症の予防及び飼養管理の重
要性について農場へ啓発を行う必要があると
判断し、セリ前研修でのスライドを用いた啓発
及び飼養衛生管理基準巡回指導時にパンフレ
ットを用いた啓発を継続して実施している。発
生防止のポイントは、適切な飼養管理及び丈夫
で健康な牛を育てることである。これは，子牛

の損耗防止や農場の生産性向上につながる。今
後も伝染性疾病に限らず、地域で発生している
疾病に対する認知度を向上させるために継続
した啓発活動を行っていく必要がある。 
 
159．傷害サツマイモ中毒疑い事例の発生と対
応：鹿児島県鹿児島中央家保 大鹿有加、石井
択径 
 傷害サツマイモ中毒は傷害ストレスを受け
たサツマイモ内で産生されるイポメアマロン
（IP）等を家畜が摂取することで発生。2023年、
発生状況、臨床所見、病理学的検査並びに生化
学的検査所見、及び給与サツマイモからの IP検
出により、傷害サツマイモ中毒疑いと診断した
事例が発生。鹿児島県では当該中毒が以前から
散発しており、今後も発生する可能性が高い。
そこで、当該中毒の診断上重要な IP 検出方法
の薄層クロマトグラフィー法の抽出工程及び
抽出溶媒の改良を検討。抽出工程改変法では従
来法から凍結乾燥や洗浄等の工程を省略し、劇
物の使用量や作業時間が大幅に減少。また、毒
性の強いクロロホルムの代替として酢酸エチ
ルの有用性が示唆。さらに，当該中毒の発生防
止のため、牛飼養農場へ情報周知及び聞き取り
調査を実施。県全体の当該中毒の認知度は 22％
と低いものの、過去に周知をした地域では 40～
57％と高く、周知の効果を確認。今後も啓発の
継続が重要。 
 
160．ホルスタイン種牛の嗜銀性神経細胞内封
入体（ピック球様物）を伴う神経変性疾患：鹿
児島県鹿児島中央家保 都勇介、北原尚英 
 急に後ろに倒れ、もがくように激しく暴れる
発作等の進行性の神経症状や認知機能低下様
の行動異常を認めた 31 か月齢のホルスタイン
種牛の病性鑑定を実施。大脳（側頭葉や前頭葉）
の皮質浅層の神経細胞に円形や楕円形、三日月
状の細胞質内封入体を確認。封入体はボディア
ン染色及びビルショウスキー染色で嗜銀性構
造物として観察。ガリアス・ブラーク染色では
染色性を示さず。超微形態学的観察で、封入体
は境界膜を欠き、指紋状のフィラメント凝集物
と電子密度の高い顆粒状構造物から構成。検査
結果より、嗜銀性神経細胞内封入体(ピック球
様物)を伴う神経変性疾患と診断。嗜銀性を示
す何らかの物質が神経細胞に蓄積したことに
より本症状を呈したと推察。封入体は人のピッ
ク病でみられるピック球に類似。封入体の同定
には免疫染色による精査が必要。また、進行性
の神経症状や行動異常の類症鑑別として重要。 
 

Ⅰ－５ 生理・生化学・薬理 
 
161．牛血清中脂溶性ビタミン測定の前処理方
法省力化の試み：福島県中央家保 寺本直輝、
鈴木桃香 
 牛血清中脂溶性ビタミンのうち、主にビタミ
ン A（VA）、ビタミン E（VE）及び β-カロテン
（β-Car）が測定され、高速液体クロマトグラ
フィー（HPLC）での同時測定が可能。測定時の
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前処理は大まかに①除蛋白、②溶媒抽出、③溶
媒留去、④再溶解に分けられ、操作が煩雑。今
回、抽出液を直接逆相 HPLC で測定する方法（直
接法）を考案し、測定精度と適用について検討。
直接法では、抽出溶媒をヘキサンから酢酸エチ
ルに変更、飽和食塩水及び内標準物質を添加し
③、④を省略。更に HPLC条件及び全体の容量を
調整。常法と比較して前処理時間が短縮、器具
洗浄の労力も軽減。直接法の同時再現性及び添
加回収率は良好。一方、測定値の比較では、VA
及び VEで常法とほぼ同じだが、β-Carで乖離。
以上より、直接法は β-Car 測定も必要な乳牛
や繁殖牛での利用は難しいが、VA 測定が重視さ
れる肥育牛への適用が可能。 
 
162．死亡・廃用が多発した酪農場での血液生化
学検査実施事例：埼玉県中央家保 安井杏菜、
岡志保 
 成牛 60 頭規模の酪農場で、令和 5 年 7 月か
ら成牛 6 頭死亡、2 頭廃用。死亡牛の一部は死
亡前に子宮脱や低 Ca 血症を確認。感染症を疑
う臨床症状は確認されず、診療獣医師が栄養不
良等を疑い病性鑑定依頼。牛群を 5乳期に区分、
各乳期からの健康牛 3～6 頭に対し血液生化学
検査を実施。検査は令和 5 年 10 月・12 月・令
和 6 年 6 月の計 3 回、21 項目(赤血球数、白血
球数、白血球百分率、Ht、フィブリノーゲン値、
Glu、TP、Alb、A/G、T-Cho、BUN、AST、γ-GTP、
Cre、Ca、iP、Mg、Na、K、Cl、NEFA)測定。各乳
期別標準値と比較すると Glu、Alb、Ca が低値、
γ-GTP、NEFA が高値。重度エネルギー不足、慢
性的な蛋白質不足、肝機能障害による蛋白質生
合成低下、低 Ca血症を示唆。これらが周産期疾
患の発症を誘引し、死亡・廃用が増加したと推
察。検査結果を踏まえ、飼料内容変更(マメ科牧
草への変更、カキ殻給与等)を実施。血液生化学
検査による牛群の状態把握が農家指導方針決
定の一助となった。 
 
163．代謝プロファイルテストを用いた肉用牛
の繁殖成績向上事例：長野県松本家保 岩本雪
乃 
 本県では、信州プレミアム牛肉の生産基盤の
強化に資するため、代謝プロファイルテスト
（以下、MPT）及び飼料給与診断等（以下、調査）
を実施し、1 年 1 産に向けた飼養管理を推進。
管内で酪農経営から繁殖和牛経営に転換した
自給飼料主体の一農場において、令和 5年以降
に繁殖成績の低下が認められたことから 11 月
に調査を実施。タンパク質不足（PCV、TP、Alb、
BUN の低値）、エネルギー不足（NEFA の高値と
Glu の低値）、良質な粗飼料の摂取不足（β‐カ
ロテンの低値）等が原因と推察。対策として、
飼料設計の変更、定期的な繁殖検診、表計算ソ
フトを用いた全頭分の繁殖台帳の整備を実施。
翌年同時期の MPT では、上記の血液検査項目に
いずれも改善がみられた。繁殖成績も向上がみ
られ、分娩間隔が約 11日短縮したことにより、
1 頭あたり約 1.1 万円の飼育費が削減し、農場
主の意欲も向上。引き続き、関係機関と連携を

図り、包括的なフォローアップを実施予定。 
 
164．MPTコミュニケーションによる関係構築の
事例：鳥取県鳥取家保 柴田純佳、岸田光 
 平成 30 年に設立された県内最大規模酪農場
（搾乳牛約 600頭飼養）は、経営効率化を図る
ため当初から国の代謝プロファイル試験（MPT）
に参加。多くの関係者とともに形を変えながら
継続し、現在はコミュニケーションに重きを置
いた方法を確立。一連の手順は①対象牛選択・
リスト作成、②採材、③データ解析、④オンラ
イン検討会の実施。このうち家保は②、④に協
力。対面とオンラインを組み合わせ、各過程に
上手くコミュニケーションを取り入れた結果、
参加者間に良好な関係構築。知識や技術習得の
機会にもなり、関係者全体に好循環な運営。農
場の乳量・繫殖成績等も向上。一方、昨年 11月
に本農場でサルモネラの感染を確認。今後は本
取り組みで培われたコミュニケーションを活
かし、MPT での農場立ち入り時等も活用して、
疾病予防・衛生対策を強化していきたい。 
 
165．過去 4 年間で実施した黒毛和種繁殖雌牛
の代謝プロファイルテストの検証：大分県大分
家保 手塚渓 
 過去 4年間に実施の黒和繁殖雌牛の MPTの取
組を総括、検証。43戸(延べ 72件)、1158検体
の血液並びに取組農場の病性鑑定依頼書等を
供試。また、関係機関に照会し分娩間隔データ
を入手。12 項目（Alb、AST、γ-GTP、BUN、T-
Chol、Glu、Ca、FFA、β-HB、VA、VE、β-カロ
テン）を繁殖ステージ別に 4区分、平均値を算
出。エネルギー代謝、肝機能評価項目は高い傾
向、蛋白質代謝、ビタミン関連項目は低い傾向。
依頼書等との照合の結果、繁殖成績、飼料設計
の両方記載は全体の 16%、繁殖成績等の改善を
みた事例は 9%。実施農場の平均分娩間隔は
418.2日、県平均より長期。MPT実施年と翌年の
平均分娩間隔を比較すると、43%が短縮。これま
での MPTの取組には不十分な面もあったが、正
しく活用すれば生産性向上に寄与することが
示唆。今後は生産性向上のボトルネック要因を
特定する、より効率的な情報収集の在り方を検
討し、MPTと併せ農場指導に繋げたい。 
 
166．生化学的検査による肉用牛異常産の非感
染性原因の探索：沖縄県家畜衛生試験場 渡嘉
敷美波 
 異常産および代謝プロファイルテスト 47 症
例、同居牛含む黒毛和種母牛 303頭について異
常産の原因を探索。異常産病鑑の内訳は流産 21
頭、早産 16頭、死産 11頭、先天異常子牛の出
産 11 頭。調査した 303 頭全てで血液脂溶性ビ
タミン測定を実施、ビタミン A 欠乏(30 IU/dl
以下) 3頭、β-カロチン欠乏（100 μg/dl 以
下)57頭、ビタミン E欠乏(100 μg/dl 以下)24
頭。乾草の過乾燥や給与量の不足などの不適切
な飼養管理が背景にあると推察。キャッサバ中
毒による中毒死と異常産が疑われた例では、青
酸検査を実施しこれを否定、血液生化学検査に
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より長期の低栄養状態と腎障害が示唆。生化学
検査を実施した異常産 47 症例のうち、低栄養
状態 3件、ビタミン A欠乏症 1件、白筋症疑い
が 1件、細菌の関与が疑われる例は 4件、真菌
1 件、ウイルスの関与が疑われるものはなかっ
た。多くが原因不明となったものの、生化学的
検査により異常産の非感染性原因を推察する
ことで、飼養管理改善などの農家指導へ繋げる
ことが可能。 
 
Ⅰ－６ 保健衛生行政 
 
167．農場ＨＡＣＣＰ認証農場への継続支援に
よる飼養衛生管理向上の取組：山形県置賜家保 
齋藤花鈴、小林久美 
 2019 年 10 月に農場 HACCP 認証を取得した肉
用牛肥育一部一貫経営農場に対し、自衛防疫組
織等と共に支援を継続。家保は HACCP 会議への
出席、研修会の実施、一般的衛生管理のモニタ
リング、内部監査等について担当。2023年 3月、
HACCP 会議で衛生管理目標の達成度を確認した
ところ、死亡頭数が目標の 20 頭以下を上回る
29頭で、うち 11か月齢以下が 11 頭。繁殖舎へ
の立入調査で、子牛の発育不良、繁殖牛の外傷
の発生と低受胎率（28％）を確認。農場と改善
策を検討し実行。翌年子牛の死亡頭数は 3 頭、
繁殖牛の外傷も減少し、受胎率は 42%へ向上。
農場は繁殖部門の歴史が浅く、担当者の経験不
足による問題の見逃しや相談先に苦慮してい
たことが判明。今回 HACCP 会議により農場全体
で問題を共有し、対応。HACCP システムを導入
し、PDCA サイクルを回すことで衛生管理の向上
を実現したことから、今後も継続し、更なる農
場の飼養衛生管理向上を支援していく。 
 
168．一酪農場とともに取り組んだ牛伝染性リ
ンパ腫の清浄化対策：群馬県利根沼田家保 角
田真実、茂木麻奈美 
 成牛約 40頭飼養する農場で平成 30年度から
牛伝染性リンパ腫清浄化対策を開始。年 2回の
全頭抗体検査とプロウイルス量測定、導入牛の
抗体検査、初乳対策、吸血昆虫対策を実施。当
初防虫ネットは設置したが、出入口やブヨ防除
の設置方法に悩み、事例紹介、設置資材の資料
を提示するも近年は未設置。陽性牛と陰性牛の
分離飼育も未実施で、抗体検査で毎年陽転。今
年度は必須対策で防虫ネットの設置、陽性牛の
分離飼育を実施。防虫ネットは安価で身近な資
材による継続しやすい設置方法を提案。家保と
農場が意見を出し、ブヨの侵入経路は二重に、
出入口は作業動線を考慮して開閉可能なカー
テン式で設置し、錘にチェーンを活用。結果、
牛舎内のブヨが激減し牛の横臥時間増加に加
え牛舎内環境が改善。今年度の検査で陽転はな
く、抗体陽性率は当初の 55％から 24％に減少。
実践を含めた提案が理解醸成につながった経
験を今後の対策推進に活かしたい。 
 
169．牛飼養農家の飼養衛生管理基準遵守率向
上の取組：静岡県東部家保 富岡啓、梅澤朋恵 

 管内 11 戸の酪農家に飼養衛生管理基準遵守
率向上の取組を実施。重点指導項目とした｢飼
養衛生管理マニュアルの作成｣、｢衛生管理区域
を明示した農場平面図の作成｣、｢畜舎等施設の
清掃及び消毒｣及び｢マニュアルの配布、看板設
置等の措置｣の 4項目と管内遵守率の低い｢車内
交差汚染防止対策｣、｢消毒実施の記録｣の 2 項
目を指導。マニュアルと平面図は農家と内容を
確認し作成。消毒の実施記録は立ち入り記録簿
を配布。指導後、重点指導項目は全戸で遵守。
車内交差汚染防止対策は 4戸、消毒実施の記録
は 5戸で不遵守。主な不遵守の理由は農家と立
入業者との連絡体制の不備。集乳業者と協議し、
記帳の実施と車内交差汚染防止対策の協力を
依頼。集乳業者は記帳に協力、資材の提供があ
る場合に車内交差汚染防止対策を実施すると
回答。重点指導項目を定めた本取り組みは一定
の効果を認め、今後も継続。今後、農場だけで
はなく、関係団体と連携して対策を進める必要
があると考察。 
 
170．ヨーネ病発生農場の預託対応：愛知県西部
家保 澤田百合、稲垣光平 
 管内では、平成 11 年度から令和 6 年度まで
に 48戸 57頭のヨーネ病患畜を摘発淘汰。令和
4 年度までにヨーネ病が発生した農場では、後
継牛を預託で育成している農場はなかった。令
和 5年度以降にヨーネ病が発生した一部の農場
では、後継牛を外部へ預託しており、カテゴリ
ーⅡ農場から受入可能な預託先へ個別に対応
が必要となった。発生農場の預託予定牛の運搬
までの検査スケジュールを作成し、作成物を農
場及び関係者と共有。連絡体制の再整備を行い、
各農場の飼養状況に合わせた適切な検査及び
事務手続きが可能になった。ヨーネ病発生時に
は迅速な防疫措置とまん延防止対策が求めら
れ、農家及び関係者との協力が不可欠。管内農
場の飼養状況や農場間の牛のルート等の情報
を再整理し、疾病発生時には関係者と遅滞なく
調整を行い、農場が直面する経済的な負担の軽
減を図る。 
 
171．大規模肉用牛飼養農場の飼養衛生管理基
準遵守に向けた農家指導：滋賀県家保 金谷須
美礼、佐伯和紀 
 管内にある 3戸の大規模農場は、畜舎が多数
存在し、衛生管理区域（区域）ごとに毎回着替、
履替、消毒、記録等の実施が作業効率の観点か
ら困難であったため、従業員等の作業効率も考
慮した衛生管理対策の指導を実施。具体的には
１区域境界における着替施設を設置し、その他
区域間は専用車両による移動とし、各区域境界
での降車不要の車両消毒設備設置することで、
1 回の確実な着替、消毒等実施により全区域共
通の衛生対策拠点とし、作業効率低下を軽減。
各農場とも指導に従い現状に合わせた施設を
設置。今後は従業員等農場関係者に対し、区域
境界での交差汚染防止のための着替・履替の必
要性について十分理解させ、確実な対応を実施
させる必要がある。また来場者に対しては、入
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退場の手順について、その必要性を理解した従
業員側から指示ができるようにするとともに、
来場者側にも、病原体侵入防止のための衛生対
策の重要性について理解を深めてもらう必要
がある。 
 
172．支所管内における和牛の登録業務および
その衛生対策の現状と課題について：滋賀県家
保 佐伯和紀、金谷須美礼 
 滋賀県では公益社団法人全国和牛登録協会
（全和）が実施する子牛登記・基本登録の実務
を畜産技術振興センターおよび家畜保健衛生
所北西部支所（支所）が委嘱、担当。支所管内
における登録業務およびその業務実施時の衛
生対策の現状と課題について報告。平成 26 年
度以降、基本登録の審査実施頭数は、約 10頭/
年で推移。大型酪農経営体 A牧場の和牛繁殖開
始に伴い平成 29・30 年度で計 187 頭の登録審
査を実施、子牛登記も増加。登録業務実施時の
衛生対策として、基本的な衛生対策の徹底継続
とともに、令和 6年度より既存の建物内改装に
より更衣場所の作成と、より清浄性を確保した
動線形成を達成、鼻紋採取器の巡回ごとの洗
浄・消毒などの励行により、衛生対策を強化。
登録業務について実務経験の不足、技術継承機
会の減少、有資格者少数が課題。登録業務実施
時の衛生対策について、鼻紋採取時の個体ごと
の水平伝播対策が課題。課題に対する検討を継
続して業務を遂行。 
 
173．関係機関と連携した和牛農家の繁殖改善
指導：兵庫県朝来家保 山本一輝、吉田裕一 
 酪農から繁殖和牛農家へ経営転換し、技術承
継が不十分なまま親族へ経営継承した農家で、
死廃事故や繁殖障害が多発したため、関係機関
が連携して経営改善指導を実施。当該農場は繁
殖雌牛約 60 頭を飼養。定時授精が中心で発情
観察が不足かつ過度の濃厚飼料給与による過
肥傾向が課題。当所は、発情徴候の解説資料を
作成し、飼養牛を用いた徴候観察の実践指導を
実施。また、繁殖カレンダーや牛名板に再発情
予定日を記載させ、発情回帰の見逃しを防止。
さらに、エコーによる早期妊娠診断を実施し、
農家のモチベーションを維持。農業改良普及セ
ンターが飼料設計指導し、当所が代謝プロファ
イルテストで栄養状態をモニタリング。毎月、
関係者で打合せを行い、課題と改善状況を共有。
結果、全授精機会中の自然発情割合が約 10％向
上、妊娠率が 17.0 から 21.5％に、空胎日数が
146 から 123 日に改善。丁寧な指導により基本
技術の理解と技能が農場に定着し繁殖成績の
改善に寄与。 
 
174．適正な和牛遺伝資源の確保に向けた家畜
人工授精所への指導：兵庫県姫路家保 岡野康
行 
 令和 2 年和牛遺伝資源関連２法が制定され、
家畜人工授精所(AI 所)の運営状況定期報告の
提出等を義務付け。AI所の立入検査を令和 3～
6年度に 19施設で実施。令和 5年度 A施設、令

和 6 年度 B 施設で無資格者の卵巣採取を確認。
その後 A施設で 2事例の血統矛盾を確認。立入
検査を継続した結果さらに 4事例の血統矛盾等
を確認。A 及び B 施設に改善指導文書を発出し
有資格者での卵巣採取等作業を指導。A 施設の
血統矛盾は特定の担当者が単独で受精卵を取
扱い、証明書等の不十分な確認や受精卵の取違
えが原因。作業や記録等複数の職員で確認する
ようマニュアルを改正し、受精卵の管理記録の
責任者の明確化及び複数人での確認体制を指
導。在庫受精卵の再確認と血統不明受精卵の廃
棄を施設管理者の責任で対応するよう要請。今
後も家畜人工授精用精液及び受精卵の取扱施
設へ立入検査を継続し但馬牛等和牛遺伝資源
の適正な流通管理や知的財産価値の保護強化
を推進。 
 
175．生乳の安全・安心確保のための取組：香川
県東部家保 田中宏一、中嶋亜威 
 令和 5 年 4 月、国は｢動物用医薬品等の適正
使用推進のための薬剤耐性(AMR)対策アクショ
ンプラン｣を策定。同年 11月に大阪府で牛乳の
製品収去検査において抗菌性物質が検出･回収
された事案を踏まえ関係機関と協議し、生乳の
安全・安心確保のための｢香川県地域協議会｣を
開催。同年 9月に協議会による管内全酪農家 36
戸を巡回。動物用医薬品の記帳・記録の保管・
管理状況について調査し 15 戸に改善指導。農
場の医薬品管理体制を①マーキング②掲示③
記帳の 3行程のチェック体制を指導。管内大規
模酪農場では LINE による従業員情報共有制、
HACCP 取得農場では治療･管理チームによる役
割分担制の管理体制を構築。12月に県内医薬品
販売業獣医師向けの「生乳の安全・安心の確保
に係る研修会」を開催し、適正な動物用医薬品
指示書発行について再確認。12月に協議会によ
る巡回を実施し、全農場の改善を確認。協議会
による生乳の安全・安心確保のための取組体制
を強化。 
 
176．肉用牛繁殖農場における子牛の臍帯炎低
減対策：佐賀県北部家保 福田亮司、大澤光慶 
 母牛 50頭規模、分娩牛・新生子牛が他母牛群
と同区画で過密混飼（5 ㎡/頭）の繁殖農場で、
近年、臍帯炎発症増加（4～7頭/年）。重症化例、
死亡例もあり、飼養衛生管理改善を通じた低減
対策指導を実施。①過密防止：牛舎増築予定。
②分娩房設置：分娩房が無く、分娩房整備を最
優先。③分娩房の衛生管理：敷料頻回交換、逆
性石けん散布を床面消石灰散布へ変更、床面乾
燥保持に注力。畜主の不安払拭のため、分娩房
敷料交換・消毒の際に実演指導。また、消石灰
の消毒効果を認識させるため、大腸菌群数等定
量検査を実施し、菌数は逆性石けんに比べ 1/10
程度減少。畜主は指導後の分娩房管理方法に好
感触で、敷料交換・消毒の回数増加を継続。臍
帯炎発生は減少（1 頭/年）し、重症化例、死亡
例もなし。本指導を通じて畜主の衛生管理への
意識が向上。現在、臍帯炎対策の一助として母
牛代謝プロファイルを実施中。今後の臍帯炎防
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止、生産性向上につなげていきたい。 
 
177．新設キャトルステーション衛生対策推進
の取組：大分県玖珠家保 坂田真友子、磯村美
乃里 
 令和 6年 4月、県内 2カ所目 200頭規模キャ
トルステーション（以下 CS）が運用開始。当所
は計画や課題解決等で CS 運営に参加し、飼養
衛生管理面から検査、指導、助言。毎月受入時
に全頭の体測、検温、採血、採糞し検査実施。
想定外にコクシジウムオーシストを 15／20 戸
30頭から検出、血液生化学検査でも農場毎に偏
りあり、委託中に発咳や発熱 40℃以上を呈する
半数の牛を確認。検査結果から CS 委託前の基
本的衛生管理の意識醸成が必要、哺育期飼料給
与確認や胸囲推定体重表、薬剤投与簡易表、ワ
クチン接種適期パンフ等を作製し、個別啓発実
施。8 月から 1 期目市場出荷開始、市場平均と
比較した CS出荷牛は増体すぐれ、価格は約 5万
円上回り、10 月市場まで出荷成績は良好に推移
し、CS牛市場評価向上で委託検討する生産者が
増加。今後も受入牛斉一化のため指導を継続し、
飼養衛生管理面から CS牛の評価向上に支援。 
 
178．牛ヨーネ病の清浄農場復帰の早期化に取
り組んだ事例：宮崎県都城家保 弓戸猛、坂本
拓己 
 2023年 11月 20日に管内の酪農場で家畜伝染
病予防法第 5条に基づく検査を実施し、ヨーネ
病患畜を 1 頭摘発。当該牛では糞便を用いた
qPCR 検査において 1.18pg/2.5µl で定量陽性と
なり、削痩等の臨床症状はなく、空・回腸粘膜
に肥厚及び皺壁を形成。病理組織検査で同部に
軽度の肉芽腫性炎を確認（抗酸菌染色陽性）。同
居牛及び預託牛では全頭陰性を確認。同時に、
qPCR 検査を用いた環境検査により農場の広範
囲でヨーネ菌特異遺伝子を検出。農場主と協議
の上、飼養管理作業に支障を来す事のない方法
で 3 日間の農場消毒を実施。2 回目の環境検査
では汚染箇所は減少し、その後実施した自主検
査では qPCR で全頭定性陰性を確認。その後、牛
のヨーネ病防疫対策要領に基づく検査の結果、
全頭陰性を確認したことから 2024 年 9 月 4 日
に、1 年以内での清浄化を達成。今後のヨーネ
病発生時には本事例をモデルとし、農場の早期
清浄化とまん延防止に取り組む。 
 
Ⅰ－７ 畜産技術 
 
179．肉用牛飼養農場の農場 HACCP 認証農場へ
の長期的支援の効果及び課題：青森県むつ家保 
今井良、菅原健 
 畜産物の安全性確保のため平成 30 年から肉
用牛農場の農場 HACCP の取組を支援。農場は肥
育牛 120 頭を飼養、地域の子牛を購入、生産、
加工まで手掛けブランド化。家保は衛生管理や
認証に係る作業の総括を行い、令和 2年認証取
得。長期的支援による効果確認。飼養衛生管理
基準では遵守状況を随時確認することで定着
化。基準改正では勉強会によりスムーズに対応。

教育訓練により従業員の衛生意識向上。生産面
でプラス効果。農場及び役場に家保業務への理
解と協力を獲得。家保は職員の減少や業務量増
加により十分な支援ができず課題となったこ
とから、解決に着手。難解な専門用語について
わかりやすい単語帳を作成するなど工夫し、従
業員がレベルアップ。リモートによる衛生指導
で効率化。経験を家保間で共有し効率的に全職
員の能力が向上。これらの取組により継続的な
システム運用を促進。農場 HACCP の長期的支援
は多方面で効果的であることから、取組を地域
へ普及促進していく所存。 
 
180．管内黒毛和種繁殖経営において関係機関
と実施した飼養衛生管理改善の取り組み：山形
県置賜家保 福士昴、久合田行彦 
 国庫畜産クラスター事業を活用し繁殖牛舎
を増築した黒毛和種繁殖経営で繁殖雌牛を増
頭（平成 30 年 40 頭から令和 6 年 94 頭）した
が、子牛市場上場頭数及び子牛販売額は伸び悩
んだ。令和 4・5年度にやまがたの和牛増頭戦略
事業を活用し関係機関と共に支援。令和 6年度
はフォローアップとして改善状況を確認。農場
の課題はグループワークで農場役職員及び関
係機関で見える化を図り共有。飼養環境の衛生
指導、繁殖雌牛の代謝プロファイルテストを基
に飼料給与指導を実施。結果、飼養環境の改善、
妊娠末期繁殖雌牛の栄養状態改善を認め、子牛
の平均出生時体重は 33kg（令和 4年）から 37kg
（令和 6年）まで増加（p<0.01）、子牛の平均市
場上場時体重は去勢 270kg、雌 240kg（令和 4年）
から去勢 300kg、雌 286kg（令和 6年）まで増加
（p<0.01）。子牛市場価格偏差値は上昇傾向。取
り組みを通じて一定の成果はあったが、子牛の
管理に課題を認めたことから飼養衛生管理向
上のため支援は継続。 
 
181．地域機関と連携して取組んだ管内酪農家
の暑熱対策：新潟県下越家保 宮下知世、山家
菜摘美 
 令和 5年度、県内酪農家で暑熱による死廃増
加。暑熱被害軽減のため、家保、地域振興局、
JA、酪農協、NOSAI で暑熱対策チームを発足。
暑熱期前チーム会議で管内酪農家 5 戸を選定。
対策前後で暑熱期の課題、対策等の聞き取り、
風速・温度測定を実施。対策前の課題を写真や
図を用いた資料でフィードバック、現設備内で
の改善策を検討及び指導。対策前調査では送風
機の設置数は十分だが、風速 2m/s 未満の牛床
が多数。送風機の位置や角度、ホコリ付着で風
速が低下。指導後、送風機の清掃、位置や角度
調整等を実施、4 戸中 3 戸で風速が向上。暑熱
期の搾乳牛死廃頭数は 5戸中 4戸で昨年より減
少。暑熱期の乳量減少は全戸で昨年より緩やか。
複数対策実施の 1戸で暑熱期の死廃による損失
額と生乳生産代金を昨年と比較し、約 300万円
の経済的効果と試算。送風機の清掃のような基
本的な対策で十分効果があり経済的効果を得
られると考察。チームでの取組みは多方面から
の支援可能。 
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182．6年間にわたる経営改善に向けた酪農後継
者支援の取組み：新潟県中央家保 大勝裕子、
野崎朋子 
 A農場は乳用牛約 50頭を親子 3人で管理して
いたが、H30 年頃から現畜主が 1 人で大半の作
業を引き継ぎ傷病牛が増加。家保は生産技術及
び所得向上を目的に関係機関と連携して指導
開始。H30 年、乳房炎多発を受け搾乳立会を実
施。ミルカー装着遅延を認め、装着のタイミン
グ指導と畜主 1 人で行える手順を提案。結果、
作業効率向上と乳房炎低減に繋がりバルク乳
体細胞数は 34→17万個/ml(H30→R6)に低下。R1
年、暑熱被害で 9頭が死廃になり畜舎の環境調
査を実施。風が牛体に当たらないことが判明し、
ファンの角度調整・清掃、風の導線確保、牛の
配置換え、細霧調節、廃業農家のファン導入等
を行い、暑熱被害は大幅に低減。R4年、分離給
与から TMR へ切替え後の傷病事故増加を受け
BCS 測定を開始。泌乳後期以降の過肥等を認め
給与量調節、盗食防止対策等で個体管理を強化。
BCS 基準値に収まる牛が増加し周産期の傷病事
故件数は半数に減少。家保は関係機関と連携し
測定結果を基に問題点を可視化することによ
り、生産技術向上と事故件数の大幅減少を達成。 
 
183．黒毛和種の卵胞発育に注目した過剰排卵
処置方法の検討：富山県東部家保 栁直人、宮
本剛志 
 本県の採卵成績は正常卵率 40%台で半数以上
の卵を廃棄。廃棄未受精卵に含まれる受精能の
ない未成熟卵を成熟させることで受精率が向
上し正常卵数も増加すると推察。従来法による
過剰排卵処置後の牛の人工授精時の卵巣は５
㎜～８㎜の小卵胞が多数。ヒトでは未成熟卵の
成熟に約 16 ㎜の卵胞発育が必要で、牛でも同
様の発育を要すると考察。高単位 FSH 投与から
CIDR抜去までの時間を１日延長し、人工授精ま
での時間を延ばして卵胞発育を促すことで正
常卵を増加させる方法を考案。黒毛和種繁殖農
家の雌牛６頭で本法を実施。結果、５頭で正常
卵を回収し、平均採卵個数 18.2 個、平均正常卵
個数９個で正常卵率 50％。１日延長しても正常
卵の採卵が可能で正常卵率は改善するも、人工
授精時の卵巣に 12 ㎜以上の大卵胞が少なかっ
た牛が３頭、大卵胞はあったが正常卵率の低い
牛が１頭存在。１日の延長では卵胞発育が不十
分で未成熟卵が残る可能性があり、延長時間の
検討が必要。 
 
184．第 13 回全国和牛能力共進会（全共）第 8
区出品候補牛（候補牛）確保の取組み：愛知県
東部家保 舛田崇、糟谷淳 
 【背景】令和 4年の第 12 回全共第 8区（去勢
肥育牛）で、本県は出品牛選考にゲノミック育
種価（G育種価）等を活用し優秀な成績を獲得。
第 13回全共（令和 9年開催）では、出品要件の
変更があり、候補牛確保が課題として浮上。【対
策】①候補牛を生産可能な高能力母牛をリスト
アップし、生産者に積極的活用を提案。②畜産

総合センターに、候補牛となり得る受精卵（全
共対策卵）の生産及び有償譲渡を協力要請。③
家保は生産者に対し、全共対策卵の事前周知、
移植適期や候補牛出生後のタイムスケジュー
ル等の説明を実施。【今後の展望】全共対策卵の
移植・受胎・分娩状況等の情報を関係機関と共
有し、候補牛生産を継続フォロー。去勢肥育牛
で G育種価が判明する数少ない機会を、本県和
牛肥育技術の向上に活用。高能力母牛及び全共
対策卵の産子は高 G育種価が期待され、候補牛
とならない雌産子も、種雄牛を持たない本県で
は雌側からの牛群改良に活用可能。 
 
185．暑熱対策による繁殖和牛の受精卵採取成
績の向上（第２報）：三重県中央家保 髙﨑美帆、
前川佳寛 
 夏季に受精卵採取成績（以下採卵成績）が低
下している管内繁殖和牛農場において、暑熱対
策として、①飼養環境の改善（送風機の新調、
日よけの設置、牛舎通路への散水）②夏季用飼
料への早期変更③畜舎の気温、湿度、風速を測
定し、体感温度と温湿度指数（THI）を計算④対
策の効果を評価するため、黒毛和種 18頭の採卵
4 日前～当日に採材した血清を用いて血液生化
学的検査を実施した。畜舎環境調査の結果、牛
舎内の西側列は東側列と比較して気温が高く、
体感温度は牛房の場所により約 10℃差がある
ことが分かった。採卵成績は、令和 6年度（以
下 R6）は、令和 4、5年度（以下 R4、5）の同時
期と比較して、全体的に受精卵の回収総数が上
昇（中央値 R4：9.5個、R5：16.5 個、R6：17個）
し、正常卵率も上昇（R4：67%、R5：70%、R6：
80%）した。夏季の採卵成績の向上には飼養環境
並びに飼養管理の改善といった総合的な対策
が重要であることを改めて確認した。 
 
186．肉用牛繁殖新規就農に対する家畜保健衛
生所の役割：京都府丹後家保 坂田貴洋 
 原材料費や飼料価格の高騰、子牛価格の低迷
により、肉用牛繁殖経営が悪化する中、丹後地
域で新規就農を果たした農場に対する当所の
支援内容を報告。新規就農者は、丹後産自家肥
育牛の食肉販売を目指し就農を決意。令和 2～3
年に京都府畜産人材研修制度の第 1期生として、
基礎技術と知識を習得。研修後は丹後管内の繁
殖農場で勤務し、経営感覚を養成。飼養地の確
保、牛舎建設、地域住民への理解促進を経て、
令和 6年 4月に繁殖和牛の飼養を開始。就農に
向けて、関係機関と連携し、飼養管理（飼料・
資機材の選定）、衛生管理（飲用水検査・ワクチ
ンプログラム）、家畜診療（NOSAI加入・分娩管
理）、繁殖管理（巡回・体型測定・去勢）、経営
支援（コンサル誘導・補助事業伴走）を実施。
衛生面を含め、法令遵守を徹底。今後、子牛市
への出品を計画。府主催の畜産ツアー協力や
SNS による情報発信を継続。ベンチマーク農場
を参考に、将来的には自家生産牛肉の販売など、
6 次化も構想。家畜保健衛生所として、農家に
寄り添う支援体制の継続。 
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187．美馬和牛改良組合の「粗飼料多給型牛」認
定に対する取組み（続報）：徳島県西部家保 森
川繁樹、竹元一軌 
 美馬和牛改良組合が取組中の適正な飼料給
与による肥育素牛生産を認定する制度「粗飼料
多給型牛」（以下、認定牛）については、制度設
立（平成 27年度）から現在に至るまで当所にお
いて出荷前の検査、検査結果の分析及び飼養技
術指導を実施。育成技術の向上は図られたが、
収益向上の実感は乏しく、令和 6年度、認定制
度の効果を評価。制度設立後、子牛市場価格は
相対値で上昇傾向。肉用牛産肉能力平準化促進
事業において出荷された牛 15 頭について、認
定の有無と枝肉成績との関係を調査したとこ
ろ、認定牛は非認定牛と比較して枝肉重量：
495.0kgvs423.8kg、脂肪交雑：8.27vs7.25（い
ずれも平均値）と優良。さらに認定条件の１つ
である育成時の日増体量と枝肉重量との相関
を確認。これらの検討結果を踏まえ、同組合に
対して認定牛の認知向上の必要性を提言。同組
合は畜産情報雑誌等を通して周知開始。また市
場の需要に対応すべく、認定条件の一部変更を
提案。今後も本取組等により県西部地域におけ
る肉用牛生産業の活性化を図る。 
 
188．HACCPチームとのコミュニケーションによ
る和牛肥育農場の生産性向上：香川県西部家保 
寺嶋昌宏、向阪優雅 
 管内で和牛雌 24頭を肥育する農場において、
令和 3年から HACCPに基づく衛生管理システム
導入を支援。当該農場は令和元年頃に現生産者
が事業を引き継いだが、飼養経験が少なく生産
性に問題があった。そこで、飼養衛生管理の改
善や生産性の向上を主目的に HACCPチームとし
て指導、助言を実施。農場作業の文書化過程で
肥育牛の疾病要因が見える化され、生産者が問
題点を自覚。飼養方法や飼養環境を改善すべく、
飼料給与方法の変更、飼養環境整備、従事者の
補充、疾病の早期発見・早期治療等の対策を重
ねた結果、肥育成績が向上。特に 400kg に満た
なかった枝肉重量は令和 6年度（令和 7年 1月
時点）に 500kgを超えるなど大きな成果。現在、
筋肉水腫等の兆候が現れたことから、血清ビタ
ミン A濃度等の推移を追跡中。今後、安全な食
肉供給および生産性向上に意欲的な生産者に、
HACCP の考え方を活用しながら経営を支援して
いきたい。 
 
189．和牛繁殖農場の飼養・繁殖管理技術向上を
目的とした指導への取組（第 1報）：愛媛県中予
家保 北村惟、鈴木まり花 
 繁殖母牛 50 頭を飼養する法人経営の和牛繁
殖農場で、管理者の交代を契機に、家保と家畜
診療所が連携し、管理者の飼養・繁殖管理技術
向上や農場の管理体制構築を目的に現場支援
を実施。管理者に対し直腸検査技術指導、基礎
知識の補強、先進農家の視察を通じた知見の向
上を支援。農場の飼養管理体制に対し、飼料設
計及び給餌方法指導、BCS を用いた牛群管理手
法の導入支援。繁殖管理体制については、診療

所による繁殖検診の強化、管理台帳の作成、ホ
ワイトボードの運用による繁殖情報の可視化、
母牛の計画的更新を実施。結果、月別受胎率は
指導当初は低迷していたが改善傾向。BCS は、
過肥傾向とされるスコア 3.5以上の割合が指導
前 82%に対し指導後 29%と改善。8産以上の高産
次牛の割合は、母牛の更新により指導前 64%に
対し指導後は 51%。今後の対策として、放牧期
間の飼養管理体制確立、牛房の増設による群分
けの明確化、子牛飼養管理の見直し、ゲノム検
査の活用に取組む予定。 
 
190．管内における飼料用とうもろこしの 2 期
作栽培の現状：愛媛県南予家保 山田玲佳、山
根優真 
 管内の酪農家 5戸における 2期作とうもろこ
しの栽培状況、生育状況、収量、飼料成分を調
査し、現状の把握及び栽培方法の改善指導を実
施した。密植で栽培した農家では稈径が細く
TDN 収量が低い傾向であった。また、各農家が
全期作において中晩生品種を利用していたた
め、2 期作の収穫期は適期より早熟な乳熟期で
の収穫となり、1 期作の登熟遅延が影響したと
予測された。全農家の飼料成分は、Ca と Mg が
標準値より低く、堆肥散布過多による Kの土壌
蓄積やミネラルバランスの不均衡が示唆され
た。このため、栽植密度、品種選定、土壌改良
資材の施用等について指導したところ、改善に
積極的に取り組む農家では、栽植密度の見直し
と早生品種への変更により、TDN 収量の増加が
期待されるとともに、播種量の減少により種子
代が約 54％に削減できた。今後も調査を継続し、
飼料用とうもろこしの適正な栽培方法の普及、
指導に取り組んでいきたい。 
 
191．管内ロボット搾乳農家 A の生乳中遊離脂
肪酸濃度に関する考察：愛媛県東予家保 織田
一恵、宇都宮昌亀 
 脂肪分解臭に関与が報告されている遊離脂
肪酸濃度（以下、FFA）及び FFAの変動要因を把
握するため農家 Aで調査を実施。対象は搾乳牛
延べ 532頭、搾乳回数延べ 1,592 回、2024.4～
10 月の各月 1 回バルク乳を採材。調査 1 では、
FFAと 1回当り 8㎏未満の搾乳割合（%）の間に
有意な正の相関関係（P＜0.05、R＝0.81）を認
め、理論値上 8 ㎏未満が 74.4％となった場合、
危険値である脂肪 100g中 2.0mmmol を超えるが、
現状 15.4%だった。調査１の結果を受け、調査 2
では、１回当り 8kg未満の搾乳を呈した牛の特
徴を調査。8 ㎏未満の頻度別に 5 群(0～3 回群
及び 4 回以上群)に分類し各群の差を比較した
結果、初産及び 2産の泌乳日数が浅い牛が多い
ことが判明。特に初産牛では泌乳持続性向上の
ため、頻回搾乳になるようシステム設定してい
ることが要因と判明。今後、8 ㎏未満の増加が
予想される場合、設定を見直す対策が必要。 
 
192．酪農家におけるタケノコ残さサイレージ
利用の取り組み（第 2報）：愛媛県中予家保 岡
﨑直仁、大北栄人 



 
 
 
 
 - 38 - 

 2023 年に管内酪農家より食品業者から排出
されるタケノコ残さのサイレージ利用の相談
あり。試験的にサイレージ調製し給与したとこ
ろ、保存性や嗜好性は良好、蛋白質含量が高い
粗飼料として利用可能。実用化に向け、食品業
者との連携・協力のもと、酪農家の作業労力を
軽減したサイレージ調製体系の確立が必要。
2024年度は、食品業者と酪農家の役割分担や作
業内容を明確化し、より実用的なコンテナバッ
ク（CB）を利用したサイレージ調製方法を検討。
調製工程で発生した CB 内袋の破れ等の問題点
を改善し、より実効的な調製方法を確立。発酵
品質は、1カ月保存は良好な品質を示したが、3
カ月保存は Vスコアに不良が多くみられ、水分
調整や密封作業に問題があったと推察。嗜好性
は良好、1 頭当たり日乳量は 1 割増加するなど
酪農家では収益の増加、食品業者では廃棄物処
理経費削減の効果が見込まれ、双方とも今後の
継続利用について前向き。今後は長期保存が可
能となるよう副資材の検討など課題解決に向
けた支援を継続。 
 
193．妊娠検査キットを活用した肉用牛繁殖成
績向上への取り組み（第 1報）：熊本県阿蘇家保 
吉田大志 
 地域の空胎期間短縮を目的とし、血液中の妊
娠関連糖タンパク検出による妊娠検査キット
（キット）の試用を、採血を含め農家に実施指
導する取り組みを実施。管内牛飼養農家 10 戸
繁殖雌牛 21 頭を対象に、尾静脈採血及びキッ
トによる妊娠判定を指導した結果、全ての農家
で採血及び妊娠判定は可能。農家が想定するキ
ットの活用方法として、早期妊娠判定の他、放
牧前の妊娠再判定等を考え、8 割の農家が今後
も本キットを利用したいと回答。本キットは、
直腸検査で妊娠鑑定が困難なケースや妊否不
明と診断した場合でも、高い精度（感度 99.7％、
特異度 98.1％）で判定が可能である一方、胎子・
子宮・卵巣の状態は不明であるため、直腸検査
等での診断との組み合わせが重要。阿蘇家保の
過去の繁殖検診成績より、キットを活用した早
期妊娠判定による効果は高く、再 AI日数が最大
40日短縮可能。また、家保の繁殖技術者不足と
いった課題に対しても有効であり、人員、労力
を大幅に削減可能。 
 
194．肉用牛繁殖農場における生産性向上及び
更新対象の見える化への取組み：大分県宇佐家
保 河野華子 
 管内 A 農場において、2023 年度 11 月から月
2 回の繁殖検診を行った結果、長期不受胎牛が
更新されず放置されている状況であると判明。
【取組み】空胎日数 85日以上の牛に対し、ウシ
膣内留置型ホルモン製剤（PRID）を利用した定
時人工授精を推奨。また、牛伝染性リンパ腫
(EBL)対策も兼ねて、行動モニタリングシステム
U-motion（デザミス株式会社）のリスト機能を
利用した個体のスコアリングによる更新対象
の見える化を実施。スコアリング項目について
は、畜主に聞き取りを行い、①空胎日数②EBL 感

染リスク③年齢の 3項目を設定。【結果】定時人
工授精の推奨により、分娩後の初回授精日数の
平均値が 12 日間短縮。更新対象の見える化に
より更新対象牛となった牛は 15 頭となり、特
にスコアが高い 8頭（うち EBL陽性牛 5頭）が
更新。経産牛かつスコア作成時に未受胎の牛の
空胎日数の平均値が 265日から 180日、中央値
が 138日から 120日に短縮。 
 
195．家畜人工授精所の適正な業務実施のため
の家保の立入検査～家畜改良増殖法改正等に
よる変化～：宮崎県宮崎家保 倉永眞成、丸田
哲也 
 家畜改良増殖法に関する通知や改正省令に
よる家畜人工授精所数や指導内容の変化につ
いてまとめた。平成 20年から 30年までは家畜
人工授精所新規開設数は年間 5件程度であった
が、平成 31年以降は 15件程度に増加。家畜人
工授精所数は平成 30 年は保存のみを行う授精
所が 6 件であったが、令和 6 年には 60 件とな
り、10 倍に増加。平成 31 年から令和 5 年の指
導事項は人工授精簿等関連 35 件、授精証明書
等関連 41件、精液証明書等関連 27件、譲渡等
記録簿関連 27 件であった。年間の指導事項全
体に占める割合として、人工授精簿等関連は平
成 31年に 36％、令和 2年に 31％と高率を示し
たが令和 5年には 13％と低下し、これは指導の
影響と推察。譲渡等記録簿関連は令和 4 年に
39％、令和 5年に 23％と最も高率を示した。譲
渡等記録簿作成は具体的に必要項目や記録に
なる既存の書類を提示し、改善指導を実施。今
後も家畜人工授精所が法改正に対応し適正業
務を行うように推進。 
 
196．農家自ら実践する素牛産地形成における
取組：沖縄県宮古家保 長岡杏実、親泊元治 
 宮古地域の肉用牛農家の農業所得向上を目
指した素牛産地形成に向け、（１）農家が飼養す
る牛群改良に対する指導を実施。素牛産地とし
ての信頼性低下防止を図るため、沖縄県有種雄
牛遺伝資源の利用方法について解説。農家自ら
優良牛を作出できるような改良の実践を促す
ため、県有種雄牛の産肉等能力及び育種価の基
礎知識とその活用方法を解説。（２）農家からの
相談内容を受け付け、農家支援を行うことを目
的とした「地域サポートチーム」を設立し、相
談内容についての聞取調査を実施。子牛出荷成
績や繁殖成績等を客観的に把握できる「個別成
績表」を活用した指導体制の構築。（３）「購買
者が求める子牛とは何か」を理解してもらうこ
とを目的とした畜産マーケティングリサーチ
研修会の開催企画。今後は、地域サポートチー
ムを活用し、より具体的な支援・指導内容につ
いて協議する。並びに、個別成績表を活用した
経営改善指導の実現及びマーケティングリサ
ーチ研修の開催を計画する。 
 
197．八重山地域における自給粗飼料を 100％利
用した肉用牛一貫経営の優良事例の紹介：沖縄
県八重山家保 高江洲斉、大田恵一朗 
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 八重山管内で自給粗飼料を 100％利用する肉
用牛一貫経営の農家 Kへ調査を実施。給与粗飼
料の一般成分（稲ワラと比較）について、CPは
乾草が低く、サイレージは高く、また ADFおよ
び TDNはどちらも高かった。血液検査について、
β-カロテンは肥育中期以降検出されず、ビタ
ミン Aは 1頭を除いて、全ての牛から基準値を
上回る値が検出。体型調査は肥育後期（23～29
カ月齢）には体高および胸囲は平均以上。飼料
給与量に対する充足率は CP と TDN は肥育中期
以降から充足。牧草地での生育調査は 10aあた
りの乾物収量は 632.4kg、牧草被度はジャイア
ントスターグラスが 57.1%と最も高く、全草地
面積に対する飼養頭数の乾物充足率は 124.8%
と充足。枝肉成績は A5 率については農家 K
（83.3%）と購入飼料を利用する Y農場（83.1％）
は同程度。費用対効果は所得（売上-生産費）で
は農家 K（293千円）が、Y農場（120 千円）よ
り高かった。今回の調査結果を近年の非常に厳
しい肉用牛経営の情勢を突破するヒントとし
たい。 
 
198．現場後代検定牛選抜におけるゲノム育種
価の有効性：沖縄県家畜衛生試験場 光部柳子、
棚原武毅 
 ゲノミック評価法は一塩基多型（SNP）情報を
もとに牛の遺伝的な能力値を推定する選抜モ
デルであり、生後すぐにその個体の遺伝的能力
が評価できる。本研究では種雄牛造成の加速化
を目的にゲノム育種価（GEBV）の有効性を検証。
推定育種価および期待育種価は２６６９４１
頭の格付成績を分析に用いた。GEBVは判定され
た SNP型の情報を基に（独）家畜改良センター
が算出。枝肉６形質について正確度０．９５以
上の種雄牛推定育種価および期待育種価をそ
れぞれ GEBV と比較した。いずれの形質におい
ても GEBV は期待育種価よりも推定育種価との
間に高い相関を示したことから、現場後代検定
牛選抜の指標としての GEBV の有効性が示され
た。当センターでは GEBV を用いて選抜された
「美百合」が全国トップクラスの枝肉成績を得
ている。その他にも GEBV で高く評価されてい
る種雄牛候補がおりそれらも優良種雄牛とし
て期待されている。現在、GEBV は本県の種雄牛
造成加速化における重要な手段となっている。 
 

Ⅰ－８ その他 
 
199．若い担い手事業における巡回指導の効果：
秋田県中央家保 今野紗知、浅見晃平 
 管内は担い手の高齢化、農家数の減少が顕著。
規模拡大した若手繁殖農家を支援。重点指導農
家 3戸の課題（繁殖成績、子牛の発育、事故率）
毎に、目標を設定し巡回指導を実施。子牛の初
乳摂取状況確認の為、血清総蛋白値から血清免
疫グロブリン G 濃度(IgG 値)を推定。早期母子
分離、初乳製剤のみ給与では受動免疫不全が示
唆。冬季疾病対策のため分娩後一定期間は母子
同居を提案し、IgG 値増加、コスト及び労力削
減に寄与。繁殖牛の適正飼料給与を目的に、

NOSAI による代謝プロファイルテスト(MPT）と
連携し、飼料計算を実施。分娩前後のエネルギ
ー不足、栄養の過不足が懸念。指導により適切
な増飼が行われ、各ステージで適切な飼料を給
与。農家の自主性、意識向上が図られ、飼養管
理の改善、共進会等の入賞など周囲からの評価
が向上。今後も関係団体と連携した支援により、
経営の早期安定化、地域を代表する農家を目指
す。 
 
200．管内若手繁殖牛農家の飼養管理見直しと
その結果：秋田県南部家保 櫻庭大騎、加賀谷
伸 
 黒毛和種繁殖牛約 60 頭を飼養する管内若手
農家に対し、昨年度は繁殖成績向上に向けた技
術指導を実施し受胎率が向上。今年度は暑熱ス
トレス対策や牛群の年齢構成改善に加え、子牛
育成に焦点を当て指導。暑熱ストレス対策とし
て夏季分娩牛に分娩約１ヶ月前からバイパス
油脂を給与。分娩後の初回種付受胎率の向上に
寄与。また、牛群の３割以上が平成 26年生まれ
であり、高齢化による受胎率低下が懸念。繁殖
成績や枝肉成績を参照し、自家保留を進め、年
齢構成の偏りを改善。子牛育成については、令
和６年２月から、スターター給与量の見直しと
良質粗飼料を給与。最終的に去勢子牛平均価格
が市場平均価格より上昇。要因の１つとして給
与飼料体系の見直しが示唆。しかし、給与飼料
体系見直し後の出荷頭数が少なく、依然として
子牛の発育にばらつきがあることから、今後も
子牛ごとの飼養管理の徹底と飼料給与体系の
最適化を図っていく。 
 
201．管内一酪農家で関係機関と取り組んだ飼
養管理指導：神奈川県湘南家保 山本英子、久
末修司 
 管内一酪農家は、経営改善への具体的な対策
に苦慮。畜産会の提案で農場 HACCP 研修受講。
学んだ手法を参考に、畜産会、県畜産技術セン
ター（畜技）、家保等の県機関に支援要請。定期
的に会議を実施。課題は乳量、体細胞数、搾乳
手順と明確化。目標を乳量増加、体細胞数減少、
適正な搾乳手順と設定。畜技が提案した乳量増
加への飼料給与改善策について、家保が代謝プ
ロファイルテストにより効果を判定。体細胞数
改善へ家保は乳房炎検査を実施し、黄色ブドウ
球菌分離牛の優先的淘汰等を指導。取り組みを
きっかけに、農場は搾乳手順見直しへ強い意欲
を示す。関係機関が連携して搾乳立会を実施。
適切な手順を具体的に指導し、搾乳手順が改善。
各課題について、具体的な目標設定で農場がモ
チベーションを維持。指導機関の継続的な支援
で信頼関係が強化。これらにより農場の意欲的
な課題解決につながった。更なる改善に向け、
今後も農家に寄り添い関係機関と連携して指
導を続ける。 
 
202．県内肉用牛農場で発生した骨格粗大症（仮
称）1 例の病理学的検索：愛知県中央家保 中
村智貴、岩田亜美 
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 令和 6年 7月下旬、肉用牛農場で難産により
出生した黒毛和種の雄子牛が起立困難を呈し、
予後不良と判断。当該子牛は、家畜改良事業団
の遺伝子型検査で「粗大症-異常」と判定され、
16日齢で安楽死処置後、剖検。骨及び全身臓器
を採材し、定法に従い HE 染色及びアザン染色
を実施し鏡検。外貌では、肩端及び寛が突出、
胸幅は狭く、脊椎に湾曲、前膝、飛節及び前後
球節に腫脹、左前肢に負重困難を観察。剖検で
は、四肢骨端部の両側性肥大、第 1から第 3胸
椎の棘突起に動揺を観察。組織所見では、右上
腕骨及び右大腿骨の成長板軟骨細胞に軽度配
列異常あるいは軽度増数、第 3胸椎棘突起に層
板骨の多孔化に伴う菲薄化、骨折を疑う所見を
観察。本症例は、遺伝子型検査及び剖検所見か
ら骨格粗大症（仮称）（SD）と診断。本症例の剖
検及び組織所見から、SDの病態は異常な軟骨内
骨化亢進と推察。また、第 3胸椎の組織所見か
ら、一部の皮質骨に膜内骨化不全と易骨折性が
あった可能性。 
 
203．但馬牛増頭に向けた繁殖農家への密着型
指導：兵庫県淡路家保 仁里小夏、國東亜耶 
 関係団体と協力し新規参入者及び後継者等
の経験が浅い農家に継続的な密着型指導を実
施。指導チームは当所、農業協同組合、農業改
良普及センターで構成。毎月 1回、母牛の栄養
度、繁殖成績及び飼料給与状況の調査、子牛の
体測等の実施及び母牛の飼料給与改善や子牛
の飼養管理等を指導。令和元年以降、6 農家に
平均 3.5年間、平均 40回実施。指導の結果、A
農家：子牛市場価格比向上（0.87→0.94）、B及
び C農家：子牛価格が市場平均以上で継続、D及
び E 農家：平均分娩間隔短縮（D：473 日→449
日、E：517日→394 日）及び子牛市場価格比向
上（D：0.79→1.04、E：0.77→1.00）、F農家：
平均分娩間隔短縮（384日→368 日）及び子牛価
格が市場平均以上で継続。指導農家は飼養技術
及び生産性が向上し、早期に収入が安定。今後
も密着型指導の継続と、講習会等での改善事例
の啓発により、管内の但馬牛増頭及び生産基盤
の強化を図る。 
 
204．県内肉用牛農場の環境改善指導：奈良県家
保 武平有理子、朝倉康夫 
 約 500頭飼育の県内肉用牛肥育農場で、令和
4年 10月、令和 5年 9月、令和 6年 6月に牛糞
の野積みを確認し、再三にわたる環境改善指導
を実施。平成 30年 3月に堆肥舎を建設するが、
堆肥化を行わず、牛糞で満杯となり、出入口も
塞がれた状況。また、草地にする予定で土地を
購入し、4ha を造成するも、適切な管理が行わ
れず。そのため、牛糞は敷地内に野積み状態。
令和 4年に家保が野積みを確認し、環境改善指
導を開始。野積みされた牛糞を造成した土地に
散布して耕起し、牧草の播種を指導。野積みは
解消し、問題は解決されたが、令和 5年に野積
みが再発、令和 6年にも再々発。原因として牛
糞処理の基本的な作業を理解できていないた
め、野積みの再発を繰り返す。指導の方向性と

して、堆肥舎の運用と草地利用を定め、堆肥舎
での堆肥化の方法を従業員に説明。現在は、堆
肥舎の稼動と土地の草地化に向けて進み出し
たところ。 
 
205．和牛繁殖農家への肉用牛関係事業の推進
と飼料費削減の取組：和歌山県紀南家保 松山
真也、髙橋康喜 
 和牛繁殖農家（農家）の飼料高騰対策として
県の配合飼料等価格高騰緊急対策支援金（飼料
支援金）、肉用子牛生産者補給金の上乗せ奨励
金（奨励金）の給付について周知、推進。飼料
費低減のため野草活用に取組む１農家に対し
指導実施。申請書類の煩雑さから事業参加を見
送ろうとする農家には申請作業を補助し、最終
的に管内対象農家全戸が飼料支援金、奨励金を
申請。野草活用に取組む農家に対し、野草中心
の飼料設計を提案。飼料費は繁殖雌牛 1頭あた
り年間約 25,000円削減可能と試算。なお、計算
上、飼料中の粗蛋白質含量が高く、所内で測定
した野草の水分含量と日本標準飼料成分表に
相違があったため、飼料給与量は個体の BCSや
繁殖成績を勘案して調整するよう指導。近年、
各農家の経営は厳しく、さらなる経営改善の取
組が求められる。生産性向上対策等、各々の農
家に適した取組に対する手助けができるよう、
助言を継続する。 
 
206．県基幹種雄牛の病性鑑定報告：鳥取県倉吉
家保 山本路子 
 本牛は、Ｈ26 年現場後代検定試験の BMS が
9.6 と当時日本一の成績で県基幹種雄牛に選抜。
H29 年宮城全共第 7 区交配種雄牛として優等賞
2 席（種牛群５位、肉牛群 1 位）肉質日本一を
獲得。本牛産子を求めて多くの購買者が来県し、
R2･3年本県和子牛平均せり価格は全国 1位。R4
年 1月本牛を父とする雌子牛が 891万円で落札、
本県歴代最高和子牛せり価格を記録。本県和牛
業界を大きく牽引。しかし 14歳となり R6年 11
月から食欲不振、鼓脹の症状をくり返したため
治療を継続するも死亡し、家保にて病性鑑定を
実施。搬入時、腹囲が著しく膨満。解剖所見で
は、第一胃噴門部に白色小型腫瘤が多数形成し
噴門を閉塞。円盤結腸上流の結腸間膜内に脂肪
塊様の腫瘤を形成。結腸粘膜は全周性の潰瘍を
認め内腔は狭窄、糞塊貯留。通過障害により病
変上流の盲腸、結腸に大量の液体が貯留し盲腸
は著しく拡張。曖気および反芻障害を原因とす
る慢性第一胃鼓脹症と盲腸拡張症の併発によ
る窒息死と診断。 
 
207．オンライン形式での家畜人工授精講習会
（学科）の試行：広島県畜産課 松田ひとみ、
上川真希佳 
 農林水産省通知によって家畜人工授精講習
会（学科）のオンライン開催が可能となったた
め、令和 6年度の講習会において、対面開催に
併せ、ライブ形式によるオンライン開催及びそ
の録画を試験的に実施、課題を検証。結果、Web
会議ツールの操作等で講師の作業量が大幅に
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増し、従来と同じ講師 1名での実施は困難と判
明。会場外に補助者 1名を配置したが、講義中
は講師が画面上の通知に気付かないことがあ
り、操作忘れやミスを完全に防ぐことはできな
かった。対策案として、会場内外にそれぞれ 1
名の補助者を配置することが挙げられた。その
他、会場へのスピーカーマイクの設置や配布資
料の事前送付等、各講義前の準備内容について
も変更が必要になることが判明。講習会のオン
ライン開催は、受講者の利便性向上や技術者養
成に寄与するものではあるが、会場設備の面や
受講時のルールも含め、実用化に向けては引き
続き課題検討が必要。 
 
208．県事業を利用した県産飼料利用拡大の取
組：山口県北部家保 小山大地、鈴永真士 
 近年、輸入飼料価格の高騰を受け、国際情勢
の影響を受けにくい国産飼料への転換が全国
的に推進。本県においても、単県事業により機
械導入支援や飼料生産に係る専門家による技
術指導を実施。当地域においては、本事業を活
用し地域の中核的な法人、新たに稲 WCSに取り
組む畜産農家、見島における見島ウシを飼養す
る団体に対して支援。法人に対し、ロールベー
ラ―の導入と、新規に畜産農家とのマッチング
を図ったことから、稲 WCS 作業受託面積は令和
3 年度の 6.7ha から令和 5 年度の 8.8ha に、ま
た稲 WCS の作付面積も同様に 1.5ha から 2.5ha
に増加。畜産農家に対して、専門家から稲 WCS
の栽培方法や収穫後の保管方法及び給与方法
の指導を実施し、新たに稲 WCSを利用する体制
を整備。見島の団体に対して飼料収穫機械導入
を誘導するとともに、生産技術の向上のため専
門家を派遣し指導。粗飼料生産体制を構築し、
令和 5年度に新たに 1.3haを作付。今後は、小
規模畜産農家への稲 WCS の利用拡大の検討や、
見島における粗飼料の収量増加に取り組み、引
き続き各農家にあった適切な支援を推進。 
 
209．肉用牛一貫農場への重点指導の取組：山口
県中部家保 木本結貴、稲吉洋裕 
 中核的畜産法人として、地域内の子牛の導入、
牛肉販売事業に取り組む肉用牛一貫農場に対
し関係機関と連携し指導を実施。専門家を交え
た経営検討会を実施し、経営収支を見える化す
ることで経営を改善。定期的に関係機関を参集
した技術検討会を実施し、飼養管理指導を実施。
肥育技術指導により上物率が 86.8％に向上。繁
殖牛群の分娩管理指導、子牛の疾病予防のため
の衛生管理指導や防寒対策等環境整備指導に
より飼養管理を改善。繁殖牛と肥育牛が混在し
ていた牛舎を分割管理するよう助言し省力化
を推進。堆肥の温度管理指導による品質向上や、
滞留問題へ助言。農場職員の技術支援のため、
牛群監視通報システムの導入による省力化の
推進や SNSを活用した迅速な情報伝達手段を整
備。20歳代の新農場長就任時に円滑な業務遂行
を補助。家保主導による関係機関一体の支援で、
農場職員が問題意識を持ち主体的に作業。農場
の活性化が地域に波及することを期待。 

 
210．H酪農青年部におけるアニマルウェルフェ
アの実践とその影響：愛媛県南予家保 渡部峻
也、佐竹康明 
 S 市の H 酪農青年部では、令和 6 年 5 月より
アニマルウェルフェア（AW）を宣言し、組織全
体で取組んでいるが、その実態については把握
されていない。そこで、AWの実践状況を調査す
るとともに、その影響を検討した。H 酪農青年
部会員 39農家から選定した 6農家の AWを評価、
その結果に基づいた改善指導を実施し、うち 3
農家における家畜行動を調査した。6農家の AW
評価スコアは 80%前後と良好であり、AWの考え
方に基づいた取組を実践していた。また、家畜
スコアが高いほど、牛の反芻行動が多く発現し、
反芻行動と乳量との間に正の相関関係
(R=0.51)を認めたことから、牛が落ち着いて反
芻できる環境づくりは、乳生産性の向上に影響
を与える可能性が示唆された。また、今回の AW
評価に基づく改善指導で、AW取組数の平均は指
導前の自己評価 3.67項目から 25.8 項目へ増加
しており、本調査・指導は、農家での AW実践へ
の意識改善に寄与した。 
 
211．人材育成支援による労働生産性向上への
取り組み：高知県中央家保 鹿又崚、北川咲 
 飼料価格高騰等の外的影響を受けにくい畜
産業への構造転換を図るため、トヨタ式カイゼ
ンを活用した労働生産性向上への取組を管内
酪農家で実施。当該農場では、畜産業の従事経
験が浅く、作業に不慣れな従業員の人材育成が
課題。そこで、雇用主に自給飼料の作出作業手
順や注意点を整理した作業標準書の作成を指
導。加えて、従業員のやる気を醸成するため、
各従業員の作業習得目標と達成状況を把握で
きる評価表を作成し、作業習熟度を評価するよ
う指導。次に、家保が従業員および雇用主と個
別に面談し、目標や課題を聴取。これらの取組
により、雇用主の人材育成への意欲向上や、雇
用主と従業員の円滑な連携の実現に寄与。また、
面談で従業員自らが目標を言語化したことで
モチベーションが向上。作成した作業標準書お
よび評価表は新規雇用者の指導に対しても活
用可能。今後は作業標準書の改訂および評価表
の作成による効果検証を実施し、労働生産性向
上に向けた効果的な運用を図る。 
 
212．肉用牛一貫農場における生産性向上に向
けた取り組み：高知県西部家保 濱﨑健太 
 今年度から管内家保が再編され、マンパワ
ーが集約による診療サービスの充実・強化が
図られた。今回は地域の中核である肉用牛一
貫農場における多角的な取り組みを報告。繁
殖成績向上対策として、県の繁殖管理システ
ムを活用した個体の繁殖状況を整理。農業共
済組合獣医師（以下、NOSAI獣医師）と共有。
定期繁殖検診に同行し、治療や飼養衛生管理
指導を実施し、改善に繋げた。疾病低減対策
として、診療件数の多い子牛の呼吸器疾患に
対し、抗体価の測定によるワクチン投与適期
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を把握。結果に基づき、NOSAI 獣医師と診療
方針を協議し、治療件数の減少に繋げた。生
産振興対策として、トヨタ式カイゼンの実施
や地域の農家や農協を交えた勉強会を活用し
て畜産振興事業の紹介および管理技術指導を
実施。今後も再編により集約されたマンパワ
ーを活かしたこれらのサービスの充実・強化
を図り農場の生産性向上を支援していく。 
 
213．管内大規模農場の畜産環境対策（第 1報）：
高知県中央家保 恒石望太郎 
 畜産公害に関する苦情の発生率は 2％前後
で推移し、その大半が臭気に起因。管内大規
模農場においても周辺住民から臭気の苦情が
役場の担当部署や家保に寄せられている。こ
れまで農場は、毎月の臭気モニタリングや関
係機関（役場、家保、畜試）と連携した環境
対策検討会を開催。令和 6年 4 月に牛舎を新
設。稼働に伴い 7 月頃から苦情が増加。臭気
発生要因が複数あり、地形も複雑であること
から、畜産環境対策の専門機関である（一社）
畜産環境整備機構に協力を依頼。主な臭気発
生場所として堆肥舎が考えられるため、同機
構が実施する堆肥流通体制支援事業を活用。
堆肥の良質化と堆肥舎を含めた農場全体の環
境対策に対して調査・指導を受けた。今後は、
提案された環境対策を農場と協力して実施し、
効果検証を行い、環境改善を図るとともに住
民説明に活用。農場主は同機構が開催する畜
産環境シンポジウムに参加するなど環境対策
に前向きな姿勢を示すようになった。 
 
214．チュウザン病発生褐毛和種繁殖農場の衛
生対策：熊本県中央家保 稲垣俊輔、徳永妙子 
 管内養牛農場でチュウザン病発生を契機と
して種々の衛生対策を実施。当該農場は褐毛和
種繁殖牛 26 頭を飼養し、病性鑑定実施時は異
常産ワクチン未接種。2024 年 3月、出生時から
起立困難及び頭部振戦を呈し 4日齢で死亡した
子牛の病性鑑定を実施し、チュウザン病及び牛
大腸菌症と診断。同居牛検査により、チュウザ
ンウイルスの農場侵入時期を 2023 年度夏季と
推定。管理獣医師及び農場に対し、異常産ワク
チン接種、吸血昆虫対策、牛舎の洗浄・消毒、
子牛の臍帯消毒を指導。関係機関に対し、広報
で異常産ワクチン接種の必要性を周知。同年 5
月、早産子牛の病性鑑定を実施し、牛大腸菌症
と診断。再度、牛舎の洗浄・消毒、子牛の臍帯
消毒を指導。異常産ワクチン接種指導、農場の
衛生環境改善等、一連の衛生対策で子牛の損耗
率低減及び当該農家の経営改善に寄与。個別の
疾病対策指導は家保が行うべき最も重要な業
務と思量。今後も迅速・丁寧な対応を続け、本
県畜産振興に寄与したい。 
 
215．管内の黒毛和種繁殖農家で発生したヨー
ネ病の清浄化に向けた取り組み：沖縄県宮古家
保 棚原晶子、知念邦彦 
 令和 6年 5月、県外の食肉衛生検査所が黒毛
和種 1頭をヨーネ病で摘発。摘発牛は管内家畜

市場から導入。生産農場の全頭検査を実施、母
牛 2頭が患畜確定。管内の黒毛和種で初発。沖
縄県ヨーネ病防疫対策実施要領に基づき、関係
機関と清浄化に取り組んだ。発生農場は第一～
第三牛舎に分散、45頭飼養、10年ほど外部導入
なし。取り組みとして管内関係機関への説明、
患畜の病性鑑定、農場消毒と交差汚染防止、同
居牛検査、リスク牛の淘汰等、出荷牛の検査、
環境検査を実施。取り組みの結果、患畜 3頭追
加摘発、検査陰性牛 16頭出荷、自主淘汰 2頭、
環境検査で陽性牛舎は徹底消毒。課題として畜
主への説明、周囲農家の過剰反応、牛舎分散に
よるリスク管理、複数回の農場消毒、リスク牛
の自主淘汰困難があげられた。効率かつ効果的
な防疫対策のため、導入牛検査や経営支援体制
等の検討とともに、本県に合った侵入防止と清
浄化対策について再構築する必要がある。 
 
216．全身性・多発性に皮膚腫瘤を形成した黒毛
和種の悪性血管周皮腫の発生事例：沖縄県宮古
家保 末澤遼平 家衛試 齋藤雄太 
 母牛 5 頭規模の黒毛和種繁殖農場で 14 歳の
母牛が発生。同居牛異常なし。当該母牛は１年
間で全身(目尻、頸部、肩部、前腕、腹部、飛節
など)に数 cm～20cm程度の多数の皮膚腫瘤を形
成。剖検で皮膚以外に腫瘍は認められていない。
HE染色における腫瘍の共通所見として、真皮か
ら皮下組織に紡錘形の細胞が柵状、錯綜状、あ
るいは同心円状に増殖。同心円状の増殖巣の中
心部には血管様の構造。腫瘍細胞の核に大小不
同がみられ、分裂像が少数散見。免疫組織学的
検査について、抗ビメンチン抗体がび漫性に陽
性、抗アクチン抗体は血管周辺で陽性だったが、
一部の増殖巣でび漫性に弱陽性。抗 S-100タン
パク抗体、抗デスミン抗体は陰性。微小血管を
中心として同心円状に増殖する特徴的な組織
像と、核に異型性がみられた事から、悪性血管
周皮腫と診断。内臓等に腫瘍病変が認められな
かったため、腫瘍は転移ではなく、皮膚に多発
性に発生したと推察。本症例は全身性・多発性
かつ 1年間で急速に成長した珍しい事例。臨床
動態を含め、情報の蓄積が必要。 
 
217．中南部地域の肉用牛経営緊急サポートチ
ームの運営：沖縄県中央家保 鷲野咲耶、砂川
隆治 
 近年における飼料などの資材高騰や子牛市
場価格下落などにより影響を受けている肉用
牛繁殖農家のため、沖縄県は令和 6年 7月に各
地域の家保を窓口とする「肉用牛経営緊急サポ
ートチーム」を設立し、相談を受け付けた。当
所管内において、7月から 12月の間に中部地区
から 11件、南部地区から 7件の計 18件の肉用
牛繁殖農家から相談を受けた。相談内容の傾向
として、ひっ迫した経営状況における運転資金
や機械ないし家畜の導入資金に関する相談が
多く、早急な経営改善に向けた支援が必要。経
営改善には補助金の利活用や借入を行うほか
に支出の削減も重要であり、特に比重の大きい
飼料費の削減について、中南部地域は草地とし
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て利用可能な面積が少なく自給飼料の生産が
難しいため、同じ面積でも収量の多い長大作物
の作付けなどが必要。また適切な飼養管理、衛
生管理により疾病や事故を防止することも余
分な支出の防止及び収入の向上につながるた
め、今後はそれらの指導なども含めて当サポー
トを推進予定。 
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Ⅱ 豚の衛生 
 
Ⅱ－１ ウイルス性疾病 
 
218．豚熱ワクチン免疫付与状況と接種適期推
定モデルの活用：青森県中央家保 木村威凱、
林敏展 
 青森県では、豚熱ワクチン接種を開始し３年
が経過、母豚群の世代交代による豚熱免疫付与
状況への影響が懸念。令和 6年 8月、本県で豚
熱陽性野生イノシシを初確認し、発生リスクが
高まっている状況。国の報告では、免疫付与状
況に応じた接種適期の検討を推奨。今回、本県
の免疫付与状況の推移と接種適期の検討方法
を報告。令和 3年度から 6年度に採材した母豚
血清 3,675 検体の豚熱エライザ検査結果から、
免疫付与状況の推移を確認。接種適期は、農林
水産省の研究事業で開発された「豚熱ワクチン
接種週齢の検討材料作成ソフト」（ソフト）に、
S/P 値を入力し、農場毎にシミュレーション。
免疫付与状況は、年度毎に S/P 値にばらつき、
年度経過に従い S/P 値ピークが低い方へ推移。
ソフトを用いた接種適期では、農場毎に差異、
30 農場中 25 農場で接種時期を早期に設定して
も抗体陽性率を維持。接種適期設定には、母豚
群更新も考慮した農場毎の免疫状況の把握が
重要。 
 
219．本県で初めて発生した豚熱の防疫措置：岩
手県県北家保 鈴木崇文、熊谷芳浩 
 令和 6 年 5 月 27 日、一貫経営の大規模養豚
場(約 17,500頭飼養)から 14 棟中 1棟の異常豚
増加の通報を受け、同日当所が立入。発症豚は
チアノーゼ、発熱を呈し、白血球数が減少。28
日 5 時、県の遺伝子検査で全 11 頭の陽性を確
認、同日 20 時、国において豚熱患畜と判定さ
れ、防疫措置を開始。農場の主体的な参画のも
と、豚の出荷時等の動線を活用した疑似患畜の
円滑なと殺、死体の搬出を実施。6月 17日、殺
処分を終了、同 20日、全ての埋却を終了。埋却
地は建設業団体が埋却溝の設計等を工夫し使
用面積を削減。同日、1 回目の農場消毒を終了
し、防疫措置を完了。23日間延べ 6,014人の県
職員、県外応援獣医師及び関係団体等の職員が
対応。その後、農場の 2 回目、3 回目の消毒を
家保職員と農場従業員が実施。養豚場における
豚熱の発生は県内初事例であったが、続発はな
く、関係者の連携により、本病のまん延防止に
寄与。 
 
220．豚熱発生農場の経営再開に向けた取組：岩
手県県北家保 市村鋭、大山貴行 
 令和 6年 5月下旬、一貫経営の大規模養豚場
（約 17,500頭飼養）で県内初の豚熱が発生し、
6 月下旬、防疫措置完了。国疫学調査により、
防護柵の一部破損等が指摘、農場への感染が周
辺の感染野生イノシシ由来のウイルスによっ
て起こったと示唆。これを受け、豚舎の防護柵
の補強、ヒトの農場内動線の見直しによる交差
汚染防止の強化等を実施。また、発症豚は 40、

54日齢の肥育豚に限局していたことから、免疫
の空白期間を短縮するため、ワクチン接種日齢
を前倒し。早期経営再開に向け、農場の消毒効
果検証を兼ねた環境検査及び再消毒を独自に
実施。同年 9月、汚染物品の封じ込め措置によ
る消毒処理が完了。直ちに、豚熱に係る特定家
畜伝染病防疫指針に基づく、畜舎内及び農場資
機材の環境検査を実施し、豚熱ウイルス遺伝子
不検出を確認。同年 10月中旬、豚を再導入。今
後も野生動物の侵入防止の強化、子豚のワクチ
ン接種適齢期の確認等により発生防止対策支
援を継続。 
 
221．県内で約半世紀ぶりに確認された豚の流
行性脳炎：岩手県県北家保 鈴木勇摩、大山貴
行 
 ウィンドレス豚舎の一貫経営養豚場におい
て、令和 5 年 11 月から翌年 1 月にわたり異常
産が多発し、母豚 39／231 頭(17％)の産子 479
／594 頭（81％）に白子又は黒子を確認。胎盤
及び胎子臓器から日本脳炎ウイルス遺伝子を
検出、ワクチン未接種であった母豚の経過血清
で本ウイルス中和抗体は有意に上昇、流行性脳
炎と診断。本県の本病発生確認は約半世紀ぶり。
なお、ウイルス検査等により豚熱を否定。導入
後のワクチン未接種が発生要因と推定。1 月に
農場での発生は自然終息するも、再発防止に向
け、3月にワクチン接種及び殺虫剤散布を実施。
疫学調査により本農場へのウイルス侵入経路、
農場内でのまん延の要因は不明であったが、回
顧調査により令和 4年には管内にウイルスが侵
入していたこと、管内のワクチン接種率の低下
が判明。今回の発生を受け、管内全養豚場へ情
報提供とワクチン接種を指導し、接種率が 34％
から 82％に向上。 
 
222．離乳豚における豚熱ウイルスと豚繁殖・呼
吸障害症候群ウイルスの混合感染事例：岩手県
中央家保 嶽間澤直弥、多田成克、福成和博 
 豚熱ウイルス（CSFV）と豚繁殖・呼吸障害症
候群ウイルス（PRRSV）が混合感染した際の症状
に関する報告はない。2024 年 5月、一貫経営養
豚場の離乳豚にチアノーゼ症状及び死亡頭数
が増加し、発症豚 10 頭に著しい白血球減少
（1,600～6,500/µL）、好中球の核の左方移動
（豚熱の特定症状）を確認。瀕死豚 3頭の剖検
では、リンパ節の腫大及び赤色化、腎臓の出血
を確認。組織学的な共通所見は、リンパ球減数、
血管の変性、血栓を伴う諸組織の出血及び壊死。
免疫組織化学により、マクロファージの細胞質
に CSFV（3頭）及び PRRSV（2頭）が陽性反応。
両ウイルス遺伝子の解析の結果、CSFV は野外株、
PRRSV は接種ワクチンと同じクラスターⅡに分
類（ORF5の塩基配列相同性：99.5～99.7％）。以
上から両ウイルスの混合感染と診断。PRRSV の
由来は不明であるが、同ウイルスによる免疫抑
制が豚熱の特定症状の顕著な発現に関与と推
察。 
 
223．管内養豚場の豚熱ワクチン適期接種に向
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けた取組み：宮城県北部家保 秋山桂花、高森
広典 
 本県で豚熱ワクチン接種が開始された R2 以
降、定期的に養豚場における免疫付与状況を調
査。母豚の推定中和抗体価と子豚の抗体陽性率
から子豚の接種適期を提案。母豚の抗体価の中
央値は、R3：128倍から R5：32倍に低下、接種
適期が若い日齢へシフト。子豚の抗体陽性率が
80%未満の豚舎が存在する農場は、接種日齢変
更により、R3:48％、R4:42％、R5:32％に改善。
継続して子豚の抗体陽性率が 80%未満の 1 養豚
場において農場周辺で豚熱感染イノシシが散
見、豚熱侵入リスクを鑑み、ワクチンの 2回接
種（30、60日齢）を国と協議、承認。接種時期
を検証するため、初回実施群の接種日齢（1 回
目：30 日、2回目：60、90、120日）について免
疫付与状況を比較。結果、免疫空白期間が短く、
免疫付与可能であった 30、60日齢が最適。抗体
陽性率は 2 回接種開始前の 46％から 77％に改
善。今後も発生リスク等農場の状況に応じて接
種日齢や回数を提案、発生予防に努める。 
 
224．宮城モデルを活用した豚熱ワクチン接種
適期の推定における検証と課題：宮城県仙台家
保 齋藤拓海、真鍋智 
 R4年 2月、豚熱エライザ S/P値と中和抗体価
の相関を示す「宮城モデル」を確立し、ワクチ
ン接種適期の推定を開始。R5年下半期に繁殖豚
全体の S/P値中央値は0.65から 0.42まで低下。
調査した 5農場中 2農場で中和抗体価の推定値
と実測値に乖離が確認され、実測値が推定値よ
り高値となる検体が散見。第 1世代及び第 2世
代以降の割合変化及びエライザロット差によ
る影響の可能性。現行の宮城モデルの参照母集
団 3,438 検体を第 2 世代以降の 488 検体にし 
た調整モデル及び中和抗体価が既知の 5検体を
階段希釈して作成した検量線モデルで検討。そ
の結果、乖離した 2農場のうち、検量線モデル
は 2農場で推定値と実測値の乖離が縮小したが、
調整モデルは変わらず。検量線モデルは推定値
128 倍以下までは実測値に近づく傾向を確認。
今後も現行の宮城モデルを維持しつつ、調整モ
デルや検量線モデルを用いた検証を重ね、接種
適期推定の精度を上げる必要がある。 
 
225．管内養豚場の豚熱ワクチン追加接種の効
果検証及び今後の指導方針：茨城県県北家保 
大庭彩、栗田敬介 
 農林水産省との一括協議により豚熱ワクチ
ンの 2回接種を実施していた管内一貫養豚場に
おいて、1 回接種群と 2 回接種群で免疫付与状
況確認検査を実施。接種日齢は 1回接種群で 25
日齢、2 回接種群で 10～15 日齢及び 30～35 日
齢に設定。対象は中和抗体価が 32～256倍の母
豚 5 頭とその子豚各 5 頭とし、30～150 日齢ま
で月 1 回追跡調査を実施。150 日齢における中
和抗体陽性率は 1 回接種群で 100％、2 回接種
群で 70％、中和抗体価は 1 回接種群で 2～256
倍、2 回接種群で<1～16 倍であり、2 回接種群
と比較して 1回接種群で有意に抗体陽性率の上

昇を確認（p<0.01）。1 回接種群の成績が良好、
母豚の中和抗体価にバラツキが少ない、分娩舎
で子豚を 50日齢まで飼養できる等の理由から、
ワクチンの 1回接種が可能と判断。今後は、年
2 回の免疫付与状況確認検査、定期的な立入検
査による飼養衛生管理基準の遵守状況確認・指
導継続を条件に豚熱ワクチン接種回数を 1回と
した。 
 
226．豚繁殖・呼吸障害症候群ワクチン非接種農
場における欧州型ワクチン由来株検出事例：茨
城県県西家保 佐藤朝咲、藤井勇紀 
 令和 6年度、豚繁殖・呼吸障害症候群(以下、
PRRS)の浸潤状況調査として管内 100 養豚場を
対象に PRRS-qPCR 検査を実施。令和 6 年 5 月、
PRRS ワクチン未接種の A 農場で欧州型 PRRS ウ
イルスを検出。シークエンス解析の結果、欧州
型ワクチン由来株(相同性 99%)と判定。指示書
の遡り検査の結果、A 農場と隣接する B 肥育農
場から 15 ㎞離れた B 繁殖農場で令和 5 年 5 月
に欧州型ワクチンの接種実績を確認。また、6か
月後の令和 5 年 11 月の B 繁殖農場血清から欧
州型ワクチン由来株を検出。以上から、B 繁殖
農場で接種された欧州型ワクチン株が B肥育農
場に伝播後、A 農場に伝播したと推察。また、
令和 6 年 2 月に B 繁殖農場から 100ｍ離れた、
ワクチン未接種の C 農場で、180 日齢豚から欧
州型ワクチン由来株を検出。PRRS 生ワクチンは
陰性農場で使用しないこと、ワクチンウイルス
の水平感染リスク等、使用に注意が必要。引き
続き PRRS 欧州株また欧州型ワクチン由来株の
動向を把握していく。 
 
227.哺乳豚における豚繁殖・呼吸障害症候群
（PRRS）発生事例と PRRSウイルス浸潤調査：茨
城県県北家保 石田祐貴、川西菜穂子 
 令和 6年 9月に母豚の早産、哺乳豚の下痢・
呼吸器症状が確認され、病性鑑定を実施。哺乳
豚から PRRS 遺伝子が検出され、系統解析によ
りクラスターⅣに分類。過去の流産胎子や保存
血清からも PRRS 遺伝子を検出したが、クラス
ターⅢに分類され、令和 6年 6月以降に新たに
侵入したと推測。約 10km 圏内の周辺農場の浸
潤調査では 11 農場すべてが抗体陽性で、10 農
場で PRRS 遺伝子を検出。系統解析によりクラ
スターⅠ～Ⅳに分類され、クラスターⅣが 6農
場と最多。他地域の調査を併せてもクラスター
Ⅳが最も多く、平成 28年の県内報告とは変化。
イノシシの浸潤調査では PRRS 抗体は一部地域
で陽性であったが、遺伝子検査は陰性。リアル
タイム PCRの導入や遺伝子解析用プライマーを
追加することで、より簡便に浸潤調査が可能。
県内で広く浸潤している PRRS を適切なステー
ジで継続的に調査し、情報共有することは PRRS
対策だけではなく、より重大な疾病に対して農
場防疫の問題点を見直すために重要。 
 
228．茨城県で 3 年ぶりに発生した大規模養豚
場での豚流行性下痢：茨城県県北家保 竹澤詩
穂、田邊ひとみ 
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 2024 年 3 月に繁殖母豚 1,300 頭及び 1,200
頭、4 月に 2,800 頭規模の 3 農場で哺乳子豚の
黄色下痢等がみられ、病性鑑定により豚流行性
下痢（PED）と診断。哺乳子豚の淘汰等対策を行
い、農場内での感染状況を環境中のウイルス検
査や母豚の中和抗体検査で経時的に確認。3 農
場とも発生から約 3か月後には非発生農場へ復
帰。ウイルスの由来を探るため、過去に県内で
検出された PED ウイルスの S遺伝子全長に基づ
く分子系統樹解析を実施。今回発生した 3農場
の PEDウイルスの塩基配列は 100%相同で、過去
に同地域で発生したウイルスと近縁、直近に別
地域で発生したものとは異なるウイルスであ
ることが判明したが、感染源の特定は困難。県
内の肥育豚における中和抗体のサーベイラン
スでは、PED の発生がない年にも抗体陽性が確
認されており、ウイルスの存在を示唆。引き続
きサーベイランスにより浸潤状況を把握し、県
全体での飼養衛生管理の強化を図る。 
 
229．管内の PRRS対策の現状と課題：栃木県県
央家保 剱持麻衣、小笠原悠 
 平成 31年から PRRS 対策を強化。管内浸潤状
況の推移は横ばいで新規発生 8戸、感染経路の
解明が課題。農場内のウイルス感染動態は、複
数農場で感染豚舎の季節変動を認め、農場内伝
播を示唆。ウイルスの遺伝子解析では、異なる
農場で近縁ウイルス株を認め、疫学調査の結果、
距離が近い立地で農場間伝播が起こっている
と推測。そこで、ウイルスの伝播経路としてハ
エ類に着目。農場内でハエを採集し、複数種の
ハエ類から豚遺伝子、うちキンバエ類から
PRRSV 遺伝子を検出。近縁株検出農場間の中間
地点（1km 以内）でクロバエ類から豚及び PRRSV
遺伝子を検出。粘着シートによる農場内ハエ捕
獲調査で、死亡豚を一時保管する堆肥舎にキン
バエ類、クロバエ類の飛来を確認。クロバエ類
の防鳥ネット通過試験では、1.2cm 目合いによ
り、ある程度防除可能。PRRS の感染防除には、
秋～冬季の農場内伝播及び農場間伝播の感染
経路として、ハエ類による伝播防除も考慮した
地域全体での対策が必要。 
 
230．県内で発生した豚熱 6 例における病理学
的考察：栃木県県央家保 手塚優奈、平野佳世 
 豚熱 6 例 23 頭の各臓器病変を重症度により
0～3にスコア化。脾臓・腎臓・リンパ節の合計
を CSFスコア、肺・腸・脳の合計を N-CSFスコ
アと定義。①CSF スコアとⅠ日齢Ⅱワクチン接
種状況ⅢN-CSF スコアⅣ感染実験事例を比較。
Ⅰ～Ⅲとは関連性を認めず、豚熱ウイルス単独
で全身に病変を形成したと推察。Ⅳでは感染実
験例の低と中等度病原性株の間と判明。②病理
所見・PCR・ELISA結果から推定感染日齢を算出、
ワクチン接種日齢と比較。16頭がワクチン接種
前にウイルス感染と推測。③感度比較のため各
農場脾臓１検体、諸臓器影響比較のため肺・腸・
脳各１検体で免疫染色（IHC）と In situ 
hybridization(ISH)を実施。感度比較の結果、
ISH は IHC の 3～20 倍のウイルスを検出。陽性

抗原は炎症部にみられ、肺及び腸では IHC・ISH
で中等量、脳では ISHのみで中等量を確認、脳
炎と豚熱ウイルスの関連性を証明。今後、検査
精度向上に ISH活用を推進。 
 
231．過去 6 年の野生イノシシの豚熱サーベイ
ランス成績の総括：栃木県県央家保 小笠原悠、
湯澤裕史 
 豚熱の流行状況を把握すべく、R1～R6年度の
野生イノシシ(WB)サーベイランス(SV)成績を
解析。県央・県北地域では免疫獲得率(免疫率)
が約 40%を超えると上昇が鈍化または下降、
40％を下回ると再度上昇する傾向があり、現在
も小規模な流行が継続。県南地域では流行後、
免疫率が 30～67%まで上昇、その後 2～23%まで
下降、現在は感染終息。検出株の E2領域を解析
した結果、県央・県北地域では北部から感染が
広がり、複数の系統に分岐し南下。別に南東部
から広がった系統も確認。県南地域では、西部
での検出株を由来とする単一系統の流行と判
明。地理的要因から、県央・県北地域では県東
側の広域な WB分布が持続的流行を引き起こし、
県南地域では WB 分布が限られているため、ウ
イルスが流出入しにくい状況であったと推測。
県央・県北地域の大規模な流行を防ぎ、県南地
域の再流行を防ぐためには経口ワクチンの効
果的な散布や SVの強化が重要。 
 
232．豚熱ウイルスの野外浸潤拡大を懸念した
養豚農場等への防疫レベルアップの取組：群馬
県西部家保 水野航 
 管内の野生イノシシにおける豚熱遺伝子検
査陽性率は令和 5年 10月～6年 5月の繁殖期に
22％～54％と検査開始以来最も高く推移し、豚
熱ウイルスは野外で浸潤拡大。農場への豚熱ウ
イルス浸潤と発生リスク上昇を懸念し、防疫体
制を強化。①危機意識を関係者と共有し、飼養
衛生管理基準遵守率を向上。②豚熱ワクチン
（vac）接種の登録飼養衛生管理者接種制度（管
理者接種制度）活用推進と、会計年度家畜防疫
員獣医師により定期接種間隔を短縮し免疫空
白期間の解消。③vac 抗体陽性率低値農場で豚
繁殖・呼吸障害症候群の感染が低値要因と推察
されたため衛生管理を指導。しかし、農場従業
員の不足により管理者接種制度の活用は一部
で中止。また、会計年度家畜防疫員には県職員
退職者等を活用しており、今後民間獣医師への
引継ぎが必須。特定家畜伝染病防疫対策の継続
には、農場従業員及び獣医師の人材確保が課題。 
 
233．野生イノシシにおける豚熱の感染状況：群
馬県家衛研 江原彰宏 
 令和元年 10 月から令和 6 年 9 月末までに実
施した野生イノシシの豚熱サーベイランス結
果を報告。338 /5,439頭（6.2％）で遺伝子検
査陽性、1,216 /4,355頭（27.9％）で抗体陽性。
年度及び季節ごとにみると、遺伝子検査陽性個
体が確認された後に抗体陽性率が増加し、それ
に伴い遺伝子検査陽性頭数も減少したが、抗体
陽性率が減少してくると再度遺伝子検査陽性
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頭数が増加。また、地域別でみると、5地域中 4
地域において遺伝子検査陽性個体が初めて確
認されてから約 1年後に遺伝子検査陽性頭数が
減少傾向となるが、3～4 年後には増加傾向｡以
上より、野生イノシシの群内では、豚熱感染後
における抗体陽性率の増加により感染リスク
は減少するが、抗体陽性率の減少に伴い感染リ
スクが増加することでウイルスが維持されて
いる状況と示唆。引き続き、農場での対策によ
るウイルス侵入防止及び野生イノシシへの対
策による環境中ウイルス量の低下が豚熱対策
として重要。 
 
234．愛玩豚の豚熱ワクチン接種の現状：埼玉県
中央家保 北山美優 
 近年埼玉県内で愛玩豚飼養戸数が増加。今後、
販売店が管内に新設される計画もあり、今後も
飼養戸数が増加する見込み。本県では今年度か
ら知事の認定を受けた獣医師（以下、認定獣医
師）による接種を可能とする制度を施行。しか
し、認定獣医師による接種実績なし。認定獣医
師は接種料金を任意に設定可能だが、ワクチン
保管料として県に対し 60円/頭の支払いが必要。
家畜防疫員は接種時の健康状態のみを確認し
て接種の可否を判断するため接種事故リスク
が高く、事故への対処も困難。定期的な健康管
理、各種ワクチンの接種管理、不測の事態へ対
応ができる認定獣医師による接種に劣る。今後
増加する愛玩豚への接種をより安全で効果的、
効率的に実施するため、認定獣医師による接種
の普及が不可欠。飼養者は接種事故リスクの低
減、獣医師は新たな顧客の確保につながる。認
定獣医師制度のメリットを飼養者や開業獣医
師に対し丁寧に説明し、早期に認定獣医師によ
る接種への転換を図る。 
 
235．豚熱に対する高い中和抗体価を持つ母豚
の初乳が子豚の移行抗体価に及ぼす影響：埼玉
県熊谷家保 根岸穂、吉田歩 
 管内 1農場で、母豚 236 頭の豚熱中和試験結
果からワクチン接種前の子豚発症リスクが懸
念。豚熱中和抗体価（抗体価）が低い母豚の子
豚に、高抗体価母豚の初乳を摂取し、十分な移
行抗体を獲得するか検証。A群を抗体価 16及び
32 倍母豚の子豚 28 頭で編成、出生直後及び翌
日に抗体価 512 倍母豚の初乳を各 20cc 強制給
与。B群を抗体価 16及び 64倍母豚の子豚 25頭
で編成、出生数時間後に同日出産の抗体価 512
倍母豚へ里子に出し自発的摂取。移行抗体価は
A群(16 日齢)が 32～1024倍、B群(18日齢)が 2
倍～128 倍。高抗体価母豚の初乳摂取で、両群
とも移行抗体価は実母豚初乳摂取時の推定値
より上昇し、ワクチン接種前の発症リスクが低
減したと推測。A 群がより高値を示したのは、
初乳摂取のタイミングによると推測。以上から、
高抗体価母豚の初乳摂取は、移行抗体価上昇に
有用。しかし、B群の方法は実用困難。今後、A
群の方法で冷凍初乳の効果や給与量、タイミン
グを検証していく。 
 

236．接種開始から 5 年経過した埼玉県の繁殖
豚の豚熱ワクチン抗体価分布解析：埼玉県中央
家保 小泉舜史郞 
 豚熱ワクチン接種開始から 5年経過した今も
抗体価分布が不明のため、4農場(A,B,C,D)の繁
殖母豚の中和試験成績を解析。ヒストグラム・
QQプロットで A,B,C農場の正規性確認。抗体価
の中央値は A 農場 256 倍、B 農場 128 倍、C 農
場 256 倍、D 農場 32 倍。ワクチン接種適期は、
A農場 23日齢、B農場 12日齢、C農場 23日齢、
D 農場 0 日齢。抗体価分布の偏りは解消されつ
つも、一部の農場で依然あり。各農場で抗体価
の中央値は異なり、正規分布の農場同士でも不
一致。接種適期は全農場で用法の接種日齢未満。
ワクチン接種の際は、各農場の抗体価分布を把
握し、接種適期を定期的に設定することが重要
と考察。慢性疾病の有無等、各農場で異なる要
因が免疫付与に影響を与えていると推察。接種
適期は農場ごとに推定値と実測値のかい離を
考慮して設定することが望ましいと推察。幼齢
豚へのワクチン接種による影響検証、他ワクチ
ンと干渉しないワクチンプログラム設計が喫
緊の課題と考察。 
 
237．野生いのししにおける豚熱及びその他豚
ウイルス性疾病の浸潤状況調査：埼玉県川越家
保 洪裕天、成田沙織 
 本県で、令和元年 9 月から 6 年 10 月末まで
に実施した野生いのししの豚熱検査は、遺伝子
検査 3,978頭（捕獲・死亡）、抗体検査 3,943頭
（捕獲）。また、令和 5 年 4 月から 6 年 8 月の
捕獲の検体から 92頭を抽出し、豚繁殖・呼吸障
害症候群（PRRS)およびオーエスキー病(AD)の
抗体保有状況を調査。捕獲いのししの年度毎の
豚熱遺伝子陽性率は低下傾向を示し、近年は
2.5%前後で推移。豚熱抗体陽性率はやや増加傾
向を示し、25～40%の範囲を推移。抗体陽性と判
定した野生いのししの多くは S/P値が 1.1～1.3
の範囲にあり、当所管内の肥育豚の S/P値と比
べ高い傾向。死亡いのししは捕獲いのししと比
べ高い遺伝子陽性率。PRRS 抗体検査では 3頭が
陽性。AD抗体検査は全頭陰性。豚熱ウイルスは
県内野生いのしし間で維持されていると推察。
豚熱終息には野生いのししの更なる抗体陽性
率向上が必要。また、PRRS は豚からの伝播が推
察され、農場への野生動物侵入防止対策の重要
性を改めて確認。 
 
238．母豚の豚熱中和抗体価調査をもとにした
豚熱ワクチン接種日齢検討の取り組み：千葉県
東部家保 濱田恭平、菅賢明 
 当県では令和 3年の調査結果から「30～40日
齢」での豚熱ワクチン接種を推奨。しかし他県
では接種前や接種数日後の子豚の豚熱感染事
例があり、適切な接種日齢に関して様々な議論
がなされている。そこで今一度接種日齢を検討
するために、母豚の豚熱中和抗体価から子豚の
接種適期を推定し、その結果を農場、管理獣医
師に共有して聞き取りを実施。55％（6/11）の
農場で接種適期は「30日齢前後、又はそれより
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早い時期」と推定。一方、聞き取りにおいては、
30日齢よりも早く接種している農場は 1件のみ
で、結果を受けて接種日齢変更を希望する農場
はなし。接種日齢変更に伴う影響に対する懸念
の声が多く認められたことから、「県内への豚
熱ウイルス侵入に備え、状況に応じて即座に接
種日齢の検討・変更ができる体制整備」が現段
階では重要と判断。体制整備のために、慢性疾
病存在下での豚熱ワクチン接種に関する知見
の収集、現状の接種体制の見直しなどが必要と
考える。 
 
239．地域ぐるみの PRRS対策～繁殖豚の感染コ
ントロールに向けて～：神奈川県湘南家保 宮
﨑章子、久末修司 
 平成 29 年度から管内一地域 8 農場において
地域ぐるみで PRRS対策に取り組む。今年度、費
用や作業負担の観点からワクチン接種中止を
希望する農場が増加し、ワクチンを用いず繁殖
豚の感染をコントロールするために必要な体
制を検討。家保は、①繁殖豚の免疫状態把握の
ため、母豚血清の抗体検査および抗原検査②母
豚舎への野外株侵入を防ぐため、母豚繰り上げ
前候補豚の口腔液を用いた抗体検査および抗
原検査を実施。結果、①では全農場でウイルス
遺伝子は検出されず、抗体検査結果から一部を
除く農場で過去、母豚舎に野外株侵入と推察。
②ではウイルス遺伝子が検出され、母豚への繰
り上げ直前で免疫が安定しない農場を確認。候
補豚の隔離期間延長や飼養衛生管理の徹底な
ど具体的な対策を提案。各農場が現状を正しく
認識し、継続した検査の重要性を理解。状況に
応じた対策への意識が向上したことで、繁殖豚
の感染コントロールに必要な体制を地域で構
築。 
 
240．農場毎の母豚の豚熱抗体価の現状：神奈川
県県央家保 永田彩華、仲澤浩江 
 ワクチン接種による豚熱対策には、母豚抗体
価の把握が必要だが、その抗体価分布は世代更
新により変動がみられる。本県では令和元年 12
月よりワクチン接種を開始、今年で 5年が経過。
指針に基づく免疫付与状況等確認検査の結果
から、母豚群の豚熱エライザ検査及び中和抗体
価検査による抗体価分布状況を検査年度毎（令
和 2から 6年度上半期まで）、背景の異なる 5農
場毎に集計。ワクチン接種開始当初、抗体価は
高値に分布したが、今日では低値に分布。令和
6 年度の抗体価は低値に分布する傾向にあるが
農場毎に多様。特に母豚を自家育成し、肥育豚
へのワクチン 2回接種実施農場の抗体価はより
低い分布。母豚の自家育成や更新率、外部導入
の状況、肥育豚へのワクチン 2回接種実施の有
無が母豚の抗体価分布形成に影響していると
推察。農場毎に母豚群の抗体価分布、その変化
の様相が異なるため、肥育豚へのワクチン接種
時期は農場毎に検討し、継続的な母豚抗体価の
確認が必要。 
 
241．新潟県内で初めて発生した豚熱の防疫対

応：新潟県下越家保 市川雄紀、木村仁徳 
 令和 6年 8月、新発田市の養豚場において豚
熱が発生。発生農場は母豚 40頭規模、繁殖・肥
育一貫経営の養豚場。13日、分娩房の 3腹で子
豚の死亡が続いたため病性鑑定。発熱、白血球
数の減少、リンパ節赤色腫大及び腎臓及び膀胱
の点状出血等を確認。加えて扁桃等の PCR検査
において豚熱ウイルス遺伝子陽性となったた
め、14日朝から防疫措置準備、疫学調査及び評
価を実施、20時に患畜確定、15日 16時から殺
処分を開始。殺処分は、暑熱下のため 16～翌 8
時のみ行い、3 班体制（各班家畜防疫員 3 名、
民間作業員 10名）で 505頭を殺処分、16日 20
時 15 分に終了。清掃・消毒後、17 日 8 時に防
疫措置完了。県内初の豚熱防疫対応であったが、
過去の HPAI 防疫対応や他県への派遣経験、民
間派遣作業員等を活用し、円滑な防疫対応。事
後評価における課題から、豚熱防疫対応マニュ
アル改定及び管内養豚場巡回による飼養衛生
管理基準の現地確認・指導を実施。 
 
242．豚熱病性鑑定に備えた職員研修及び令和 6
年度県内豚熱発生事例の病性鑑定対応：新潟県
中央家保 吉崎響、大川原志織 
 豚熱発生時に備え職員間で情報を共有し知
識を標準化するために、R6年 7月に豚熱を疑う
病性鑑定対応についての職員研修を病性鑑定
課職員が企画・実施。豚熱対応時の連絡体制と
検査内容の確認、農場採材時の検体数検討、解
剖所見の紹介、白血球数測定実習、R5年度疑い
事例の振り返りを行った。また R6 年 8 月に県
内初となる豚熱が発生。白血球数減少（4/10頭）、
体表リンパ節充出血（3/3）、表皮出血様斑、腎
臓・胃粘膜・膀胱粘膜の点状出血(2/3)等が見ら
れ、遺伝子検査(12/13)、FA法(1/3)、ウイルス
分離(3/3)陽性であった。本事例の解剖と血液
検査において、7 月の職員研修内容を活かし病
性鑑定課職員に加えて現地家保職員と中央家
保職員の協力によりスムーズな対応ができた。
今後本事例の振り返りをもとに、職員研修内容
に反映させることで知識と検査技術の標準化、
検査体制の強化を進めたい。 
 
243．一養豚農場で再発生した豚繁殖・呼吸障害
症候群（PRRS）：富山県東部家保 先名雅実、本
多秀次 
 2008 年にクラスターⅢの PRRS ウイルス
(PRRSV)が侵入した農場で 2023年より離乳豚へ
の PRRS ワクチン接種を開始。2024 年 5 月に呼
吸器症状を呈する 50日齢の豚を病性鑑定。同年
10～12 月に農場の飼養豚の発育ステージ毎血
清と去勢睾丸組織滲出液（PF）を用いて PRRSV
遺伝子検出検査を行い、検出 PRRSV遺伝子の解
析と PCR-RFLPによる型別を実施。病性鑑定豚は
間質性肺炎を呈し、肺から PRRSV 遺伝子検出。
農場の 30日齢の離乳豚血清と PFから PRRSV遺
伝子検出。検出 PRRSV 遺伝子はクラスターⅣに
分類。PCR-RFLP でもクラスターⅣと推定。クラ
スターⅣの PRRSVによる PRRSを県内で初確認。
ワクチン接種を継続しているが、農場への侵入
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確認から半年以上経過してもクラスターⅣの
PRRSV 感染が継続。PF 検査や PCR-RFLP による
型別結果から農場に注意喚起。侵入経路は特定
できず、農場のバイオセキュリティ向上が課題。
適切なワクチン接種の継続を指導。 
 
244．母豚の中和抗体価及び ELISA S/P 値を用
いた肥育豚の豚熱ワクチン接種日齢の検討：石
川県北部家保 吉田恵実 
 令和 4年度、管内一律 50–60日齢であった豚
熱ワクチン接種日齢を 35–55日齢の間で農場毎
に変更。今年度、農場毎に接種日齢を再検討。
令和 4年度及び 6年度の管内 8戸の母豚、延べ
439 頭の中和抗体価及び ELISA S/P値を用いて
中和抗体価の分布を比較、シミュレーションモ
デルにより子豚の接種適期を推定。結果、いず
れの年度も全農場の接種適期は実際の接種日
齢より早いと推定。4 年度に比べ 6 年度では、
中和抗体価 1024 倍以上の母豚が検出されなか
った農場は 1戸から 4戸に、16倍以下の母豚が
検査対象の 20%以上であった農場は 2 戸から 7
戸に増加。以上より、現時点の接種日齢では全
農場で免疫空白期間の発生が示唆され、さらに、
そのうちの 4 戸では 20%以上の子豚で移行抗体
の早期消失の可能性があり、40日齢以前での接
種を推奨すべきと考察。今後、本結果を各農場
に共有、ウイルス侵入防止対策の徹底を改めて
指導するとともに、接種日齢の変更を協議予定。 
 
245．豚熱ワクチン免疫付与に影響する因子の
検討～養豚経営からのアプローチ～：長野県松
本家保 河西晴子 
 令和 5年後期の豚熱ワクチン（以下、ワクチ
ン）免疫付与状況等確認検査において、肥育豚
の免疫付与率が管内 2農場（A、B）で 80％を下
回った。原因を調べるため、各農場 12頭で経時
的にワクチン抗体価の推移及び PRRSV、PCV2の
関与を調査。両農場それぞれ 1頭でワクチンブ
レイク。調査の結果から、PRRSV、PCV2 の関与は
否定、ワクチンブレイクは移行抗体が高かった
ことが原因だと推察。さらに、A農場では、令和
5 年後期と今回の調査豚の離乳までの管理等の
影響を調べるために、令和 4 年～6 年の離乳時
体重等を比較。離乳までの生産性が向上してい
る傾向を確認。令和 5年後期の免疫付与率低下
の原因は、ワクチン接種時の移行抗体が高値で
あったことの他、離乳までの管理も影響してい
る可能性が示唆。今後も病原的及び経営的検討
を併せることにより、問題解決に努めたい。 
 
246．接種開始から 5 年が経過した豚熱ワクチ
ン免疫付与状況：岐阜県東濃家保 松井崇、浅
井礼子 
 管内の繁殖雌豚(繁殖)がほぼ第 2世代となっ
た現在の免疫付与状況からワクチン接種の課
題を考察。管内 4一貫農場の令和 4年度上半期
(R4 上)～令和 6 年度上半期(R6 上)における豚
熱 ELISA 検査の SP 値(SP)と陽性率を調査。追
加接種未実施の A、B農場では繁殖の SP中央値
0.577(R4 上)～0.244(R6 上)、0.600(R4 上)～

0.371(R6上)、肥育豚(肥育)の陽性率 90.0%(R4
上)～65.6%(R6上)、50.0%(R4上)～76.7%(R6上)。
一括協議による追加接種実施の C、D 農場では
繁殖の SP 中央値 0.380(R4 上)～0.143(R6 上)、
0.605(R4 上 )～ 0.151(R6 上 )、肥育陽性率
86.7%(R4 上)～56.7%(R6 上)、73.3%(R4 上)～
53.3%(R6上)。C、D農場では繁殖 SP分布は低く
偏り、肥育陽性率上がらず。第 2世代繁殖の低
抗体価、移行抗体消失時期の早期化傾向から、
ワクチン接種前後時期の衛生管理徹底、免疫付
与状況確認検査で接種方法・接種日齢検討を継
続。 
 
247．豚熱免疫評価の観点における ELISA キッ
ト国産製と海外製の比較検証：岐阜県中央家保 
桑田桂輔、林登 
 豚熱ワクチン免疫評価は免疫獲得率と接種
適齢期の確認のため抗体の検出精度と定量精
度が重要。これまで国内では国産 N社製キット
のみ、海外多国が I社製キットを使用。そこで
2 種キットの有用性を比較。【材料・方法】〔試
験 1：有用性比較〕血清 1,630 検体で中和試験、
①N社製、②I社製 ELISAを実施、検出精度を評
価。さらに回帰分析から定量精度を評価。〔試験
2：反応時間比較〕血清 593検体で中和試験、③N
社製、④I社製（反応 2時間）、⑤I社製（12～
18 時間）を実施、検出精度を評価。【結果・考
察】〔試験 1〕感度①76%、②80%で検出精度は②
が優良。高抗体価域の決定係数は①0.6、②0.4
で定量精度は①が優良。〔試験 2〕感度③77%、
④80%、⑤85%で⑤の検出精度が最良。要因は測
定原理の差異と推察。【結論】免疫獲得率確認は
検出精度が高い I社製、接種適齢期推定は定量
精度が高い N社製キットが最適。本検証は I社
製キットの国内承認・販売開始に寄与し、検証
結果を全国の家保へ発信。 
 
248．豚熱ワクチンの追加接種効果検証：静岡県
中部家保 和田みなみ 
 静岡県では、一括協議による肥育豚への豚熱
ワクチンの追加接種を実施。追加接種の有効性
検証のため、追加接種開始前後の 4 月と 10 月
に県内養豚場 3 戸(A、B、C 農場)で採材した母
豚 106 頭、肥育豚 174 頭の血清を用いて ELISA
検査と中和試験を実施し、抗体保有状況を比較。
結果、母豚の抗体陽性率（陽性率）は 3戸で採
材時期によらず 90%以上。B、C 農場では 4、10
月間で抗体価のばらつきに改善は無く、肥育豚
を比較する上で移行抗体の差による影響は少
ないことを確認。肥育豚は C農場の単回接種群
を除き、中和試験での陽性率が 80%以上。C農場
のみ追加接種群で陽性率が上昇したが、3 戸と
も単回、追加接種群間で抗体価に有意差は無く、
追加接種の有効性は不明。検証には多農場で調
査が必要。また、ELISA 検査は陰性、中和試験
は陽性と判定される個体が多く、一括協議を検
討する際は低抗体価個体の検出率が高い中和
試験が必要。今後も調査を継続し、家保及び農
場への情報提供に活用。 
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249．豚繁殖・呼吸障害症候群ウイルス（PRRSV）
検査の蓄積結果解析による一地域の農場間関
連性確認：愛知県東部家保 中村光 
 当所管内には、養豚農家密集地域が豊橋市・
豊川市地域と田原市地域にあり、両地域で年 2
回の PRRSVステージ検査を実施。豊橋・豊川地
域に着目。当該地域 38 農場の令和 3 年 4 月か
ら令和 6 年 7 月までに遺伝子解析を行った
PRRSV295 検体についてクラスターの検出数の
推移を調査。加えて、同期間の PRRSV ステージ
検査結果を集積および解析。また、平成 24年 4
月から令和 6年 7月までに遺伝子解析を行った
450 検体について系統樹解析を実施。結果、地
域の PRRSVクラスター別浸潤率に変化はなかっ
たが、14農場で野外株非検出の継続又は感染状
況の改善を確認。豊橋地域の PRRSV野外株を３
つのグループに区分。PRRSV ステージ検査の蓄
積データを解析することで、地域の現状を把握
し、系統樹解析によって初めて疫学的特徴を確
認。今後、地域における株の共有状況について
農場に還元することで、管内の PRRSV 対策の推
進に寄与。 
 
250．豚サーコウイルス関連疾病(PCVAD)の改善
指導と出荷成績への影響：愛知県中央家保 渡
戸英里、小松徹也 
 母豚 200頭規模 2サイト方式(繁殖、肥育)の
一貫経営農家で、令和 5年 9月に肥育農場で発
育のばらつきが目立つと稟告があり、11月のス
テージ検査及び 12 月の病性鑑定で PCVAD と診
断。母豚からの垂直感染を疑い、子豚の豚サー
コウイルス 2型(PCV2)ワクチン接種時期を 2週
齢に早め、母豚への一斉接種を指導。離乳後事
故率は 12 月 15.2％に増加したが、指導後 3 月
6.5％に減少。と畜場での大腸炎廃棄率は旧ワ
クチネーションプログラム(VP)群(令和 6 年 4
月以前出荷)12％に対し、新 VP 群(令和 6年 5月
以降出荷）2％に、肺炎廃棄率は旧 VP 群 24％に
対し、新 VP群 18％に減少。前年同月と比較し、
新 VP群の平均出荷日齢は 2.75 日短縮し、平均
出荷枝肉重量は 3.4kg 増加。VP変更により農場
成績は改善。大腸炎廃棄率が減少し、平均出荷
日齢等も改善したことから、腸管病変は PCV2と
日和見菌の混合感染により形成され、大腸炎が
増体悪化の一因と考察。 
 
251．過去 3 年間における東三河管内母豚の豚
熱ワクチン抗体価分布解析：愛知県東部家保新
城設楽支所 稲葉七巳 
 2021～2024年に調査を行った、移行抗体の影
響を受けない第一世代母豚と、影響を受ける第
二世代以降の母豚の豚熱抗体価分布の概要と
課題を報告。定法に従い中和試験で母豚の抗体
価を 12 段階で測定。調査期間を年度及び 6 か
月ごとに計 6回に区分。第一世代と第二世代以
降母豚の区別は、繁殖サイクルをもとに計算。
調査数は期間ごと 419～562 検体、第一世代母
豚検体数は 2021 年度下半期から第二世代以降
より少ない。いずれの期間も第一世代抗体価分
布は第二世代以降よりも 2～4 倍高く、年々分

布が低下傾向。第一世代は産歴が低いほど抗体
価が高いが、第二世代以降は産歴が高くなるほ
ど抗体価分布が高い傾向。2021 年度は、両世代
とも下半期より上半期の抗体価分布が 2倍程度
高い傾向。以上より、年々母豚の抗体価が低下
するため、子豚ワクチン接種日齢前倒しのサイ
クルを継続する必要あり。今後一斉接種を 6か
月ごとにすることで、母豚の抗体価の底上げが
期待。 
 
252．移行抗体を保有する哺乳豚への豚熱ワク
チン接種の有効性評価：三重県南勢家保 下田
智彦、川瀬聖 
 【目的】哺乳豚への豚熱ワクチン(ワクチン)
接種が抗体応答や発育に与える影響を調査し
有効性を評価。【材料と方法】7～18日齢の哺乳
豚 80 頭の中和抗体価を経時的に測定。ワクチ
ン接種時の測定と推定移行抗体価の比較によ
る推定条件の検証。移行抗体価別のワクチンテ
イク(テイク)率を判定。また接種日齢が 30 日
齢以降の対照群と 21 日齢以前の試験群間で出
荷体重、出荷日齢、一日平均増体重(DG)を比較。
【結果】推定と測定移行抗体価間に差は認めら
れなかった。接種時の移行抗体価は 4～512倍。
各群の接種 120 日後のテイク率は 85.7～100%。
対照群と試験群の出荷体重と出荷日齢に差は
認められず、DGは試験群が有意に高い値を示し
た。【考察】移行抗体価の推定条件は哺乳豚にも
適用可能と考えられる。移行抗体を保有する哺
乳豚へのワクチン接種でも高いテイク率が得
られワクチン接種が発育に負の影響を与えな
いことが確認されたことから、哺乳豚へのワク
チン接種の有効性が示唆された。 
 
253．県内野生イノシシの豚熱感染状況と対策
指導：三重県中央家保 戸塚麻喜 
 三重県では、令和元年 6月から野生いのしし
の豚熱検査及び農場への情報提供と対策指導
を開始。今回、検査結果を分析し、農場指導を
振り返った。①検査結果分析：令和元年 7月～
令和 6 年 9 月に受付の野生いのしし 18,646 頭
の血清について、各検査結果の推移を調査。ウ
イルス陽性個体割合は一時約 20％となったが
その後減少。令和 6年春に一時的に再上昇。免
疫獲得個体は増減を繰り返しながら緩やかに
上昇。②農場指導の振り返り：令和元年７月～
令和 6年 9月までの期間を 5期に区分し、対策
指導をまとめた。全期間を通じ野生いのしし豚
熱陽性事例の情報提供を行った一方、感染状況
の推移に合わせ指導内容は一部変化した。免疫
獲得個体の増加には感染拡大と経口ワクチン
両方の影響が考えられる。一方、ウイルス陽性
個体が常に存在し、衛生対策の継続が重要であ
る。今後、結果還元の新たな仕組みづくり等に
より、効果的に指導を行う方法を模索したい。 
 
254．府内繁殖肥育一貫養豚場における豚熱ワ
クチン接種適期検討にかかる取組み：大阪府家
保 山野紘輔 
 府内繁殖肥育一貫養豚場において、従来の豚
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熱ワクチン初回接種は約 49 日齢で実施。接種
直前の子豚での移行抗体価検査で約 70％の個
体が発症防御不可と判明し、接種日齢を約 42日
齢に変更。さらなる免疫状況改善のため母豚の
抗体価に基づいた豚熱ワクチン接種適期検討
を実施。飼養母豚の約半数にあたる 62 頭を対
象に血清抗体検査（中和抗体検査及び ELISA法）
を実施。その結果をもとに接種適期の推定を①
母豚の抗体価中央値、②母豚の抗体価幾何平均
値、③豚熱ワクチン接種適期推定モデルの 3手
法で実施し、全ての結果から接種日齢を現状よ
り早めた方がよいと示唆された。具体的な接種
日齢決定のため畜主と協議した結果、他種ワク
チンプログラム等も踏まえた上で接種日齢を約
35日齢に決定。その後、畜主からの強い要望で
接種日齢を再び約 42 日齢に戻した。今後も当
該農場の母豚抗体価レベルの推移を把握し、適
切な接種日齢での初回接種に努める。 
 
255．一養豚場における豚テシオウイルス性脳
脊髄炎を疑う症例：奈良県家保 目澤愛理紗、
増田温子 
 母豚 5頭規模の一貫養豚場において令和 5年
11 月に削痩及び歩様異常を呈した 44 日齢の肥
育豚 1頭(No.1)の病性鑑定を実施。また、同農
場で令和 6年 9月に後躯麻痺及び起立不能を呈
した 73日齢の肥育豚 2頭(No.2、3)の病性鑑定
を実施。RT-PCR法で中枢神経組織よりエンテロ
ウイルス G（EV-G）遺伝子を検出（No.1、3）。
RT-PCR 法で EV-G陽性の No.1 の大脳、延髄及び
胸髄で EV-G 分離。No.3 は分離されず。病理組
織学的検査では No.2、3で非化膿性脳脊髄炎を
認め、No.1 では認めず。豚テシオウイルス性脳
脊髄炎の確定診断に必要な臨床症状、非化膿性
脳脊髄炎及びウイルス分離の 3点が揃わなかっ
たため No.1～3 は EV-G による豚テシオウイル
ス性脳脊髄炎疑いと診断。EV-Gは発症翌日に採
材した No.1 でのみ分離。非化膿性脳脊髄炎は
発症後 3週間経過した No.2、3のみで確認。そ
のため診断には発症からの経過時間の考慮が
必要。 
 
256．繫殖肥育一貫養豚農家で発生した豚パル
ボウイルス病：鳥取県倉吉家保 小口藍、柄裕
子 
 豚パルボウイルス病は豚に不妊や異常産等
の繁殖障害を引き起こす疾病で、原因ウイルス
である豚パルボウイルス（PPV）は多くの農場に
常在化し大半は不顕性感染。R6 年 10 月、管内
の繫殖肥育一貫養豚農家で大小様々な黒子の
娩出が急増したため当該胎子の病性鑑定を実
施。ウイルス学的検査により大脳等から PPV遺
伝子を検出。PPV ワクチン非接種農場であるこ
と、異常産を引き起こす他疾病の関与が否定さ
れたことから豚パルボウイルス病と診断。抗体
検査により農場の PPV浸潤状況を調査したとこ
ろ、母豚 15頭中 13頭で 6月と比較して血清中
抗体価の急増を確認。当該農場で 10 年ほど落
ち着いていた PPVが何らかの経路で再度豚舎内
に侵入し、抗体価が低かった母豚が感染・発症

したものと推察。対策として、雄豚を含む全頭
への PPVワクチン接種を実施。その後異常産子
は減少。今後も継続的にワクチン接種を実施予
定。 
 
257．管内養豚場で発生した哺乳豚の豚痘：鳥取
県倉吉家保 髙木翔矢 
 豚痘は、豚痘ウイルス（SPV）を原因とし豚の
皮膚に直径 10～20mm 程度の丘疹や水疱、痂皮
を形成する感染症。令和 6年 6月、管内養豚場
の哺乳豚 1頭で元気消失と皮膚病変を呈したた
め、病性鑑定を実施。病理解剖では全身の皮膚
に約 10mm の丘疹や痂皮が多数形成。舌体には
大小不同のびらんや潰瘍が認められ、粘膜面は
乳白色粗造化。病理組織学的検査では皮膚病変
部の表皮では多数の細菌を伴い、広範囲で炎症
細胞の浸潤や壊死を確認。毛包の外根鞘の有棘
細胞では風船様変性、核の空胞化、小型の好酸
性細胞質内封入体を散見。舌病変部の粘膜でも
同様の所見を確認。皮膚病変部を材料とした
SPV に対する PCR では SPV の遺伝子を検出。以
上の検査結果から、本症例を哺乳豚の豚痘と診
断。豚痘は皮膚病変が主であり、一般的に致死
性は低く問題となることは少ないが、稀に先天
性豚痘により生産性の低下を招く可能性があ
るため、養豚農家に対して本感染症に関する情
報共有が必要。 
 
258．管内養豚場における豚熱ワクチン接種適
期の検討：岡山県津山家保 蛇島武久、山崎悠
高 
 免疫付与状況確認検査の結果に基づき管内 5
農場（A～E）の豚熱ワクチン接種適期指導を実
施。今年度、5農場で抗体陽性率は母豚が 83.3
～100%、肥育豚が 90～96%。2農場で母豚の推定
中和抗体価の幾何平均値が前年度より大幅に
低下（B農場 53.7から 6.7倍、D農場 147.8か
ら 36.5 倍）。母豚ごとに産子の接種日齢を設定
していた C農場で 2年以上未検査の母豚 5頭を
再検査したところ、推定中和抗体価が 4頭で 1.6
～4.4倍上昇、1頭で 13倍低下しており、抗体
量の変動性が示されたため群全体で一律の日
齢を設定する方法に変更。適期推定精度向上の
ため、算出根拠の異なる従来法と改良法に加え、
検討ソフト（R5.11 月に農水省より配布）使用
法の 3つの推定法を比較。A農場 R6.3 月及び 10
月の母豚の検査結果に基づく子豚の適期は、従
来法、改良法、ソフト法で 22、32、28日及び 11、
26、28日と推定。検査による効果確認や適期推
定精度向上の取組みに加え、飼養衛生管理向上
による感染リスク軽減の指導を継続。 
 
259．豚熱抗体検査法の比較と活用方法の検討：
岡山県岡山家保家畜病性鑑定課 梯洋介 
 飼養豚の豚熱発生予防には豚熱ワクチンに
よる免疫獲得状況と子豚の移行抗体保有状況
の迅速かつ正確な判定が必要。中和試験は
ELISA と比較し定量性及び検出感度は良いが判
定まで時間を要するため、今回、豚血清 252検
体を用いて、中和抗体価（以下抗体価）を基準
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とした A社及び B社製の ELISAの特異度及び定
量精度を比較し、中和試験代替法としての活用
法を検討。特異度は、A社は陰性のうち抗体価 1
倍未満の検体は 57.5%だったが、B社は 79.2%と
B社が良好。定量精度は、2社の ELISA 結果と抗
体価との線形回帰分析をそれぞれ実施、決定係
数を比較。A 社の 0.835 に対し B 社は 0.558 と
低かった。以上の結果から、特異度は B社、定
量精度は A社が良好なため、抗体陽性率を求め
る場合は B社、子豚の移行抗体保有状況を迅速
に判断する場合は A社を使用するなどの使い分
けによる活用が重要。 
 
260．管内大規模養豚場の豚熱発生予防対策：香
川県東部家保 中嶋亜威、田中宏一 
 管内大規模養豚場では令和 3年 9月に豚熱ワ
クチン初回接種以来、接種適期の検証を継続。
令和 5 年 4 月より農場接種に変更し 28 日齢で
接種。母豚の陽性率 100％(30/30 頭)、中和抗体
価中央値 128倍から 256倍に上昇。肥育豚はと
畜時 90％（27/30頭）抗体獲得。接種プログラ
ムの適正を確認。農場 HACCP 導入による家畜伝
染病侵入防止対策を強化。農場の作業動線及び
消毒方法の改善。野生動物防護柵及び防鳥ネッ
トを設置。野生動物監視カメラ設置。月 1回の
HACCP 会議により衛生意識向上。野生イノシシ
対策として経口ワクチン散布。登山道にナッジ
手法消毒槽を設置。登山者への感染拡大防止を
啓発。管内野生イノシシの豚熱陽性頭数は、R5
年度は PCR:7％(21/317 頭),抗体:11％(32/293
頭)。R6 年度は PCR:1％(2/198 頭),抗体:16％
(31/193 頭)に推移。隣県飼養豚の豚熱発生から、
適切なワクチン接種、農場衛生対策、野生イノ
シシ対策が重要。 
 
261．県内豚ウイルス疾病 2 症例の遺伝子学的
解析：香川県東部家保 中津弥乃梨、上村圭一 
 県内養豚場 2症例の遺伝子解析を実施。肥育
豚 1500 頭飼養の養豚場 Aで令和 4年 12月、下
痢主訴の豚の腸内容物及び糞便から県内 8年ぶ
りに豚流行性下痢ウイルス(PEDV)を検出。PEDV
の S1 領域を標的とした遺伝子解析を実施。最
も近縁な株は令和 4年報告の韓国野外株（相同
性 99.37%）で、平成 26 年香川県分離株との相
同性は 98.60%であることから、今回検出のウイ
ルスは近年流行株の侵入が示唆。母豚 600頭規
模一貫経営養豚場 B で令和 6 年 12 月、死亡原
因究明の病性鑑定で、離乳豚全頭及び母豚の一
部から豚繁殖・呼吸障害症候群ウイルス
(PRRSV)等を検出。PRRSVの Open Reading Frame 
5 領域の遺伝子解析の結果、検出ウイルスは
Cluster IVに分類され、平成 30 年より当該農
場で確認のウイルスと近縁であったが、経時的
に塩基配列の変異が認められた。養豚場 Aは消
毒後の PEDの再発は無いが、養豚場 Bは農場内
でのウイルス循環に起因する PRRS 再発が示唆
され、農場毎の疾病対策が重要である。 
 
262．愛媛県の豚および野生イノシシにおける A
型インフルエンザウイルス抗体保有状況調査：

愛媛県家畜病性鑑定所 𠮷𠮷澤頌樹 
 2023 年 10月～2024年 7月に採材された県内
の一貫経営農家 18 農場における繁殖豚及び肥
育豚（119日齢以上）の血清各 10検体/農場（計
360検体）、2023 年 6月～2024年 9月に県内 13
市町で採材された捕獲野生イノシシの血清 185
検体を用いて A型インフルエンザウイルス（IAV）
抗体保有状況を調査。IAV抗体検査は、2022 年
に豚を検査対象とした動物用体外診断用医薬
品としての承認を取得した市販の ELISAキット
を使用。飼養豚における IAV抗体農場陽性率は、
繁殖 66.7%、肥育 38.9%、個体別陽性率は、繁殖
28.3%、肥育 13.9%であったことから、本県の養
豚農場に IAVが広く浸潤していることが示唆さ
れた。また、野生イノシシにおける IAV抗体陽
性率は 1.6%で、IAV抗体陽性個体が捕獲された
のは南予地方の A市（2.8%、2/71）および B市
（16.7%、1/6）のみであったことから、本県に
おいて野生イノシシが IAVの感染環に関与して
いる可能性は低いと考えられた。 
 
263．県内養豚場の免疫付与状況確認検査結果：
熊本県中央家保 亀井隆太郎 
 特定家畜伝染病防疫指針に基づく免疫付与
状況等確認検査（確認検査）を令和 5年 12月か
ら開始。①初回確認検査では 111 戸 3178 頭を
実施。農場陽性率はエライザ検査で 66.7～
100％、中和試験で 93.3～100％。②初回確認検
査の母豚血清を用いて接種適齢期を推定。埼玉
モデルにより接種適齢期は 44～55 日と推定。
③7 月から 2 回目確認検査を 47 戸 1275 頭で実
施（10/31 時点）。農場陽性率はエライザ検査で
0～100％。陽性率 80％未満の農場は中和試験の
結果、陽性率 16.6～100％。これらの結果から、
①初回接種で、豚群の十分な免疫獲得を確認、
②接種適齢期の推定結果は本州の第一世代と
同様、③2回目確認検査では、免疫付与率 80％
未満の 2農場のうち 1戸は接種後の採血日齢が
早かったためと考察（30日後の同ロット再検査
で陽性率 100％）。今後は各農場の情報収集とと
もに、接種日齢を検討、農場指導に活かしたい。 
 
264．管内養豚農場の PRRS、PCVAD発生防止対策
の検討：大分県大分家保 細谷一恵、羽田野昭 
 PRRS、PCVAD は養豚農家に甚大な経済的損失
をもたらすため対策が重要。両ワクチン未接種
農場にて PRRS や PCVAD による死亡が認められ
たため、①浸潤状況調査、②各豚舎で効率的な
検査方法を検討。①30 日齢以上の血清を材料に、
PRRSV、PCV2 遺伝子検査及び PRRSV 抗体検査を
実施。30日齢未満の精巣浸出液を材料に PRRSV、
PCV2遺伝子検査を実施。②ロープ法で採取した
口腔液を材料に血清と同様の検査を行い、一致
率を比較。結果、①子豚舎にて PRRSV、PCV2 水
平感染の可能性が示唆。②ロープ法は PCV2 に
おいて全豚舎で不適。PRRSV は子豚舎で有効、
スクリーニング検査に活用可能。農場に対し
PRRS、PCV2 ワクチンの必要性と有用性、子豚舎
の PRRSV 陽性房と陰性房隔離、病畜の隔離飼育
等の対策を指導。これにより両ワクチン接種再
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開。今後も両ワクチン接種の継続を指導する傍
ら、スクリーニング検査と衛生指導により PRRS、
PCVAD発生防止を図る。 
 
265．大分県における豚熱ワクチン接種豚の抗
体保有状況調査：大分県大分家保 榎園秀平 
 2023 年 11 月～2024 年 2 月、(1)県内養豚場
25 戸を対象に豚熱ワクチン初回接種から 40～
120 日経過した繁殖豚、(2)補強接種済の第一世
代母豚、第一世代母豚産子かつワクチン接種後
90 日以上経過の肥育豚、(3)個体追跡調査とし
て、A 農場の第一世代母豚、その産子の血清を
用い、豚熱抗体検査を実施。結果、エライザ検
査は免疫付与状況のスクリーニングに活用可
能だが、S/P 値に対する中和抗体価は一部ばら
つきを認め、精密検査には中和試験の併用が望
ましいことが判明。さらに接種後、免疫をほぼ
獲得するも、豚の免疫付与状況は農場間で異な
り、農場毎に接種適期を検討する必要性が示唆。
既報を参考に大分県の接種適期推定プログラ
ムを作成。当プログラムは母豚 S/P値などの情
報をシートに入力するのみで農場毎の接種適
期を簡易かつ短時間に推定可能で、現場での活
用が期待。今後さらにデータを蓄積し、接種適
期を推定することで適切なワクチン接種によ
る豚熱の発生予防に努めたい。 
 
266．母豚の豚熱ワクチン抗体価に関与する要
因分析：宮崎県宮崎家保 鍋倉良輔、本田真由
美 
 豚熱ワクチン接種に伴い、免疫付与状況確認
検査を実施。163戸 4,647頭の母豚血清で ELISA
法と中和試験を行い、統計ソフトを用いてノン
パラメトリック検定を実施。抗体保有率は
98.36％、接種後経過日数の比較で、接種後経過
日数 90 日未満群の幾何平均抗体価（GM 値）は
有意に低い結果。接種後経過日数 91 日以降群
の中央値は SP値 0.643、中和抗体価 128倍で全
国と比べ低い結果。ELISA と中和試験の相関係
数は 0.7541 で正の相関を認めた。GM 値につい
て、ワクチン接種者（獣医師、登録飼養衛生管
理者）と農場規模（大規模、大規模以外）によ
る有意差は認めず、飼養形態（繁殖、一貫）、産
歴、PRRSに関する項目で有意差を認めたが、飼
養形態の有意差は PRRSが影響している可能性。
高い抗体保有率から全体的に適切なワクチン
接種であることを確認。今後の抽出検査では今
回得られた知見を基に農場を選定し、豚熱の発
生予防対策に役立てたい。 
 
267．エンテロウイルスの関与を疑う PRRSと浮
腫病の混合感染事例：沖縄県中央家保 泉里奈、
家衛試 齋藤雄太 
 令和 5 年 12 月、離乳後に肺炎による死亡が
増加し、神経症状も伴うようになったため病鑑
依頼。解剖所見で 3頭共通して腸管水腫様腫大
と腸間膜リンパ節腫大を認め、病理検査で 3頭
共通して間質性肺炎、化膿性気管支肺炎、脳の
囲管性細胞浸潤、複数組織の血管変性を認め、
№1，3は重度の非化膿性髄膜脳脊髄炎を認めた。

免疫染色で 3頭の肺に PRRSV抗原確認。全ての
扁桃と肺で PRRSV 遺伝子検出。№1脳から EV-G
遺伝子検出、シークエンスの結果国内株塩基配
列と 100%一致。No.2 脳から PTV 遺伝子検出し
たがウイルス量僅少により結果得られず。EV-G，
PTV，PSV のウイルス分離陰性。細菌検査で№1
～3空回腸からβ溶血性大腸菌分離、病原性大
腸菌 PCRで№1は Stx2e、F18及び eae陽性、№2
は Stx2e 及び F18 陽性確認。病性鑑定の結果、
PRRSと浮腫病の混合感染と診断。本例は、PRRSV
感染で抵抗力が低下し、離乳と群飼によるスト
レス等により浮腫病を発症したものと推察。発
症には環境要因や免疫機能が強く関与。一方、
№1脳の病変は PRRSや浮腫病によるものとして
は重度であり EV-Gの関与が示唆された。 
 

Ⅱ－２ 細菌性疾病 
 
268．豚赤痢検出 PCR 法の精度向上の検討と薬
剤耐性遺伝子変異の確認：山形県中央家保 福
澤知夏 
 豚 赤 痢 は 豚 赤 痢 菌 （ Brachyspira 
hyodysenteriae：Bh）が原因の届出伝染病。分
離培養に長時間を要するため、豚糞便由来 DNA
のコンベンショナル PCR（cPCR）による検査を
常用。一方でこの cPCR は非特異反応が多く判
定に苦慮。そこで条件検討を実施した結果、非
特異反応を軽減可能な DNAポリメラーゼを見出
した。また治療薬として多用されているタイロ
シン（TS）の感受性検査を、平成 21～23年に県
内で分離された 11 株について一濃度ディスク
拡散法（ディスク法）で実施。結果 7株で耐性
を確認。11株についてシークエンス解析を実施
し、TS 耐性の 7 株に 23SrRNA の点変異を確認。
ディスク法の結果と一致。そこで制限酵素断片
長多型（RFLP）による点変異確認法を検討し、
良好な結果を得た。今後、菌分離に頼らない TS
感受性のモニタリング手段として、豚糞便由来
DNAへの RFLPの応用につなげたい。 
 
269．県内養豚農家で分離された MRSAの細菌学
的解析：富山県東部家保 竹中悠人、西井純 
 メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）は多
剤に耐性、宿主に日和見的に重篤症状示す恐れ。
近年世界的に豚での MRSA 分離率増加しヒト死
亡例あり。国内でも豚保有率増加傾向も、県内
の検査歴なく調査と解析を実施。約半年間、県
内の飼養豚耳裏皮膚を主対象に菌分離実施、
MRSA 特異培地分離及び特異遺伝子検出にて陽
性判定。4 農場計 150 検体検査し 47 検体陽性、
分離は 1農場のみ。期間中県外導入豚あるも陰
性。代表株に各種解析実施、薬剤感受性試験で
全て ABPC、CFX 耐性、一部は CP 耐性、PFGE は
全て同一パターン、MLST 型別で新規 ST9389、
Spa 型別で t002 型、SCCmec型別で型別不能、一
部外毒素関連因子を保有、亜鉛関連因子非保有。
調査より県内飼養豚に MRSA 確認、同一株が浸
潤し特徴は国内 2番目主流 ST5に類似。過去導
入豚、環境等からの侵入を疑う。飼養者に飼養
衛生管理基準遵守励行、抗菌薬の慎重使用を指
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導。調査継続し薬剤耐性対策の普及啓発に努め
る。 
 
270 ． 県 内 病 性 鑑 定 豚 か ら 分 離 さ れ た
Streptococcus suis の解析：山梨県東部家保 
井出智菜、牛山市忠 
 Streptcoccus suis は豚レンサ球菌症の主な
原因菌で、人獣共通感染症としても重要。国内
では 2型株の不活化ワクチンのみが市販。本県
の 2018年から 2024年に分離された病性鑑定豚
由来 15 事例 4 農場 42 株を用いて、血清型別
PCR、疾病リスク推定 PCR、薬剤感受性試験を実
施。莢膜血清型は 2型が最多、他の血清型も確
認。2 型以外の血清型が確認されたことからワ
クチン以外の衛生対策もあわせて実施するこ
とが重要。疾病リスク分類では、2 型と 1/2 型
の株は全て ST27c に推定、髄膜炎がみられた症
例からの分離が多数。一方、その他の血清型の
株は ST1c と ST27c に分類されず、主に膿瘍や
混合感染由来株。ST27c に属する株は経済的被
害のみならず人獣共通感染症としてもリスク
が高く、注意が必要。薬剤感受性は既報と同様
に PC、ABPC、CEZが感受性、KM、EM、TCは耐性
傾向。引き続き、県内の菌株解析を実施し、農
家等への情報共有を図る。 
 
271．管内養豚農場における豚サルモネラ症と
その対策：愛媛県東予家保 赤坂遼、西田野乃
花 
 肥育豚から Salmonella Typhimurium（ST）が
継続的に検出されている大規模養豚場におい
て、STの侵入経路特定のため調査を実施。オー
ルアウト後の肥育豚舎で 3回（水洗後、消毒後
及び石灰散布後）の拭き取り検査を実施し、サ
ルモネラ浸潤状況を調査。また離乳豚舎の発育
不良豚 2頭の病性鑑定を実施。拭き取り検査で
は水洗後の豚舎壁から ST が検出されたが、消
毒後及び石灰散布後の豚舎からは分離なし。病
性鑑定では 1頭の小腸上部及び下部、結腸、直
腸の内容物から ST 分離。免疫組織学染色では
No.1 の小腸及び結腸、No.2 の結腸の壊死領域
及び浸潤マクロファージ細胞質内にサルモネラ
O4群陽性反応。調査の結果、侵入経路の特定に
は至らなかったが、離乳豚舎で ST 感染した豚
が肥育豚舎への浸潤拡大に関与していること
が示唆。対策として、感受性薬剤投与と清掃方
法の見直しを図り、離乳豚の下痢・発育不良が
改善。今後も関係機関と協力し ST 予防対策を
図る。 
 
272．家保の指導により生産性が向上した養豚
場における１事例：愛媛県東予家保 西本鉄平、
武智理恵 
 離乳後事故率が 15%を超える養豚場（一貫経
営）で、令和 5 年 9 月の豚丹毒発生を契機に、
豚丹毒予防対策及び事故率改善のため、肥育豚
への豚丹毒不活化ワクチン 2回接種（40日齢及
び 70日齢）及び飼養衛生管理の改善（離乳舎カ
ーテンの設置、オガクズ豚舎の敷料の更新及び
農場内の消毒徹底等）を指導。併せて豚丹毒及

び豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）の抗体検査
を実施。定期的な指導により、農場主の意識が
向上し自ら対策を行い、子豚育成率及び離乳頭
数は指導前後で大きな改善は認められなかっ
たが、離乳後事故率が 6.4％改善。さらに水引
重量は 75 ㎏以上の割合が増加。衛生費は一時
的に増加したが、抗菌剤費は減少傾向。令和 6
年 2月のと畜場での摘発以降の発生なし。豚丹
毒抗体検査ではワクチン効果は確認されたが、
一部個体で抗体価の上昇が認められず、ワクチ
ン接種技術指導が必要。PRRS 抗体検査では、農
場内での浸潤拡大が認められ、今後関係機関と
協力し対策を図る. 
 
273．愛媛県の病性鑑定豚由来 Streptococcus 
suis の解析：愛媛県家畜病性鑑定所 別宮凜子 
 平成 31 年度～令和 6 年度に病性鑑定依頼の
あった Streptococcus suis（S. suis）30株を
用い血清型別 PCR、疾病リスク推定 PCR、MLST 解
析、薬剤感受性試験を実施、県内に浸潤する S. 
suis の性状を調査。血清型 PCRで血清型 2型が
17株、7型と 14型が各 3株、1/2型と 9型が各
1 株、その他 5 株に判定。疾病リスク推定 PCR
で高リスクの遺伝子集団は ST1 complex 4 株と
ST27 complex 15 株の計 19株、その他 11株と
判定。その他で病態関与が疑われた 3株は MLST
解析でST27 complexに再判定。また、29株（97％）
がペニシリン系抗菌薬に感受性を示した。本調
査で用いたS. suis株の主要血清型は2型（57％）
で、高リスク株は計 22株（73％）と高い傾向。
2 型株が対象の市販ワクチンや、一次選択薬の
ペニシリン系抗菌薬で治療効果を得られるこ
とが示唆された。今後は調査対象を健康豚、環
境材料に拡大して本菌の動向を注視し、疾病予
防や薬剤選択に役立てたい。 
 
274．浮腫病が発生した豚飼養農場での衛生対
策：高知県西部家保 橋田菜々子 福島佳子 
 令和 6 年 6 月、管内 A 農家において 70 日齢
前後の肥育豚の死亡が多発。臨床症状では眼瞼
浮腫を確認。死亡豚の解剖及び病理学的検査を
実施した結果、腸管壁の水腫性肥厚を確認。
Stx2e 及び F18 遺伝子陽性大腸菌が分離。以上
の所見から浮腫病と診断。衛生対策として 1)飼
養衛生管理の意識付けのため、飼養状況を管理
するクラウドサービス「養豚場管理システム」
へ従業員自ら記録すること。2)効果的な洗浄消
毒方法への見直し。3)薬剤感受性試験に基づく
有効な薬剤の使用を指導。結果、離乳後の死亡
率は発生時（6月）37.6%であったのに対し、対
策後（7～11 月）は平均 7.1%に鎮静化。また、
「養豚場管理システム」を活用し、可視化する
ことで従業員の飼養衛生管理に対する意識が
向上。今後も本病発生予防として、洗浄消毒を
励行し、健全な飼養環境の維持、さらに食の安
全性確保として、薬剤耐性に考慮した適切な治
療薬の使用を指導する。 
 
275．県内豚由来 Streptococcus suis の遺伝子
解析と薬剤感受性：長崎県中央家保 前田将誌 
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 平成 20年 11 月～令和 6年 1月の県内病性鑑
定豚由来 Streptococcus suis（S.suis）33株の
莢膜合成遺伝子を標的とした PCR法による血清
型の推定、線毛関連遺伝子プロファイリング法
による疾病リスク株の識別および薬剤感受性
試験を実施。結果、血清型の推定では血清型 2
型 24株、3型 1株、4型 2株、7型 2株と推定。
疾病リスク株の識別では 33株中 24 株で疾病リ
スクが高く、内 22株が血清型 2型。薬剤感受性
試験ではペニシリン、アンピシリン、アモキシ
シリン、セファゾリン、セフロキシムに全株感
性で、カナマイシン、リンコマイシン、テトラ
サイクリンには耐性率 50％以上。以上の結果か
ら、本県でも既報と同様 S.suis 血清型 2 型に
よる疾病リスクが高いことが示唆。PCR 法での
血清型別は S.suis 血清型 2 型ワクチンの有効
性の推定に有用。薬剤感受性試験成績から、本
症発生時はペニシリン系、セファロスポリン系
薬剤による治療が有効。 
 
276．県内養豚場の細菌性呼吸器疾病罹患状況
調査：熊本県中央家保 水野愛乃、島村昇吾 
 と畜場で一部廃棄となった豚の肺 50頭分（10
農場）を用いて細菌性呼吸器疾病の罹患状況を
調査。全ての肺で肝変化病変を確認。一部廃棄
理由は豚流行性肺炎が最多（45頭）。24頭が菌
分離陽性、うち 4 頭から Streptococcus suis
（Ss）、6 頭から Pasteurella multocida（Pm）
分離。Ssはアンピシリン、Pmはペニシリン等に
感 受 性 。 21 検 体 か ら Mesomycoplasma 
hyopneumoniae（Mhp）特異遺伝子検出。病理組
織検査ではリンパ濾胞過形成が最多（15 頭）。
リンパ濾胞過形成はマイコプラズマ感染を示
唆し、Mhp 特異遺伝子が 42%で検出されたこと
から、Mhp が呼吸器疾病の多くへ関与した可能
性が示唆。と畜場では病変のある肺や特定農場
を選択可能で、効率的な実態把握が可能。分離
細菌の薬剤感受性の把握は治療及び耐性菌発
現防止に有効。と畜材料のみでは農場での病原
体の動きの把握が困難なため、各発育ステージ
の観察や病性鑑定による採材との併用が必要。 
 
277．皮膚病変を伴う豚胸膜肺炎の 1例：鹿児島
県鹿児島中央家保 島真理子、馬籠麻美 
 2024 年 8月、元気消失や呼吸促迫を呈する肥
育豚 2頭（死亡豚及び衰弱豚）の病性鑑定を実
施。2 頭に共通して肺から Actinobacillus 
pleuropneumoniae（App）血清型 2が分離され、
病理組織学的にグラム陰性桿菌を伴う線維素
性化膿性胸膜肺炎が認められたため豚胸膜肺
炎と診断。死亡豚の病変は肺に限局的で、呼吸
器症状を呈して急死したことから典型的な急
性の病態と推察。衰弱豚では全身の皮膚に赤色
斑が多発し、真皮に燕麦様細胞の浸潤を伴う化
膿性病変や血管炎，好酸性棍棒体が観察。心臓
や脾臓にも小壊死巣が散見。免疫染色で病変部
に App血清型 2抗原が認められたことから、皮
膚病変を含む胸腔外の病変にも Appの関与が証
明され、肺病変から血行性に菌体が播種し全身
に病変形成したと推察。既報症例と併せて、本

病が慢性的に経過した場合に皮膚病変等が形
成される可能性が示唆。今後、豚の皮膚病の類
症鑑別としても注意が必要。 
 
Ⅱ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
278．豚肺虫症を再発した放牧養豚場における
寄生虫の環境調査：富山県西部家保 穴田美佳、
野田基子 
 令和 4年に豚肺虫症が発生した管内の放牧養
豚場で発生牧区（牧区 1）を 2 年間休牧後、令
和 6 年 9 月に豚を再導入。同年 10 月に豚肺虫
症が再発生。これまで豚肺虫症を発症していな
かった牧区 2も同年 12月に発生。3年間 3頭の
死亡豚の病性鑑定で豚肺虫、豚鞭虫及び豚コク
シジウムの混合感染を確認。ミミズ、糞便、土
等を検査材料として環境中の寄生虫検査を実
施。牧区 1ではミミズ 41匹のうち 1匹、牧区 2
ではミミズ 11 匹のうち 3 匹から豚肺虫子虫感
染を確認。牧区 1、2の糞便、土、床材からコク
シジウムのオーシストを検出。牧区 2 の糞便、
床材から鞭虫卵、糞便から肺虫卵を検出。以上
から治療や飼育環境の改善を指導。牧区 2では
ミミズの子虫感染確認の 46 日後に放牧豚が豚
肺虫症を発症した事により、ミミズの子虫調査
は豚肺虫の感染予測が可能と推測。寄生虫の環
境調査は放牧養豚の牧野管理や健康管理に有
効。 
 

Ⅱ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代謝
障害 
 
279 ． 暑 熱 ス ト レ ス に よ る Bacterial 
translocation を疑う症例：沖縄県北部家保 
松本航平、羽賀淳 
 Bacterial translocation（BT）とは、ストレ
ス等の要因で腸上皮細胞間に隙間が生じ、腸内
細菌等が粘膜下組織へ侵入し、血流等を介して
腸管外臓器に移行する現象である。母豚 530頭
規模一貫経営農場で令和 6 年 8 月に 6～8 週齢
子豚の突然死があり死亡豚 3頭の病性鑑定を実
施した。剖検では全頭で腸間膜リンパ節の暗赤
色化と腫大がみられ、細菌検査で 1頭の心臓と
全頭の腸間膜リンパ節で非病原性大腸菌が分
離、病理検査では腸炎及び腹膜炎の所見と腸管
漿膜面やリンパ節で桿菌塊が確認された。同年
7 月に気温が観測史上最高を記録したため環境
調査を実施し、豚舎内温度が 36℃以上、子豚直
腸温度が 40℃以上であった。暑熱対策により事
故率が減少した。以上の結果から暑熱ストレス
が BT の発生要因である可能性が示唆された。
気候変動により、暑熱ストレスによる BT が起
きる症例の増加が予想される。病性鑑定や現場
指導を病原体の追求に加え、生体側から追及す
ることが重要。 
 

Ⅱ－５ 保健衛生行政 
 
280．県内最大規模養豚農場における防疫計画
策定と分割管理へ向けた取組：宮城県東部家保 
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北勇一朗、鈴木歩 
 養豚農場及び野生イノシシにおける豚熱が
国内で継続確認され、アフリカ豚熱の国内侵入
も懸念されることから、特定家畜伝染病発生時
防疫体制の整備が重要。管内の県内最大規模養
豚農場（12,137頭飼養）でも、防疫計画を随時
更新。当該農場は埋却候補地として、農場敷地
未利用地及び自己所有転作田を確保。転作田に
ついては周辺水田所有者の埋却地利用に関す
る理解醸成は困難で、実効性に乏しい状況。新
たな埋却候補地確保のため、自己所有林地と遊
休農地の活用について検討。豚熱防疫措置に際
しては、人的負担が大きく、農場経営を多大に
圧迫することが問題。そこで、分割管理による
殺処分頭数削減と農場経営上の利点を経営者
へ訴求。分割管理実現へ向け具体の方法を検討
し、従業員の分割専従が困難等の課題を確認。
今後、分割管理について、さらに検討を進め、
防疫体制の整備を推進。 
 
281．管内養豚場の悪臭改善に向けた地域の取
り組み：福島県県北家保 今井直人、原恵 
 住宅と畜産農場の混在化が進む昨今におい
て、畜産業の臭気対策は重要な課題。今回、管
内養豚場での関係機関で連携し実施した取り
組み内容について報告。Ａ農場は母豚 300頭規
模の一貫経営養豚場。Ａ農場所在地区は悪臭防
止法の規制地域に指定。長年、悪臭苦情が継続
し、現在まで家保、市町村、農林事務所、Ａ農
場所在地の自治会が連携して悪臭問題に対応。
農場は対策を講ずるも、大きな好転はみられず。
近年、周辺地域の住宅開発が進み、新規住民よ
り悪臭への不満が発生。農場も含めた関係機関
が情報共有し、対策を考える場として、令和 6
年 8月に「悪臭改善連絡会」が設立。その活動
の一環で、家保は臭気マップを作成し、連絡会
内で共有。臭気の見える化により状況の把握が
可能となり、農場への指導や臭気対策の一助に。
連絡会設置により、課題共有、情報交換が円滑
に行われ、農場の悪臭対策への改善意識が向上。
今後も関係機関と連携し改善に向けて対応。 
 
282．アフリカ豚熱侵入防止のための登山者向
け広報活動：東京都家保 小嶋有美香、南波と
もみ 
 都民のアフリカ豚熱（ASF）知名度向上のため、
マーケティング手法を用いた「伝わる広報」を
実施。STP分析を行い、ASF 国内侵入リスクの中
から「ASF ウイルスを含む食品からの野生イノ
シシ群へのウイルス感染」を選択。選択したリ
スクに対し、都の立場として行うべき広報を検
討。ターゲティングを登山・観光客とし、広報
目的をイノシシ生息地からの食品ごみ持帰り
の徹底と決定。目的達成のため、6W2Hに従い実
施計画を作成。紅葉シーズンの朝の時間帯に、
イノシシ捕獲数が多い地域の登山道最寄り駅
で、ノベルティ配布を実施。配布物は ASF説明
書を同梱したごみ持帰り用ビニール袋とし、外
国人も理解できるよう忍者イラストで 6か国語
を表記。あわせて同日開催のイベント出展も実

施。結果、登山・観光客と推定される当該駅定
期外利用者の約 5割に対し、ASFを周知できた。 
 
283．養豚農家を守るための愛玩豚対応：愛知県
西部家保尾張支所 沼田正純 
 当所管内の愛玩豚は、令和 4年に管内で販売
会社が開業した影響もあり、飼養者数が急増。
豚熱ワクチンの接種戸数・頭数が大幅に増加。
飼養者への対応に関する課題は①飼養者の豚
熱防疫対策等の理解醸成。②愛玩豚のワクチン
接種等の業務量の軽減。③ワクチン接種による
副反応等のリスク対応の構築。対策として①飼
養を開始する際の必要事項をまとめたリーフ
レットの配布。②家保職員以外でも愛玩豚にワ
クチン接種ができるよう、飼育動物診療施設の
獣医師に対する知事認定の促進。③接種前に副
反応リスク等を説明、接種時のストレス緩和を
心掛け、万一の副反応に備え、緊急対応セット
及び対応マニュアルを携行。②による家保業務
量の軽減は十分でないため、飼養者に対する丁
寧な説明により知事認定獣医師によるワクチ
ン接種を促進し、愛玩豚の豚熱感染を防止と畜
産防疫を両立し、畜産振興に努めていく。 
 
284．診察を活用した養豚農場の衛生指導：三重
県北勢家保 佐野公亮、岩澤久美子 
 登録飼養衛生管理者（以下、登録者）による
豚熱ワクチン接種農場では、月 1回以上適切な
ワクチン接種の確認のため、診察を実施。疾病
対策や飼養管理の指導機会であり、診察時に衛
生指導の取り組みを紹介。①継続的な疾病対
策：スス病対策やサルモネラ属菌の消毒方法を
指導。肺炎罹患率が上昇した農場でと畜廃棄デ
ータのグラフ化、呼吸器病ワクチンの見直し等
を実施。②衛生対策の底上げ：すのこやスプレ
ーによる長靴履替場所の明確化、分娩舎内の器
具や長靴の洗浄消毒等を指導。③農場の分割管
理体制の構築：豚舎を新設した農場で衛生管理
向上のため繁殖農場と肥育農場の分割管理を
実施。豚舎建設段階から作業動線、豚の移動方
法等を図面化し、完成後も改善指導を継続。【ま
とめ】豚熱ワクチン接種以前の相談の多くは疾
病発生後の病性鑑定等だったが、疾病予防対策、
衛生指導の相談に変化。今後も、農家と情報共
有し適切な豚熱ワクチン接種の継続と飼養衛
生管理の向上を図る。 
 
285．野生イノシシにおけるアフリカ豚熱発生
を想定した防疫演習：滋賀県家保 野村伸 
 アフリカ豚熱に感染した野生イノシシの死
体が県内の山林で発見されたことを想定し、国
が定める基本方針に従い防疫拠点から死体発
見地点への移動、消毒作業、検体採材、死体の
運搬、埋却までの死体処理を演習により確認。
死亡イノシシ周辺はウイルス濃度が高いと考
えられ、死体や作業場所だけでなく広範囲の消
毒、最大 100㎏超の死体を急傾斜の山間部で運
搬する方法、装備品や人員等について検討が必
要。死体の処理は焼却が望ましいが、焼却施設
への働きかけは未着手。また、埋却溝は重機で
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掘削できる集合埋却地が望ましく、野生動物の
掘り起こし防止のため強固なネットが必要と
推察。これまで対応してきた畜産現場と異なる
防疫対応であり、山間部での厳しい土地条件や
自然環境、さらにイノシシやその他野生動物の
習性等、未知の領域での作業となるため、これ
らに精通した専門家からの助言をもとに実効
性の高い防疫計画を作成予定。 
 
286．京都府内最大養豚場の分割管理による豚
熱発生時のリスク分散：京都府南丹家保 牛島
留理、岡田幸大 
 管内大規模養豚場で豚熱が発生した際に殺
処分対象を最小限に抑えるための分割管理に
取り組んだ。農場は繁殖農場と 2つの肥育分場
の 3農場で構成。ワクチン接種や野生動物侵入
防止柵等の予防対策を実施するも飼養規模が
大きいため発生時の防疫措置に時間を要する。
国の分割管理マニュアルを基に令和 5年 9月よ
り整備を開始。①出荷時に 2農場分の豚を積み
合わせること、②子豚移動時の共同作業、③死
亡豚保管場所の共有等が交差汚染上の課題で
あったため、農場の現状を考慮した管理案を当
所から提示。農場との度重なる協議により、作
業効率よりも発生時のリスク分散を最優先と
する意識改革がされ、国の助言のもと、①接触
防止のための荷台の仕切り板設置と糞尿落下
防止策、②作業中の交差汚染を防ぐ動線を従業
員間で共有、③出入り時の消毒や専用服での作
業等を実施して 2農場間の分割管理の整備が完
了。今後は、現対策の継続と 3農場の分割管理
に向け継続的指導を行う。 
 
287．大規模養豚場と取り組んだ豚熱ワクチン
接種体制の構築：兵庫県姫路家保 栗原秀弥、
中条正樹 
 A農場：繁殖肥育一貫農場、約 6,000頭飼養。
B農場：肥育農場、約 5,700頭飼養、約 80日齢
で豚を導入。両農場とも、豚舎までの動線、注
射針交換時の注射針落下防止と落下時の対応
などマニュアル化。A 農場では免疫付与状況調
査、離乳豚のワクチン接種日齢における移行抗
体検査を実施。その結果、継続接種により、母
豚抗体価のばらつきは縮小。離乳豚のワクチン
接種日齢は、接種時の移行抗体価を確認しなが
ら、当初 52～58 日齢、令和 6 年度には 30～36
日齢まで早期化。免疫付与状況調査では抗体陽
性率 80％以上で推移。B農場では定期的に抗体
検査を実施。導入元での接種に変更後、抗体陽
性率が 70％に低下。再接種の実施と、導入元で
の接種日齢の見直しを指導。以降導入元で 2回
ワクチン接種を行うことで抗体陽性率が 80％
以上に改善。農場主と協議を行い、ワクチン接
種作業のマニュアル化と定期的な抗体価の確
認による、適切なワクチン接種体制を構築。 
 
288．豚熱・アフリカ豚熱の発生に備えた防疫体
制の強化：兵庫県淡路家保 太田起一、永田圭
司 
 令和 5年の管内での豚熱発生時、埋却予定地

が地滑り地域等で利用不可となり、他の埋却地
の検討など防疫措置に影響。管内の地形や地質
を調査したところ、地滑りやため池密集地域等
の課題が判明し、他の養豚農家も埋却処分は困
難と判断。代替方法として移動式レンダリング
装置を検討。昨年の防疫演習では、①複数ある
装置設置候補地の適否を判断し、最適な候補地
で模造装置の設置位置と動線を確認、②必要資
材の確認、役割分担の明確化等で関係機関と情
報共有。発生時の装置設置に備え、①候補地の
土地管理者等への説明と承諾及び、レンダリン
グ生成物処理について関係市と協議、合意など
関係機関と連携強化、②配置図やゾーニングの
修正及び作業スケジュールや必要資材等の運
用方法を盛り込んだ農場毎防疫作業計画のブ
ラッシュアップ等を実施。今回の防疫演習によ
り、レンダリング装置を用いた防疫措置の実効
性を高め体制を強化。 
 
289．豚熱発生予防の取組～豚熱感染拡大期の
荒波の中で～：広島県畜産課 玉野光博、岩﨑
宗弘 
 豚熱感染拡大期の取組としてリスク管理を
方針としリスクを見える化した上で発生予防
対策（養豚、環境）を実施。養豚では防護柵の
全戸設置支援、飼養管理の一斉点検、ワクチン
接種体制構築、ワクチン接種適期推定システム
（システム）の導入、基本行動動画・冊子（7カ
国語）の作成と研修会を実施、環境ではサーベ
イランス体制の構築、経口ワクチン協議会の設
立、ジビエ検討会を設置。取組から関係者との
情報共有、ワクチン接種効果の更なる向上、農
場毎の具体的な飼養管理対策の設定が課題。養
豚農場へのウイルス侵入リスクは今後も高い
と推測、感染機会をなくすために農場関係者の
基本行動の徹底、野生動物に対する農場毎の対
応マニュアルの作成が、個体の抵抗力の底上げ
として各農場のワクチン接種体制の具体的な
確認指導、ワクチン接種手技・接種適期の確認、
システムの検証が必要。 
 
290．県央地域における野生イノシシのサーベ
イランス強化の取組みと豚疾病浸潤状況調査：
長崎県中央家保 牧野央孝、元村泰彦 
 令和 6年 6月に佐賀県で豚熱（CSF）の野生イ
ノシシへの感染を確認。野生イノシシサーベイ
ランス強化のため、関係者と連携した取組と野
生イノシシの疾病浸潤状況調査を実施。検査頭
数増への対応のため、管内市町、4 猟友会及び
ジビエ処理施設 6施設に協力依頼。市町には定
期的に捕獲状況を確認し検体を受取。さらに職
員の採材が困難な検体を家保で採材実施する
体制を構築。ジビエ施設は 2施設が検体提供に
協力。定期的な検体受取体制を整備。取組の結
果、検査頭数は前年度 77 頭から今年度 340 頭
に増加。CSF、アフリカ豚熱すべて陰性。さらに
余剰血清 289 検体の豚疾病浸潤状況調査では、
288検体で豚丹毒、219検体で豚胸膜肺炎、3検
体で豚繁殖・呼吸障害症候群の抗体陽性確認。
検査結果は養豚場衛生対策や疾病発生防止取
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組に活用。サーベイランスの強化継続のため、
更なる関係者との連携を構築予定。捕獲や狩猟
を行う関係者への感染防止対策の啓発や注意
喚起も必要。 
 
291．県内最大の養豚地域における豚熱ワクチ
ン接種体制の構築：熊本県城北家保 𠮷𠮷川友晃、
前淵耕平 
 管内の豚飼養状況は 81 農場約 183,000 頭と
県内の約 52％。家保職員が不足する現状の中、
迅速なワクチン接種のための体制構築が必要。
家保作業部会による各種実施要領作成及び立
入巡回による農場認定要件確認を事前に完了。
説明会の複数開催により農家と密なコミュニ
ケーション形成を図り、接種への理解醸成及び
協力体制を構築。接種に係る申請手続きの事務
支援を実施し、手続き完了まで誘導。所内事務
処理について複数職員で担当農場を割り振り、
農場毎の進捗状況を見える化することで業務
の遅延を防止。これらの取り組みにより 73農場
291 名の登録飼養衛生管理者を確保し、初回接
種を迅速に完了。その後も、運用において明ら
かになった課題について検討を重ね、令和 6年
3 月に各種実施要領を改訂。今後も改善を図り
ながら持続可能な接種体制を維持していく。 
 
292．野生いのししにおけるアフリカ豚熱防疫
対応のための演習と課題：沖縄県北部家保 嶺
井裕子、平野悠子 
 アフリカ豚熱（ASF）は、豚やいのししに感染
する致死率の高い海外伝染病である。今回、県
内で初めて野生いのししにおける ASF防疫演習
を実施した。まず、リスクコミュニケーション
演習を行い、ASF 侵入防止対策や最新知見につ
いて講習会を開催した。さらに、県有林で ASF
感染疑いの死亡いのししが発見されたと想定
し、消毒ポイントの設置、積極的死体捜索や死
体処理等の実地演習を行った。演習を通して、
ASF に関する知識や防疫対応の具体的イメージ
が関係機関と共有され、連携体制が強化された。
一方で、作業者の衛生知識の差や作業手順のマ
ニュアル化等の防疫作業上の課題や、ハブ対策
など地域特有の課題が見つかった。今後はこれ
らの課題を解決するため、より具体的な防疫対
応計画を策定する。さらに、幅広い関係者を巻
き込んだ演習を継続的に実施し、防疫体制の強
化に努める。 
 

Ⅱ－６ 畜産技術 
 
293．家族経営養豚場での母豚の背脂肪厚を指
標とした飼養管理技術の向上支援：山形県庄内
家保 川久保和希 
 令和 3年から、繁殖成績に課題が認められた
家族経営養豚場（母豚 80頭飼養規模、一貫）に
おいて、家保は普及課と共同で、母豚の背脂肪
厚（BF）を指標とした飼養管理技術の向上を支
援。母豚延べ 89頭の繁殖ステージ毎（妊娠鑑定
（妊鑑）時、種付け後約 40 日・60 日、分娩前、
離乳後）に BFを測定。給餌量や繁殖成績との関

連性を調査。妊鑑時の給餌量増加（0.2～0.8kg/
日）で分娩前 BF は増加。BF の農場中央値は、
令和 5年で 15.5mm、令和 6年 16.3mm。また妊鑑
時 BFが 13mm 未満の群では、分娩前までに給餌
量あたり 3.6mm増加、13mm以上の群では 8.4mm
増加。受胎率は、離乳後 BFが 13mm未満で 70.3%、
13mm-16mm で 95.4%、17mm 以上で 57.1%。BF を
指標とした給餌量の変更による取組み後、受胎
率が改善。結果、BF測定は客観的な評価となり
飼養技術向上へ。家族経営体が約半数を占める
管内養豚場において、農家や関係者との対話を
密にし、人づくりへ繋ぐ。 
 
294．管内養豚農場の繁殖管理実態：静岡県西部
家保 志田智子、柴田昌利 
 【はじめに】近年、生産コストの増加により
養豚経営は一層の効率化が必要。一方、海外で
開発された繁殖性に優れる種豚を利用する農
家も徐々に増加。養豚経営の底上げを図るため、
繁殖管理実態調査を実施。【方法】管内の一貫経
営 22 戸及び繁殖経営 5 戸へ調査票に基づき聞
取り調査を実施。併せて定期報告や巡回時に聞
取った情報を集計し、関連性を解析。【結果及び
考察】種豚の種類及び導入方法により利用する
飼養技術に傾向が認められ、利用種豚に経営の
方向性が反映されていると推測。繁殖に関わる
記録は飼養頭数が大きい程項目数が多く、繁殖
管理の計数管理が重視されていると推測。死亡
頭数や種豚廃用理由等、損失に係わる情報は記
録されている割合が低く十分に経営に活かさ
れていない可能性が示唆。【まとめ】一元的に技
術目標を定めるのではなく、利用種豚や経営方
針に合わせた繁殖管理指導を行うことや、記録
をどのように活かすのかも含めた指導が必要。 
 

Ⅱ－７ その他 
 
295．管内養豚場の分割管理への取組状況：栃木
県県央家保 赤間京子、濱谷景祐 
 管内での豚熱発生に備え、分割管理を推進。
本県の推進対象農場として管内 11 経営体を抽
出、分割案を提示。殺処分範囲の限定が見込め
た A～F の 6 経営体を検討農場とし、実現可能
な分割方法の検討や現地確認を実施。結果、Aは
飼養管理者の担当農場を限定し、必要な施設整
備を開始。B は飼養管理者を農場ごとに専任と
するため、従業員の教育を計画。A 及び B では
分割前と比べ殺処分頭数が 30～70%低減する見
込みで、繁殖豚の維持又は肥育豚の飼養継続が
可能。C 及び F は解決すべき課題が多く、中長
期的に分割方法を模索。D 及び E は施設整備や
人員確保が困難で取組を断念。以上から、分割
管理は殺処分範囲の限定により速やかな経営
再開につながる一方、課題が多く、ほとんどの
農場が取り組めないことが判明。今後、分割管
理が可能な農場への指導継続とともに、関係者
等に情報共有し、ワクチンによる防御を考慮し
た殺処分範囲の見直し等の検討継続が必要。 
 
296．野生いのししのアフリカ豚熱陽性確認時
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に係る通行制限等の実施方法の検討：埼玉県川
越家保 高橋友希、春山優唯 
 野生いのししでのアフリカ豚熱感染確認時、
国の「野生いのししにおけるアフリカ豚熱の浸
潤状況の的確な把握と感染拡大防止のための
基本方針」に基づき防疫対応。令和６年の県机
上演習の発生想定地点について現地調査し、通
行制限及び消毒ポイントの設置・運営方法を検
討。登山道の通行制限箇所選定に適した地図を
検証した結果、市販の登山地図（昭文社「山と
高原地図」）が最適。通信圏外では地点登録、移
動経路の記録が可能な登山用 GPS アプリ
（Geographica）が有用。林道は作業道手前の公
道から通行制限可能。登山道の通行制限は地権
者の許可取得方法や登山者が多い山で通行制
限する際の効果的な広報が課題。消毒ポイント
については、関係車両は動力噴霧器による車両
消毒、一般車両は消毒マットによるタイヤ消毒、
入山者は手指・靴底消毒が適切。課題は水や消
毒薬の補充方法、入山者への消毒実施の周知方
法。今後は課題解決に向け、関係者を交えた検
討を進める。 
 
297．管内養豚場のネズミ防除 IPM プログラム
の有用性及び運用可否の評価：静岡県東部家保 
福澤涼子、平井亮 
 現地確認及び聞き取りにより、ネズミ生息状
況及び農場でのネズミ駆除方法を調査。結果を
基に、農場主と効果的な駆除方法を検討、緊急
的なネズミ駆除を実施。短期モニタリング指標
（餌箱内のネズミ糞の有無、ネズミ目撃頻度）
と組み合わせ維持管理水準を設定、IPM プログ
ラムを作成・運用。再度、現地確認及び聞き取
りを実施。維持管理水準は措置水準以下で維持
され、農場主から今後も継続的に運用していく
と回答。長期モニタリング指標として飼料損失
額を算出、今後も年度単位で継続的に評価。当
該農場ではネズミ生息状況に応じた駆除方法
を検討できず、費用負担の増大が、駆除意欲の
低下、ネズミ生息数増加の要因。農場での自主
的なネズミ管理が困難な場合、農場の意向を汲
み取った防除計画の提案および伴走支援の実
施、農場主の適切な防除方法の習得により、有
用な IPMプログラム作成と、継続的な運用が可
能と考察。 
 
298．余剰食品を給与する管内養豚農家の繁殖
成績への影響：和歌山県紀南家保 小松希、藤
原美華 
 余剰食品を給与する管内養豚農家において、
母豚繁殖成績と新生子豚育成率の悪化が継続。
2022年 2月～2024年 8月の母豚 A～F群を、採
材時期で冬季 W群と夏季 S群、給与飼料の違い
でビタミンプレミックス(PM)0.3％添加納豆配
合の N 群と PM0.1％添加納豆未配合の O 群に分
け、産子数、育成率、血中 Vit.E 濃度と血清生
化学的検査結果を 2元配置分散分析。産子数は
W群より S群が高く、O群より N群が高い傾向。
育成率は、W群より S群が高く(P<0.05)、O群よ
り N群が高かった(P<0.05)。血中 Vit.E濃度は、

S 群より W 群が高く、O 群より N 群が高かった
が、交互作用も有意。Tcho は O群よりも N群が
高かった(P＜0.01)。Tcho と Vit.E 濃度に、や
や相関が認められた(R2=0.14,P＜0.01)。調査
から当該農場では納豆配合により、飼料摂取量、
血中 Vit.E濃度の上昇、産子数、育成率が上昇
したと考察。今後も、季節性を考えた飼料設計、
飼養管理の調査と指導を継続する。 
 
299．抗体検査を利用した養豚農家の衛生指導：
鳥取県倉吉家保 柄裕子 
 養豚農家では、豚熱など特定家畜伝染病の防
疫が重視されているが、その他の感染性疾病の
抗体検査の実施は減少。これまで、3 農場にお
いて抗体検査を利用した衛生指導を実施。A 農
場は肺炎を伴う病性鑑定が複数回あり、鼻甲介
の萎縮を確認し、萎縮性鼻炎（AR）ワクチンを
使用開始。翌年には、鼻甲介の萎縮は改善、抗
体検査により、抗体保有状況を確認。B 農場は
と場出荷豚で豚丹毒が発生。農場では抗体価に
ばらつきがみられたため、ワクチン接種方法を
変更。その後抗体価のばらつきは改善、豚丹毒
の発生も終息。C 農場は豚胸膜肺炎の急性感染
で多数の豚が死亡。終息後、抗体検査で農場の
抗体保有状況を調査。豚胸膜肺炎と豚丹毒の抗
体検査試薬は販売中止、現在、豚丹毒抗体検査
は生菌を使用。ARの検査試薬も R6年販売中止。
発生の可能性が高く、経済的損失のある疾病に
も関わらず、検査試薬が販売中止となり、今後
の抗体検査を用いた衛生指導に影響すること
を懸念。 
 
300．豚熱発生に備えた実践的な埋却計画の取
組：岡山県高梁家保 田中成枝、牧野俊英 
 令和 6年 2月に県内初の豚熱陽性のイノシシ
が確認され、同年 12 月現在、31 例に増加。こ
の状況下で豚熱発生に備えた埋却地確保は急
務であることから、今回、実効性のある埋却計
画を作成する為に豚農場の埋却予定地の試掘
を実施。その結果、①条件を満たす埋却地確保
の困難さ（埋却容量の確保、土質や湧水等）②
埋却地までの通行ルートや運搬方法の確認不
足③埋却時の人員や重機等の資材の算定不足
④農場側の防疫に対する平時からの準備不足
などの課題が判明。さらに、農場や関係機関と
の協力体制の構築や付近住民への理解の醸成
が非常に重要であると再認識。この結果を踏ま
え、平時から①埋却計画のブラッシュアップ②
農場側の防疫に対する意識を高める指導や支
援の積極的実施③関係機関との連携強化④埋
却を実施した豚熱発生県との情報交換等を行
うことで、より実践的な埋却計画の作成が必要。
引き続き、発生時に備えた取り組みを継続して
いく。 
 
301．異常豚通報事例と暑熱期における豚熱防
疫対応の課題検討：岡山県高梁家保 森眞理子、
西淳子 
 令和 6年 8月、肥育豚（約 110日齢）が急性
の死亡、発熱、元気消失等を呈したため管内農
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場から家保に通報。異常豚通報として関係機関
に連絡後、当農場に移動自粛を要請し立入検査
を実施。家保の血液検査で白血球数減少無し、
好中球の核の左方移動無し、Ht値・Na・Cl が上
昇し極度の脱水が示唆。病性鑑定課の PCR検査
で 10 頭中 1 頭の扁桃がワクチン株陽性、他全
て陰性のため豚熱を否定。且つ発症豚房の飲水
設備の不具合が判明し、飲水量不足による熱中
症と診断。今回の立入検査において、酷暑下で
の現場の検査及び調査等は家保職員であって
もその作業性が顕著に低下。そのため防疫作業
に不慣れな一般動員者の暑熱対策として作業
時間帯やシフト短縮等の計画変更の必要性が
浮上。後日、暑熱期における課題を所内で整理
し、口蹄疫等検討部会で共有・検討。暑熱期の
豚熱防疫対応の基本的な考えが整理されたも
のの、引き続き検討を要する課題が多く、今後
も継続協議していく必要がある。 
 
302．豚熱の防疫作業と並行して進めた豚熱ワ
クチン接種体制の整備：佐賀県中部家保 村田
香、野田由美 
 R5.8 月末の県内での豚熱発生に伴い、9/5に
九州 7県が豚熱ワクチン（ワクチン）接種推奨
地域に指定。県は 9/12 に飼養豚へのワクチン
接種命令を発出、9/19 からの接種開始を決定。
本県は R4年度から家畜防疫員（防疫員）による
県内全農場でのワクチン初回接種計画を作成
していたが、発生農場での防疫作業と県内全農
場での防疫員によるワクチン接種の並行実施
が困難となったため、畜産課と追跡・検診係が
中心となり、知事認定獣医師及び登録飼養衛生
管理者によるワクチン接種制度を活用した以
下の体制を整備：1.接種者の認定・登録、2.農
場の認定、3.ワクチン使用許可、4.ワクチンの
受渡し・接種票交付、5.と畜場での交差汚染防
止対策の確認。10/4 までに県内全 33 農場、約
66,000 頭の初回接種を完了。本県では、発生農
場の防疫作業と並行して少人数の防疫員でワ
クチン接種体制の整備も進め、関係機関と連携
し、短期間で円滑にワクチン初回接種を実施。 
 
303．養豚場の排水対策指導事例：佐賀県西部家
保 平野美和、一戸夏美 
 養豚農場 2 件で令和 3 年 10 月に河川への汚
水放流及び悪臭の苦情があり、水質汚濁防止法
に基づく排水検査を実施。A 農場は生物化学的
酸素要求量、浮遊物質量、全窒素含有量（T-N）、
B 農場は T-N が基準値超過。応急措置として①
曝気槽の汚泥量調整、②曝気槽の保温、③放流
水への塩素投入、④管理台帳の共有を実施後、
A 農場は①曝気槽の増設、②ブロアーの調整、
③既存施設を利用した沈殿槽の増設、④連続曝
気から間欠曝気へ変更、⑤希釈水確保のための
施設整備を実施。B 農場は①脱水機の増設、②
曝気の調整、③希釈水確保のための施設整備を
実施。令和 5 年 4 月に A 農場、8 月に B 農場で
行政検査を実施し基準値内を確認。6月及び 11
月に排水処理施設の改善報告書及び水質汚濁
防止法変更届出を保健所が受理。1 年間の管理

台帳の確認を経て対策完了。農家の積極的対応
と関係機関の連携により完遂。基準値改正によ
る同様の事例に備え、関係機関と協力体制を維
持。 
 
304．５２年振りの豚熱発生に伴う防疫措置の
課題と対応：佐賀県北部家保 田中裕梨、園部
深雪 
 令和 5年 8月唐津市の 2養豚農場において県
内 52 年振りに豚熱が発生。防疫措置の課題と
対応、措置後の改善を検討。①不十分な連絡・
情報共有：農場内連絡体制不備のため情報共有
不足。トランシーバー導入等で対応。②交差汚
染防止の不徹底：農場外テントで交差汚染の可
能性があり、再設営し防止。③殺処分時間の遅
延：備蓄の針は薬液注射困難、太い径の留置針
導入。④滲出液の河川流出：埋却地下部法面か
ら血様滲出液流出。溜桝貯留で河川流出防止後、
産廃処理。⑤悪天候：暑熱・豪雨で作業中断、
大型扇風機等導入し休憩所確保。防疫措置後の
会議で連絡体制整備、防疫資材追加、農場外テ
ント設営時の点検等各班マニュアル改正。改め
て埋却地調査を実施し再精査、移動式レンダリ
ング装置活用検討。防疫措置の課題を精査・改
善し伝染病発生への備えを強化。農家巡回・注
意喚起・適切な豚熱ワクチン接種等飼養衛生管
理指導を徹底し家畜伝染病発生防止に努める。 
 
305．豚熱及びアフリカ豚熱の発生を想定した
管内養豚農場の防疫対応計画の策定：宮崎県延
岡家保 遠矢宏美 岐本博紀 
 豚熱及びアフリカ豚熱発生による殺処分を
想定した管内養豚農場全ての事前調査を実施。
農場巡回時に農場内の普段の豚の動線や豚舎
間の通路の幅、埋却地までの道幅や距離を確認
後、宮崎県口蹄疫防疫マニュアルに基づき事前
調査票及び農場の平面図に殺処分レイアウト
（現地テント設置場所、農場出入口、殺処分場
所、殺処分方法及び人や重機の動線）を作成。
管内養豚農場の構造の共通の問題点として、飼
養衛生管理区域内の通路や豚舎間が狭く、高低
差があり、殺処分場所の確保や殺処分後の搬出
が難しいことが挙げられたため、特装ダンプ車
を用いた炭酸ガスによる安楽殺をメインに行
い、小型車両・重機を使用して搬出することを
想定。今後は現地テントの設置場所の確保が課
題。養豚農場は規模や構造によって殺処分レイ
アウトが大きく異なる。今回の調査で得られた
知見をマニュアル化することで殺処分未経験
の家畜防疫員でも遅滞なく現地調査が行える
よう体制を整える。 
 
306．豚熱ワクチン接種に係る登録飼養衛生管
理者養成に関する取組：宮崎県都城家保 上西
鋼騎、伊藤学志 
 令和 6 年 8 月、佐賀県の農場で豚熱の発生。
本県が豚熱ワクチン接種推奨地域に追加され、
9月 27日、ワクチン接種開始。当所の所管地域
は養豚密集地域のため、早期のワクチン接種完
了が困難。初回接種から登録飼養衛生管理者
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（登録管理者）を主体とした接種の取組を報告。
9 月 1 日から登録管理者研修会（研修会）を開
始。時間帯は午前午後の 2回、会場は当所を含
む計 3か所設定、大規模経営体 4戸は農場で研
修実施。ワクチン接種開始日までに計 14 回開
催、294 名の登録管理者を確保。フォローアッ
プ研修（FU 研修）は県庁 HP、YouTube を活用。
各自で受講後、報告書を提出する形式。多くの
農場で十分な免疫付与を確認、適切なワクチン
接種と推察。不十分な農場 1 戸は FU 研修の一
環で聞き取り、実演指導実施。課題は登録管理
者の変更の把握、各自受講の FU 研修による理
解度低下の可能性。登録管理者の知識及び技術
レベル向上は重要。体制作りや研修会の充実、
農場巡回時の重点的な指導など継続して取り
組む。 
 
307．養豚密集地域における豚熱免疫付与状況
等確認検査の対応：宮崎県都城家保 伊藤学志、
上西鋼騎 
 宮崎県では母豚が飼養されている農場を対
象に、１回目の免疫付与状況等確認検査（以下、
本検査）を実施。当所が所管する西諸県・北諸
県地域は養豚密集地域であり、検査対象農場数
は 90 農場に上り、本検査に係る採血や抗体検
査などが多大な対応となった。当所では若手職
員を積極的に動員し、採血技術や保定技術の向
上を図った。また、採血による立入機会を活用
し、飼養衛生管理基準遵守の指導を行った。当
所のエライザ検査をすべて臨床検査技師が実
施することで、獣医師職員が採血及び農場指導
等の業務に注力できる体制を構築。群として十
分に免疫付与されたと判断した農場は、90農場
中 89農場だった。子豚の接種適期の算定では、
哺乳期から離乳前後が適期とされた農場の割
合が最も多かった。今後は地域の研修会等を通
して、農場や管理獣医師に検査結果を丁寧に説
明し、養豚農場への適時適切なワクチン接種の
指導を行う必要がある。 
 
308．移動式レンダリング装置を用いた防疫演
習概要と活用の可能性：鹿児島県曽於家保 久
保玲奈 
 移動式レンダリング装置を用いた防疫演習
を実施し、活用の可能性と課題を検討。本装置
は、破砕ユニットや殺菌ユニットを含む 4つの
ユニットで構成され、高温により病原体を不活
化。豚で2,000頭/24時間の処理能力を有する。
演習では、本装置を利用した豚死体の処理等を
実演型で実施。課題として「迅速性」と「設置
場所の確保」の 2点が判明。演習後、管内の本
装置利用をシミュレート。①広大で硬質な土地
②稼働までの時間③処理に係る膨大な資材④
装置の輸送手段⑤専門的人材の確保⑥生成物
の処理（焼却又は埋却が必須）等の課題が更に
判明。特に管内には利用可能な焼却施設がなく、
装置利用によって更に広大な埋却地が必要と
なるため、装置利用の可能性は低いと思われる。
一方、埋却地を確保できない都市部では、焼却
施設の利用可能性も含め、本装置の活用を検証

していく必要がある。今後、本装置を利用でき
ない管内では、迅速な防疫措置実施のため、関
係機関と協力し、引き続き市町公有地も含めた
埋却地の確保について協議を重ね検討してい
きたい。 
 
309．中南部地域における特定家畜伝染病発生
時の家畜死体処理の検討：沖縄県中央家保 小
田葉子、宮良あゆみ 
 本県では令和 2 年に豚熱、令和 4 年に 12 月
に高病原性鳥インフルエンザが発生。周辺国で
のアフリカ豚熱発生拡大のため、侵入防止対策
として農場にチラシ配布。養豚農場の防疫計画
も見直し、埋却候補地未確保農場多数が判明。
埋却の代替手段で①移動式レンダリング装置
の利用②化製場内死亡牛処理施設の活用を検
討。①移動式レンダリング装置は設置条件が
様々あり、中城湾港埋立地等を設置候補地とし
て関係部署と調整したが、埋立地やバースなど
いずれも設置不可。面積的には当所に設置可能。
②化製場内死亡牛処理施設の活用は化製場や
隣接と畜場の業務に影響ないよう交差汚染防
止対策が必要。食肉・化製処理業者の理解と協
力得るため意見交換を実施。焼埋却や移動式レ
ンダリング装置の課題への理解が得られたが
業者は風評被害の影響を強く懸念。特定家畜伝
染病防疫指針改正で家畜所有者に第一義的責
任あり、手当金減額の可能性。今後は埋却代替
で移動式レンダリング装置、化製処理施設、焼
却施設を複合的に活用。業者の風評被害懸念払
拭し、行政と民間一体となった問題解決が重要。 
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Ⅲ 鶏の衛生 
 
Ⅲ－１ ウイルス性疾病 
 
310．大規模肉用鶏農場における農場の分割管
理の導入：岩手県県北家保 小澤大地、大山貴
行 
 令和 4 年 8 月、管内の国内希少種約 38 万羽
を飼養する 1大規模肉用鶏農場から、農場分割
管理の導入の相談を受理。農林水産省の対応マ
ニュアルが示される前であったため、交差汚染
防止を主眼に分割管理の計画案を農場と検討。
同省との協議において、当該農場の分割管理の
主な課題は①従業員等の動線の交差、②同一の
死亡鶏一時保管場所を使用、③同一の堆肥処理
施設を使用、④埋却候補地の不足、⑤高病原性
鳥インフルエンザ発生時の防疫作業動線の交
差の 5 点。これらを解決すべく防護壁の新設、
動線の整理等を実施。結果、令和 6年 2月、約
17 万羽及び約 21 万羽を飼養する 2 農場への分
割を達成。本取組は県内初。本病が発生した場
合の殺処分による損失の軽減及び国内希少種
のコマーシャル生産の維持に寄与。 
 
311．採卵鶏育雛場における鶏伝染性気管支炎
ウイルス感染動向調査：岩手県中央家保 鈴木
千尋、鈴木和美、多田成克、福成和博 
 S95 株に近縁な鶏伝染性気管支炎ウイルス
（IBV）を原因とする腎炎型 IBの対策は全国的
に苦慮。14 棟 20 万羽の 1 採卵育雛場において
19～27 日齢の 4 群で IB 発生。当該農場の IBV
感染動向調査のため、2 種鶏場に由来する 3 種
（白、ピンク、赤玉鶏）8群について、入雛から
44日齢まで経時的に IBV抗体検査（ELISA及び
S95 近縁株を用いた中和試験）を実施。結果、
初生雛の平均 ELISA値 0.85～3.39、幾何平均抗
体価 21～312 倍で、多くの群は 14～23 日齢で
移行抗体が消失。調査中に白玉鶏以外の 4群中
3群で移行抗体消失又は低下後に IB 発生。白玉
鶏 4群は移行抗体消失後も抗体は低値で推移し、
本病未発生。以上から、移行抗体及び若齢時接
種ワクチン（S95株）では早期の IB発症を防御
できないことが示唆。本病発生には鶏種の IBV
抗病性の差と推測。本病の予防は移行抗体消失
前に IBVを侵入させない対策が重要。 
 
312．令和 2 年度から 6 年度における高病原性
鳥インフルエンザ発生時の検査対応：茨城県県
北家保 大矢祥子、川西菜穂子 
 令和 2年度から 6年度に県内 9農場で高病原
性鳥インフルエンザ（HPAI）が発生。発生農場
検査で 212検体の簡易検査、遺伝子検査、ウイ
ルス分離検査を実施、全ての検査結果が一致し
た検体は 86%。令和 4 年度の 1 例目から 3 例目
の発生では、移動制限区域内農場の家きん卵出
荷のための検査（リアルタイム PCR）で非特異
反応を確認。即時の結果判定が困難となり、2代
目ウイルス分離検査の結果をもって総合的に
陰性と判断されたが、通常より 4日間出荷制限
が延長。4 例目以降は再購入したプライマー、

プローブを用いて検査を実施、非特異反応は確
認されず、出荷制限を最小限に抑えた。毎年、
HPAI発生シーズン前にプライマー、プローブを
新規購入、事前検証を実施しているが、これま
で非特異反応は確認されていない。不測の事態
に対応するために、試薬等の管理徹底、精度管
理による信頼性の確保をもって、迅速な検査体
制の維持に努めたい。 
 
313．県内の鶏伝染性気管支炎発生傾向と発生
防御対策の考察：埼玉県中央家保 岡志保、小
泉舜史郞 
 鶏伝染性気管支炎（IB）の発生防御には発生
傾向把握が重要。2015～2024年病性鑑定 8事例
の鶏伝染性気管支炎ウイルス（IBV）遺伝子系統
樹解析を実施、遺伝子型と疫学情報から県内の
傾向と防御対策を考察。遺伝子型は JP-Ⅰ～Ⅳ・
4/91・Mass 型と幅広く、JP-Ⅰ型は S95・C-78近
縁株に大別。2015～2017 年は Mass 型を除く全
型、2020 年以降は S95 近縁株主体。JP-Ⅰ型は
県北部中心、S95 近縁株は特定地域に集中。症
状は、全型で死亡率上昇、JP-Ⅰ・Ⅱ・Ⅳ型で呼
吸器症状、Mass 型で頭部腫脹。S95近縁株で腎
臓腫大 4事例、細菌混合感染 4事例確認。発症
日齢は 90日齢以降主体、S95近縁株は 39～166
日齢とばらつき。接種ワクチンは 5事例で検出
IBVと遺伝子型不一致、S95近縁株 3事例で S95
接種済。接種鶏の IB 発症要因は接種時期や免
疫獲得ばらつきと推察。県内 IB発生防御は、幅
広い遺伝子型のワクチン選択、S95 近縁株集中
地域は幼雛期接種や追加接種が有効と考察。同
時に衛生管理徹底が必要。 
 
314．採卵鶏農場で発生した細網内皮症ウイル
スのゲノム全長の挿入が考えられた混合型鶏
痘：埼玉県中央家保 松本裕治、服部七星 
 本県で細網内皮症ウイルス（REV）のゲノムが
挿入された鶏痘ウイルス（FPV）による鶏痘の発
生あり。採卵鶏農場から死亡羽数増加の通報。
死亡鶏 3羽を用いて病性鑑定を実施。当該鶏は
初生及び 50 日齢で FPV ワクチン接種済み。剖
検では、全羽でワクモ寄生、肉冠の白色化、咽
喉頭及び気管腔内に乳白色チーズ様物貯留、2
羽で肉冠の丘疹形成を確認。病理組織学的検査
では、全羽で気管上皮細胞、2 羽で気管支上皮
細胞、1 羽で肉冠の有棘細胞の増生、風船様変
性及びボリンゲル小体形成を確認。全羽で脾臓
のリンパ球減少を確認。ウイルス学的検査で、
全羽の気管及び 2羽の肉冠から FPVを分離。FPV
に REVのゲノム全長の挿入が示唆。本症例では、
粘膜及び皮膚において鶏痘で一般的にみられ
る病理所見を確認。REV 感染による免疫細胞の
消失等の既報から、脾臓のリンパ球減少は REV
の影響と推察。鶏痘発症はワクモ寄生によるス
トレス及び REV感染による免疫力低下の影響と
推察。 
 
315．新潟県内で発生した高病原性鳥インフル
エンザの病理学的検索：新潟県中央家保 本間
裕一、佐藤圭介 
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 新潟県内における高病原性鳥インフルエン
ザ(以下HPAI)は、平成 28年 2事例(H5N6亜型)、
令和４年度５事例(H5N1亜型)、令和６年度２事
例(H5N1 亜型)、現在まで計 9事例発生。各事例
について病性鑑定に供した生鶏及び死亡鶏に
ついて剖検を全羽で実施。各事例、簡易検査陽
性を示した数羽の臓器について、ヘマトキシリ
ン・エオジン染色(以下 HE)、併せてマウス抗イ
ンフルエンザ A(以下 IAV)抗体(NP)を用いた免
疫染色(以下 IHC)を実施。剖検所見では外貌で
著変はみられず、内景所見では肝臓の退色や脆
弱が高率にみられ、脾臓の白斑形成は令和 6年
度 2事例に高率に認められた。病理組織学的検
査では、共通して肺、脾臓、肝臓、脳及び腸管
粘膜固有層に壊死巣の形成が高率に認められ
た。分離ウイルスの亜型による病変形成の明確
な違いは認められず。IHC では壊死病変部に一
致して IAV抗原を確認。一方、病変がみられな
かった腎臓、膵臓、卵管及び血管内皮細胞に IAV
抗原を確認。IHC により IAV 抗原分布が明らか
となり、血行性に IAV が諸臓器に広がったもの
と示唆された。 
 
316．高病原性鳥インフルエンザ発生農場にお
ける事業再開に向けた取組：新潟県上越家保 
竹内智胤、篠川温 
 令和 5年 1月 13日、約 10.4 万羽飼養の採卵
養鶏場で高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）が
発生。1月 17日に防疫措置を完了。令和 5年 3
月に家保より事業再開に必要な改善事項を提
示し、協議を開始。埋却地の取得、衛生管理区
域の見直しと立ち入る際の衛生対策等につい
て農場と家保間で協議。経営者の意向により事
業再開は HPAI発生当時の鶏舎 17 棟から 6棟に
限定し、飼養規模を 12 万羽から 4.4 万羽へ縮
小。新たに確保した埋却地は鶏舎跡地の基礎を
撤去、整地して充当。野生動物の侵入防止、ネ
ズミ対策には、施設の改修を徹底、家保は概ね
1か月毎に訪問し、都度改善指導を実施。令和 5
年 10 月に鶏舎環境およびモニター家きんで行
った検査で鳥インフルエンザウイルス陰性。令
和 5 年 11 月に事業再開。経年劣化が著しい農
場の事業再開は飼養衛生管理基準に合致する
ためのハード面の改修、維持に多くの労力を割
く必要。農場の改善意識は高まり、ソフト面で
もカバーが必要。今後も飼養衛生管理基準を遵
守するための指導継続が必要。 
 
317．管内採卵鶏農場の鶏脳脊髄炎発生報告：富
山県西部家保 長澤健太 
 採卵鶏約 14 万羽を飼養する農場にて導入直
後の大雛 1羽に衰弱がみられたため病性鑑定を
実施。剖検で十二指腸粘膜の充うっ血、盲腸の
軽度腫大を観察。細菌検査にて有意菌分離なし、
ウイルス検査で鶏脳脊髄炎ウイルス遺伝子検
査陽性。寄生虫検査にて盲腸便でコクシジウム
を 908 万 OPG 検出、遺伝子検査にて Eimeria 
tenella、Eimeria necatrix が陽性。病理組織
検査で中脳、橋に首座して神経細胞の中心性色
質融解、リンパ球主体の囲管性細胞浸潤を認め、

盲腸で重度のコクシジウム寄生を確認。以上の
結果より本症例を鶏脳脊髄炎（AE）と鶏コクシ
ジウム病と診断。大雛での AE 発症要因として
は、ワクチン接種による十分な免疫獲得ができ
なかったこと、コクシジウム性腸炎により抵抗
力が低下し易感染性状態であったことと推察。
引き続き AE ワクチン接種鶏群の導入、オール
アウト後の鶏舎消毒の徹底を指導、再発防止に
努める。 
 
318．県内採卵鶏農場で分離された鶏伝染性気
管支炎ウイルスの遺伝学的解析：山梨県東部家
保 坂本安由美、牛山市忠 
 令和 5 年 12 月、18 万羽飼養農場で 160 日齢
の採卵鶏の死亡羽数増加。死亡鶏 6羽で病性鑑
定を実施。全羽の腎臓及び 2羽のクロアカスワ
ブで鶏伝染性気管支炎ウイルス（IBV）分離陽性。
病理組織学的検査で間質性腎炎及び IBV抗原確
認。以上より、鶏伝染性気管支炎（IB）腎炎型
と診断。本県では平成 21 年以来の発生。分離
IBV は S1 遺伝子型別で JP-I 型に分類、S95 ワ
クチン株と近縁。本農場は S95ワクチン非接種。
アミノ酸配列がワクチン株と異なり、ウイルス
分離時に鶏胚腎臓の褪色・軽度な腫大を認めた
ことから、分離 IBV は野外株の可能性が示唆。
分離 IBVの S2遺伝子はグループ 6bに分類、S95
ワクチン株の一部と 100%配列一致。JP-I型・グ
ループ 6bは、近年全国的に IB腎炎型からの分
離報告あり、本事例も同様。分子系統樹解析で、
分離 IBVは、過去の本県分離株とは遺伝学的に
異なると判明。野外流行株が本県に侵入した可
能性が示唆。 
 
319．岐阜県内の肉用鶏農場で初めて発生した
高病原性鳥インフルエンザの防疫措置：岐阜県
中央家保 内藤優子、林登 
 令和 6年 1月、県内の肉用鶏農場で県内 3例
目（肉用鶏では初発）となる高病原性鳥インフ
ルエンザが発生。『鶏、農場、発生時期、埋却地』
の 4要因から防疫措置が困難を極めた。①捕鶏
が非効率的。②防疫資材・運搬時間の大幅な増
大。③2階建鶏舎からの死鶏の搬出時間の延長。
④未舗装の傾斜地のため重機の移動が困難。⑤
複雑な鶏舎内構造のため、重機での糞便の集積
が困難。⑥年始休日のため、追加発注資材の納
入が遅延。⑦埋却地は水はけが悪く、散布した
消石灰由来のアルカリ水が貯留、排水溝の工事
が発生。⑧埋却後の盛土部分が陥没し、整備工
事が発生。防疫措置計画は毎年見直し更新して
いるが、管内全農場について、さらに詳細な状
況の把握、埋却後に想定される事態への対応等
が課題。県内では主に採卵鶏を想定した実働防
疫演習を実施しているが、肉用鶏農場も含めた
実働演習、肉用鶏農場の防疫措置の情報収集等
が必要と考えられる。 
 
320．高病原性鳥インフルエンザが発生した肉
用鶏農場の経営再開へ向けた取組：岐阜県中央
家保 平野潤、林登 
 令和 6年 1月 5日、県内肉用鶏農場で高病原
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性鳥インフルエンザが発生。1 月 7 日に防疫措
置完了。再発防止を最優先とし、委託会社、飼
養者、市役所、農林事務所、家保の 5者で経営
再開に向け検討開始。国の疫学調査及び外部養
鶏専門獣医師による調査結果を踏まえ、以下の
事項を協議・検討・現地確認。①飼養衛生管理
強化（設備面）：交差汚染防止設備の増設、野生
動物対策の徹底。②飼養衛生管理強化（ソフト
面）：飼養衛生管理区域境界の見直しと明確化、
飼養者及び外来者動線について再検討。消毒強
化方法の提案。飼養衛生管理マニュアル見直し
を実施。③飼育計画に基づく新たな埋却地の確
保：新候補地として農場内 2ヵ所の敷地に加え、
現埋却残地南側に位置する敷地の確保。家保は
現地確認・指導で延べ 22回農場に立入、打合せ
を延べ 9回実施。委託会社及び飼養者は課題す
べてに対応。導入前に飼養衛生管理遵守状況再
点検を行い、令和 6年 8月末に出荷完了。現在
まで再発なし。 
 
321．肉用鶏 2 農場の鶏アデノウイルス（FAV）
感染症続発事例：愛知県東部家保新城設楽支所 
近藤啓子、松田雅也 
 令和 6年 5月から 6月にかけて、管内の肉用
鶏飼養 A農場の 2鶏舎及び B農場の 1鶏舎で同
一種鶏場由来の 9 または 10 日齢雛の急死が続
発。剖検で肝臓の退色・腫大、心嚢水貯留を確
認。病理組織学的検査で核内封入体を伴う肝細
胞壊死を確認。細菌学的検査で有意菌なし。ウ
イルス学的検査で FAV 特異遺伝子のみを検出。
以上より本 2事例を FAV単独感染による鶏封入
体肝炎と診断。両農場の飼養衛生管理に不備な
し。感染経路は不明であったが、発症期前に気
温の急激な上昇があり、高温による環境ストレ
スが発症要因と推察。交差汚染対策として鶏舎
管理順の変更、飼養衛生管理の再徹底、更に出
荷後鶏舎の塩素系消毒薬による消毒を指導。両
事例とも死亡率が約 6％まで上昇し、およそ 10
日後に沈静化。その後の死亡率上昇及び出荷日
齢の遅れなし。消毒後鶏舎の環境材料で FAV遺
伝子陰性を確認後、新規雛を導入。以降両農場
に続発なし。今後も疑い事例が生じた際は同様
の対策を実施。 
 
322．近年愛知県で分離された鶏伝染性気管支
炎ウイルスの遺伝子学的性状：愛知県中央家保 
久米顕、辻遼子 
 2023～2024 年に本県で分離された鶏伝染性
気管支炎ウイルス（IBV）の遺伝子学的性状を調
査するため、IBV の抗原部位である S タンパク
質の一部 S1サブユニットの遺伝子（S1遺伝子）
の一部配列を用いた分子系統解析を実施。一部
のウイルス株について S1 遺伝子の全長配列比
較と塩基配列から推察されるアミノ酸の比較
を実施。分離された 6株のうち、4株が JP-I遺
伝子型、2株が JP-III遺伝子型に分類。同一遺
伝子型に分類された株同士は互いに近縁な S1
遺伝子を保有。JP-I遺伝子型に分類された 4株
は S95 ワクチン株と近縁な S１遺伝子を保有し
ており、S タンパク質において 4 株に共通して

82、123 及び 370 番目のアミノ酸に S95 ワクチ
ン株との違いを確認。このアミノ酸の違いは、
近年全国的に報告されている S95ワクチン株の
遺伝子に類似した S1 遺伝子を持つ野外株の特
徴と一致。同様の野外株が本県内においても蔓
延していると推察。今後も県内で蔓延する IBV
の遺伝子学的性状調査を継続予定。 
 
323．管内採卵養鶏場におけるマレック病の発
生事例：三重県北勢家保 中田紘子、伊藤秋久 
 令和 6 年 7 月、同一農場にて育成鶏 2 群（1
群 7500 羽）で脚弱・翼下垂を呈する鶏の病性鑑
定を実施。剖検では主に坐骨神経の腫脹、一部
の鶏で脾臓の腫脹等が認められた。主要臓器の
細菌学的検査では有意菌の分離なし、血清を用
いたマイコプラズマ・シノビエ凝集反応は全検
体陰性。病理組織学的検査で坐骨神経や脳、心
臓、肺、肝臓、脾臓等複数臓器でリンパ球様細
胞の浸潤を認めたことからマレック病と診断。
ウイルス学的検査では、鶏腎臓（CK）細胞を用
いた CPE の確認、生材料と CK 二代目細胞を用
いた meq、vIL-8、pp38等の PCRを実施し、更に
その増幅産物を用いて遺伝子解析を実施した
ところ、国内分離株（Gifu_1 株）に近縁と判定。
対策として育雛/育成舎における異常鶏の淘
汰・清掃強化・消毒の徹底、初生から３６日齢
に導入時期を変更。今後もワクチン接種を前提
に、鶏舎消毒を継続し、脚弱等の発生状況を注
視していく。 
 
324．混合型鶏痘の発生と終息に向けた取組み：
大阪府家保 大西歩武 
 鶏痘はポックスウイルス科アビポックスウ
イルス属鶏痘ウイルス（FPV）が原因の発痘を主
徴とする疾病で、皮膚型、粘膜型、混合型に分
類される。本病はワクチン接種で予防されるが、
ワクチン接種農場において細網内皮症ウイル
ス（REV）遺伝子が組み込まれた FPVによる鶏痘
が報告されている。令和６年 10月、府内養鶏場
において死亡羽数が増加したため病性鑑定を
実施したところ、全羽で脱羽と発痘が、一部に
は口腔内にも発痘が認められ、発痘部の有棘細
胞内に好酸性細胞質内封入体（ボリンゲル小体）
を確認。また、痂皮形成部と気管から FPVを分
離。遺伝子解析の結果、FPV ゲノムに REV 遺伝
子全長が組み込まれていた。以上から、本事例
を混合型鶏痘と診断。農場主には正確な被害状
況を示し、ワクモからも FPV遺伝子が検出され
たことを踏まえ、発症群の淘汰とワクモ対策の
重要性を指導。こうした取組みにより鶏痘の発
生は終息したが、今後も伝染性疾病発生防止に
向け飼養衛生管理指導を継続。 
 
325．細網内皮症ウイルスの組込みが認められ
た鶏痘ウイルスの解析：大阪府家保 家久保可
奈子 
 鶏痘とは鶏痘ウイルス(FPV)による疾病で、
近年、細網内皮症ウイルス(REV)の関与が示唆。
今回、過去に皮膚型鶏痘が発生した採卵鶏農場
から死亡羽数増加の通報があり病性鑑定を実
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施、混合型鶏痘と診断。過去の症例と病態比較
のため検査を実施。FPV 遺伝子検査の結果、過
去症例では解剖鶏の皮膚と一部気管のみ、本症
例では皮膚、気管及び主要臓器、ワクモより遺
伝子を検出。FPV 遺伝子解析の結果、本症例は
過去症例と相同性が 100%で、cladeA1 に分類。
FPV への REV 遺伝子組込み確認の遺伝子検査の
結果、過去症例では一部、本症例では全長組込
みを確認。REV 遺伝子解析の結果、本症例は過
去症例と相同性が 100%と判明。本症例では高日
齢及びワクモ寄生による病態悪化と示唆。さら
に REV 全長組込み FPV 感染により、REV が混合
感染した状態になり、鶏の免疫機能が低下、FPV
の病原性を増強し発症、ウイルス血症を誘発と
推察。今後データを蓄積し病態解明に努める。 
 
326．抗原変異型伝染性ファブリキウス嚢病の
再発農場における清浄化対策：鳥取県倉吉家保 
田中勝貴、小口藍 
 R5 年 4 月、約 12 万羽規模の肉用鶏農場で抗
原変異型伝染性ファブリキウス嚢病ウイルス
(vIBDV)と大腸菌の混合感染による死亡鶏が増
加。次入雛より弱毒 IBD 生ワクチン（弱毒ワク
チン）の飲水投与を追加したところ死亡羽数低
減。しかし R6 年 2 月に再発、検出された vIBDV
は初発時と同一株と推定。さらに一部検体は弱
毒ワクチン類似株も検出。3 月入雛より弱毒ワ
クチンの投与法及び消毒法の見直しをしたと
ころ、弱毒ワクチン類似株は消失するも vIBDV
感染継続。弱毒ワクチンでは vIBDV の感染防
御は困難と考え、5 月入雛から中等毒 IBD 生ワ
クチン（中等毒ワクチン）に変更。2 回転後の 9
月入雛群で vIBDV 感染防御に成功し、その後
も vIBDV は検出されず、R7 年 5 月入雛より弱
毒ワクチンに再変更。vIBDV の清浄化前後で、
育成率は 92.11％から 98.61%、生産指数は
362.95 から 429.01 と大幅改善。vIBDV は制御
困難とされるが、全鶏舎での中等毒ワクチン投
与により大規模農場でも vIBDV の清浄化は可
能であり、農場の生産性向上も期待出来ると推
察。 
 
327．ブロイラー農場で発生した伝染性ファブ
リキウス嚢病とその後の対応：岡山県津山家保 
岡田慧、萱原佳美 
 令和 6 年 7 月、2.6 万羽飼養のブロイラー農
場で 30 日齢から死亡羽数が増加し病性鑑定を
実施。病理組織学的検査で F嚢のリンパ濾胞萎
縮、髄質のリンパ球減数を確認。F 嚢から伝染
性ファブリキウス嚢病ウイルス（IBDV）遺伝子
検出。本ウイルスは系統樹解析の結果当該農場
使用のワクチンとは異なる株と判明。農場、管
理獣医師、薬品会社及び家保で対策を協議し鶏
舎消毒の消毒薬変更（逆性石けん→塩素剤）と
ワクチンプログラムの見直しを決定。消毒前の
環境検査では IBDV 遺伝子を検出したが、消毒
後は検出されず効果を確認。当該農場は 7、14
日齢で IBDワクチンを飲水投与していたが IBDV
高感受性時期（3-5 週齢）に抗体価が上昇しな
い状況が継続。今回入雛から１週間隔で抗体検

査を実施。8日齢で ELISA値（E値）0.86±0.32。
29 日齢で 0.07±0.02（E 値 0.2 以上陽性）。移
行抗体消失前のワクチン投与でワクチンブレ
イクを起こした状態と推察。現在ワクチン投与
時期及びワクチン株の変更も含め検討中。 
 
328．小規模家きん農場での高病原性鳥インフ
ルエンザの発生と飼養衛生管理：山口県中部家
保 工藤彩夏、川分敬子 
 国内の養鶏場で高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）が多発する中、令和 6年 1月に鶏やあ
ひる等、計 23 羽を愛玩飼養する小規模家きん
農場（小規模農場）で HPAIが発生。発生農場は
定期報告の提出がなく、防疫意識が希薄で家き
んを放飼。農場周辺のため池にカモ等が飛来、
野外からの HPAI ウイルス侵入を示唆。防疫措
置は特定家畜伝染病防疫指針に基き実施。移動
及び搬出制限区域（区域）を設定し、消毒ポイ
ントを 2か所設置。区域内の肉用鶏農場 1戸に
発生予防対策を指導。県内養鶏場全戸及び区域
内の小規模農場に緊急消毒を実施。防疫措置期
間中、県内産の鶏卵・鶏肉は輸出を一時停止。
発生農場の鶏飼養再開時には、飼養衛生管理の
遵守を継続指導。更に小規模農場に対し、本発
生事例を教訓とした防疫対策の啓発と各々の
飼養状況に即した衛生指導を実施。手指消毒や
消石灰を散布する農場が増加し飼養者の意識
が向上。今後、小規模農場の防疫措置に関し、
指針の検討が必要。 
 
329．防疫指針改正に伴う鳥インフルエンザ
（HPAI）病性鑑定体制の再整備：徳島県徳島家
保 井口陽香、鈴木幹一郎 
 令和 6年 10月 31日付特定家畜伝染病防疫指
針改正により、HPAI 検査項目変更および HPAI
遺伝子検査試薬（タカラバイオ社の新キット）
の追加あり。それに伴い新キットの精度並びに
家保保有の自動核酸抽出装置（QIAcube、
Maxwell RSC：2機種）の有効性を検討し、さら
に HPAI 発生に備え病性鑑定担当内の検査体制
を検討。AI検体（2024 年精度管理配布検体）を
材料に、新キットと従来試薬を比較した結果、
Ct値の差は 0.5以下で有意差なく、検査時間は
約 50 分短縮。核酸抽出は従来の手抽出法と自
動核酸抽出装置 2 機種の 3 法を比較した結果、
Ct値の差は 1以下で有意差なく、約 30分短縮。
新キットや自動核酸抽出装置は、従来法に比べ
操作が簡便な上に作業時間が短縮。新キットと
自動核酸抽出装置を検査手順マニュアルに追
加し、病性鑑定担当内で発生を想定した演習を
実施。HPAI発生時に少人数でも迅速かつ正確に
対応可能な体制を整備した。 
 
330．管内高病原性鳥インフルエンザ発生状況
を踏まえたため池への野鳥飛来防止対策につ
いて：香川県西部家保 讃支所 久保貴士、川
田建二 
 高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）の感染源
となる野鳥の飛来を減らすため、過去に HPAIが
発生した管内養鶏場周辺ため池の渡り鳥飛来
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状況を調査するとともに、ため池への水抜きや
ロープ、テープ等の設置といった野鳥飛来防止
対策を検討。渡り鳥飛来状況は、過去発生農場
近隣のため池 3か所にて調査。結果、9月 27日
に初飛来を観測。また、10 月 11 日に飛来数が
10羽以上に達したため、管内養鶏農家へ状況報
告と注意喚起及び防疫対策の徹底を周知。野鳥
飛来防止対策については、6 月 3 日に三豊市と
協議。過去発生農場近隣のため池 10 か所を家
保が選定し、管理している水利組合の情報を三
豊市が提供。その後、個別に対策を協議。結果、
6 か所の水抜きを実施。今後も対策を実施する
よう協議を続けるとともに、観音寺市において
も同様の野鳥飛来防止対策を実施する予定。 
 
331．高病原性鳥インフルエンザが発生した大
規模養鶏場の発生予防対策の強化：福岡県中央
家保 小森敏宏 
 令和 5 年 3 月高病原性鳥インフルエンザ
（HPAI）が発生した大規模採卵鶏農場（243,000
羽飼養）と共に、疫学調査結果に基づく飼養衛
生管理基準の遵守徹底に向けた協議を重ね（12
回）、HPAI 発生予防対策を強化させ農場の経営
再開を支援。鶏舎への野鳥及び塵埃侵入防止対
策として、福岡県畜産経営安定緊急対策事業を
活用し、鶏舎シャッター交換、金網等の補修、
吸気口へのフィルター設置、除糞ベルトへのネ
ットの設置、堆肥舎へのカーテン設置を実施。
また、農場の自己資金でカラスが営巣する樹木
も伐採。動線の交差汚染防止対策として、従業
員と飼料運搬業者等の来場者が衛生管理区域
内で交差しないよう動線を分け、来場者専用更
衣室と消毒ゲートも建設。今回の発生事例にお
いて、HPAI ウイルスの侵入経路は不明だが、カ
ラス等の野鳥が大きく関与していると推察。農
場は野鳥侵入防止対策を中心に HPAI の発生予
防対策を強化して令和 5 年 10 月から経営を再
開し、現在も強化対策を継続中。 
 
332．鳥インフルエンザ発生農場の再発防止へ
の取組：佐賀県西部家保 吉田雅彦、山口博之 
 令和 5 年 11 月 24 日に約 38,000 羽を飼養す
る採卵鶏農場で死亡羽数増加の通報があり緊
急立入を実施。鳥インフルエンザ簡易検査を実
施し 5羽で陽性。H5亜型の遺伝子を検出し疑似
患畜と決定。防疫措置時、当初の埋却候補地が
不適と判断され、処分鶏や鶏卵は焼却処分に変
更。疑似患畜確定から約 81 時間で防疫措置を
完了。再発防止の為、鶏舎間の防鳥ネットは交
換、堆肥舎や飼料保管庫は新たに防鳥ネットを
設置。高床式鶏舎下の床面は基礎から施工、コ
ンクリートの打ち直しを実施。側面下部は外側
に防鳥ネットと壁面に金網を設置。衛生管理区
域専用の衣服と靴、鶏舎専用の靴を設置し、使
用。新たな埋却候補地の確保を実行。家保の指
導により畜主が鶏舎の修繕や防鳥ネットの改
修を積極的に行い飼養衛生管理への意識の向
上が見られた。農場は現在経営を再開し飼養羽
数は発生前の 6割まで回復。今後も定期的に立
入し、指導を実施。本農場への再発防止の取組

を支援。 
 
333．ワクチン接種鶏群で発生した高病原性の
変異株によるマレック病：長崎県県南家保 登
立友紀、高山裕介 
 HVT ワクチン接種の肉用地鶏飼養農場で、う
ずくまり・死亡羽数増加がみられ、病性鑑定の
結果、マレック病(MD)と診断。検出された MDウ
イルス(MDV)株(長崎株)について、MDVの病原性
に関わる Meq遺伝子の分子系統樹解析をした結
果、沖縄県や岐阜県の株と近縁。Meq タンパク
質内の病原性に関わるアミノ酸配列の解析で
は、長崎株や過去にワクチンブレークを起こし
た国内株は、近年中国等で従来の株とは異なる
進化を遂げた高病原性の変異株（hvMDV）と配列
の特徴が類似。少ないほど病原性が高いとされ
るプロリン含有量、プロリンリッチリピート数
も hvMDV と同等。以上の結果から、長崎株は
hvMDV と同等の病原性の可能性が高く、以前か
ら国内に存在しワクチンブレークの一因とな
っていたことが示唆。今回の発生は、株の病原
性、農場の汚染度、不十分な隔離育雛、ワクチ
ンや消毒薬の選択等が複合したものと考察。鶏
舎消毒及び隔離育雛の強化、雛への感染防止対
策、ワクチン変更を指導。 
 
334．県内で分離された鶏伝染性気管支炎ウイ
ルスの S1 遺伝子全長の解析と抗原性及び病原
性：長崎県中央家保 秦祐介 
 県内で 2019 年～2024 年に分離された鶏伝染
性気管支炎（IB）ウイルス 19株の S1全長の塩
基配列およびアミノ酸配列を解析し、アミノ酸
配列や潜在性 N 結合型グリコシル化部位(グリ
コシル化部位)数と、気管や腎臓の病変形成と
の関連を調査。S1全長配列に基づく系統樹解析
では、調査した 19株中 16株が既知の 5種に分
類されたが、3株で JP-Ⅲ型と 4/91型の配列が
組み合わさったリコンビナント株が確認され、
S1全長解析の重要性を示唆。アミノ酸解析では、
既知の JP-Ⅰ型 4 株のうち 1 株は、S1 配列 123
番目のアミノ酸がロイシン(123L)、3 株はプロ
リン(123P)で、123L が分離された鶏は IB を発
症せず、123P が分離された鶏は腎炎型 IB を発
症し、この部位のアミノ酸が病変形成に関与す
る可能性を示唆。一方、グリコシル化部位の多
寡と腎炎との関連や腎臓や気管の病変形成に
重要とされるアミノ酸配列を持つ株は確認さ
れなかったものの、病態解明には今後も知見の
蓄積が必要。 
 

Ⅲ－２ 細菌性疾病 
 
335．北海道内で初めて発生した肉用鶏の
Enterococcus cecorum 感染症の概要：北海道胆
振家保 宝達美穂、藤井誠一 
 肉用鶏の Enterococcus cecorum（EC）感染症
は、敗血症や化膿性脊椎炎による脚弱や脚麻痺
が主徴。2002年以降世界的に発生し、2022年以
降は国内でも報告が増加。2023 年 10 月、胆振
管内 2 農場で 14 日齢頃から脚弱や跛行、衰弱
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等による淘汰が増加。病性鑑定の結果、心膜炎、
膝・足根関節炎、脾臓の腫大を確認。主要臓器
からグラム陽性球菌を有意に分離。API 20 
STREPでは同定に至らず。16SrRNA 遺伝子塩基配
列解析の結果、EzBioCloud データベースで EC
基準株と 99.86%一致し、sod A遺伝子を標的と
した EC特異的 PCR の結果から分離菌を ECと同
定。心臓及び脾臓で免疫組織化学染色にて
Enterococcus 属菌陽性反応。北海道内初の本症
発生を確認。RAPID ID 32 STREP により簡易的
な同定の可能性。耐性薬剤は確認されず。PFGE
遺伝子型別で 2事例のパターンが類似し、疫学
的関連が示唆。他県分離株とも一定の相同性。
国内で特定の株が流行した可能性。本症は経済
的損失が大きく、早期診断が重要。今後も知見
を蓄積し対策に資する。 
 
336 ． 管 内 肉 用 鶏 に お け る Enterococcus 
cecorum 感染症の発生：青森県中央家保 髙橋
玲、新倉勇貴 
 2023 年 5 月から 2025 年 1 月に肉用鶏の脚弱
の見られた 7 農場、13 症例の病性鑑定を実施。
農場は全て同一地域で無薬飼養。剖検では 12～
25日齢の 8症例で羽毛逆立、うずくまり、発育
不良を呈し、心膜炎、肝被膜炎、大腿骨頭脆弱
化、１羽で脊椎膿瘍を認めた。32 日齢以降の 5
症例では開脚、発育不良を呈し、第 6胸椎膨隆
及び脊椎膿瘍を認めた。細菌学的検査では 12症
例の主要臓器、脊椎から Enterococcus cecorum
（EC）を分離（38/62 羽）。病理組織学的検査で
一部症例を ECによる化膿性脊椎炎と診断。分離
EC は同一農場由来でも生化学性状に差異を認
め、41/42 株でマンニトール陰性。薬剤感受性
試験ではペニシリン系薬剤、ドキシサイクリン
に感受性。既報より薬剤耐性率が低く、無薬飼
養が要因と推察。病鶏由来株特徴的遺伝子の保
有状況調査では 3種類の保有パターンを認めた。
近年国内で EC 感染症の発生報告が増加傾向。
今後も症例を蓄積し病態や発生予防について
検討する所存。 
 
337．肉用鶏農場で発生した Enterococcus 
cecorum 感染症と分離菌の性状解析：岩手県県
南家保 髙井雄也、澤田徳子 
 肉用鶏の Enterococcus cecorum(EC)感染症
の報告は近年九州で増加、東北では 1例。令和
4年 11月から A農場の 2週齢以降で脚麻痺等が
多発。令和 6年１月、発症鶏 10羽(40、42日齢)
を剖検。9羽の第 6胸椎に膿瘍確認。5羽の組織
検査で脊椎膿瘍又は諸臓器の化膿性壊死性炎
を確認。病変部から ECを分離し、本症と診断。
A 農場由来 9 株及び同時期に同系列の県内 9 農
場(B-J)で見られた類似症例(19-47日齢)由来 9
株の薬剤感受性試験、病原識別 PCR及びパルス
フィールドゲル電気泳動(PFGE)を実施。全株が
多剤耐性を示さず、病鶏由来株に特徴的な遺伝
子を保有。PFGEでは 8農場(A-C,E-I)16株が近
縁。由来ヒナの孵化場及び種鶏は多様。管理者
は 2農場(C,D)で同一だが PFGE で関連なく、他
8 農場は個別。入雛等に関わる人や車両等は共

通するが、入退場時に適切に消毒。A 農場の発
生鶏舎の消毒後環境から EC 不検出。EC の農場
への侵入経路は不明だが、抗生剤投与や鶏舎消
毒の有効性が示唆。 
 
338．Avibacterium endocarditidis による鶏の
顔面腫脹事例：福島県中央家保 神川綾香 
 令和 6年 9月、県内一採卵農場において顔面
腫脹、鼻漏、くしゃみなどを呈する鶏が増加し、
原因究明のため病性鑑定を実施。眼瞼およびそ
の周囲の腫脹の他に著変なく伝染性コリーザ
が疑われた。発症鶏の眼瞼スワブを用いた細菌
検査では、発症鶏に共通して同定困難な淡黄色
コロニーの V因子非依存性グラム陰性菌を有意
に分離。また、解剖所見と生化学検査で鶏群全
体でのビタミン A低下が示唆。分離菌の16SrRNA
遺 伝 子 解 析 に よ り Avibacterium 
endocarditidis(以下、Ae)と同定。Aeは鶏の心
内膜炎から 2007 年に発見された新種で、鶏の
顔面腫脹との関連性が疑われた事例は本例で
国内 2 例目。薬剤感受性試験結果から ST 合剤
を投与。重症鶏は角膜潰瘍を呈し採食困難とな
り死亡したが、軽症～中等症鶏群の症状は改善
し群全体に活力戻る。また、発症鶏に比較し回
復鶏の眼瞼スワブで顕著な Ae の生菌数減少を
観察。飼養衛生管理の消毒指導、大雛での導入、
飼料設計の見直しによるビタミン A改善を指導。 
 
339．管内あひる飼養農場で発生した鳥パスツ
レラ症：茨城県県西家保 関倫太郎、藤井勇紀 
 鳥パスツレラ症は Pasteurella multocida
（Pm）を原因とした鳥類の細菌感染症であり、
死亡率 70％以上は家きんコレラに指定。令和 6
年 7 月約 3000 羽規模のあひる肥育農場におい
て、約 60日齢あひるが 10日間で約 200羽死亡
したとの通報を受理。緊急立入検査を実施した
ところ、肥育舎で約 40 羽死亡しており、沈う
つ、起立困難、開口呼吸といった臨床症状を確
認。A 型インフルエンザ簡易検査結果は陰性。
また、5∼35 日齢ヒナは異状なし。原因究明のた
め病性鑑定を実施したところ、複数個体の臓器
及び関節から Pmが分離され、原因菌と推察。か
つ、当該ロットの死亡率が 55％であったため、
鳥パスツレラ症と診断。Pmは環境常在細菌であ
り、発生要因の一つとして床面環境悪化が影響
と推察。発生予防対策として肥育舎の清掃・消
毒の徹底と抗菌薬の経口投与を指導。当該農場
では発生ロットを自主とう汰したのち、発生予
防対策を継続したところ、次ロット以降では死
亡羽数が増加することなく沈静化。 
 
340．千葉県内で Enterococcus cecorum が分離
された 2 症例：千葉県中央家保 本多芙友子、
金田純直 
 Enterococcus cecorum（EC）は、ブロイラー
の化膿性脊椎炎の原因菌の一つであり、2～3週
齢で敗血症、5～6週齢で脊椎膿瘍を引き起こす。
令和 5 年 12 月および令和 6 年 2 月に同一系列
のブロイラー農場 2戸で、3～5週齢の雛が脚弱
や死亡羽数増加を呈し病性鑑定を実施。解剖時、



 
 
 
 
 - 68 - 

いずれも脊椎に膿瘍病変は認められず。症例 A
では、細菌学的検査で 2/3 羽の肝臓、1/3 羽の
脾臓、2/3羽の心臓から EC を分離、病理組織学
的検査でグラム陽性双球菌による化膿性壊死
性筋炎や化膿性線維素性心外膜炎がみられた
ことから、ECによる敗血症と診断。症例 Bでは、
病理組織学的検査で化膿性病変はみられなか
ったが、細菌学的検査で 1/4 羽の肝臓、2/4 羽
の脾臓から EC が分離されたことから、EC の関
与も疑った。症例 A および B 由来 EC 株は、同
様の PFGE パターンを示した。EC の敗血症は、
無症状が多いと報告されているが、発症素因が
不明な点も多く、今後注意が必要。 
 
341．鶏卵サルモネラ検査における Egg Shell 
Cutter の利用：石川県北部家保 木村祐太 
 当所では生産段階での鶏卵サルモネラ汚染
防止のため、管内養鶏場の鶏卵から菌分離検査
を実施。当該検査での卵殻除去作業には 60～90
分が必要であったことから、作業効率化のため、
ゆで卵をスプーンで喫食する用具、鉄球重り式
Egg Shell Cutter を用いた卵殻除去法（ESC法）
を考案し有用性を検討。市販の鶏卵を用いて、
不慣れな検査員（A）と習熟した検査員（B）が
ESC 法と従来法で卵殻除去作業を実施し、所要
時間を比較。次いで、ESC 法が従来法と同等の
無菌的操作が可能か確認するために、卵黄、卵
白を生理食塩水で 2倍希釈し血液寒天培地での
培養（24hrs、37℃、5%CO2）を行った。結果、
A は従来法 260 秒、ESC 法 50 秒で、B は従来法
120 秒、ESC 法 30 秒で作業終了し、A は約 1/5
に Bは 1/4に作業時間を短縮。無菌的操作の確
認では 2 法とも細菌は発育せず。ESC 法導入に
より 15～20 分に所要時間短縮が可能と考察。
今後当所では ESC 法を採用、運用予定。 
 
342．県内一養鶏場での Enterococcus cecorum 
による化膿性脊椎炎：福井県家保 木村美貴、
新田愛 
 Enterococcus cecorum は鶏の正常腸内細菌
叢の一菌種だが、肉用鶏における化膿性脊椎炎
による運動障害の原因菌として注目。肉用鶏 3
万 6千羽を飼養する農場にて脚弱、発育不良個
体が増加したため立入、病性鑑定。犬座姿勢と
特徴的な歩様を確認。解剖し、第六胸椎の膨隆、
脊髄の圧迫を確認。脚の関節及び筋肉に著変は
認められなかった。細菌検査では、胸椎膨隆部
および主要臓器から Enterococcus cecorum を
分離。発育鶏卵接種により、胸椎膿瘍由来株と
肺由来株の間に明確な病原性と増殖能の違い
を確認。病理組織検査では、第六胸椎の椎体部
に出血を伴う膿瘍形成像、および多数のグラム
陽性球菌を確認。これらの結果より、本症例を
Enterococcus cecorum による化膿性脊椎炎と
診断。また、今回分離した株のパルスフィール
ドゲル電気泳動解析の結果、他県で発生した本
症由来株と同一パターンを示したことから、国
内でクローナルな株が流行していることを懸
念。 
 

343．管内採卵鶏農場におけるサルモネラ分離
状況と対応事例：山梨県西部家保 大間有紗、
神藤学 
 管内採卵鶏農家を対象に実施しているサル
モネラ自主検査について 2006 年以降の分離状
況を集計したところ、年度別の陽性農場数は 0
～3戸、陽性検体の割合は 0～1.98％であった。
分離された血清型は S.Infantis(７件 )、
S.Enteritidis(1 件 ) 、 S.Alachua(1 件 ) 、
S.Newport(1 件)、血清型 O：1,3,19(1 件)、
S.spp(型別不能)(2件)、検体材料別の分離率は
落下鶏糞 0.43％、鶏舎牽引スワブ 0.46％、飼料
0.50％であった。A農場では、2017年～2020 年
にかけて散発的に分離。家保が実施した保菌お
よび環境検査の成績を基に消毒の徹底、ねずみ
等の対策を指導した結果、その後は分離されて
いない。B農場では、2023 年 8月に自家配合飼
料から分離され、原因として飼料原料の発酵加
熱処理の不備等を疑い、加熱処理の徹底と配合
過程における衛生対策を指導した結果、その後
は分離されていない。今後も自主検査の継続と
検査農場数を増やしいくことが、衛生的な鶏卵
生産のために重要と考える。 
 
344．採卵鶏農場の環境から継続的に分離され
た非定型 ST の分子疫学解析：長野県松本家保 
鈴木健太 
 衛生的な鶏卵の生産体制推進には環境材料
を用いてサルモネラのモニタリング検査を実
施し、農場の汚染状況を把握することが必要。
今回、採卵鶏農場で継続的に複数鶏舎の牽引ス
ワブから Salmonella enterica 血清型 O4:i:－
（非定型 ST）を含む複数の血清型のサルモネラ
を分離。また鶏舎内のネズミの糞便からも非定
型 STを分離。非定型 STについて制限酵素XbaⅠ
及び BlnⅠを用いたパルスフィールドゲル電気
泳動を実施。結果、いずれも各制限酵素で同一
の切断パターンを示し、非定型 ST の汚染がネ
ズミにより複数鶏舎に拡大したことを示唆。対
策として、オールアウトの実施や消毒の徹底、
ネズミ対策強化及びサルモネラ 3価ワクチン接
種を実施。以降、環境からサルモネラの分離は
ない。サルモネラ対策は消毒徹底や野生動物対
策が重要。さらにサルモネラは環境中に残存す
ることから、一度分離された農場では継続的に
環境検査を実施する必要がある。 
 
345．管内肉用鶏農場における消毒指導：三重県
南勢家保 黒石菜乃花、川瀬聖 
 令和 5年秋ごろに管内肉用鶏農場より出荷体
重が減少しているとの相談有。病性鑑定の結果、
細菌感染による発育不良が疑われた。飼養環境
を改善するため、消毒方法を見直し一般生菌数
測定を実施することで、消毒結果の見える化を
図った。まず一回目のオルソ剤噴霧消毒を逆性
石鹸発泡消毒に変更。また各作業後に鶏舎床面
及び壁をふき取り、一般生菌数測定を実施。消
毒方法変更前後で一般生菌数に有意差はみら
れなかったが、消毒の不完全な場所を念入りに
消毒するよう指導。PS（プロダクションスコア）



 
 
 
 
 - 69 - 

は対策前後で 307 から 336に上昇。平均出荷体
重は約 2.6㎏から約 3.0㎏に増加。数値・グラ
フによる見える化を行うことにより従事者の
衛生意識が向上し、平均出荷体重は増加した。
また、農家が結果を数値で把握できたことによ
り、消毒の重要性を再認識することができた。
今回は秋における体重減少であったが、夏場の
体重減少への対策が今後の課題として挙げら
れる。 
 
346．30 日齢前後に疾病が多発するブロイラー
農場への衛生管理指導と成果：京都府丹後家保 
田中義信 
 開場後 10年間、死亡率 5％未満をほぼ維持し
てきたブロイラー農場（13,100羽飼養）で令和
4年に死亡率 10％以上となるクール（飼養期間）
が出始め、令和 5 年第 2 クールでは 30 日齢前
後の鶏で皮膚が暗紫色を呈し、死亡羽数が増加。
剖検では皮下に血様物がみられ、Clostridium 
perfringens を分離。同年第 3 クールでは死亡
鶏の心、肝、脾から E.coli が分離。その後も死
亡羽数の増加が繰り返し認められ、鶏舎網壁面
にフケ等が厚く付着していたため、オールアウ
ト洗浄消毒後に鶏舎内細菌調査を実施。鶏舎壁、
給餌器下、残水から C.perfringens が分離され
たことから、以下の対策を実施。①消毒方法の
見直し、②高温高圧洗浄機の導入、③鶏舎内外
網壁面の洗浄消毒、④飼養環境の快適性（温度、
湿度、風量）について指導。3 鶏舎平均死亡率
は令和 5年第 2、3、令和 6年 1クールは 16.4％、
9.3％、4.4%。対策後の令和 6年第 2,3,4,5クー
ルは 1.2％、1.3％、0.7％、0.9％へと減少。死
亡率の継続的な低減は 65℃の水洗による高い
洗浄及び殺菌効果によるものと考えられる。 
 
347．肉用鶏の Enterococcus cecorum による椎
体膿瘍の発生事例：兵庫県朝来家保 梶河紗代、
川畑和泉 
 令和 6年 2月、管内の肉用鶏農場（約 7万羽
規模）で約 30 日齢から脚弱個体が急増。44 日
齢の生鶏 5 羽について病性鑑定を実施。【検査
成績】5 羽全羽で第 6 胸椎が膨隆。細菌検査で
全羽の椎体内拭い液から EC を分離、薬剤感受
性試験ではアモキシシリン、アンピシリン、オ
フロキサシン、エンロフロキサシンに感受性、
カナマイシン、テトラサイクリンに耐性。病理
組織学的検査では膨隆した椎体で骨髄の変性
壊死、グラム陽性球菌塊を認め、ECによる化膿
性脊椎炎と診断。【疫学調査と対応】パルスフィ
ールドゲル電気泳動法（PFGE）による解析を実
施し、分離株は国内病鶏由来株と異なる泳動パ
ターンを示した。その後、令和 7年 4月に同系
列別農場で EC 感染症が発生。PFGE 解析の結果
から初発事例との疫学関連はないと考えられ、
初発事例とは異なる経路での侵入が疑われた。
飼養衛生管理基準の遵守の再徹底等を通じ、今
後も病原体の侵入防止に向けた対策に取り組
む。 
 
348．Enterococcus cecorum による週齢ごとの

病態：徳島県徳島家保 小原彩子、山本亮平 
 管内一肉用鶏農場で脚弱が多発し、病性鑑定
を実施。Enterococcus cecorum（EC）による脊
椎腫瘤が原因と診断。EC の病態解明のために、
同鶏舎で次回ロットの 2週齢から出荷まで毎週
3羽の病性鑑定を実施。2週齢は活力あり、脚弱
なし。だが、1 検体の主要臓器から EC 分離。3
週齢から活力低下や脚弱が散発。脚弱より活力
低下が多いと稟告。脚弱検体（1/3）は、第六胸
椎付近腫大、軽度心外膜炎。活力低下検体（2/3）
は、重度心外膜炎。ともに主要臓器から EC 分
離。4 週齢以降は、活力低下は減少したが、脚
弱多数。第六胸椎付近腫大病変が増加し、心外
膜炎は継続、ECが分離される臓器は減少。以上
より、ECは 3週齢までは敗血症を発症しやすく、
3 週齢以降、第六胸椎付近に腫瘤を形成し脚弱
を誘発すると推測。活力低下や脚弱発症以前に
細菌検査を実施し、適正な抗菌生剤投与を実施
することが経済的損失低減につながると考察。 
 
349．肉養鶏農場の Enterococcus cecorum によ
る化膿性脊椎炎：徳島県西部家保 岡脇良奈、
山本由美子 
 2024 年 9月、管内肉養鶏農場で 4週齢頃から
脚弱と発育のばらつきを認め、淘汰羽数が増加。
同一管理者が飼養する 2農場において、31日齢
及び 32 日齢で病性鑑定を実施。病理解剖検査
では、第六胸椎付近の腫大、心外膜炎を確認。
細菌検査では、第六胸椎付近腫大部から
Enterococcus cecorum（EC）を分離。同部位の
病理組織学的検査では、椎体にグラム陽性球菌
を伴う壊死性病変形成。以上の所見より EC 感
染症と診断。アンピシリンを 3日間投与し、そ
の後は淘汰羽数減少、出荷成績良好。本病は症
状出現前の抗生剤投与が有効とされているが、
投与に最適な日齢は不明。投与時期検討のため、
同農場で 1週齢ごとにモニタリング検査を実施。
22 日齢の検査個体から EC が分離されたため、
アンピシリン投与。EC感染症は、世界中の養鶏
産業に重大な損失をもたらしており、国内発生
報告も増加傾向にあるが、県内発生報告は僅少
であり、症例の蓄積と対策の確立が課題。 
 
350．洗浄消毒効果の把握を目的とする入雛前
鶏舎内ふき取り検査の有用性：徳島県徳島家保
阿南支所 可児宏章、山田みちる 
 管内養鶏農家において、鶏舎内の洗浄消毒効
果を視覚的に評価するため、入雛前鶏舎内ふき
取り検査を実施。出荷から入雛までの各作業、
鶏舎構造および設備を調査。新型鶏舎 1棟と旧
型鶏舎 1棟(計 2棟)を検査対象に設定し、入雛
準備終了後の 5月に 1回目の検査を実施。鶏舎
壁面、給餌器、給水器等 1鶏舎あたり 26検体を
採材。洗浄消毒効果の指標として腸内細菌群を
調査。新型鶏舎では 15 検体、旧型鶏舎では 12
検体で腸内細菌群を分離。両鶏舎とも給餌器お
よび給水器から高率に菌が分離され、洗浄消毒
が不十分な洗浄消毒重要点として指導。8 月に
同鶏舎で 2回目の検査を実施し、腸内細菌群分
離検体数はそれぞれ 7 検体、3 検体に減少。洗
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浄消毒重要点設定の有用性が示された。今後は
分離菌数、検査実施時期等の外的要因にも注目
し、入雛前の分離菌数と出荷率等のデータを収
集・分析、洗浄消毒効果の指標設定を目指す。 
 
351．採卵鶏農場で発生した鳥パスツレラ症：福
岡県北部家保 長藤亘 
 約 3万羽飼養の採卵養鶏場から死亡羽数増加
の通報があり立入。複数ロットに嗜眠や斜頸等
の症状を認め、鳥インフルエンザ簡易検査を実
施、陰性確認。後日、別鶏舎でも同様の症状を
呈する個体が増加したため、再度立入。臨床所
見は嗜眠、うずくまりおよび斜頸で鶏群全体に
ワクモ寄生を確認。剖検所見は特に共通した所
見なし。細菌検査で大脳等から Pasteurella 
multocida（2/4）、Mannheimia haemolytica（2/4）、
Gallibacterium anatis（1/4）を分離。病理組
織所見では病変は軽度で脳にも著変なし。ニュ
ーカッスル病 HI 検査の GM 値 832倍で抗体のば
らつきなし。Ht値は 9/10 が 30％以下で貧血傾
向。死亡率 70％以下。以上から鳥パスツレラ症
と診断。発生要因はワクモ寄生や暑熱ストレス
と考察。過去 10年間で、高病原性鳥インフルエ
ンザ特定症状による病性鑑定の内否定のみで
完結するケースが増加。今回、初回立入時に原
因究明を行っていれば損失を抑制できた可能
性あり。 
 
352．福岡県でも発生！肉用鶏の Enterococcus 
cecorum（Ec）による脊椎炎：福岡県中央家保 
印丸美紀 
 肉用鶏 6 万羽飼養農場にて、3 ロット連続で
衰弱及び脚弱鶏が増加し病性鑑定を実施（病鑑
①～③）。Ec 感染症の病態及び発生状況の確認
のため、病鑑①の鶏群にて、25、32、41日齢時
に各 3羽を用いて追加検査を実施。病鑑の結果、
３症例は Ec 感染症と診断。Ec は 16日齢頃まで
臓器から分離、以降は臓器からの分離は減少す
る一方、胸椎からの分離は継続、16～25日齢か
ら胸椎病変が現れると判明。Ecの侵入経路特定
には至らなかったが、薬剤感受性試験や PFGE結
果から同一由来株による発生を示唆。脚弱発症
後の投薬は治療効果が見られず。死亡数及び淘
汰数は既報通り 2 峰性をとるが、1 峰目が不明
瞭な場合もあり、2 峰目の発症予防に効果的と
される 1峰目での投薬は判断が難しいと思われ
た。続発農場では幼雛期の保菌状況を確認、早
期に投薬を実施予定。損失率は平均 7.6％と高
く、今後 Ec 感染症の発生状況の把握やワクチ
ン等の効果的な防除方法の開発が望まれる。 
 
353 ． 化 膿 性 脊 椎 炎 を 伴 う Enterococcus 
cecorum 感染症の発生事例：佐賀県西部家保 
杉山明子、山口博之 
 肉用鶏 で淘汰 数の増 加を主 訴とする
Enterococcus cecorum（EC）感染が 3事例発生
し、うち 1 事例で環境から EC 分離を試みたの
で概要を報告。事例 1は 10 日齢で元気消失、脚
弱、淘汰鶏増加。事例 2は 26日齢で発育不良、
淘汰鶏増加。事例 3は 24日齢で起立困難、淘汰

鶏増加。3事例の淘汰鶏、計 22羽について剖検、
病理検査、細菌検査及びウイルス検査、薬剤感
受性試験を実施。加えて、事例 3の敷料につい
て環境検査を実施。剖検では心外膜炎、脾臓の
腫大、脊椎の腫大、病理検査では化膿性脊椎炎
が認められた。主要臓器、脊椎から EC分離、ペ
ニシリン系及びニューキノロン系薬剤に対し
感受性。鶏飼育環境下の敷料からは 10７希釈ま
で ECを検出。今回、敷料から ECが分離された
ことにより、汚染された敷料は感染源となる可
能性を示唆。今後は、効果的な EC対策を検討し
ていきたい。 
 
354．安心安全な鶏卵のシンガポール輸出に向
けた取組み（続報）：大分県豊後大野家保 森学 
 A農場（平飼い約 5.4万羽）は 2015年にシン
ガポール嚢食品・獣医局よりシンガポール向け
輸出殻付き家きん卵生産農場に認定、2016 年か
ら輸出開始。Salmonella Enteritidis(SE)検査
及び清浄確認が生産農場の条件で家保が検査
を担当。「鶏卵のサルモネラ総合対策指針」に基
づき SE検査と衛生指導を実施。育成舎・成鶏舎
は年 4回、初生雛は輸送箱と 1週齢以内の死亡
個体、育雛舎を 2～4 週齢時、飲水は年 1 回検
査。2016年 4月から 2024年 9月に 126回 4,290
検体を検査し SE 清浄性維持を確認。確認書を
合計 236件交付。輸出実績は 2016年度 2,689kg
から 2023年度 27,823kgに増加。系列 B農場（ウ
ィンドレス約 23万羽）は 2022 年 4月より認定
取得に係る協議を開始。SE検査計画作成、申請
書類及び資料作成に協力。SE 検査は 10 回 513
検体を実施、SE清浄性を確認。2023 年 7月に認
定申請、2024年 7月に認定取得。検査や衛生指
導をとおして農家の所得向上に寄与。 
 
355．肉用鶏で発生した鳥マイコプラズマ症と
分子疫学解析：大分県大分家保 梅田麻美 
 2024 年 3 月 23 日、県内肉用鶏農家で
Mycoplasma gallisepticum（MG）による鳥マイ
コプラズマ症（鳥マイコ）が発生（本症例）。本
症例は大腸菌との混合感染で重篤化したと推
察。発生農場では 2010年にも MGによる鳥マイ
コの発生歴あり。発生農場分離株、国内分離株、
ワクチン株を用いて MG の分子疫学解析を実施
し、発生事例間の疫学的関連を調査。結果、発
生農場の 2024 年および 2010年発生事例間に疫
学的関連は認めず。一方で、同時期に近隣県で
発生した事例間に疫学的関連を認めた。また、
本解析にて新規の遺伝子型であった株は過去
の国内分離株やワクチン株と遺伝学的に近縁
と判明。さらに、国内の MG は米国や英国の MG
と近縁。これらのことから、ワクチン株類似の
野外株や特定の遺伝子型の MG が長期的に広範
囲に国内浸潤している事実が判明。鳥マイコ対
策として、各生産段階のバイオセキュリティの
強化や近隣自治体間での疾病発生時のリアル
タイムな情報共有が重要。 
 
356．管内肉用鶏 2農場で発生した脚弱事例：大
分県玖珠家保 汐月貴紀 
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 鶏の脚弱は非感染性要因と感染要因によっ
て発症する。今回肉用鶏で（A農場 67,000羽・
B 農場 135,000 羽）脚弱淘汰羽数増加の稟告あ
り、15羽（A農場 10羽・B農場 5羽）について
病性鑑定実施。11/15 羽に第 6 胸椎部膨隆、う
ち 6羽で細菌塊を伴う膿瘍形成確認、膿瘍によ
る脊随圧迫。6羽の脊椎、肺から Staphylococcus 
lentus 、 7 羽 の 脊 椎 、 肝 臓 、 血 液 か ら
Enterococcus cecorum（以下 EC）を分離、1羽
の脊椎から大腸菌を分離。本菌関与を疑う化膿
性脊椎炎と診断。A、B農場共通して脊椎から分
離された ECの電気泳動（PFGE）解析では、農場
間で異なるパターンを示し、同一農場由来株は
同一。また、3/15 羽は脊髄の圧迫または第 6胸
椎変位による脊椎すべり症と診断。本県で初め
て化膿性脊椎炎の診断事例を受け、衛生対策に
加え感受性有効薬剤投与指導、モニタリング等
を継続した結果淘汰率は、2.96％から 1.37%に
半減。今後も EC含め脚弱事例の病因追求等、検
査指導を継続実施。 
 
357 ． 肉 用 鶏 農 場 に お い て 発 生 し た
Enterococcus cecorum 感染症：鹿児島県肝属家
保 飯尾岳史 
 2023 年 12 月、肉用鶏 33000 羽を飼養する農
場において、脚弱症状を示す個体が増加。45日
齢の 5羽について病性鑑定を実施。解剖所見で
は、第 6胸椎椎体部の腫大(2/5)、大腿骨頭脆弱
及び暗赤色化(2/5)等を確認。病理組織学的検
査では，第 6胸椎椎体及び脊髄に膿瘍形成(2/5)、
大腿骨頭に壊死(5/5)、脊椎、大腿骨にグラム陽
性球菌(3/5)等を確認。細菌学的検査では、病変
部から ECが分離または PCR で検出（3/5）。分離
された ECは、アモキシシリン（AMPC）等に感受
性。検査結果から本症例を EC感染症と診断。そ
の後、当該農場では、空舎期間の消毒方法の変
更や導入時に AMPC の予防的投与を実施したと
ころ、導入鶏では脚弱による淘汰鶏の増加は認
められていない。EC感染症は発生要因等不明な
点が多いため、今後も症例を蓄積し、本疾病の
病態解明と対策方法の確立を目指す。 
 
358．鹿児島県で分離された肉用鶏由来
Enterococcus cecorum の細菌学的解析：鹿児島
県鹿児島中央家保 馬籠麻美 
 2022 年 4月以降に県内で分離された A、B、C
系列 9農場の肉用鶏由来Enterococcus cecorum
（EC）16株の細菌学的解析を実施。薬剤感受性
試験では全株がペニシリン系に感受性、1 株あ
たり 3～7 系統に耐性。パルスフィールドゲル
電気泳動(PFGE)解析では A系列の 6農場中 4農
場由来株が 3 本以内のバンドの相違で類似、B
系列の 2 農場が同一、B 系列と C 系列農場由来
株は 6 本以内のバンドの相違で類似。A 系列の
4 農場間、B 系列と C 系列農場間でそれぞれ疫
学的関連が示唆され、県内で主に 2系統群の株
が EC 感染症を引き起こした可能性。病鶏及び
ヒト患者由来株に特徴的な 6遺伝子（EC_00573、
EC_01816、EC_00586、EC_02735、EC_00757、
EC_01424）保有状況調査では、病鶏由来株が高

率に保有する 5種類（EC_01424 以外）のうちの
いずれかを全株が保有し、PFGEパターン類似株
は同系統間で同じ遺伝子を保有。引き続き、国
内及び県内の EC感染症の発生動向に注視。 
 

Ⅲ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
359．異常通報で対応した採卵鶏 2 農場の概要
と改善指導：福島県会津家保 星陽子、横山浩
一 
 A 農場は採卵鶏約 800 羽を土間で平飼い、ワ
クチン含む医薬品不使用の自然農法で飼養。直
近 2年は初生雛育成率が悪化し、原因は鶏回虫
及びコクシジウムと判明。土間の病原体蓄積及
び鶏舎間の人為的伝搬により被害拡大と推測。
発症鶏群への緊急投薬、コクシジウム有効消毒
薬の使用、初生雛エリアの火炎消毒、鶏舎専用
靴の使用徹底等を指導し、後の育成率は回復。
疾病対策と同時に農場主の衛生意識が大きく
改善。B 農場は採卵鶏最大 840 羽をウインドレ
ス鶏舎でケージ飼養、ワクチン済み大雛を導入。
導入日が異なる 2 ロットを同一鶏舎で飼養し、
一年毎半数入替。令和 6 年春にワクモが激増、
貧血や鶏卵生産量低下を確認。家保の指導の下、
物理的除去、薬剤散布等を実施。12月初旬、死
亡羽数増加し、高日齢鶏群で鶏痘発症を確認。
鶏痘に対する免疫力低下とワクモの吸血によ
り重症化し死亡が増加したと推察。空舎期間確
保に向けて次年度以降の飼養計画を変更予定。 
 
360．赤玉卵の色褪せ等を認めた養鶏場のワク
モ対策：福島県中央家保 穗積愛美 
 令和 3 年 10 月、管内養鶏場の 1 鶏舎で赤玉
卵の色褪せ、卵重及び産卵率の低下が発生。本
農場は以前よりワクモ対策に苦慮しており、状
況からワクモによる被害と推定。速やかに鶏卵
の使用禁止期間 0日のスピノサド製剤を散布し
たが、色褪せ卵率及び破卵率は最大約 20％にな
り、卵重は 1サイズ程度、産卵率は約 2.4ポイ
ント低下。回復には 1ヵ月以上を要し、損害額
は約 62万円。これまでの対策は、オールアウト
時の洗浄及び駆除剤散布とワクモ増殖時の駆
除剤散布であり、薬剤耐性も懸念。追加の対策
で自動給餌機にハケを設置し物理的に塵埃を
除去、適切な薬剤の選択、ワクモの増殖タイミ
ングを検討した早めの駆除剤散布をし、その後
オールアウトまで目立った被害はなし。本農場
は慢性的に人手不足であり、対策が薬剤散布に
偏りがち。スピノサド製剤の終売により薬剤の
選択幅が狭まり新たな薬剤耐性も懸念される
ため、継続指導し成績向上に寄与したい。 
 
361．多様な手法による鶏コクシジウム対策と
その効果検証：福島県相双家保 吉川優花、鎌
田泰之 
 肉用鶏 3万羽規模の農場においてコクシジウ
ムによる死亡増加が反復発生。令和 5年に入雛
前の水洗消毒方法を指導したが改善せず衛生
対策を再検討、オーシストを「減らす」「増やさ
ない」の 2面から対策実施。減らす対策では水
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洗手順の見直し、水洗マニュアルの作成、前室
等の清掃消毒、入念なドロマイト石灰乳塗布を
実施。増やさない対策では入雛後の OPGを経時
的に調査、OPG 増加前の敷料追加、オルソ剤踏
込消毒槽設置、鶏舎毎専用衣服の着用を指導。
①ドロマイト石灰乳塗布、②敷料追加が OPG減
少に有効。これらの対策を実施した鶏舎では 1
日増体量及び出荷平均体重が増加。ロット別出
荷成績の比較ではさらに育成率が増加し生産
指数が向上、直近 2年で最高。実施したすべて
の対策が粗利益増加に寄与。費用対効果は敷料
追加せず、ドロマイト石灰乳塗布した場合に高
かった。対策を通じ衛生意識も向上。農場は効
果を実感しモチベーション維持、更なる成績向
上を目指す。 
 
362．平飼いの 1採卵鶏農場の寄生虫対策指導：
岐阜県東濃家保 今村圭太、浅井礼子 
 2023 年 2月、管内採卵鶏農場で寄生虫感染が
原因の産卵率の低下発生。当該農場は平飼い、
無薬飼育で、2022年 2月以降、概ね 80%であっ
た産卵率が概ね 50～60%に低下。当所で糞便検
査を実施、鶏回虫卵および鶏毛細線虫卵を検出。
水平感染防止対策として、①農場内 10 か所の
区画ごとのオールアウト時に、清掃後の高温蒸
気噴霧および消石灰散布による消毒、②新規導
入鶏区画に入る時には、専用の長靴および踏込
消毒槽を使用、③発酵熱により温度を上げ、寄
生虫卵を死滅するため敷料の定期的な撹拌を
指導。対策実施後各区画の寄生虫卵検出状況確
認のため糞便検査を毎月 1回実施。対策の結果、
鶏毛細線虫卵の検出率が減少。敷料の発酵熱で、
鶏毛細線虫卵が生息できない温度になったこ
とによる。鶏舎内温度は各虫卵検出率に影響し
ないと推察。産卵率は現在概ね 70%まで回復、
今後も寄生虫感染抑制対策を継続。 
 
363．鶏のロイコチトゾーン症発生事例とその
浸潤状況調査：滋賀県家保 片桐慶人 
 2024 年 9 月、開放式肉用鶏農場（約 23,000
羽飼養）から 24日齢の死亡羽数増加、腹腔内出
血の稟告、生鶏 3羽、死亡鶏 5羽の病性鑑定実
施。剖検で肝臓腫大を 3 羽、脾臓軽度腫大を 1
羽で確認。病理組織検査で、2 羽の脾臓におい
て、ロイコチトゾーンのシゾントを確認。2 羽
の血液塗抹にてロイコチトゾーンのメロゾイ
トを確認。以上から本例を鶏のロイコチトゾー
ン症（L症）と診断。浸潤状況調査として、管内
肉用鶏農家の 2023、2024年 10月～11 月に実施
した強化モニタリング検査の余剰血清を用い、
L 症に対する抗体検査を実施。抗体陽性率は、
2024 年は 24.3％（17 羽/70 羽）と、2023 年の
3.8％（2羽/52羽）と比較し高く、感染率は変
動する可能性を示唆。L 症対策として、良好な
通風を保持しヌカカを鶏舎内へ滞留させない
ことを主体に、飼養衛生管理基準項目の「鶏舎
周辺の飼育環境を整備すること」を指導。今後、
飼養衛生管理基準の指導徹底により L症の発生
予防を図る。 
 

364．採卵鶏の伝染性ファブリキウス嚢病ウイ
ルスによる増悪が疑われた鶏コクシジウム病：
山口県中部家保 遠藤泰治、福岡恒 
 2024 年 5月、1日齢で伝染性ファブリキウス
（F）嚢病ウイルス（IBDV）ワクチン（遺伝子組
換え生ワクチン）を接種していた県内採卵養鶏
場で死亡鶏増加及び血便を呈する個体を確認。
鶏 6羽（57日齢）の病性鑑定を実施。病理組織
学的検査では、全羽の盲腸で腔内の出血や多数
のコクシジウムオーシスト貯留、粘膜上皮のび
まん性壊死等を確認。5/6 羽の F 嚢でリンパ濾
胞の萎縮と、免疫組織化学検査により IBDV 抗
原の陽性反応を確認。ウイルス学的検査では、
2/6羽の F嚢から IBDV遺伝子検出、分子系統解
析から Genogroup1（Classical）に分類される
野外株と推察。全羽の肝臓と 5/6羽の脾臓から
鶏貧血ウイルス（CAV）遺伝子を検出。寄生虫学
的検査では、3/6 羽の糞便から多量のコクシジ
ウムオーシストを検出。以上から、本症例は鶏
コクシジウム病と診断。IBDV 感染により、当該
鶏群の免疫が抑制され鶏コクシジウム病が重
症化したと推察。CAV は免疫抑制に関与した可
能性。 
 
365．畜主とともに考えともに実践した鶏の消
化器疾病への指導事例：福岡県北部家保 水上
栞菜 
 新規の小規模採卵養鶏場で元気消失、嗜眠や
産卵率低下等の相談があり立入。飼養区画２つ
の内１つのみで異常鶏を確認。飼養衛生管理状
況を各区画で比較および死亡鶏を病性鑑定。死
亡鶏の剖検所見で小腸の腫大や腸内容の粘血
かつ血餅様を確認。さらにそ嚢充満および気管
への誤嚥などから排便停止状態と推察。後の病
理組織検査成績から急性小腸コクシジウム症
と診断。病因が判明するまでの間、現場で畜主
と綿密に協議し実行可能な対策を実施。発症区
画からの感染拡大防止を最優先し、発症鶏と健
康鶏を分離飼育。腸内環境や飼養環境改善のた
め、発酵飼料および発酵敷料の変更、消石灰等
による消毒を実施した結果、症状が改善し鶏群
の活力が戻り、産卵率が大幅に回復。各対策が
相乗的に機能した結果効果があったと考察。近
年、道の駅等で小売販売する小規模養鶏場が増
加。飼養衛生管理に根拠のない独自方法を採用
しての失敗事例も散見されるため、今回の指導
例が参考となると考える。 
 
366．採卵鶏の鶏ロイコチトゾーン症～遺伝子
解析が必要な発生事例～：福岡県北部家保 松
井奎吾 
 住血性原虫症を疑う症例において詳細な遺
伝子検査が必要な事例について概要報告。発生
農場は平飼い鶏舎 2 棟で採卵鶏 680 羽飼養。
2023 年夏に貧血症状を呈した鶏群について衰
弱鶏 10羽の血液検査、死鶏 4羽の病理解剖、細
菌検査および遺伝子検査を実施。Ht値：20％未
満 4/10、血液塗抹：住血性原虫確認 2/10、剖
検：脾の腫大 4/4、細菌検査：有意菌分離陰性、
病理組織検査：肺 3/4、腎 1/4 にロイコチトゾ
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ーン第 2 代シゾント寄生に伴う肉芽腫性炎、
nested PCR（ミトコンドリア DNA cytochtome 
b）：Plasmodium/Haemoproteus spp.遺伝子；衰
弱鶏末梢血 9/10、死鶏の脾、肺 4/4 陽性。
Leucocytozoon spp.遺伝子；すべて陰性。シー
クエンスおよび遺伝子系統樹解析では nested 
PCR 陽性検体すべてが L.caulleryi 陽性。これ
は L.caulleryi が Plasmodium/Haemoproteus 
spp.に遺伝的に近縁であるためと推察。今後、
死鶏を認めず採血のみで診断する場合、詳細な
遺伝子検査まで行う必要がある。 
 
Ⅲ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代謝
障害 
 
367．採卵鶏で発生した尿石症の一例：千葉県中
央家保 島田果歩、石原勇人 
 令和 5年 6月中旬、約 3,600羽を飼養する平
飼いの採卵鶏農場で、斃死が続発し産卵率が低
下したため病性鑑定を実施。剖検では、左側腎
臓は高度に腫大及び退色、尿管内では尿酸塩の
貯留が認められ拡張し、右側腎臓は欠損してい
た。病理組織学的検査では、尿管及び尿管枝は
尿酸塩が貯留し高度拡張。尿管枝は上皮細胞の
変性が認められ、一部は貯留物と癒着し、粘膜
固有層には単核細胞、線維芽細胞が浸潤。高度
に病変形成していた実質領域では、皮質及び髄
質の構造が不明瞭となり、尿細管は上皮細胞の
変性及び拡張、間質は単核細胞浸潤、線維化及
び水腫が認められた。本農場では育雛期に成鶏
用飼料が給与されていたという稟告から、この
ことが尿石症の発症要因となった可能性が考
えられた。本症例は右側腎臓が欠損し、左側腎
臓の病変形成が高度であったことから、奇形の
他、尿石症の発症により右側腎臓が萎縮し代償
性に高度病変形成に至ったと考察。 
 

Ⅲ－５ 生理・生化学・薬理 
 
368．採卵鶏農場における暑熱対策の取り組み：
福岡県筑後家保 冨永知宏 
 令和 4年 9月に採卵鶏農場から産卵率低下の
相談を受け、聞き取り調査、鶏のストレス指標
である偽好酸球/リンパ球（H/L）比測定を含む
臨床検査及び環境調査を実施。令和 4年の産卵
率は 8月が 92.9％、9月が 86.3％へと低下。7、
8 月の平均最低気温は 24℃以上であり、H/L 比
は両月ともに 0.58 を確認。サーモグラフィ撮
影で鶏舎内環境温度の偏りを確認。令和 4年の
調査結果から産卵率低下は暑熱による消耗の
可能性を示唆。そこで、①環境温度に応じた扇
風機の活用及び増設、②鶏舎内の換気の確保、
③鶏舎内の温度分布に基づいた鶏の配置を指
導。対策及び指導の結果、令和 5年 7、8月の平
均最低気温は 24℃以上であったが、H/L 比は 7
月に 0.29、8月に 0.28とストレス低減。産卵率
は 8月が 94.5％、9月が 96.9％と高い水準を維
持。H/L 比測定でのストレスの数値化とサーモ
グラフィ撮影での温度の可視化で、農場管理者
に対して鶏のストレスを明示し、指導の妥当性

を示した。 
 
369．蛍光マイクロプレートリーダーを用いた
直接蛍光法の鶏ビタミン A検査手法の検討：佐
賀県中部家保 廣松理希、村田香 
 鶏のビタミン A(VA)は飼料摂取量を反映し、
欠乏で死亡率上昇、発育遅延、産卵率低下等を
起こす重要な栄養成分。VA検査で蛍光マイクロ
プレートリーダーを用いた直接蛍光法を検討。
検討法は黒色プレートに被験血清 20ul、蒸留水
180ul/well を加え、振盪、励起波長 335nm、蛍
光波長 510nm で測定、HPLC 法との VA 値の相関
を比較。ピアソンの相関係数は 0.92 で強い相
関。直接蛍光法の検査時間は 96 検体、30 分と
短時間で多検体処理可能。再現性試験では、血
清 22 検体を直接蛍光法で 1 検体につき 5 回測
定、標準偏差のばらつきは少ない。R6年度定期
巡回を実施した 10農家、血清各 10検体につい
て直接蛍光法で VA 値を調査、VA 値が高い農家
では全検体で高値（375～672IU/dL）。自家配合
飼料の給与農家では 100IU/dl 未満の個体を散
見。本検査方法は短時間で多検体処理可能。飼
養鶏の栄養状態等を簡易に調査可能。 
 

Ⅲ－６ 保健衛生行政 
 
370．民間施設を活用した汚染物品の処理法の
検討：青森県中央家保 武井裕佳、方波見将人 
 HPAI 多発を受け R5 年度から埋却地の適地性
を再調査し管内 33％で不適。新規確保に苦慮す
る中、防疫指針改正で汚染物品処理に化製処理
が追加、焼却及び化製処理を検討。焼却処理は、
鶏死体及び鶏卵を密閉式ポリペールに入れフ
ィルム固定後フレコンバッグ（FB）に封入、ク
レーンでの投入を想定。民間施設の試験では鶏
死体は投入に問題なし。鶏卵は FB が破損し液
が流出したため投入法を変更。焼却灰に燃え残
りなし。結果を基にマニュアルを作成、管内最
大規模農場での経費を試算。化製処理は、肉用
鶏企業所有施設を想定し死鳥での試験を実施。
導管詰まり等はなく正常に処理。発生時に活用
可能と判断。焼埋却は全汚染物品の処理が可能
だが化製処理は鶏死体のみ。埋却は処理時間が
短く随時受入可能だが、再処理の可能性や埋却
地の再確保が必要。焼却、化製処理は新たな資
材が必要かつ処理時間が長いが、処理後対応が
不要。今後は実施に向けた検討と豚熱への活用
も検討していく所存。 
 
371．都内養鶏場の飼養衛生管理基準の指導と
改善事例：東京都家保 内匠夏奈子 
 鶏舎環境のサルモネラ陽性農場に飼養衛生
管理基準の重点指導を実施した結果、複数農場
で改善。A農場ではネズミ対策に苦慮。そこで、
東京都ペストコントロール協会と連携しセン
サーカメラによるネズミの生息状況の確認、粘
着シート及び殺鼠剤の設置方法に関する指導
を実施。また、鶏舎の消毒方法を見直し、石灰
乳散布や発泡消毒等を新たに開始。B 農場では
鶏舎ごとの手指消毒、靴の交換が未実施であっ
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たが、指導後、全鶏舎で手指消毒、育雛舎で靴
の交換を開始。成鶏舎は靴の交換が未実施のた
め、今後も指導を継続。C農場では獣害が発生。
センサーカメラで野鳥、ネズミの侵入のほか、
鶏舎周囲にタヌキを確認。鶏舎の穴を塞ぐよう
指導、修繕を実施。この他、鶏舎の消毒方法と
ネズミの対策方法の資料を作成、配布。ネズミ
対策資料にはセンサーカメラで撮影した動画
を掲載しネズミの行動を解説。今後も各農場に
応じたきめ細やかな指導を実施。 
 
372．高病原性鳥インフルエンザ発生時におけ
るアスベスト廃棄専用袋を利用した清掃工場
での焼却処理法：東京都家保 南波ともみ 
 都では高病原性鳥インフルエンザ発生時の
家きん死体処理を全て焼却で計画。従来法では
容器を防疫作業員が焼却炉口へ運搬、投入する
が、負担が大きく安全確保が課題。A 市の焼却
施設新設に伴い、A 市から新法の提案。新法で
は、土のう袋、黒ビニール袋、アスベスト廃棄
専用袋で家きん死体等を三重梱包し、ダンプト
ラックでごみピットに投入。ごみクレーンで焼
却口に投入、焼却。この方法の採用にあたり、
梱包後の保管性とごみピット投入時の落下、ご
みクレーンでの袋の破損について検証。保管性
の検証では、家きん死体を梱包後、1 週間野外
で放置し、センサーカメラで観察。袋の加害は
なかった。ごみピット投入時の検証でも、袋の
破損は確認されず。本法は新型コロナウイルス
療養施設から排出された廃棄物処理にも採用
されており、防疫作業者の負担軽減や安全確保、
効率的な配置に有用。 
 
373．集団共同養鶏場の分割管理の考え方に沿
った取組：神奈川県県央家保 三部聡子、仲澤
浩江 
 管内に 15の経営体が採卵鶏約 63 万羽を飼養
し、堆肥舎、GPセンター（GP）を共用する集団
共同養鶏場（組合）がある。高病原性鳥インフ
ルエンザ（HPAI）等発生時は組合全体を一農場
とみなし全羽殺処分する計画としてきた。令和
5 年に国が示した分割管理の方針を受け、組合
でも経営体毎の対応とするため取組を実施。取
組事項は①衛生管理区域（区域）等の個別化②
経営体間交差汚染防止③堆肥舎運用方法見直
し④GP 整備。①は隣接経営体間の境界明確化と
区域出入時の動線確認と整備。②は区域に鶏卵
運搬者が入る経営体で動線確認し疫学関連農
場とならない取組を検討。③は HPAI 等発生時
に非発生農場が堆肥舎を継続利用できるよう
にゾーニングと運用方法検討。④は GP 再開要
件に基づく運用整備。防疫計画が大幅に変わる
ため関係機関と定例会で情報共有。今後は、飼
養衛生管理基準遵守と交差汚染防止対策のた
め運用面の課題や設備改修について引き続き
支援・指導する。 
 
374．管内養鶏農場の高病原性鳥インフルエン
ザ発生時の焼却処理の検討：石川県北部家保 
高野光 

 採卵鶏約 600羽飼養の管内養鶏農場で高病原
性鳥インフルエンザ発生時の殺処分鶏等の埋
却が困難な場合を想定し、一般廃棄物焼却処理
施設（焼却施設）の利用を検討。焼却施設の焼
却炉はストーカ式で処理能力 30t/日。殺処分鶏
等を入れた感染性廃棄物容器（容器）は、破損
等による内容漏出リスクがあり、通常投入口で
はなく、施設 5階にあるホッパへの直接投入が
必要。ホッパの形状及び流入速度の関係上、投
入容器数は 3個/回、投入間隔は 30分程度と想
定し、関係機関と連携し、容器の搬入、運搬、
焼却の実地訓練を実施。焼却処理手順の確認お
よび未燃残渣等の検証を行った結果、ホッパ付
近への容器運搬はホイスト式クレーンの使用
が適切。炉内温度、有害物濃度等および未燃残
渣等は正常範囲内。消毒液で濡れた容器の搬入
方法、容器破損時の対応および施設内外の連絡
手段等に課題が残った。これらを踏まえ、作業
手順書を作成、関係機関と共有し、適切で円滑
な焼却処理体制の構築を推進。 
 
375．埋却候補地の試掘を伴う実働型の防疫演
習：愛知県西部家保 植手俊樹、川本隆之 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時の防疫措
置の実効性確認のため、試掘を伴う実働型の防
疫演習を開催。管内大規模養鶏場 1戸の埋却候
補地において、重機による試掘で地下水の有無
などを確認しながら、家保作成の埋却計画図を
基に、重機の動線、埋却候補地のレイアウト等
を検討。1 箇所の試掘溝で、少量の雨水が染み
出たが、貯留は確認されず。通路の鉄板養生、
現場詰所の設置場所の変更及び既設の自動消
毒装置の撤去による重機の動線確保、また、埋
却溝の本数、掘削順序、残土置場の変更及び樹
木の伐採による埋却候補地のレイアウト変更
が必要との意見あり。演習の結果、検討事項に
留意するという条件で、埋却可能と判断。試掘
を伴う実働型の防疫演習では、関係者から直接
具体的な意見が得られ、家保作成の防疫計画の
実効性が大幅に改善。今回の知見を、他農場の
事例にも活かしていく。 
 
376．管内小規模採卵鶏農場における農場 HACCP
システム構築の取組（第 1報）：京都府山城家保 
中川一樹、森田誠 
管内 6,000羽規模の採卵鶏農場が事業継承を

機に農場 HACCP認証取得を検討。当農場は家族
経営で築 40 年の鶏舎を有し、取組開始時には
農場内の動線が複雑で、現場に即した衛生管理
への見直しが必要。そこで、関係機関と共に農
場独自の農場 HACCP システム構築を支援。【取
組】①衛生管理区域内の清浄度区分を明確化し、
動線を整理する等、一般的衛生管理プログラム
を構築し、令和 4年 12月、農場 HACCP推進農場
に指定。②危害要因分析を実施、「集卵」を必須
管理点とする農場 HACCP計画を作成。出荷卵へ
の破卵・滞留卵混入を防止する管理体制を整備。
③毎年 2回、研修会にて従業員教育を実施。④
内部監査での現場検証に基づき農場 HACCPチー
ムで衛生管理区域境界の車両対策を協議し、車
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両消毒マットを設置する等、現場に即した衛生
管理システムを整備。【展望】引続き農場 HACCP
システムを活用して衛生管理水準向上を図り、
小規模農場での農場 HACCPシステム構築のモデ
ルとなるよう指導を継続。 
 
377．HPAI 発生時における従来法と集鳥ラック
を用いた殺処分法の比較：京都府中丹家保 前
田真彬、山本哲也 
 HPAI 発生時の殺処分方法として、ポリペール
を用いた従来法と他県で実用された集鳥ラッ
ク法を比較。①採卵鶏農場において、6羽/ゲー
ジ×4 段を 1 クールとし、捕鳥から炭酸ガス注
入まで 3クールの作業性を比較。②実際の発生
農場での殺処分を参考に作業性を比較。結果、
①1 クール当たり、従来法は運搬 4 名、捕鳥 2
名の計 6名で平均作業時間は 4分 8秒、集鳥ラ
ック法は運搬 1名、捕鳥 2名の計 3名で平均作
業時間は 3 分 50 秒と、集鳥ラック法は作業性
が高い可能性。②発生農場の実際の作業では、
従来法が 30 名で約 1,100 羽／時、集鳥ラック
法が 22 名で約 1,000 羽／時、１人１時間当た
りの殺処分羽数は、従来法 36.7 羽、集鳥ラック
法 45.5 羽と集鳥ラック法の作業効率は約 1.2
倍。一方、集鳥ラック法は鶏体取り出し時の羽
毛の飛散や炭酸ガス注入に専用資材が必要な
点が課題。集鳥ラック法は作業性に優れるが、
解決すべき課題が残るため、今後も効率的な防
疫作業方法の検討が必要。 
 
378．大規模養鶏場における集鳥ラックを用い
た殺処分マニュアルの策定：兵庫県姫路家保 
寺岡祥子、中条正樹 
 大規模農場の鳥インフルエンザ発生では防
疫措置の持続力が課題。集鳥ラックとコンテナ
を利用した殺処分方法（ラック法）でラックの
運搬に重点をおいた防疫演習を実施。ラックの
取扱い人数と運用法について見直しを実施し、
ラック法適用可能条件を整理。管内大規模養鶏
場における適用可否を①ラックの使用実績、②
コンテナ等機材設置スペースの有無、③鶏舎の
立地状況により判断。その結果、管内８農場で
適用可能。管内１農場をモデルとし、殺処分マ
ニュアルを策定。①使用ラック数の考え方、②
鶏舎内におけるラックと動員者の動線、③鶏舎
外におけるラックと動員者の動線、④１鶏舎に
おける必要人員について整理。発生時には従来
法での処分と不足機材の購入、借り上げ等ラッ
ク法の準備を並行。借り上げ機材の扱いを整理
する。今後はマニュアルを基にした動員者を対
象とした防疫演習を実施、動員者へのマニュア
ルの周知と見直しを図る。 
 
379．鶏移動用ラックを用いた殺処分方法の検
討（令和 6 年度防疫演習）：奈良県家保 大月智
子 
 鶏移動用ラックは成鶏が約 100羽入る金属製
ラック。令和 4年度から茨城県が、ラックと一
坪コンテナを用いた方法（以下ラック法）で殺
処分を効率化。地上に設置する一坪コンテナは、

ゴンドラ設備のない高床鶏舎が多い奈良県で
はラックの昇降に無理があり、導入困難。ラッ
クを鶏舎内で個別に密閉する方法として、フレ
コンバッグ内袋を使用する内袋法と、プラスチ
ック段ボール製ボックスを使用するプラダン
法を検討。県内高床鶏舎で、採卵鶏各 100羽を
用い演習を実施。両密閉法とも全羽死亡。プラ
ダン法は耐久性に難あり内袋法を採用。また、
内袋法で注入時間を 70 秒から 30 秒に変更し、
30 秒で全羽死亡。殺処分速度は 480 羽/時・20
人で従来法より 1.6 倍効率アップ。県内最大 9
万羽規模養鶏場での試算で延べ動員者数は
6000 人から 4320 人に、殺処分作業時間は 8.5
日から 6日に約 30％削減。 
 
380．HPAI の連続発生を想定した防疫演習の実
施：和歌山県紀北家保 筒井視有 
 HPAI 連続発生時の対応を確認するため、防疫
演習を実施。那賀管内の 2戸 3農場を発生想定
農場とし、関係者との事前協議、実地演習、参
加者へのアンケート調査、関係者との事後協議
を実施。事前協議では、①人員の確保②資材の
確保③情報の整理の 3点が課題として想定され
た。①については民間への早期委託、他振興局
からの応援、②については連続発生時の必要資
材数の確認、③については各農場における連絡
要員の固定等が必要。実地演習では集合・検診
場所、消毒ポイント、現地防疫センター、農場
での防疫措置などの作業を確認。アンケート調
査では、肯定的な意見が 95%と多数。事後協議
では、本演習を踏まえて防疫計画および振興局
マニュアルを修正。連続発生時の課題や対策を
確認できたことから、今回の演習は非常に有意
義なものとなった。今後も様々な場面を想定し
た演習を企画し、HPAIの発生に備え、関係者と
の連携強化と迅速な防疫対応を目指してまい
りたい。 
 
381．管内採卵養鶏場に対する衛生指導：和歌山
県紀北家保 畑野希枝、鳩谷珠希 
 昨年度、サルモネラが分離された 1採卵養鶏
場の検査を継続。採材時に鶏舎内でネコを確認
したことから、野生動物侵入調査及び飼養衛生
管理基準の遵守状況の確認実施。①サルモネラ
検査：鶏舎内壁及びネコ・ネズミ糞便から
Salmonella Braenderup、GP床から Salmonella 
Ⅲ型を分離。S.Braenderup についてパルスフィ
ールドゲル電気泳動（PFGE）を実施し、PFGE像
がすべて一致。②野生動物侵入調査：センサー
カメラにより鶏舎等の開口部からネコやネズ
ミの侵入を確認。③飼養衛生管理基準：鶏舎用
の長靴履き替え時の動線が交差。PFGE 結果から、
鶏舎内及びネコ・ネズミ糞便から分離されたサ
ルモネラは全て同一由来であり、ネコやネズミ
を介した農場内への浸潤、人による伝播の可能
性を推察。畜主に指導し、鶏舎等の開口部をシ
ャッター設置等により塞ぐとともに、鶏舎前室
にすのこを設置し、履き替え時の動線の交差を
解消。今後も畜主や関係機関と連携し対応予定。 
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382．県西部大型養鶏場における HPAI 発生を受
けた松江家畜衛生部の対応：島根県松江家保 
秀島遼哉、福田智大 
 令和 6年 10月 31日、県西部の大型養鶏場で
県内では 14年ぶりの HPAIが発生。松江家保は
獣医師正規職員が 3名、会計年度任用職員（獣
医師 1名を含む）が 4名の少人数体制だが、通
常業務を調整し防疫措置に対応。10 月 30 日に
主管課から HPAI 簡易検査陽性事例の連絡を受
け、主任獣医師が当日 19時から現場派遣。31日
未明に疑似患畜確定。主任獣医師は 11 月 8 日
まで 4クール防疫作業に従事。課長は 2日未明
から 9日深夜まで現地指揮者として 2交代で従
事。所長は当所に待機し、業務調整。この間、
現場で使用した炭酸ガスボンベの洗浄を当所
で対応。計 7回の作業で 294本を洗浄。防疫措
置期間中、会計年度任用職員および雇入れ獣医
師で通常業務に対応できるよう業務調整。11月
9日 10時、管内養鶏場から同一ケージで 3羽死
亡の緊急通報。部長、主任獣医師、会計年度任
用職員 2 名で対応し、13 時に HPAI を否定。今
後も緊急業務に対応できる体制の維持に努め
る。 
 
383．管内大型採卵鶏農場で発生した高病原性
鳥インフルエンザの対応：島根県川本家保 荒
川泰卓 
 管内大型採卵鶏農場で、高病原性鳥インフル
エンザが発生。令和 6年 10月 30 日に家保に通
報。10 月 31 日に疑似患畜確定。同日 0 時に防
疫作業準備に着手、陸上自衛隊に対して災害派
遣を要請。9時10分に発生鶏舎の殺処分を開始。
12 時 30分に埋却地作業を開始。11月 7日 19時
20分に発生農場の全 401,733羽について殺処分
を完了。11月 9日 17時に殺処分鶏、卵、飼料、
堆肥の埋却処分を完了。11 月 10 日 9時 15分に
防疫措置を完了。家きんの再導入に向けて、殺
処分の終了後、農場内の消毒を 1 週間間隔で 3
回実施。全ての鶏舎について、破損等を再点検
し、壁やカーテンの更新、及び周辺の木の伐採
や草刈り等の鶏舎と周囲環境の対策を実施。ま
た、新たに自己所有地による埋却候補地を確保。
モニター家きんの導入前環境検査、導入後検査
は陰性。今回、島根県、自衛隊、市、JAしまね、
NOSAI 島根、県外獣医師、島根県建設業協会・
大田市建設業協会、島根県警備業協会、島根県
トラック協会、造園業協会、協定企業、国交省、
県警の協力により防疫措置の完了に至った。 
 
384．HPAI 発生農場における現地初期対応から
得られた知見：島根県益田家保 石倉洋司、前
原智 
 本県で 14年ぶりに家きん農場で本病が発生。
事後、初期対応に係る課題と知見を集約し、以
下のとおり改善・体制強化。管内農場を中心に
各関連施設と web会議が活用可能か通信状況を
確認、現地指揮所で使用する持ち出し印刷機を
準備。緊急時は個人電話の設定を定額無制限な
どに変更し、通信費を事後に公費請求するよう
に整理。資機材については、備蓄資材を搬出時

に数量確認が不要となるように整理し、今後は、
現地対策本部に加えて、集合施設、農場それぞ
れに資機材担当を配置。また、指揮所用コンテ
ナハウス、投光器および電源等の大型レンタル
備品は疑い事例の段階で発注することとした。
農場内作業においては、家畜防疫員・畜舎作業
サブリーダーを明確化・視認性を高め、担当と
なる一般職員には、平時の研修により担当業務
内容および引継ぎ体制の周知徹底を実施予定。
さらに、農場内作業の安全を確保するための担
当を新規に設置。 
 
385．徳島家保本所における飼養衛生管理支援
システムを用いた養鶏農場一斉点検報告の準
備作業：徳島県徳島家保 山本亮平 
 養鶏農場における飼養衛生管理基準の基本
的な管理項目について、一定期間、毎月点検結
果の報告が必要。報告書データを集計した
Excel ファイルをメールにて国へ送信していた
が、令和 6年 10月からはオンラインで、農林水
産省共通申請サービス（eMAFF）の飼養衛生管理
支援システムによる報告に変更。準備に農場経
営者は gBizID 取得、eMAFF ID取得および農場
台帳登録作業を求められたが、家保職員が代理
入力するケースが多数。独自のシステム設定に
よる業務負担の一部職員への偏りや、ブロック
別研修での説明内容の誤り等により、県全体の
準備が整わず、当面の間は Excel 送信を継続。
業務スリム化のために本作業はいずれ必要に
なるが、農場経営者の高齢化が進む現状では、
本システムの利用環境が全国的に整うには時
間を要し、また、都道府県や家保により実施難
度に差が出ると思われる。本システムの利用促
進には、不使用によるペナルティではなく、利
用のメリットを示す必要がある。 
 
386．管内養鶏農家の飼養衛生管理指導と成果：
香川県西部家保 片山進亮、森田えり 
 令和 2年度の管内養鶏場での高病原性鳥イン
フルエンザ（HPAI）発生以降、養鶏農家への飼
養衛生管理指導を強化。令和 3 年度から令和 5
年度にかけて、香川県飼養衛生管理指導等計画
に基づき、各養鶏農家の責任者への飼養衛生管
理研修会を年 1 回開催。また、各養鶏場へ年 1
回以上立入し、飼養衛生管理基準遵守を指導。
令和 6年度は昨年度までの研修会に加え、複数
の養鶏場を抱える企業を対象に、各養鶏場の飼
養衛生管理者を集めた研修会を個別に開催し、
飼養衛生管理基準の理解を深めた。その後、各
養鶏場を巡回し、養鶏場の構造に合わせた具体
的な飼養衛生管理方法を指導。飼養衛生管理者
が認識していなかった不備を指摘し、HPAI 発生
シーズン前に対応。令和 5年度以降、同一地域
での HPAI複数発生はなく、令和 6年度は、HPAI
発生後の疫学調査チームの現地調査報告概要
で飼養衛生管理の不備の指摘が従来より減少。
管内養鶏農家の飼養衛生管理が大きく向上。 
 
387．高病原性鳥インフルエンザ発生時の円滑
な防疫対応に向けた取組み：高知県西部家保  
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松永隆仁 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時には、まん
延防止のため、迅速な初動対応が重要。県では
1 万羽以上の飼養規模農場毎に対処計画を作成。
今回、管内にある県内最大規模農場において、
対処計画に基づく動員者の輸送方法、連絡方法、
埋却地の掘削の可否などを検証するため、関係
機関を参集し防疫演習を実施。農場や埋却地ま
での経路は道幅が狭く車両のすれ違いが困難
なため、交通整理要員を配置。連絡方法として
携帯電話と衛星電話を使用。埋却地では複数箇
所の掘削を実施。結果、動員者輸送は 25人乗り
のマイクロバスで対応可能。埋却地は全箇所で
掘削可能。後日、参加者にアンケート調査を実
施。防疫作業のイメージができたとの評価の他
に、交通整理要員の配置場所、トイレ等の環境
整備、輸送ルートの見直し、長時間のバス移動
について課題があるとの意見。これらの意見を
受け、対処計画を見直し、伝染病発生時は円滑
に防疫対応できるよう体制整備および強化を
図る。 
 
388．新規就農採卵鶏農家の衛生対策指導事例：
佐賀県西部家保 森本麻衣、一戸夏美 
 令和 2年 9月新規就農、農業用ビニールハウ
スを利用する平飼いの採卵鶏農家。開始時に飼
養衛生管理基準に関する説明を実施。その後、
年に 1回、飼養衛生管理基準遵守状況の確認及
び衛生検査を実施。令和 6年 2月、県関係機関
から産卵率低下の情報提供があり立入し、産卵
率低下及び奇形卵の産卵を確認。原因究明のた
め、各種衛生検査を実施、糞便からコクシジウ
ムオーシスト及び線虫卵を確認。その後、月 1
回の衛生検査と衛生対策の指導を実施。①寄生
虫対策は、鶏舎内の空舎時における消石灰散布
等を指導、鶏舎内で鶏糞の堆肥化を実施。②暑
熱対策はビニール屋根への寒冷紗の設置を指
導、部分的に寒冷紗の設置を実施。③畜主が実
施していたスマ―トフォンによる産卵数の記
録を今後も用いて異状の早期発見に努めるよ
う指導。指導の結果、畜主は衛生管理に対する
意識が変化。今後も、畜主とのコミュニケーシ
ョンを密にし、助言及び指導を継続。 
 

Ⅲ－７ 畜産技術 
 
389．都内養鶏場のニューカッスル病の抗体価
の改善事例：東京都家保 内匠夏奈子 
 都では、ニューカッスル病の HI 試験により
ワクチンの免疫付与状況を確認。令和 5年度に
抗体価の低い農場を確認、以下の 2 点を対応。
1）血清保存条件の検討：農場により血清の凍結
期間と融解回数が異なるため、保存条件による
影響を検討。鶏血清を-20℃で保存し、凍結融解
1 から 3 回、保存期間を 1、3、6 週間のそれぞ
れ 9 種の条件に分けて HI 試験を実施、採血翌
日無凍結の抗体価と比較。結果、45検体中 2検
体で 2管低下。その他は同一もしくは 1管以内
の差で、保存条件に大きな問題はないと推察。
2）ワクチン接種方法の指導：農場のワクチン接

種手技を確認。成鶏舎では、希釈倍率の誤りに
よる低濃度投与を確認。規定濃度の投与で抗体
価が改善。育雛舎では、接種手技に問題はない
が抗体価が低値。育雛時に B1株ワクチンを 2回
飲水投与していたが、1 回目を B1 株から VGGA
株に、2回目を B1株の 2倍量投与に変更したと
ころ、抗体価が改善。 
 
390．鶏卵出荷量の確保を目的とした 1 養鶏場
における分割管理の取組：新潟県中央家保 堀
江香会、野崎朋子 
 令和 4 年シーズン国内で過去最高となる 84
例の高病原性鳥インフルエンザが発生。A 農場
はリスク管理の必要性を認識、取引先の要望も
受け分割管理について家保に相談、県庁主務課
と県養鶏協会も加わり取組を開始。農場敷地は
分割が容易だったものの一部の衛生管理区域
で更衣前後の動線交差、死亡鶏焼却設備が衛生
管理区域外、車両消毒設備の不足、複数農場を
行き来する際の更衣未実施、複数農場の飼養管
理を行う従業員の存在、飼養衛生管理マニュア
ルの項目不足、農場訪問記録の不足等が課題。
関係者で検討し衛生管理区域の動線交差の解
消、焼却設備の管理方法変更、補助事業を活用
した車両消毒設備の新設、衛生管理区域立入時
の更衣の徹底、従業員の勤務前入浴を明確なル
ールとして位置づける等の対応を実施。マニュ
アルは飼養衛生管理基準が求める項目を充足、
記載内容を大幅に増量。農場訪問記録は事務所
または各農場で訪問者全員が実施。令和 6年 10
月分割管理を開始、畜主とともに実施可能なル
ールを模索し構築したことは今後の分割管理
要望への対応にもつながると期待。 
 
Ⅲ－８ その他 
 
391．民間活力を導入した高病原性鳥インフル
エンザ発生時のサブステーション運営：千葉県
中央家保 角田千春 
 本県では高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）
発生時、家畜防疫員が主体となり県職員及び市
町村職員と共に防疫拠点であるサブステーシ
ョン（SS）を運営。令和 2 年度シーズン以降、
毎シーズン HPAI が発生。大規模農場での発生
や続発により家畜防疫員が不足したため、SS運
営における家畜防疫員の負担軽減を目的とし
民間事業者（民間）への業務委託を検討。令和
5 年度、民間との委託内容に関する打合せや県
防疫演習を活用した実地演習を実施。令和 6年
4 月、県内で HPAI が発生し民間と共に SS 運営
を行ったが、マニュアルの不備、指示系統の煩
雑化により業務が混乱。シーズン終了後、所内
反省会及び防疫従事者アンケートの結果から
SS 運営に関する手順書を作成。令和 6 年 10 月
の発生では、再度民間と共に手順書に沿い SSを
運営。運営時の混乱は減少したが、家畜防疫員
の負担軽減は不十分。引き続き家畜防疫員の負
担軽減を目指し、手順書の見直し等を行ってい
る。 
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392．養鶏場密集地域を中心とした高病原性鳥
インフルエンザ対策への無人航空機ドローン
の活用：千葉県東部家保 蒲生汐理、片山雅一 
 管内養鶏場密集地域では令和 2年度に高病原
性鳥インフルエンザ（HPAI）が連続して 5農場
で発生。飼養衛生管理の改善に取り組んだもの
の、令和 4 年度にも 3 農場で HPAI の連続発生
があり、さらなる対策が必要と考えられた。そ
こで今年度、無人航空機ドローンを試験的に導
入して通常目視では確認が困難な鶏舎及び堆
肥舎の屋根やモニター部入気口の点検並びに
野鳥痕跡の確認を当該地域中心に 22 農場で実
施。映像は操作機のディスプレイやプロジェク
ター等を用いてその場で畜主と確認。結果、畜
主が把握していなかった施設の破損を 6農場で
確認することができ、農場の点検にドローンが
有用であることが示された。また、堆肥舎等野
鳥の痕跡が多くみられた場所を畜主に示すこ
とでウイルス侵入リスクを改めて認識させる
ことができ、より重点的な対策や衛生管理意識
向上に役立てられると考えられた。今後も他地
域も含めて点検を継続し、HPAI発生防止対策に
取り組んでいく。 
 
393．養鶏場における農場分割管理の一事例：岐
阜県中濃家保 岡本祐子、高井一彦 
 令和 5、6 年度に農場分割管理に取り組んだ
管内の養鶏農場の事例について報告。当該農場
はこれまで 1飼養衛生管理区域内に卵用種鶏を
飼育する 2農場（A、B）で鶏舎以外の施設を共
同利用。飼養羽数はそれぞれ 27,500羽、9,000
羽と大規模ではないが、高病原性鳥インフルエ
ンザ（以下鳥フル）が発生した場合に希少な卵
用種鶏が同時に処分されることによる、全国の
養鶏産業への多大な損失を軽減する効果を期
待。農場分割管理により、新たに必要となった
設備は、農場の境界の分離柵、車両消毒ゲート、
更衣室、堆肥舎で、令和 5年度補正予算の消費・
安全対策交付金を活用して整備。堆肥舎につい
ては、畜舎特例法の認定を受けて建設を行うこ
ととなり、農林事務所との連携が求められた。
家保は、分割後も適正に管理が行われるよう飼
養衛生管理マニュアルの見直しを指導。また、
分割後の鳥フル発生時の新たな防疫計画につ
いて関係機関と現地確認し策定。 
 
394．管内大規模養鶏場でのコンテナとプレッ
トラックを用いた殺処分作業の検討：三重県中
央家保 木村壮太郎 
 茨城県の高病原性鳥インフルエンザの令和
４年度発生事例において、コンテナとプレット
ラック（ラック）を用いた殺処分方法（ラック
法）により、省力化と効率化が図れたため、三
重県でも令和 6年度に導入。今回、管内の高床
式の大規模養鶏場でラック法の殺処分作業を
検討。具体的な手順は、コンテナとラックの設
置、補鳥とラックへの投入、ラックの鶏舎外搬
出、コンテナへの搬入と炭酸ガスによる殺処分、
処分鶏のフレコンバックへの投入であり、従来
のバケツ等を用いた方法と比較し、鶏や資材の

搬出入回数が減少し、効率的であると確認。ま
た、鶏舎内の空き通路にラックを待機させるこ
とで、鶏舎外作業の進捗に合わせた捕鳥作業が
可能になることから、ストックヤードを検討す
ることも重要。さらに、鶏舎周辺のスペースが
限られる場合、コンテナ設置場所が作業動線を
妨げる可能性があるため、事前の配置計画を検
討する必要がある。 
 
395．管内肉用鶏農場の衛生管理指導：和歌山県
紀南家保 寒蝉直美、藤原美華 
 毎月の死亡羽数が多い肉用鶏農場に対し、衛
生管理指導を実施。死亡羽数の多い A農場（開
放鶏舎、肉用鶏 50,000羽、採卵鶏 800羽飼養）
と、雛の導入元が同じ B農場（ウインドウレス
鶏舎、肉用鶏 12,000羽飼養）を比較。両農場で
鶏舎内スワブから大腸菌群、サルモネラ属菌を
検出。出荷後の洗浄・消毒の徹底、空舎期間の
確保について指導。糞便寄生虫検査は両農場陰
性であったが、A 農場の衰弱鶏 3 羽中 2 羽の盲
腸内容物からコクシジウムを検出。オルソ剤に
よる鶏舎消毒および石灰乳の塗布について指
導。消毒後の鶏舎においても、3 羽中 2 羽でコ
クシジウムを検出。オルソ剤による長靴の消毒
や作業順序の見直しについて追加指導。A 農場
では脚弱が多く、十分な温度・湿度の調整がで
きていないこと、雛の時期から姿勢の異常が確
認されることから、導入直後の温度・湿度管理
の問題であると推測。今後は衛生管理の指導を
継続するとともに、鶏舎環境の改善の指導を重
点的に行う。 
 
396．養鶏場の衛生対策および生産性向上への
支援：鳥取県鳥取家保 天野弥咲 
 育成率の基準値を 97％、目標値を 98％とす
る平飼い地鶏農場（肉用鶏 4000 羽飼養）は、R5
年 4月に経営体変更と養鶏未経験者が 3名入社
したことを機に、更なる農場の衛生対策及び生
産性向上対策に着手。全従業員を対象とする勉
強会を定期的に開催。家保は従来から行ってい
る各種検査結果を、管理獣医師は農場成績等を
説明。従業員は自ら出来る対策を検討。鶏舎内
器具の消毒方法の改善や寄生虫対策として鶏
舎前室の整理整頓を実施。管理獣医師と家保は
随時具体的な助言を行い、継続的な対策へと導
いた。結果、育成率の基準値を超えた月は 8か
月（R4 年度）から 10 か月（R5 年度）に改善、
R6 年 8 月には育成率 99％を達成。従業員に勉
強会の場を設け、農場の現状・問題に向き合っ
てもらうことで自発的行動を生み、農場の成績
向上に繋がった。今後も指導を継続し、従業員
だけでも衛生管理と生産性を向上できるよう
支援したい。 
 
397．捕鳥ラックを用いた省スペースな殺処分
方法の検討：岡山県岡山家保 佐藤静子、高病
原性鳥インフルエンザ検討部会 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時の防疫措
置において鶏出荷用ラック（ラック）を用いた
殺処分方法について検討。鶏舎長が長い大規模
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農場では捕鳥のみにラックを使用した場合で
も従来の台車法より動員者の移動距離・時間が
削減し、負担軽減につながることが試算。さら
にコンテナに代わり備蓄や運搬が容易で省ス
ペースなラックケースを検討。ラック 1台が入
る発砲スチロール素材とテント素材の 2種類の
ケースを試作し、ケース内の二酸化炭素（CO2）
濃度が 40％以上の濃度になることを目標に試
験を実施。それぞれのケースの容積や CO2ガス
の漏れの差もあるが、発泡スチロール素材では
CO2 を 30 秒注入、テント素材では 20 秒注入で
目標濃度到達。さらに廃鶏を用い CO2 注入後に
死亡するまでの静置時間を検討。発泡スチロー
ル素材では 5分間静置、テント素材では 3分間
静置で死亡。今後、実用化に向け CO2 注入口や
CO2 注入時の内圧の逃し方等の改良を検討。 
 
398．令和 4 年度高病原性鳥インフルエンザ発
生経験からの課題検討：広島県畜産課 恵谷美
江、田中基充 
 令和 4 年度大規模農場で計 6 事例の HPAI 発
生を経験。翌年度防疫措置体制の振り返り、課
題確認と対応検討実施。発生予防対策とまん延
防止対策を振り返り、ウイルス侵入防止及び野
生動物対策、迅速な防疫作業終了を中心に検討
実施。①農場従業員全員の衛生対策理解状況や
消毒実施水準のばらつき②畜舎入気口の破損・
修繕状況が不明③殺処分の長期間化④埋却予
定地の使用可否が不明⑤防疫作業従事者の確
保、5 項目を優先課題とし対策実施。①全従業
員向け教育資材の作成、研修会の開催、消毒計
画の作成、履行確認実施②目視での確認が困難
な農場を対象に破損状況確認③殺処分の迅速
化に向け、県マニュアル等の改正。他県を参考
に備品整備、実働演習実施④掘削可否の調査実
施⑤県内市町及び民間業者と協定締結など令和
5 年度対策を実施。危機管理体制の課題は今後
も継続して検討・対策を実施する。 
 
399．HPAI 発生農場の経営再開に向けた飼養衛
生管理の改善に係る取組について：広島県東部
家保 鈴岡宣孝 
 令和 4 年度、管内 5 戸で HPAI 発生。当該全
農場は飼養衛生管理基準の遵守レベルが高い
農場であったが、国から、鶏舎出入り時の靴交
換等の複数項目で対策不十分と指摘。全農場の
再開に向け衛生管理状況の再確認と改善方法
を検討。各場での衛生対策検討は当所も適時参
加し、対策の水準目合わせを実施。検討結果は
親会社及び従業員にも共有。結果、全農場で従
業員等の動線見直し、必要に応じ、衛生管理区
域再設定実施。消毒設備や更衣室の新設、監視
カメラによる野生動物侵入確認、不織布敷設及
びため池水抜き等、実施可能な取り組み実施。
従前、衛生管理に係る指導は主に場長に実施し
ていたが、従業員対象の衛生管理に係る研修会
開催、課題を場長だけでなく従業員及び親会社
と共有することで衛生意識が全体に浸透。意識
面だけでなく経費要するハード面も円滑に改
善。全農場が 1年以内に経営再開、現時点再発

なし。今後、他農場でも同様の取り組みを推進
し、本病発生予防に繋げたい。 
 
400．高病原性鳥インフルエンザ発生時の防疫
体制改善の取組：山口県西部家保 山田春花 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時の迅速な
初動対応のため、防疫体制連携や現地対策本部
運営を改善。①初動防疫円滑化のため、連絡会
議を令和 5年度からリモート併用。また連絡会
議に併せて消毒ポイント関係者協議を合同開
催に変更。②ドローンで消毒ポイントや農場を
撮影し、防疫資料精度を向上。③管内養鶏場の
仮設基地設置候補地を現地確認し、設営時の課
題を確認、利用調整未実施か所の解消を推進。
仮設基地を退場用のみに変更し作業を簡素化。
④消毒ポイント設置個所が複数の農林事務所
にまたがる場合と、管内発生との運営体制の違
いを整理して担当班と協議。作業手順を既存マ
ニュアルと別に作成。⑤集合基地での動員者の
着替え時間短縮のため、家保職員が見本を演じ
る方法から動員者が自ら着替えるよう変更し、
防疫研修会で検証。各所の意見を踏まえて対応
を具体的に整理し、関係者の理解が促進。確認
事項の増加で作業時間が増大。今後は各班への
作業分担を誘導。 
 
401．肉用鶏農場の農場分割管理：長崎県県北家
保 川﨑洋平、橋本哲二 
 高病原性鳥インフルエンザ発生時、円滑な防
疫措置及び農場のリスク軽減のため、分割管理
を実施。約 130,000羽の肉用鶏を直線距離で約
3kmの 2農場（A農場、B農場）で飼育し、飼養
衛生管理者（管理者）は各農場に配置。入雛及
び出荷時に各管理者はもう一方の農場へ立入
ることが確認され、管理者の衛生管理区域への
入退場時の交差汚染防止対策を検討。衛生管理
区域入場時はシャワーインとし（A 農場は既存
施設の活用、B農場は新設）、入退場時の管理者
の作業動線の見直しを実施。追加対策は、飼養
衛生管理マニュアルに追記するとともに、遵守
状況確認のためチェックシートを作成し、記録。
取組み内容は、動物衛生課と協議し、実効性を
確認。分割管理により、万が一発生時に殺処分
羽数及び作業箇所数を軽減でき、円滑な防疫作
業、経営リスクの軽減に有効。今後も農場と連
携し、飼養衛生管理基準の遵守徹底は基よりマ
ニュアルの適正な運用のため、継続的な指導・
助言を実施。 
 
402．自動撮影カメラによる養鶏場野生動物侵
入対策と成果：熊本県城北家保 秋岡幸兵、前
淵耕平 
 自動撮影カメラを用いて採卵鶏農場で野生
動物の調査。鶏舎壁や防鳥ネット破損はなく、
屋外バーコンベア（バーコン）を囲む鉄格子内
に卵の落下及び破卵を確認。屋外バーコン下部、
屋内バーコン入口及び屋内給餌ホッパー付近
にカメラ設置し、9 日間動画撮影。屋外バーコ
ン下部でイタチ、カラス及びネコを確認。イタ
チ、カラスは接近防止用金網を足場として利用。
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イタチはバーコン内にも侵入。屋内では何も撮
影されず。結果を農場と共有。農場は、バーコ
ン清掃、侵入口の特定と封鎖、金網の防鳥ネッ
トへの変更による、足場利用の防止対策等実施。
再度撮影し、7日間当たりの確認回数は、2回。
対策前 216 回から 99.1%減少。動物種や侵入状
況の把握、調査結果の共有により、安価で効果
的な対策が可能に。検証により、成果を見える
化し、作業員モチベーションアップ。継続的対
策の取り組みの意欲向上。今後も、農場ととも
に効果的対策を検討、改善に向けた取り組みを
支援。 
 
403．管内の高病原性鳥インフルエンザ発生に
伴う課題とその対応：鹿児島県南薩家保 中村
昂紀、藏前保 
 管内で初めての高病原性鳥インフルエンザ
(本病)発生を受け、防疫対応に対する課題を洗
い出すため、関係機関に対しアンケート調査を
実施。回答から集約された課題の多くは、本病
発生時の防疫対応に関する説明が不十分であ
ったことに起因するものであったため、検討会
を実施し課題解消を図るため意見交換を実施。
また、家きんの集合施設より、本病発生時に移
動制限区域内に該当した際に事業実施の制限
を受けることから、再開に向けた協議について
確認を行いたいとの意見が寄せられた。そのた
め、対象施設へ協議概要を説明し、再開要件に
ついて現場確認を行う等、事前協議を実施。本
病発生時には様々な対応が求められ、日頃より
県、市及び関係団体等との緊密な協力体制の構
築が必要不可欠である。今回、検討会や事前協
議を行ったことで、課題の解消に向け前進する
ことができた。引き続き、関係機関との連携を
図り、万が一発生した場合の迅速かつ的確な対
応に努めていく。 
 
404．高病原性鳥インフルエンザ発生時の集合
基地業務における課題と現場リーダーの必要
性：鹿児島県鹿児島中央家保大島支所瀬戸内
町駐在機関 津留優 
 令和５年度に南薩家保管内で発生した高病
原性鳥インフルエンザ（HPAI）では、曽於家保
が集合基地業務を担当。資材チェックリストを
活用した資材搬出や導線を考慮した設営等を
行えた一方で、発生市からの問合せへの対応に
時間を要したり、集合基地・仮設基地の連携に
支障を来したりと問題が発生。そのため、平時
における管内市町村との HAPI 発生に備えた協
議や、丁寧な情報伝達を心掛ける必要がある。
また、初動防疫では総括責任者の適切な判断・
課題解決により、現場を効率的に指揮すること
が重要だが、各家畜防疫員の対応の平準化が課
題。そのため、令和６年度、本県は総括責任者
候補を参集し、実地型のリーダー研修を初開催。
発生農場や集合基地を想定した現場で具体的
な対応策を共有し、参加者の危機対応能力を醸
成。今後も平時から関係機関・団体と協議を重
ねて実行ある防疫体制の構築を図り、現場での
課題解決の中心となる人材の育成に努めてい

きたい。 
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Ⅳ 馬の衛生 
 
Ⅳ－１ 細菌性疾病 
 
405．重種馬から分離された ESBL産生大腸菌の
性状及び管内飼養馬の保有状況：北海道十勝家
保 泉一宏、加藤千絵子 
 精液の色調異常を呈した重種馬 1頭から継続
して多剤耐性 ESBL産生大腸菌（ESBLEC）が分離
された治療困難事例に遭遇。分離株の性状解析
と管内飼養馬の ESBLEC 保有状況を調査。精液
由来大腸菌 2株と同馬の糞便由来大腸菌 9株に
ついて血清遺伝子型別を実施、精液由来 2株と
糞便由来 7 株は Og8:Hg23 に型別。Og8:Hg23 の
精液由来 2 株、糞便由来 1 株は、同一 PFGE パ
ターンで ST224 の多剤耐性 ESBLEC であった。
管内 2 地域 25 戸 129 頭の馬糞便からセフォタ
キシム 1μg/ml 添加 DHL寒天培地で大腸菌を分
離、ESBLECの保有率は 5.4%。さらに、由来検体
又は血清遺伝子型が異なる 8株は、ST224（2株）、
ST1582（2株）、ST2035、ST141、ST16119、ST616
の 6 種に型別、ST224 は上記重種馬由来株と同
一 PFGE パターン。重種馬の治療困難事例は、腸
管内で選択された ESBLEC が飼養環境を介して
生殖器を汚染したと推察。また、管内には多様
な系統の ESBLEC が浸潤しており、一部の系統
は個体間で拡散していることが判明。 
 
406．国内初分離リファンピシン及びマクロラ
イド系抗菌剤耐性ロドコッカスエクイと管内
の治療実態調査：北海道日高家保 澤結子、久
保翠 
 管内では毎年多くの牧場で子馬のロドコッ
カスエクイ感染症（本症）が発生。アメリカで
はリファンピシン（RFP）及びマクロライド系抗
菌剤（ML）耐性クローン MDR-RE2287（RE2287）
がまん延、馬の移動に伴う世界中への拡散が危
惧。2022～2023 年の病性鑑定分離株について、
薬剤感受性試験及び薬剤耐性機構解析を実施。
結果、2022 年分離株で rpoB 遺伝子変異を伴う
アミノ酸一塩基置換に加え erm（46）遺伝子を
保有する RFP 及び ML 耐性株１株を確認。系統
解析の結果、本株は RE2287 の国内初分離株と
判明。本事例以降現在まで RE2287 の国内定着
及びまん延は未確認だが、再侵入に警戒が必要。
管内馬診療獣医師に対する本症の治療実態調
査では、使用頻度が高い投薬パターンは RFPと
ML の併用と判明、RE2287 等の耐性株は管内に
おいても大きな脅威と再認識。約半数の獣医師
は本症治療時の薬剤感受性試験実施頻度が低
く、AMR 対策に関する再啓発が必要。今後も飼
養衛生管理の徹底による予防対策の普及・啓発
を継続。 
 

Ⅳ－２ その他 
 
407．ＳＡＧＡ２０２４国民スポーツ大会馬術
競技会の馬事衛生業務効率化と防疫対策：佐賀
県北部家保 山城光樹 
 令和 6 年 10 月、ＳＡＧＡ２０２４国民スポ

ーツ大会馬術競技会(本大会)を開催。従前大会
の課題改善のため馬事衛生業務を精査・見直し、
業務効率化と防疫対策を図った。(1)必要最小
限の県獣医師職員(県獣医師)の動員:県獣医師
に特化した業務以外は外部事業者に委託。(2)
日本馬術連盟獣医師（日馬連）と協働した入厩
検査:日馬連・県獣医師ペアによる安全で迅速
な検査体制を構築。(3)ICT による入退厩管理:
入退厩予約システムの構築で入退厩状況が常
時可視化、混乱なく安全な入退厩を実現。(4)飼
養衛生管理・防疫対策の徹底:会場における飼
養衛生管理基準を遵守、衛生管理区域の設定と
区域間移動・入場時の靴底・手指、車両消毒を
徹底。本大会は、外部事業者や日馬連の協力、
ICT 活用等で、業務効率化を実現でき、動員数
は従前大会の 1/2、県獣医師も 1/3 に削減。さ
らには、防疫対策を徹底することで家畜伝染病
の発生はなく成功裏に閉会。 
 

  



 
 
 
 
 - 82 - 

Ⅴ 山羊・めん羊の衛生 
 
Ⅴ－１ 細菌性疾病 
 
408．青森県で初めて確認されためん羊のへモ
プラズマ感染症：青森県つがる広域家保 相馬
亜耶、木村揚 
 令和 5年に他県からめん羊を 4頭導入し、新
たに管内で就農を始めためん羊飼養農場の 1頭
が、同年 11月に赤色尿を排出。当該羊（A）と
無症状の同居羊 3頭（B、C、D）の血液検査を実
施。結果、A は Ht21％で貧血、A と B の血液塗
抹で赤血球表面に赤紫色の点状物を確認。ヘモ
プラズマの PCR 検査で、A、B、C がヘモプラズ
マ遺伝子陽性。A の遺伝子抽出物のシークエン
ス解析で、M.ovis str. Michigan と 99.9％の
相同性。本症例をめん羊のヘモプラズマ感染症
と診断。本症の発生確認は県内初。また、管内
の他のめん羊飼養農場 2 戸 27 頭の調査では、
本症は確認されず。その後、A～Dの 4頭と、こ
れらの産子 4頭並びに追加導入羊 4頭の感染状
況を継続調査。結果、A と B は PCR 陽性、当初
陽性の Cは陰転し、陰性の Dは陽転。産子 4頭
と導入羊 4頭は全検体陰性。今後も症状の確認
と飼養衛生管理の徹底を指導し、発症要因や生
産性への影響について調査を継続。 
 
409．全身皮下気腫を呈しためん羊から分離さ
れた Paraclostridium sordellii：奈良県家保 
麻植香菜子 
 めん羊、12 才、雌。食滞を疑い加療し一時回
復するも 4日後に急死。外傷はなく、解剖所見
では全身の皮下織における気泡形成が顕著。細
菌学的検査として主要 5臓器、筋肉および血液
を培養し、血液、肝臓、脾臓からの分離菌を菌
種同定用 PCR および 16S rRNA 遺伝子解析によ
り Paraclostridium sordellii（Ps）と同定。
肝臓・脾臓由来株はレシチナーゼ反応が陰性で
非典型的性状。MLST 解析により肝臓・脾臓由来
株と血液由来株が別系統と判明したが、皮下気
腫発生との関連は不明。血液、肝臓、脾臓、筋
肉を用いた病原性遺伝子 PCRでtcsL（致死毒素）
と sdl（病原性因子ソルデリライシン）を検出、
tcsH（出血性毒素）は非検出。薬剤感受性試験
で分離菌 3株ともペニシリンに感受性。本症例
は同一個体から二系統の Ps が分離され、非典
型的性状を呈する株が確認された事例。 
 

Ⅴ－２ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
410．管内のめん羊衛生指導：秋田県北部家保 
佐藤友希子、三橋洋貴 
 管内のめん羊大規模農場では繁殖めん羊の
主な死亡原因であるクロストリジウム感染症
（CL）と捻転胃虫症が衛生対策の基本となって
おり、令和 4年度まで 4月～12 月の期間、毎月
の投薬と寄生虫検査を実施。令和 5年度からは
駆虫薬の残留期間を目安に投薬回数を増やし、
過去発生した銅中毒に対する監視を目的に毎
月の血液検査を継続。令和 6年度には、CL対策

としてワクチン会社との検討により現状のワ
クチネーションで実施と判断。また検査後は管
理者、獣医師へ即日結果を伝え監視強化と治療
に反映。結果、10月末時点の令和 4年度との比
較では、糞便 1g あたりの虫卵数が年度平均で
3,618から 814へ減少。捻転胃虫症と CLの死亡
頭数は 13 頭から 7 頭へ減少。令和 5 年度以降
は死亡数が少なく、銅中毒の発生もなく、現状
の衛生プログラムで一定の効果が得られた。今
後は薬剤費のコスト低減、薬剤耐性対策など、
予防投薬に頼らない衛生対策を検討していき
たい。 
 
411．愛玩山羊における消化管内線虫症：東京都
家保 加藤壮浩 
 令和 6年 8月、愛玩用山羊 2頭（雌及びその
仔）が貧血等異状を呈し斃死したことから病性
鑑定を実施。剖検では、2頭に可視粘膜の蒼白、
全身性の削痩、脂肪組織や骨髄の膠様萎縮を、
また、仔山羊では下顎周囲の皮下水腫、第四胃
や腸管における粘膜の赤色化及び線虫様虫体
を確認。病理組織検査では、2 頭ともに第四胃
及び腸管における線虫様虫体を確認。寄生虫検
査では、消化管内線虫の重度寄生に相当する虫
卵数を検出。虫体及び腸内容物の遺伝子解析に
より、捻転胃虫及び蛇状毛様線虫と同定。臨床
所見及び病原検索結果から、消化管内線虫の重
度寄生を主因とする消耗性疾患と診断。山羊へ
の線虫寄生は、飼養地への導入以前と推察。飼
養者へ結果を報告し、生存する同居山羊への駆
虫薬投与等予防措置を奨励するとともに、飼養
衛生管理について指導。 
 
412．Eimeria ninakohlyakimovae による山羊の
肝コクシジウム症：富山県東部家保 山口香菜、
西井純 
 2024 年 11月、32ヵ月齢山羊が突然死したた
め、病性鑑定を実施。剖検では、肝臓割面に針
頭大の白色巣が散見。病理組織検査では、小葉
間胆管周囲の線維化及びリンパ球浸潤、胆管上
皮の増生、胆管上皮及び管腔内に多数のオーシ
スト、ガメトサイト等を認めた。寄生虫検査で
は、コクシジウム OPG66,800を確認。遺伝子検
査の結果、Eimeria ninakohlyakimovae と最も
高い相同性を示した。以上から、肝コクシジウ
ム症と診断。これまで国内で山羊の肝コクシジ
ウム症の報告はなく、国内初の症例。本症例の
診断受け、本農場での感染状況を確認したとこ
ろ、肝胆道系マーカーの高値や重度のコクシジ
ウム感染を示す個体はみられず、本農場に常在
しているコクシジウムが何らかの要因で肝臓
に寄生した可能性が示唆。管内過去症例 16農場
76頭の検索では、全症例で肝臓へのコクシジウ
ムの寄生は認められず、発生頻度は低いと推察。
本症例の詳細な検索や症例の蓄積が必要。 
 
Ⅴ－３ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代謝
障害 
 
413．羊の捻転胃虫症で見られた慢性的な硝酸
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塩摂取の影響：宮城県仙台家保 塩原綾早、山
梨祐未 
 令和 6 年 8 月 21 日、県内のめん羊飼養農場
にて放牧羊が死亡。病性鑑定の結果、捻転胃虫
症と診断したが、直腸便中線虫卵は 2,500EPGで
死亡例としては低め。放牧地の牧草中硝酸態窒
素濃度は 2,614～4,455ppm と高値。放牧中に死
亡羊が散発していたため、眼房水中の硝酸態窒
素濃度を測定。結果、0.207µg N/ml で安全域の
牧草での飼養羊の血漿中濃度（安全値：0.042µg 
N/ml）より高値だが硝酸塩の過剰摂取の目安
（危険値：4.518µg N/ml）よりは低値。舎飼い
に変更後 2週間の子羊の血清中硝酸態窒素濃度
は 0.173µg N/ml で同様の傾向だが、病性鑑定
羊よりは低値。加えて、舎飼いにした成羊 2頭
のペア血清中硝酸態窒素濃度を比較した結果、
舎飼い後に低下。その後舎飼いの羊に死亡事故
なし。よって本事例では捻転胃虫症による貧血
症状に硝酸塩による低酸素血症が加わり、死亡
した可能性。慢性的な硝酸塩摂取が他疾病と合
併すると重篤化する危険性を示唆。 
 
414．山羊の頬部皮下組織にみられた骨外性骨
肉腫の一例：福井県家保 新田愛、田中知未 
 骨肉腫は類骨形成を特徴とする悪性間葉系
腫瘍。骨組織で発生する骨内性骨肉腫と骨以外
の軟部組織で発生する骨外性骨肉腫に分類。家
畜での骨肉腫発生は稀で、山羊では 3例の報告
のみ。2024年 4月に右頬の腫脹を呈し、約 1か
月後に食欲減退の末斃死した山羊の頬部皮下
組織に発生した骨外性骨肉腫の症例報告。剖検
で右頬部皮下と背側軟口蓋にマンゴー大の類
円形腫瘤を認めた。腫瘤と上顎骨との間に明確
な連続性はみられなかった。病理組織検査では
腫瘤は異型性の強い紡錘形細胞の腫瘍性増殖
が主体で、破骨細胞様の多核巨細胞が高頻度、
散在性に類骨形成、石灰化を認めた。腫瘍細胞
は高度の核異型を伴い、有糸分裂像が高頻度。
免疫組織化学染色で Vimentinに陽性、Keratin、
SMA、Iba1 に陰性を示したことから線維肉腫、
平滑筋肉腫は否定され、骨肉腫と診断。多核巨
細胞を高頻度に認めたことから巨細胞型の骨
外性骨肉腫と診断。山羊では 2例目、国内では
初となる骨外性骨肉腫の症例。 

 
Ⅴ－４ 生理・生化学・薬理 
 
415．栄養不良が多発した羊一貫経営農場の血
液生化学性状：熊本県中央家保 山下美咲 
 県内一羊飼養農場にて栄養不良・死亡羊数が
増加、昨年度成羊 BCSは 1～2。栄養状態把握を
目的に飼養形態・月齢の異なる 3区（各区 7頭
計 21頭のいずれも雌）で血液生化学検査（Glu、
FFA、TC、BUN、Alb、AST、GGT、VitA、VitE、Se、
NO₃濃度測定）を実施。A 区は 3～4 カ月齢の舎
飼区、B区は 24ヶ月齢（分娩後回復期）の舎飼
区、C区は 24～36 ヶ月齢（分娩後回復期）の放
牧区。A、B区は自家配合濃厚飼料と粗飼料を給
与、C 区は野草放牧地の青草のみ採食。昨年度
は様々な月齢を混在飼養、受胎率は約 91%。今

年度から月齢別飼養を開始。調査の結果、成羊
BCSは平均 2.4とやや改善。B・C区いずれも低
BUN 個体が散見、蛋白質不足疑い。特に野草採
食のみの C区は養分要求量不足と推察。全区 GGT
高値、肝機能低下が示唆。C 区 TC、FFA 高値傾
向、青草の採食と運動量増加による放牧特有の
ものと推察。VitA、VitEは放牧区で高値、昨年
度高受胎の一要因と推察。Se欠乏は全頭でなし、
硝酸塩中毒を否定。 
 
Ⅴ－５ 保健衛生行政 
 
416．めん羊・山羊飼養者の飼養衛生管理理解向
上の取組：栃木県県南家保 小澤優子、戸﨑香
織 
 昨年度、管内めん羊農場で捻転胃虫症による
死亡が相次ぎ発生。衛生対策、投薬及び放牧計
画等の指導後、事故は低減、繁殖成績向上。指
導の中で飼養者の衛生管理や疾病理解不足等
が判明、飼養者全体に向けた取組を実施。疾病
発生状況調査で主な死因は捻転胃虫症、脳脊髄
糸状虫症、事故、中毒の順に多く、予防の認識
不足や管理失宜が起因と推察。飼養者 35 戸の
アンケート調査では 34.3%が飼養知識に不安が
あり、17.1%が飼養衛生管理基準を理解せずと
回答。疾病認知度は口蹄疫及び脳脊髄糸状虫症
が高く、捻転胃虫症及び TSEは低い結果。獣医
師協力のもと県内初の飼養者向け講習会開催。
自作イラストを用い、畜種に特化した解説資料
作成。法令遵守や疾病予防を周知。講習会後ア
ンケートでは高評価を得られ、飼養者の飼養衛
生管理への理解及び意欲が向上しネットワー
ク形成に寄与。今後も本取組を活用、獣医師と
連携強化しながら飼養者のさらなる理解醸成
を図る。 
 
417．農業高校における山羊への飼養衛生管理
基準に基づく指導：富山県東部家保 古林梨紗、
宮澤馨 
 農業高校では県内で唯一、授業の教材用とし
て山羊を飼養しているが、令和 3年度以降山羊
選択者がおらず、飼養管理が行き届いていない
状況。今年度、課題として山羊舎の改修及び山
羊の飼養を選択する生徒が現れたことを機に、
飼養衛生管理基準（基準）の水準引き上げを目
的として、基準に基づく山羊舎の改修と基準に
関する講習、実習等を実施。山羊舎の改修では
懸念事項である①密飼いの防止、②飲用水の給
与、③給餌設備等への野生動物の排泄物等混入
の防止、④飼養衛生管理区域内の整理整頓及び
消毒の基準４項目について指導を実施し飼養
環境を改善。基準講習及び実習では、施設レイ
アウトや雌雄分離飼育等飼養形態の変更に伴
い、家保職員の指導の下指導教諭、生徒に飼養
衛生管理マニュアルの見直し、更新作業を実施、
理解の共有と改善を図った。今後は高校への支
援を継続するとともに、県内で増加傾向にある
愛玩動物飼養者に対して今回の取り組みを応
用して順次指導を行う。 
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Ⅴ－６ 畜産技術 
 
418．新規就農羊農場に対するスタートアップ
支援と事故低減対策指導：宮城県大河原家保 
井上長青、千葉直幸 
 6 次産業化を見据えた 1 千頭規模のめん羊飼
育を計画する新規就農者の要請に応じ、関係機
関と連携して R4年 12 月から農場設立に係る支
援・指導を実施。農場は、R5年 9月に繁殖羊 56
頭を導入し、R6年 5月放牧開始。以降、下痢及
び貧血が頻発、成羊 2頭と子羊 1頭が死亡。牧
草中には、高濃度の硝酸態窒素（ 2,614-
4,455ppm）を認めた。羊体 1、糞便 19、血液 26
及び牧草 4検体を材料にした病性鑑定で、捻転
胃虫症と診断し、慢性的な硝酸態窒素の影響も
考慮し指導。下痢・貧血等の症状は、適切な駆
虫及び飼養者が自ら行える貧血評価法の導入
後に改善。また、硝酸態窒素低減を目的として、
畜舎利用、サイレージ化活用及び混合給与等の
対策を講じ効果を確認。その後、肥育期の発育
不良が発生するも、十分な飼料給与及び体重測
定を指導し、改善傾向。引き続き、民間獣医師
と連携し、事故低減対策を軸として多頭飼育の
課題と飼養者の展望を検討調整し、新規参入事
例として、継続支援する。 
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Ⅵ みつばちの衛生 
 
Ⅵ－１ 細菌性疾病 
 
419．Nosema ceranae によるノゼマ症発生事例
の解析：岐阜県中央家保 北村夕子、林登 
 ノゼマ症は真菌ノゼマ属によるミツバチの
届出伝染病である。令和 6年 5月に県内で成虫
の飛翔不能が認められ、Nosema ceranae（NC）
のノゼマ症と診断した。NC のノゼマ症は「病性
鑑定指針」に記載がないことから診断に活用で
きる知見を得るため発生直後（5 月）と再発時
（10月）に当該養蜂場で調査した。巣門前で成
虫死体（死体）と飛翔不能の成虫生体（生体）
を群あたりそれぞれ最大 10 匹採材し、群と検
体の種類でプールした。また、各群から巣箱内
底面スワブ（スワブ）を採材した。スワブと生
体の PCR陽性率は 5月（スワブ 92%、生体 75%）
よりも 10月（スワブ 77%、生体 43%）の方が有
意に低下した。また、中腸のギムザ染色を 5月
の検体で行うと死体（6%）、生体（14%）ともに
PCR（死体 62%、生体 75%）よりも陽性率が低か
った。本調査より NC のノゼマ症では PCR が検
出に適していることが明らかとなった。発生例
をさらに解析し、NCのノゼマ症の効率的な診断
方法を確立する必要がある。 
 
420．管内蜜蜂飼養者の飼育状況調査と効果的
情報周知方法の検討：静岡県西部家保 松本拳
悟、貞弘真行 
 【はじめに】今年度、4 年ぶりに当所管内で
腐蛆病が 2 例発生。腐蛆病発生予防を目的に、
飼養状況調査等を実施。【方法】管内腐蛆病検査
対象飼養者 101名にアンケート調査を実施。聴
取項目は①飼養者の属性、②疾病に関する知識、
③疾病に関する情報収集方法。【結果】77 名回
答。①業態分類は本業 14％、副業 43％、趣味
42％。年代分類は 60 代以上（高齢層）75％。②
腐蛆病認知度と巣箱消毒実施率は、趣味及び高
齢層で低い傾向。③情報収集方法は、いずれの
業態も「知人飼養者から」が最多。高齢層は書
籍、インターネット含めどの方法も低い傾向。
【考察】管内飼養者で高い割合を占める趣味及
び高齢層は、疾病の認知度等が低いため効果的
な情報周知が必要。飼養者間連携強化が業態問
わず有効と推測。グループワーク等の実施が必
要。また、高齢層は情報収集力が低いと推測。
今後高齢者に配慮したデザインの衛生情報発
信を検討。 

 
Ⅵ－２ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
421．管内における養蜂の現状とニホンミツバ
チで発生したアカリンダニ症：宮城県仙台家保 
田中芳樹、矢島りさ 
 平成 25 年の養蜂振興法改正以降、飼養戸数
は年々増加。管内の蜜蜂飼養者 93 戸のうち 10
群以下の小規模養蜂家は 74戸(79.6%)で、その
約半数が仙台市に集中。伝染病のまん延防止や
蜜源の有効利用の観点から、既存養蜂群との配

置調整を新規届出ごとに実施。市街地周辺での
糞害等の苦情も毎年発生し、小規模養蜂の増加
に伴う問題が浮上。令和 6年 11月、ニホンミツ
バチで K字状翅や立ち翅を呈する異常蜂の増加
と大量死について趣味養蜂家から相談。立入 
調査時、重箱式巣箱内外に動いている蜂は確認
できず。底板部分に 20匹ほど死亡しており、蜂
群は壊滅。死亡蜂の直接鏡検により、気管の黒
色化とアカリンダニの虫体と虫卵を確認しア
カリンダニ症と診断。再度、蜜蜂を飼養すると
きの対策として巣箱の洗浄・乾燥・火炎消毒を
指導。管内飼養者に対して伝染病に関するリー
フレットを作成し注意喚起。今後も適切な蜂群
管理について啓発を続け、意識の向上を図る。 
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Ⅶ その他の家畜の衛生 
 
Ⅶ－１ ウイルス性疾病 
 
422．七面鳥の高病原性鳥インフルエンザに係
る防疫体制の整備：北海道網走家保 房田京子、
本間慎太郎 
 国内で本病の発生事例がない七面鳥につい
て、発生時の防疫作業を円滑に行うため関係機
関を参集し、実地型防疫演習として実際の鳥舎
で生きた七面鳥を用いた捕鳥訓練を実施。捕鳥
時に飛翔することと脚の結束で動きを制限で
きることが判明。捕鳥訓練後、気管・クロアカ
スワブ、血液の採材、解剖、炭酸ガスによる安
楽殺を実施。採材方法や解剖所見、病理組織学
的所見、殺処分時間、ガス必要量は鶏と相違な
いことを確認。農場の実態を踏まえ既存の防疫
計画を精査。資材は、飛翔防止用パネルと脚用
結束バンドを追加。鳥舎が狭小で、と殺用ペー
ルに七面鳥が 2羽しか入らないため、捕鳥人数
を減らし、捕鳥班数を増加、運搬係を増員、追
い込み係を追加。1 班 30 人で 180 羽/時間を殺
処分可能な防疫計画に更新。演習で得られた知
見等を七面鳥マニュアルとして整備し、関係機
関と共有。また、演習により地域の防疫意識が
向上。消毒薬の配布等、地域一体で発生予防を
徹底する体制を構築。 
 
423．県内野生いのししの豚熱検査状況につい
て：山形県中央家保 佐藤遼太 
 H30 年 9 月、岐阜県での豚熱発生後まもなく
農林水産省から野生いのしし群における豚熱
の浸潤状況確認検査について通知。それに伴い
山形県でも野生いのししの豚熱の抗原及び抗
体検査を実施。関係機関の協力のもと R2 年度
から 6年度（R7年 1月現在）まで抗原検査 1,405
頭（R2 年度 144 頭、3 年度 360 頭、4 年度 284
頭、5年度 339頭、6年度 278頭）、抗体検査 845
頭（R3年度 37頭、4年度 254 頭、5年度 299頭、
6 年度 255 頭）実施。抗原陽性率は R2～6 年度
までの各年度 0.7%、33.1%、4.2%、10.6%、7.9%、
抗体陽性率は R3～6 年度までの各年度 67.6%、
39.4%、35.5%、59.6%で推移し、共に R3年度に
ピークが認められた。今年度の抗原陽性率は
7.9%と昨年度より低下しているが、抗体陽性率
は 59.6%と昨年度以上であり、感染の拡大を示
唆。豚熱発生から 6年以上経過したが野生いの
しし間での感染は継続しており、今後もモニタ
リングが必要。 
 
424．千葉県における野生イノシシの家畜疾病
関連病原体の浸潤状況：千葉県中央家保 後藤
花菜、西川潤 
 近年、家畜疾病関連病原体の野生イノシシか
らの感染リスクが高まっているが、県内の野生
イノシシにおけるウイルスの保有状況は不明
である。本調査では、令和 5年度に捕獲あるい
は死亡し、回収されたイノシシ血清 920検体の
うち 453検体を抽出し、牛ウイルス性下痢（BVD）、
豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）、豚サーコウイ

ルス 2型及び 3型（PCV2及び PCV3）の抗原及び
抗体の保有状況を調査した。BVD については抗
原、抗体いずれも保有する個体は確認されなか
った。PRRS では抗原は検出されず、ELISA抗体
が 1/191 頭（0.52％）で確認された。一方、PCV2
は 166/453頭（36.6％）、PCV3は 28/453頭（6.2％）
で抗原が検出され、県内の野生イノシシで PCV
が浸潤していることが確認された。PCV2 及び
PCV3 感染イノシシの陽性分布図を作成したと
ころ、陽性率に地域差があることが判明した。
これらの疾病がイノシシから飼養豚に伝播す
る可能性は十分にある。今後も野生動物の農場
への侵入防止対策の重要性を啓発していきた
い。 
 
425．野生イノシシの家畜疾病関連病原体浸潤
調査：東京都家保 神﨑萌絵、八町慶史 
 都内野生イノシシの豚繁殖・呼吸障害症候群
ウイルス（PRRSV）並びに豚サーコウイルス 2型
及び 3 型（PCV2 及び PCV3）浸潤状況調査を実
施。材料は、令和 4 年 4 月から令和 6 年 12 月
に採材した捕獲イノシシ血清 328検体及び死亡
イノシシの血清、扁桃又は耳片 13 検体。方法
は、材料から核酸を抽出し、各ウイルスゲノム
を標的とした PCR検査を実施。PCV2陽性検体は
ダイレクトシークエンスによる系統樹解析を
実施。結果、PRRSVは全検体陰性、PCV2は 20検
体陽性、PCV3は 10検体陽性。PCV2 の系統樹解
析より、遺伝子型は全検体 PCV2d-2 型で、2 つ
のクラスターに分類された。PCV2 陽性イノシシ
が採材された場所を地図上にプロットした結
果、1 つのクラスターは特定の地域に集中。今
後は正確な浸潤状況把握のため、PRRSV、PCV2及
び PCV3 の抗体検査を実施し、農家への衛生指
導に役立てる。 
 
426．県内野生いのしし豚熱感染要因分析：富山
県東部家保 藤井晃太郎、西井純 
 2019年 7月から 2024年 12月までの県内野生
いのしし 4007頭の豚熱サーベイランスの結果、
年次別の遺伝子検出率は、2019年 15%(31/204)、
2020年 13%(49/374)、2021 年 0%(0/302)、2022
年 1.2%(7/576)、2023 年 1.2%(13/1091)、2024
年 4.5％(65/1460)で推移。免疫獲得率は 2020
年 65%、2021年以降 3割前後で推移。2024年は
10-12 月期の遺伝子検出率は 8.9％（35/393）。
その要因は主な妊娠期間である 1-3月期の成獣
の抗体価及び幼獣の免疫獲得率が前年比で低
く、世代交代に伴う移行抗体の減衰が影響した
と推察。近年検体の大半を占める H地域に限定
した検索では、ワクチンベルトを含む区域のみ
幼獣の免疫獲得率の高止まりを確認。経口ワク
チンの効率的な運用による母いのししの免疫
の向上が今後の感染拡大防止の鍵。野生いのし
しの豚熱感染状況の把握・要因分析による養豚
農家へ注意喚起、経口ワクチンの効果検証を通
じて今後の豚熱対策につなげたい。 
 
427．石川県における野生イノシシの豚熱浸潤
状況及び抗体保有状況：石川県南部家保 寺尾
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彩 
 野生イノシシの豚熱検査を R1 年 7 月から R6
年 11 月までに 2,738 検体で実施。豚熱 PCR 陽
性イノシシは R1～3年にかけて県内を北上、R4
年以降は県全域で確認。豚熱ウイルスはゲノム
解析より富山県及び福井県から侵入と推察。PCR
陽性率は R2 年 4 月に最大 40%、R2 年 7 月以降
は 19%以下、R6 年 7月以降は 1%以下。抗体保有
率は R3年 12月まではばらつきがあり、R4年 1
月～R5 年 12 月は約 12～43%、R6 年 3～11 月は
約 39～61%で推移。経口ワクチン散布エリアの
抗体保有率は、全年度でエリア外と比較して高
値。地域別の抗体保有率は、R2～4 年で「加賀
中部・南部」は 51.1%から 14.0％に、「中能登・
加賀北部」は 49.2%から 30.5%に低下、「奥能登」
で 5%から 32.8%に増加し、R5・6 年は全地域で
増加。ワクチン散布エリアのある「中能登・加
賀北部」及び「奥能登」では、散布エリアのな
い「加賀中部・南部」と比較し、抗体保有率は
大きく低下せず、ワクチン散布が継続的な抗体
保有に寄与したと推察。 
 
428．県内の野生いのししにおける豚熱ウイル
ス感染状況の推移：長野県松本家保 大泉卓也 
 平成 30 年 9 月から令和 7 年 3 月の県内野生
いのしし(WB)における豚熱ウイルス(CSFV)感
染状況の推移を報告。死亡 WB225 頭及び捕獲
WB4471 頭の臓器または血液で遺伝子及び抗体
検査を実施。PCR 陽性率は令和元年 7 月から 3
年 4月まで第一波として増加、その後減少する
も令和 5年 10月から第二波として再び増加し、
飼養豚への感染リスク上昇。第二波は県外から
感染が拡大と推察。検査結果から、PCR 陰性か
つ ELISA 陰性を感受性個体、PCR 陽性を感染個
体、PCR 陰性かつ ELISA 陽性を免疫獲得個体に
区分。令和 4 年 10 月から 5 年 9 月は感受性個
体が増加、令和 5 年 10 月から 6 年 9 月は感染
個体及び免疫獲得個体が増加。免疫獲得個体の
増加は CSFV の感染耐過によると推察。感染未
確認地域も免疫獲得個体の増加により CSFV の
感染拡大が示唆。WB の CSFV 感染は長期化が見
込まれ、捕獲強化及び経口ワクチン散布による
感受性個体減少と WB 豚熱検査継続による農場
への注意喚起が重要。 
 
429．管内きじ農場における NDワクチン接種指
導：愛媛県南予家保 松田菜美、鈴木優也 
 管内きじ農場でのニューカッスル病（ND）生
ワクチン飲水投与後の抗体価の経過を確認す
るため、初回投与（14日齢）から定期的に HI試
験を実施。HI 抗体価は初回投与１週間後の 3週
齢から上昇し、7週齢では 85％の個体で抗体陽
性（HI 抗体 8倍以上）。一方、11週齢を境に抗
体陽性率が 30%を下回り、出荷時まで抗体が持
続したのは 11%のため、11 週齢を目安に追加接
種の必要性が示唆。次に市販の鶏用 ELISA キッ
トにより上記同一検体の S/P値を測定し、HI抗
体価の有無から ROC 曲線を作成。ELISA の推定
カットオフ値 0.115、感度 85%、特異度 75%、κ
係数 0.59 であり、非特異反応が多く市販キッ

トの利用には検査手技の改良等が必要。また、
100羽/2時間あたりのきじの平均飲水量は鶏に
比べ少量（14日齢：0.11L、28日齢：1.75L）で
あり、今後はワクチン追加接種の検討や接種時
の給水器追加、スキムミルクの添加など生産者
等と連携し対策協議を進めたい。 
 
430．県内の野生イノシシの豚熱感染状況と検
査方法の検討：佐賀県中部家保 西川和雅 
 令和 6年 6月に県内で野生イノシシの豚熱遺
伝子検査陽性個体を初確認。検査者の負担、交
差汚染リスクが上昇。正確かつ効率的な検査方
法を検討。4月～12月に捕獲イノシシで 443頭
中 22 頭、死亡イノシシで 76 頭中 21 頭遺伝子
検査陽性を確認。ELISA検査では 229頭中 26頭
で陽性を確認。検査方法の検討：遺伝子検査陽
性の耳介 6検体、臓器乳剤 16検体、血清 21検
体について、各核酸抽出法［簡易法(A)(B)(C)、
スピンカラム法(D)、自動核酸抽出装置(E)(F)］
にて核酸抽出、豚熱 PCRを実施、抽出効率、時
間等を比較。各抽出法で陽性と判定。耳介の検
査で、新規簡易法(A)は従来法と Ct値同等、抽
出に要する時間減少、検体処理工程の一部が削
減され交差汚染のリスクも低減。血清の検査で、
現検査法(B)(C)は作業時間・交差汚染のリスク
低減も優れ、有効性を確認。検討の結果、新た
に簡易法(A)を導入、検査不成立を認めず。今後
も検査精度を維持、効率的な検査に努めていく。 
 

Ⅶ－２ 細菌性疾病 
 
431．バンドウイルカ（Tursiops truncatus）に
おける敗血症の死亡事例：青森県中央家保 米
田有希、阿部和馬 
 令和 6 年 9 月、バンドウイルカ(推定 13 歳)
が水槽内で浮遊、噴気孔から血様分泌物を流出
し、死亡確認。同日、病性鑑定実施。剖検で、
肺は暗赤色で左右非対称。左葉は弾力消失、右
葉割面に血性泡沫状分泌物。脾臓は点状出血。
細菌学的検査で、主要臓器から Aeromonas  
hydrophila 分離。病理組織学的検査で、肺は重
度出血、線維素析出と肺胞構造消失。出血軽度
部位は胸膜肥厚、リンパ球及び好中球浸潤、肺
実質内は肺胞上皮細胞壊死、肺胞内に多核巨細
胞、リンパ球及び好中球浸潤、線維素析出と血
栓形成を認めた。肺実質内及び血管内の線維素
は、PTAH 染色で茶褐色、アザン染色で青藍色、
器質化を確認。小葉辺縁部にグラム陰性桿菌。
脾臓は、白脾髄に一部壊死、グラム陰性桿菌。
その他、肝臓、膵臓、気管、気管気管支リンパ
節、腸間膜リンパ節にグラム陰性桿菌。本症例
を Aeromonas hydrophila による敗血症と診断。
エロモナス属菌がバンドウイルカの死因に関
与した貴重な症例。 
 
432．Nocardia 属菌の関与が疑われたアイガモ
の肺膿瘍：岡山県岡山家保家畜病性鑑定課 橋
田明彦 
 2023 年 9月、アイガモ飼養農場において導入
した雛で、ふらつきや歩行困難などの症状を示
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し斃死する個体が増加したため 4羽について病
性鑑定を実施。剖検では 3/4羽の肺背側面に直
径 1mm弱の硬質な白色小結節を複数認めた。病
理組織学的検査では肺小結節部に一致して化
膿性肉芽腫性炎を確認。グロコット染色では膿
瘍内部に分枝する糸状の菌体を認め、グラム染
色で陽性を示した。細菌検査では有意菌分離な
し。真菌検査を実施したところ、全ての個体の
肺から綿毛状コロニーが分離され、形状及び
52℃の高温でも発育可能であったことから
Rhizomucor 属菌と推定したが、Rhizomucor 属菌
の免疫染色は陰性。Nocardia asteroides を一
次抗体とした免疫染色の結果、陽性を示したこ
とから Nocardia 属菌の病変形成への関与が疑
われた。Nocardia 属菌は日和見感染の原因であ
ることから導入雛の免疫力低下が示唆された。
また家きんでの報告は少なく稀な症例である
と考えられた。 
 
433．野性いのししにおけるレプトスピラ浸潤
状況：沖縄県家畜衛生試験場 仲村望 友知久
幸 
 本県では家畜および犬で散発的にレプトス
ピラ症が発生。感染経路の一つとして野生いの
ししの可能性があるため調査。2024年 8～12月
に採材された血清および血液 218検体を用いて
顕微鏡下凝集試験による抗体検査と遺伝子検
査を実施し、抗体検査 85頭陽性、遺伝子検査全
頭陰性。血清型別は沖縄本島では Javanica が最
多で、離島では Hebdomadis が最多。血清型
Hardjo は本島と離島で 4頭確認。本島および離
島地域の野生いのしし群内でレプトスピラが
広く浸潤していることが確認。血清型 Hardjo は
牛が維持宿主であるため、感染牛の尿が環境を
広く汚染し、放牧の盛んな地域では牛と野生い
のししを中心とした感染環が成立している可
能性が示唆。感染直後の個体は確認されなかっ
たが、一部で高い抗体価を示し、比較的近い時
点での感染が示唆。多くは不顕性感染して他の
家畜等の感染源となるため、今後も浸潤状況を
把握することで畜産農家や狩猟関係者への注
意喚起や衛生指導に活かしていく。 
 

Ⅶ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
434．国内で初めて確認されたコールダックの
ロイコチトゾーン（LC）症：北海道石狩家保 上
垣華穂、大河原彩子 
 令和 6年 7月 15日、管内の動物展示施設で、
飼養コールダック 3羽中 2羽が奇声と呼吸困難
を呈し死亡。剖検で脾臓の腫大及び複数臓器の
出血、病理組織学的検査では脾臓等で赤血球貪
食マクロファージの増数及び非化膿性血管炎
がみられ、全身の臓器で多数の LC 属原虫のメ
ガロシゾントを観察。寄生虫学的検査で脾臓か
ら LC 属原虫の遺伝子を検出。以上から本症例
を国内初のあひるの LC 症と診断。生存個体 1羽
でも、血液の塗抹標本と遺伝子検査で LC 属原
虫の感染を確認し、感染耐過と推察。3 羽から
検出された遺伝子の塩基配列は同一で、中国北

東部や日本の野生水禽類が保有する LC 属原虫
と近縁。飼養場所近隣の川には通年で野生水禽
類が飛来。飼養場所と近隣の川付近で、ブユ科
昆虫の生息を確認。6 月末に道外へ移動したコ
ールダック 2羽には異状を認めず。LC症の潜伏
期間は約 1～2週間であることから、6月末から
7 月上旬の間に野生水禽類からブユを介した感
染が疑われた。 
 

Ⅶ－４ 一般病・中毒・繁殖障害・栄養代謝
障害 
 
435．死亡野生イノシシの病理学的調査：鹿児島
県鹿児島中央家保 岩元幸江 
 2018 年 9月から 2024年 10月までの間に、県
内で死亡した野生イノシシ 77 頭の死亡状況調
査及びうち 6頭の病理組織学的検査等による死
亡原因究明を実施。豚熱及びアフリカ豚熱検査
は全頭陰性。62頭の外貌所見は多い順に削痩 13
頭(21%)、外傷（罠、交通事故、不明）10頭(16%)。
57頭の剖検では感染症を疑う所見が 35頭(61%)
で認められ、肺炎疑いが 15頭(26%)、肝臓の白
斑や被膜炎が 12頭(21%)と多くみられた。死亡
原因究明では、症例 1は豚サーコウイルス 2型
による離乳後多臓器不全症候群と壊死性腸炎、
症例 2～4 はサルモネラ症、症例 5 はグラム陽
性球菌による敗血症疑い、症例 6は外傷性脳損
傷と栄養失調による死亡と診断。また、豚マイ
コプラズマ肺炎や豚肺虫症、豚回虫症、グラム
陰性桿菌による肺膿瘍を確認。畜産農場におけ
る野生動物侵入防止対策や死亡個体の早期発
見・適切な早期処理の重要性を再認識。 
 

Ⅶ－５ 保健衛生行政 
 
436．動物ふれあい施設における飼養衛生管理
指導：群馬県東部家保 南部雪江 
 令和６年４月に管内商業施設において動物
ふれあい施設が開業。当該施設から家畜の飼養
衛生管理について相談を受け、指導を実施。施
設では、45種類の動物を飼養。このうち、家畜
はヒヨコ 90羽、コールダック 4羽、マイクロブ
タ 4頭およびヤギ 4頭。動物飼養前の施設を確
認し、各特定家畜伝染病の国内発生状況に応じ
た段階的な防疫措置、交差汚染防止対策、海外
渡航時対応、注意喚起の掲示等を改善指導。施
設は、飼養衛生管理マニュアルを指導内容に沿
って変更し営業開始。その後に再度、施設立入
し、指導内容の遵守状況を確認。施設が実際に
取った対応例として、令和６年６月に近隣での
野生イノシシ豚熱陽性事例発生時、飼養衛生管
理マニュアルに沿って、マイクロブタの展示を
中止。高病原性鳥インフルエンザ対策として、
冬季はコールダックの展示を中止。今後も施設
と連携を取り、飼養衛生管理の取組みについて、
指導を継続。 
 
437．野生いのししにおけるアフリカ豚熱防疫
措置の円滑化に向けた地理情報システム：石川
県北部家保 竹山哲矢 
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 野生いのしし（WB）におけるアフリカ豚熱
(ASF)の防疫措置は WBの死体捜索及び防護柵の
設置等を山林で行うため関係部局との協働が
必須。そこで、防疫措置の情報を他部局と共有
するツールとして地理情報システム(GIS)を構
築。Web 上の GIS データ及び防疫措置に係る情
報を基に河川・湖沼、行政区画線、道路縁、等
高線、防疫対策拠点として利用予定の公的集会
施設、消毒ポイント、WBの捕獲情報のレイヤを
作成。さらに、GIS内の機能を活用し、ASF感染
WB発見地点を中心とした半径 3・10km の範囲円
の作成及び同範囲円内の消毒ポイント等の抽
出までの一連の作業を自動化するシステムを
構築。以上より、施設の利用可否や河川・林道
の分布状況を基に、地図上で防疫対策拠点や消
毒ポイントの検索、死亡 WB の捜索範囲の絞り
込み、防護柵の設置案作成が可能。今後、GISの
活用方法について関係部局と協議、より実効性
のある防疫体制の構築を推進。 
 
438．「野生いのしし ASF防疫マニュアル」整備
に向けた防疫演習：兵庫県朝来家保 大霜伽林、
山中祐子 
 県内での感染確認時の防疫措置を具体化し
た「野生いのししでの ASF 防疫マニュアル」を
新たに整備するため、県関係部局と民間業者 54
名を参集し防疫演習を主催。室内研修では探索
ルート等の実行計画を共有。実地演習では①新
たな死亡いのししを捜索する死体捜索、②死体
運搬、③死体現地消毒処理について実演し、各
装備と資材、必要班員数等を確認。特に①死体
捜索では資材携行状態での捜索の労力と電気
柵設置の手技、②死体運搬では採材の手技と各
種運搬方法、③死体現地消毒処理では生分解性
シートを用いた処理について検証。結果、死体
捜索時の資材搭載車の並走と電気柵設置の見
直し、死体運搬班の増員等についてマニュアル
に反映。防疫演習の実施により初動イメージの
共有と課題の顕在化がなされ、実態に沿ったマ
ニュアル整備が実現。今後も手技の確認や検証
によりマニュアルの更新を行い、ASF 発生に備
えた防疫体制の強化を図る。 
 
439．島根県における豚熱防疫戦略と野生いの
しし感染状況：島根県家畜病性鑑定室 伊藤寛
人、大元隆夫 
 R4年 5月、県西部に飛び地して初めて野生い
のししの豚熱感染を確認。島根県では飼育豚に
ワクチンを２回接種することで養豚場の防疫
を徹底しながら、野生いのししでは豚熱に感染
することで早期に集団免疫を獲得させる戦略
を実施。そのため経口ワクチンを帯状ではなく
養豚場を囲むように散布することで養豚場の
防御を強化。また、野生いのししの感染状況を
適切にモニターできる検査体制を事前に構築。
R3 年から R6 年までに、野生いのしし 1,623 頭
の遺伝子検査、878 頭の血清抗体検査を実施。
感染は県西部から東部に向け年約 130kmのペー
スで拡大。県西部では、R5 年 12 月には抗体保
有率が 67％以上となり、R6 年 9 月以降遺伝子

陽性個体は未検出。本県の取組は、地域内の豚
熱ウイルス量を一時的に増やしてしまうリス
クはあるものの、野生いのししでの豚熱感染を
早期に鎮静化（清浄化）させ、結果として養豚
場での豚熱を防除できる方法であることを示
唆。 
 
440．防疫作業における泡殺鳥機使用の検討：愛
媛県南予家保 須賀佳絵、小池正充 
 高病原性鳥インフルエンザは本県で令和 3年
及び 6年に発生、殺処分に炭酸ガスを用いて多
くの労力をかけ終息。防疫作業の省力化、動員
人員の削減が期待される泡殺鳥機の使用を防
疫演習を通し検討。演習は 15 万羽飼養の肉用
鶏農場を発生農場と想定、関係機関を広く参集
し集合施設運営や模擬鶏を使用した炭酸ガス
及び泡殺鳥機による殺処分方法等を確認。泡殺
鳥機は機械操作が簡便であり、殺処分羽数を
2.5万羽/鶏舎あたり 2時間と想定した場合、移
動設置時間を含め 48 時間で殺処分が完了。従
来の炭酸ガスに比べ 40 時間短縮、殺処分動員
者数は 930 人から 520 人と 44.1%の減員。泡殺
鳥機導入条件は平飼い鶏舎、十分な空地及び安
定した水源の確保、4tトラック走行可能な経路
が必要であり、１万羽以上飼養管内肉用鶏農場
の 66.7％（8/12農場）で導入可能。飼養規模・
鶏舎構造に則した柔軟かつ効果的な殺処分方
法を選択し、早期の防疫措置完了を図る。 
 
Ⅶ－６ その他 
 
441．愛媛県指定天然記念物のシカ飼養施設に
おける飼養衛生管理指導：愛媛県中予家保 鈴
木まり花、北村惟 
 B 市に属する A 島では、島内２箇所の飼養施
設でシカの保護飼育を行っている。2023年 5月、
大雨被害により一方の飼養施設からシカが脱
柵し、飼養衛生管理基準の遵守が困難な状況と
なった。管理者である B市と当所で今後の方針
について協議し、外部の専門家を委員とするシ
カ保護検討委員会にて、脱柵したシカを全て捕
獲収容することを決定。捕獲完了までの間、観
光客向けの追加の衛生対策として、①島上陸時
の手指や靴底等の消毒及び②ポスターによる
家畜伝染病の発生予防対策の周知・啓発活動を
実施。島内に持ち込んだ肉製品については、適
切なゴミ管理の徹底を指導。従来の飼養衛生管
理も見直し、管理者に対して対策強化を指導。
随時実施状況を確認した。2025年 2月、全頭捕
獲が完了し、検討委員会開催。B 市が策定する
「シカ保護計画」に飼養衛生管理基準に基づい
た飼養方針が新たに盛り込まれた。今後も当所
は、定期的な立入を継続し、飼養衛生管理基準
遵守を指導していく。 
 
442．キジの孵化率向上を目的とした効果的な
取り組み：高知県西部家保 中脇美香 
 管内では、2 戸のキジ農家が約 2,300 羽（う
ち種キジ約 500 羽）を飼養。昨年は種卵 4,660
個から 2,325 羽が孵化し、（孵化率は：50％と低
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迷）。孵化羽数 5,000 羽確保のため、を計画し、
鶏舎を増設するとともに、安定的な生産体制を
確立するため受精率 90％以上、孵化率 70％以
上を目標とした。現状の課題を分析し、①種キ
ジの効率的な受精を促すため雌雄割合を検討、
②種卵消毒の実施、③貯卵環境の改善、④検卵
の実施を指導。種卵は洗浄消毒後、貯卵期間を
2週間以内に制限。貯卵庫の温度を 12～14℃に
設定し、適正な貯卵環境の確保により中止卵の
発生を抑制。種卵入卵後約 10日で検卵を行い、
中止卵と無精卵を除去。指導後、孵卵器内の衛
生環境や種キジの雌雄割合が適正になった事
を確認。その結果、受精率は 92.8％、孵化率は
72.7％、孵化羽数は 7,095 羽といずれも目標を
達成。今後は、種キジ群あたりの同居羽数を制
限することで産卵率向上を図り、孵卵回数の削
減による作業の短縮を目指す。 
 
443．離島のエミュー飼養農場の高病原性鳥イ
ンフルエンザ防疫計画の精査：佐賀県北部家保 
三好洋嗣、園部深雪 
 管内の離島にあるエミュー飼養農場で高病
原性鳥インフルエンザが発生した場合、県内初
の大型家きんでの発生に加え、地理的な障壁も
加わり、防疫措置が難航する予想。そこで、通
報から防疫措置完了まで、既存の防疫計画を精
査。主な精査事項の 1つは海上での人と物の移
動、運搬手段。複数の手段が存在するため、各
手段の利用時の制約を確認し、防疫措置の状況
に応じた選択方法を検討。2つ目は殺処分方法。
電気止め刺し機を利用する等、より労力が少な
く安全な方法について検討。今後の課題として、
死体及び汚染物品の処理方法について、埋却不
可を想定し、焼却等の処理方法を追加検討中。
加えて、当該農場と他の管内エミュー飼養農場
とが孵化場を共有開始したため、複数農場での
防疫措置を想定する必要性が発生。今回精査し
た情報を防疫措置に関わる関係機関と共有す
るとともに、他機関との調整及び農場指導の中
で新たな課題への対応策を含め更に精査を進
める。 
 
444．山中での野生いのしし死体消毒処理の実
演型演習：鹿児島県姶良家保 岩元幸江 
 今回、県内では初めて、アフリカ豚熱の実演
型演習を行い、山中でアフリカ豚熱感染疑い野
生いのしし死体が発見された場合の死体消毒
処理について、豚死体を用いて実演。演習の内
容は、当所職員がナレーションに合わせて「野
生いのししにおけるアフリカ豚熱の浸潤状況
の的確な把握と感染拡大防止のための基本方
針」に基づいて実演を行い、演習前の概要説明
で用いたスライドは、当所職員が事前にリハー
サルを行った写真及び図を用いて分かりやす
く作成。実演では、専門業者による電気柵の設
置も行った。演習場所は多くの観客を参集する
ため、平坦な広い場所で行ったが、実際は山林
等の山奥で消毒処理を行うことが想定される
ため、演習に使用する資材等は、より現実に近
いものを準備。参集者には、現実味のある実際

の動きや使用する資材を理解してもらえたと
考えており、必要な資材をそろえ、手順を整理
したことは、今後、同様の事態が発生した場合
にも早急に対応可能で、防疫対策会議等で関係
機関への説明の一助となるため有意義であっ
た。 
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Ⅷ 共通一般 
 
Ⅷ－１ ウイルス性疾病 
 
445．迅速性及び簡便性の向上を目的とした核
酸抽出方法の比較検証：高知県中央家保 髙橋
学 
 遺伝子検査における検査材料からの核酸抽
出方法は様々で、抽出試薬と PCR 試薬の組み合
わせによっては検査精度が低下することが指
摘されている。当所では鳥インフルエンザウイ
ルス（以下、AIV）や豚熱ウイルス（以下、CSFV）
の核酸抽出はスピンカラム法（以下、用手法）、
その他の通常の病性鑑定には主に自動核酸抽
出装置を用いた磁性ビーズ法（以下、自動法）
を使用。AIVや CSFVなどの緊急病性鑑定時には
特に迅速性及び正確性が求められるため、迅速
かつ簡便に核酸抽出が可能な自動法の導入を
検討。既知試料及び野外材料を検体とした PCR
感度及び作業時間を比較。PCR 検査の結果は用
手法と一致し非特異反応は確認されず、核酸抽
出に要する時間は約 90分から約 40分（実働時
間は約 10分）に短縮。自動法の導入で用手法と
同等の感度及び特異度を保持しつつ、より迅
速・簡便な遺伝子検査が可能となり、緊急的な
病性鑑定時の検査者の負担も軽減された。 

 
Ⅷ－２ 細菌性疾病 
 
446．県内の家畜由来大腸菌のフルオロキノロ
ン耐性獲得状況：岩手県中央家保 鈴鹿弘顕、 
福成和博 
 薬剤耐性対策アクションプラン（2023-2027）
では畜種別に大腸菌のフルオロキノロン（FQ）
耐性率及び使用量の削減目標を新たに設定。本
県の現状は不明であるため、2008～2022年の病
畜（牛、豚、鶏）及び健康鶏に由来する大腸菌
計 137 株の FQ 系抗菌剤の薬剤感受性試験及び
FQ 製剤の県内販売量調査を実施。結果、24株の
FQ 耐性株（病牛 17/92 株、病豚 3/17 株、病鶏
4/22 株、健康鶏 0/6 株）を確認。FQ 耐性株は
2008年以降確認され、2017 年以降増加傾向。同
24株を対象として、菌種間伝播する特徴を持つ
プラスミド伝達性キノロン耐性因子（PMQR）の
関連遺伝子を検索した結果、6株が aac(6')-Ib-
cr 遺伝子を保有し、そのうち 4 株は qnrS 遺伝
子を併有。PMQR 保有株は 2017 年以降確認。2019
～2023 年の FQ 系抗菌剤の県内販売量は減少傾
向。以上から、PMQRの菌種間伝播による県内農
場への FQ 耐性菌の拡散が懸念。FQ 系抗菌剤の
慎重使用へのさらなる啓蒙を図るため、今後も
県内の大腸菌薬剤耐性状況の監視の継続が必
要。 
 
447．広島県内で分離された Enterococcus 
cecorum の細菌学的解析：広島県西部家保 船
守足穂、植松和史 
 広島県で 2009 年度以降に分離された
Enterococcus cecorum12株（由来：牛 6株、豚
4 株、採卵鶏 2 株）を供試し、本菌種の同定に

広く活用される sodA及び 16S-rRNA を標的とし
た PCR及び塩基配列解析、SmaⅠを用いた PFGE、
肉用鶏病畜等由来株に特徴的な 6遺伝子を標的
とした PCR、14薬剤による薬剤感受性試験（一
濃度ディスク拡散法）を実施。sodA-PCRでは 6
株のみ陽性だったが、16S-rRNA 解析により全株
E.cecorum と同定。sodA-PCR陰性 6株は、各プ
ライマー結合部位に 1～3 塩基の変異を確認。
PFGE パターンは 12 株全て異なり、肉用鶏由来
国内流行株とも不一致。また、8 株はいずれか
の病畜由来株特徴的遺伝子を保有するが、畜種
や症状等による傾向はなかった。薬剤感受性試
験では 9株が畜産領域で常用されるカナマイシ
ン等 3薬剤で耐性、最大 8薬剤に対し耐性とな
り、引き続き動向を注視すべきと推察。今回、
sodA-PCR偽陰性を初確認したため、今後プライ
マーの改良が必要。 
 
448．シークエンス解析を用いた真菌の同定法
の検討：佐賀県中部家保 植田大二郎、松尾研
太 
 多くの真菌に対応したユニバーサルプライ
マー（UP）を用いたシークエンス（Seq）解析法
が、真菌の同定に有効であるかを検討。材料は、
病性鑑定で分離した材料 1：Aspergillus 
fumigatus（以下 Afu）および材料 2：Aspergillus 
flavus(以下Afl)を使用。UPは、既報（Glassら、
1995）を参考に、 Bt2 領域を標的とする
Bt2a/Bt2bを選定。PCRの増幅酵素は、当所で他
の検査に使用しているものを比較し、TaKaRa Ex 
Taq®Mg2+free（ExTaq）を選定。PCR の反応条件
は、①既報の条件、②16SrRNA 解析の条件およ
び③サルモネラ遺伝子検査の条件を比較し、②
の［95℃120 秒、（95℃20 秒、55℃20 秒、72℃90
秒）×35、72℃120 秒］を選定。Seq解析の結果、
材料 1 は Afu（相同性 99.81%）、材料 2 は Afl
（相同性 100%）となり、cPCR と同様の結果。本
検査法は、Aspergillus 属以外の真菌について
も応用可能と考えられ、cPCR で同定不能となっ
た真菌の検査法として有効。 
 

Ⅷ－３ 原虫性・寄生虫性疾患 
 
449．家保業務の中で見える一般線虫の生活環
と寄生虫検査の重要性：熊本県阿蘇家保 松尾
加代子、吉田大志 
 管内の繁殖牛馬及び病性鑑定めん羊の糞便
検査を実施。牛では 172 頭中 105 頭（61.0％）
から一般線虫卵、3 頭から膵蛭、各 1 頭から肝
蛭、双口吸虫卵を検出。馬では 90 頭中 74 頭
（82.2％）から一般線虫卵を検出、10頭から回
虫卵、6 頭から条虫卵検出。病性鑑定めん羊で
は 37頭中 15頭（40.5％）から一般線虫卵検出、
2頭は EPG1万超で死亡。剖検により重度の貧血、
低たんぱく所見の他、第四胃から多数の線虫を
回収。線虫は形態学的に捻転胃虫と同定。これ
らより家畜の寄生虫感染は今でも日常的に起
きており、めん羊の死因の一つであることが判
明。めん羊の一般線虫卵について、糞便培養に
よる形態学的感染期仔虫同定と仔虫 1隻からの
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遺伝子抽出と増幅を試行、シーケンスの結果、
いずれの方法でも捻転胃虫であることを確認。
遺伝子検査での同定の有効性を証明。寄生虫症
を過去の病気と捉えることなく、病性鑑定研修
等で知識と技術を継承していく必要があると
結論。 
 
Ⅷ－４ 保健衛生行政 
 
450．北渡島檜山４町の連携した防疫体制強化
の取り組み：北海道渡島家保 吉田聡子、稲垣
華絵 
 渡島北部の 2町と檜山北部の 2町（4町）は、
平成 24年、家保の助言の下、「家畜伝染病にお
ける広域連携協定」を締結。平成 25年、渡島・
檜山家保は、口蹄疫を疑う牛が発見された想定
で 4町に移動制限区域が跨がる防疫演習を企画
し、第 1回北渡島檜山 4町防疫演習を合同開催。
現在までほぼ毎年防疫演習を開催し、振興局の
管轄を越えた広域防疫体制を連携して構築・維
持。継続のポイントは、①連絡会議を毎年開催
し、課題を共有・意見交換、②事務局を固定し
つつも防疫演習の開催地を 4町持ち回り、③家
畜伝染性疾病の情勢や各町のニーズに沿った
演習の企画の 3点。毎年の連絡会議と防疫演習
の開催により、町の畜産担当者の変更後も防疫
連携体制を維持。両家保は、連絡会議や合同防
疫演習を通じて効率よく地域の防疫体制構築
に寄与。今後は現体制を維持すると共に、4 町
合同防疫演習を通じて他の自治体の初動防疫
計画のブラッシュアップに着手、管内全体の自
衛防疫強化に繋げる。 
 
451．所管区域の広域化に係る課題と対応：青森
県つがる広域家保 奈良史子、木村祐介 
 令和 6年度より青森家保と統合し、県面積の
50％に及ぶ地域を所管。広域化により①限られ
た職員数による効率的な業務の遂行、②危機管
理体制の構築が課題。①については、旧青森家
保管内の検査拠点として旧青森家保を活用、有
料道路利用により移動時間短縮。生産者対象の
講習会はサテライト会場を設置し、生産者の利
便性向上。円滑な自衛防疫事業等のため、地区
家畜衛生推進協議会を合併。②については、異
状畜発生時の迅速な情報把握と飼養衛生管理
基準改善状況確認の効率化のため、生産者と動
画や画像を共有する体制を整備。例年にない大
雪により各防疫拠点の除雪体制に係る関係者
間の打合せが増加したため、Teams で迅速かつ
綿密に実施。伝染病発生情報を従前の FAXから
休日もメール周知する体制に変更。一方、防疫
演習は従前どおり地域毎に地域の実情に即し
たきめ細かい内容で開催。今後は職員のさらな
る技術向上に努め、引き続き地域や生産者のニ
ーズに的確に応えていく所存。 
 
452．建設業協会との協働による埋却地の実効
性確保の取組：岩手県県南家保 戸塚知恵、大
森さくら 
 特定家畜伝染病の迅速な防疫措置には即時

着手可能な埋却地の確保が重要だが、家保のみ
では実効性の確認が困難な事例が存在。本県で
は、県土木部の総括の下、協定に基づき建設業
協会（協会）が埋却を実施。協会からの埋却作
業を円滑に行うための提案を踏まえ、令和 3年
度から協会・土木部との 3 者による事前調査、
実働訓練及び勉強会を実施。事前調査では、農
場個別の埋却計画を精査するため、現地又は書
面確認を計画的に実施中。管内の協会支部全 8
地域の 72農場（養鶏 53、養豚 19）の調査を終
え、協会等の助言・指摘を受けた 31 農場中 23
農場の埋却計画を改善し、再共有。実働訓練で
は、4 地域の農場の埋却地を用いて埋却全工程
と当該農場の埋却計画の実効性を同時に確認。
勉強会では、実働訓練の振返りや県内防疫措置
事例の共有、意見交換により、疑問点を解消し
相互理解が醸成。一連の取組で関係者間の情報
共有と連携強化が図られ、埋却地の実効性確保
に寄与。 
 
453．重大な動物感染症の発生に備えた防疫演
習の取組：秋田県南部家保 菊地智貴、須田朋
洋 
 特定家畜伝染病発生時の迅速かつ的確な防
疫措置を実施するため、地域振興局（局）毎の
ニーズに合わせそれぞれ主旨の異なる防疫演
習を実施するとともに事後アンケートを収集。
局 Aでは現地危機管理対策本部内の連携強化の
ため、防疫措置担当班毎に分かれ初動対応作業
までを机上シミュレーション。局 Bでは健康対
策班のマニュアル変更に伴い、防護服着脱手順
の習熟のため着脱訓練を実施。局 Cでは担当班
毎の作業内容の理解を更に深めるため、リーダ
ー級職員を対象に防疫措置の概要を説明した
後、各担当班が独自に演習等を実施。アンケー
ト結果を踏まえ、各局に防疫拠点・集合施設の
設営例及び消毒ポイント予定地点を提示。担当
班毎の対応作業演習及び農場内視察等の要望
あり。得られた課題を参考に実践的な防疫演習
と防疫計画の定期的な見直しを継続し、伝染病
の発生に備えたい。 
 
454．畜産農家の外国人従業員業務実態調査と
衛生意識向上の取組：栃木県県南家保 猿山由
美、渡邉絵里子 
 特定家畜伝染病対策として飼養衛生管理基
準遵守指導を強化してきたが、近年増加する外
国人従業員（以下、外国人）の衛生管理や家畜
疾病の理解度は把握不足。外国人に関する業務
実態調査を行い、課題を抽出。調査の結果、畜
主は外国人の衛生管理に問題を感じていなか
ったが、実際には外国人の飼養衛生管理基準や
日本語の理解度は乏しく、認識の違いが判明。
外国語翻訳付きの YouTube 視聴や翻訳ツールで
作成した外国語オリジナルテキストにより飼
養衛生管理基準や家畜疾病について理解醸成。
また、イラストと外国語表記の一目でわかる標
識を作成し、農場内で継続した視覚的な意識付
けを実施。取組の成果として、外国人の衛生意
識、家畜疾病の理解が向上し、畜主からも好評。
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さらに、簡便に多言語に対応可能な外国人向け
衛生指導方法を構築し、県内他家保にも普及。
今後も新規雇用の外国人を対象にした勉強会
を継続開催し、飼養衛生管理のさらなる向上を
推進。 
 
455．畜産関係職員のコミュニケーションスキ
ル習得に向けた取り組み：群馬県中部家保 塩
田 友里恵 
 特定家畜伝染病発生時には、まん延防止のた
め迅速な防疫措置が重要。対策の一環として、
今年度、肉用鶏農場における殺処分方法の検討
に関する県主催の防疫演習を実施。若手の畜産
関係職員が１班約 7名で検討。防疫指針及び防
疫措置に対する理解向上の一方で班での討議
は滞ることも多く、チーム力発揮のためのコミ
ュニケーションスキル（CS）の重要性を実感。
また、通常業務や防疫措置時の経験から CS の
必要性を認識していたことから、CS習得を目的
として、チームで活動するときのコツを体験的
に学習し、気づきを引き出すワークショップ
「やぐら鶴®」を実施。実施前後のアンケート結
果から、防疫措置の緊迫感を疑似的に体験でき
る「やぐら鶴®」実施時は、通常業務時より CS
が低下傾向であったことや受講によりコミュ
ニケーションに関する意識が向上するとの意
見多数。CSは防疫措置に限らず、農場指導等通
常業務にも重要なため今後も CS 習得に向けた
取り組みを継続。 
 
456．管内動物薬事業務の現状と指導事例：埼玉
県中央家保 鈴木結乃、平田文吾 
 本県の動物用医薬品等許可数及び届出数は
令和6年3月末時点で548(許可411、届出137)。
うち管内は 351(許可 243、届出 108)であり県全
体の 6 割以上。また、許可申請、更新、変更、
廃止等に係る受付件数は年間 200 以上。許可、
更新、構造設備の変更の際、薬事監視員による
立入検査を実施。特例店舗販売業は定期的に巡
回立入を実施。違反が発覚した監視指導事例を
紹介。法第 24条違反：許可更新の際、特例店舗
販売業の店舗において、許可を受けた法人が解
散した後も当該法人関係者が個人名義で動物
用医薬品の販売を継続。法第 83 条の 2の 3第 1
項違反：巡回時、特例店舗販売業の店舗で指定
品目以外の動物用医薬品を販売。許可を受けて
いる法人に他店舗の状況確認を要求、18店舗で
指定品目以外の販売が判明。これら事例につい
ては、複数回の立入等きめ細やかな指導により
違反状態は解消。当所の法に基づく許認可と監
視指導に係る業務量は膨大。DXを推進して業務
の効率化を図る。 
 
457．集合施設の実践的な地域防疫演習：富山県
西部家保 増永梢、飯田佳代 
 特定家畜伝染病発生時に集合施設の設営、運
営を担う市町村や県職員（担当者）を主体とし
た防疫演習を開催。実際に使用予定の会場で実
際の担当者が実際の作業従事者を迎えて、集合
施設の一連の工程を初めて実施。過去の演習で

は一部分の体験のみで、担当者の当事者意識付
けと全体像の把握が課題だった。本演習は事前
に会場の大まかなレイアウトを作成し、家保は
アドバイザーとして会場の設営を補助。担当者
は搬入された資機材を設置し、実情に則した形
で一度に多数の従事者を受付け、運営業務の流
れを体験。設置時には担当者間で問題点を検討
し、都度改善。従事者には事前に座学研修を実
施。演習当日は集合場所からバスで会場に向か
い、遠隔地の状況は庁内チャットツールで把握。
運営では担当者が作業従事者へ積極的に声が
けを行い、円滑な進行に務めた。演習後のアン
ケートでは「実際のシミュレーションができて
よかった」との意見が挙がり、全体像の把握、
各自の役割等の再確認および理解醸成により
当事者意識が向上。今後も防疫演習を活用し他
市町村と同様の取組みを実施したい。 
 
458．飼養衛生管理支援システム運用開始に係
る取り組み：福井県家保 友膳弘喜、山崎俊雄 
 農林水産省は、疾病予防等による生産性の向
上を目的とし、飼養衛生管理に関した情報を一
元管理するデータベース群である飼養衛生管
理支援システム（支援システム）を段階的に開
発。支援システムは、定期報告等の手続きを電
子化し、生産者や家保等の自治体の事務作業の
省力化が目的。支援システムの利用までに、農
林水産省共通申請サービスのアカウント取得
等、必要な作業が多く、生産者にとってハード
ルが高い点、農場数が少ない点を考慮し、原則
として当所による代理登録を検討。令和 6年 10
月の家きん自己点検からの運用開始に合わせ、
9 月から約 1 カ月かけて小規模を含む家きん飼
養農場 73戸の代理登録を実施。他畜種も、登録
を継続中。支援システムの運用により、集計等
の省力化を実感したが、代理登録により全体の
業務量は増加。今後、生産者による運用へ切り
替えを進めるとともに、支援システムが運用し
やすくなるよう農林水産省へ求めたい。 
 
459．管内における近年の家畜飼養動向：山梨県
東部家保 白井雄介、髙橋照美 
 過去 10年の管内家畜飼養動向・要望を調査。
酪農は中小規模が高齢化で廃業し、戸数減少・
頭数横ばい。補助事業で省力化を図るための設
備や機械導入を行う農家が増加。肉用牛は戸
数・頭数ともに減少したが、繁殖から一貫経営
の移行や農場で直接畜産物販売を行う農家が
みられる。養豚は豚熱発生や経営悪化等で戸
数・頭数ともに減少。1 戸当たり頭数も労力不
足や資材高騰等で減少。採卵鶏は 100羽規模農
家の廃業で戸数は減少したが、農場新設もあり
飼養羽数は大幅に増加。一部農家では、ケージ
飼育の一部を平飼いに変え、AWに配慮した飼養
で卵に付加価値を付け販売。肉用鶏は新型コロ
ナの影響で撤退した農場もあるが、新規参入が
あり回復。要望調査では、農家全体から生産コ
ストや施設整備にかかる費用補助等が挙げら
れた。家保では、引き続き飼養衛生管理基準遵
守徹底の指導とともに、補助事業の周知や生産
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物の付加価値向上につながる情報提供や新規
就農者の支援等に努めていく。 
 
460．やまなしアニマルウェルフェア認証取得
に向けた取組支援：山梨県東部家保 塚田文、
髙橋照美 
 本県では、全国の自治体で初となる「やまな
し AW認証制度（以下、認証制度）」を R3年度か
ら開始。本制度は、全畜種共通基準のエフォー
トと畜種毎の基準のアチーブメント 2つの認証
で構成。アチーブメントは項目の 5割以上をク
リアすると取得可。管内では、4 農場がアチー
ブメントを取得しているが、更なる AW 推進を
図るため、認証制度の周知と認証取得に向けた
支援を実施。複数農家に認証制度について概要
説明を行ったところ、肉用牛肥育農家 1戸がエ
フォートを取得し、アチーブメントを申請。当
該農家に立入り、飼養衛生管理基準の遵守状況
が不十分な項目への指導とアチーブメント基
準への適合の確認を実施。その後、飼養衛生管
理基準遵守とアチーブメント基準の 9割を満た
すことを確認。当該農家は、今後、アチーブメ
ントを取得見込みとなった。引き続き、管内農
家に対し AW に配慮した飼養管理と認証制度の
周知を積極的に進めていく。 
 
461．特定家畜伝染病発生時に備えた取り組み：
山梨県西部家保 藤尾桜子、池永直浩 
 特定家畜伝染病発生時には迅速な防疫措置
が求められるため、発生に備え、以下の取り組
みを実施。①使用不能となっていた集合施設の
再選定。②県内全戸の農家別防疫計画の形式を
統一化。③防疫措置動員職員向けに作業内容等
を記した作業従事者のしおりを策定し、県職員
が常時閲覧可能なネットワーク上で共有。④再
選定した集合施設を会場とした防疫演習の開
催。演習は統一化した防疫計画に基づいた防疫
措置一連に関する机上演習、動員想定者による
集合施設立ち上げ訓練及び集合施設における
防疫作業前後の健康調査や防護服着脱、農場で
の殺処分作業等の模擬演習を実施。演習を撮影
した動画を作業従事者のしおりと同様のネッ
トワークで共有。取り組みにより、防疫計画把
握の迅速化及び動員想定者への事前の防疫作
業イメージ共有が可能。今後も防疫計画及びし
おりの随時見直しを継続、より実効性のある対
応策を検討していく。 
 
462．南信州の畜産振興と地域ブランドの推進：
長野県飯田家保 津野達也 
 南信州地域の畜産業は、地域農業生産額では
果樹、野菜に次ぐ基幹産業であり、地域の特性
を生かした「南信州牛」、各種銘柄豚等地域ブラ
ンドの生産に取り組んでいる。家保は「第４期
長野県食と農業農村振興計画」を軸とする関連
事業を活用し、肉用牛肥育農場に対し、信州あ
んしん農産物［牛肉］生産農場認定制度に係る
衛生検査を 41戸、慢性疾病低減対策を７戸、農
場 HACCP 認証取得支援を１戸において実施。肉
用牛繁殖農場に対しては、信州プレミアム牛肉

「脂肪の質」向上対策事業による代謝プロファ
イルテスト及び繁殖性向上支援を３戸、養豚農
場に対しては、農場 HACCP 認証取得支援を２戸
で実施。また、地域団体が毎年開催する畜種ご
との畜産共進会での審査員や畜産部会の研修
会講師等を担当。今後も関係機関と連携し、地
域一体となって畜産農家の生産性向上と生産
振興を支援し、地域ブランドを推進していきた
い。 
 
463．飼養衛生管理基準指導のためのコミュニ
ケーションスキル研修：静岡県中部家保 柴田
正志、齊藤妙子 
 家保職員のコミュニケーションスキル向上
を目的に、新採職員を対象とした研修を実施。
事前調査で明らかとなった、農家とのコミュニ
ケーション時の「飼養技術に関する説明不足」
や「信頼関係構築の難しさ」といった課題に対
応するため、家保業務のうちよりコミュニケー
ションスキルが求められる「飼養衛生管理基準
の確認」をテーマにしたピア・ロールプレイの
手法を取り入れた。研修ではシナリオを用いて
家保職員役と農家役に分かれ、実践形式で情報
引き出しや共感的対応を学んだ。アンケート結
果では、参加者全員が研修を「大いに役立つ」
と評価し、研修の成果が確認された。また、経
験職員対象にも研修を実施し、同様の効果が得
られた。ピア・ロールプレイを用いた研修は実
務におけるコミュニケーションスキルの習得
に有効であり、家保業務全般への応用が期待さ
れる。今後はシナリオの充実とともに、本研修
のさらなる拡大をはかる。 
 
464．特定家畜伝染病の発生に備えた人材育成
強化と業務効率化の取り組み：愛知県中央家保 
岩田祐子 
 本県の家保において獣医師が不足する中で
業務遂行していくためには、職員の育成と業務
効率化が急務。業務の一環である防疫対応に関
して、人材育成の面で、過去の反省点を踏まえ、
技術向上と知識習得を目的とした５つの研修
を再開・新設。法律や予算に関する研修、うず
らの採血・飼養衛生管理等に関する研修、食鳥
処理場の見学研修、殺処分を体験する農場内作
業研修及び情報共有研修を開催したことで、防
疫対応への不安が軽減。具体的な指示内容等が
把握でき、防疫措置の円滑な実施が期待された。
業務効率化の面では、作業時に時間と労力を要
していた防疫資材の運搬方法をパレットから
かご台車へ変更。また、備蓄資材の数量等に関
する複数のファイルを 1つに統合した。その結
果、必要な時間と労力が大幅に短縮。今後も特
定家畜伝染病の発生に備えて継続的に研修を
開催し、他業務に関しても、研修開催による人
材育成の強化と業務改善による効率化を図る。 
 
465．飼養衛生管理支援システム導入の現状と
今後の課題：三重県中央家保 長谷川恵実香、
若原繁樹 
 農林水産省は、畜産生産現場の飼養衛生管理
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向上等を目的に「飼養衛生管理支援システム」
を開発。今年度から、生産者による定期報告や
自己点検が当システム内のオンライン申請サ
ービス eMAFF 経由で報告可能となり、業務効率
化が期待されている。現場では、➀オンライン
報告は、生産者が eMAFFで報告する方法と家保
が代理報告する方法が併用されており、生産者
及び家保担当者のシステム理解に時間がかか
っている。②飼養衛生管理基準では、生産者か
らは遵守判定が難しい旨の声が上がっている。
このことを踏まえ、➀では全国の担当者がリア
ルタイムで情報共有、疑問や改善意見を集約す
るプラットフォームの構築が求められた。②で
は生産者の飼養衛生管理基準理解促進のため、
立ち入り時の説明等続けるとともにシステム
アプリ画面上に不遵守事例の解説や事例写真
の掲載による理解促進や、AIチャットボット導
入による生産者の疑問解消と利便性向上が望
まれた。 
 
466．防疫資材の在庫管理の DX 化-資材管理ア
プリの開発：三重県中央家保 内藤陽介 
 三重県では高病原性鳥インフルエンザ等の
家畜伝染病に備え、中央家畜保健衛生所に防疫
資材を備蓄している。資材の在庫管理は事務所
のパソコンで行っているが、屋外の備蓄資材の
現場作業後に事務所に戻る必要があるため、効
率が悪く、ヒューマンエラーが発生しやすい等
の問題がある。この問題に対処するため、タブ
レット端末で操作が可能な資材管理アプリを
作成した。作業内容のクラウド管理や、二次元
コードを用いた自動入力等の機能により、屋外
での現場作業後その場で記録ができ、リアルタ
イムでの在庫確認が可能である。従来の在庫管
理方法と比較すると作業時間が約 1分以上短縮
でき、作業の効率化が図れた。また、現場での
作業から記録までの一連の作業が現場で完結
するため、ヒューマンエラーの低減も見込める
と考えられる。今後は、県内各地域の防疫資材
集積場所でも利用可能となるよう、地域の資材
管理担当者から意見を募集し、地域に応じた資
材管理アプリを作成予定。 
 
467．家畜防疫作業時のフォークリフト作業マ
ニュアル整備の取り組み：三重県中央家保 前
川佳寛 
 近年、国内で高病原性鳥インフルエンザ及び
豚熱の発生が継続的に発生し、養鶏場や養豚場
での防疫作業の機会が増加している。これに伴
い、フォークリフトは処分家畜や汚染物品の運
搬に多く利用されているが、農場内運行は通常
と異なり注意が必要で、作業マニュアルの整備
が必要である。本取組では、フォークリフトの
作業マニュアル作成のため、①高画質アクショ
ン カ メ ラ を 用 い た 動 画 資 料 の 作 成 、
②Microsoft PowerPoint（以下、ppt）を用いた
静止画資料の作成を行った。動画資料によりオ
ペレーターの理解が進み事故防止に役立つと
考えられたが、県パソコンで高画質動画の再生
に制約があり、編集作業が煩雑であった。静止

画資料では、ppt のスライドサイズの工夫によ
り資料作成時間短縮が可能であった。今回の取
り組みで、動画資料の活用や静止画資料作成の
効率化を確認できたが、引き続きフォークリフ
ト等の安全な運用と業務効率化に向け取り組
むことが重要であると考える。 
 
468．動画活用による動員予定者の防疫作業に
対する理解向上への取組：奈良県家保 坂口萌
美 
 家保では毎年、高病原性鳥インフルエンザや
豚熱の発生に備えて防疫演習を実施。動員予定
者全員に演習を経験してもらう機会がないこ
とが課題。そのため、集合基地での流れや各班
の作業等を計 8 本、各 10 分程度の動画にまと
め、動員者に自由に視聴してもらうことを検討。
動 画 は PowerPoint や 動 画 編 集 ソ フ ト
(PowerDirector)を用いて作成。令和 6年 12月
より、県職員用 WEB研修システム「ならっ Ciao！」
に掲載開始。令和 7年 4月までに得られた視聴
後アンケートを集計。全体でのべ 190人が回答
したが、各動画の視聴率はほとんどが対象者の
10％未満。一方、のべ 100人以上の防疫演習未
経験者が視聴。内容に対する理解が十分でない
との回答もあり、実地演習によるフォローが必
要。また、自由記述から今までの演習で得られ
なかった意見が得られた。今後は、防疫作業へ
の理解を深めるため、効果的なタイミングでの
再周知及び実地演習を組み合わせた防疫演習
を実施予定。 
 
469．特定家畜伝染病発生に備えた埋却地の実
効性確認の取組：島根県川本家保 金丸和之、
森脇俊輔 
 特定家畜伝染病防疫指針に基づく埋却地の
実効性確認方法の確立を目的とした小規模掘
削演習を開催。演習で得られた知見を活用し、
管内 2農場において自主的な試掘による埋却地
の実効性を確認。小規模掘削演習では掘削場所、
規模および方法について具体的な防疫計画の
実務内容を関係機関で共有。農場においては農
場所有重機による小規模掘削を行い、家保等で
現地確認。実効性を確認するとともに、防疫計
画案に基づく埋却に備え、重機搬入路、埋却溝
掘削の施工場所、埋却物の搬入経路、鉄板の敷
設場所、工事用車両駐車スペースの検討を実施
し、防疫計画案を見直した。特定家畜伝染病が
発生した際、埋却地に問題が有った場合は緊急
の対応が難しく、速やかな防疫作業の完了に大
きく影響する。当所では実効性のある埋却地の
確保を目的とした取組を推進。小規模掘削演習
の開催と活用により取組が大きく前進。今後も
取組を継続し、実効性の高い防疫計画の作成に
つなげることで、特定家畜伝染病の発生に備え
た防疫体制構築に努める。 
 
470．家保で実施する細菌検査の基本手技手引
の作成：高知県中央家保 森木啓 
 家保では伝染病対策や飼養衛生管理に係る
指導・調査、豚熱ワクチン接種、豚熱経口ワク
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チン散布等に加え、報告事務が増加している。
現状、若手職員が検査手技を研修する機会が少
なく、実際の検査を通じて技術伝達している状
況。そこで、家保で実施できる細菌検査の中で、
培地作成から培養、菌種絞込み等の基本的手技
の注意点について、図・写真を交え要点をまと
めた手引きを作成した。具体的には、培地作成：
滅菌後、コンタミを防ぐ作成時の注意点。培養：
検体の塗布、培養条件、グラム染色、カタラー
ゼ・オキシダーゼ試験。糞便検査：対象となる
菌種と希釈法による菌数測定、検査後の対応。
サルモネラ検査：一般的な性状試験。検体採材
時の注意点：特定部位にのみ原因菌が存在する
例等。当所では、若手職員がこの手引を活用し、
的確な細菌検査が実施できている。 
 
471．新たな病性鑑定管理システム構築への取
組：熊本県中央家保 島村昇吾 
 本県では病性鑑定依頼及び回答の管理を
Microsoft Access（以下、Access）を用いたシ
ステムで運用中だが、①Access導入PCが限定、
②現行システムでは自由に表及び画像作成不
可のため、依頼及び回答用送付ファイル種が
PDF や Excel 等複数となり煩雑、③熊本県文書
管理システムが Access 非対応で送受信は別途
電子メール対応が必要、④Access を使い熟せる
人員不足等の課題があり、家保職員の業務効率
が悪化。これらの課題解決の参考とするため、
全国の病性鑑定担当職員へ病性鑑定データの
管理状況アンケート調査を実施した結果、Excel
及び Word での管理が最多。今回、現行システム
でのスキームを踏襲し、より簡素化した Excel
でのシステムを構築。Excel でのデータ管理に
より、全職員の業務標準化、熊本県文書管理シ
ステムとの連携、データの一元管理、Access の
ライセンス予算削減を期待。今後、構築したシ
ステムの運用開始とともに、さらに効率的なシ
ステムを目指す。 

 
Ⅷ－５ 畜産技術 
 
472．北部家保と県北家診合同で実施した新人
繁殖研修事例：秋田県北部家保 大村樹里 
 乳牛・肉牛繁殖の指導において、管内では戸
数・頭数減少、繁殖技術者の減少、職員の年齢
構成の偏在、県事業の受精卵移植受胎率の維持、
生産者ニーズの変化など克服すべき課題は多
い。今回当所では課題解決に向け、知識・技術
継承を円滑化するとともに、組織的に知見を集
約することが必要と考え、北部家保と県北家診
が合同で新人繁殖研修を実施。1 つ目の取組と
して受精卵移植に係る試験を行い、安価な薬剤
を用い処置を実施し、受胎率への影響を調査。
試験後合同で討論、結果は昨年度同時期の受胎
率と比較し 0%から 33%向上。処置には一定の効
果があったと考察。2 つ目の取組では、と畜場
から供与された雌牛の生殖器を用い、繁殖に関
する手技の練習をした後、生体を用いて実習。
研修実施後、参加者はアンケートにて研修を継
続するべきと回答。乳牛・肉牛の繁殖技術は北

部家保、県北家診共通の業務課題と捉え、今後
も合同研修などを通して協力することが重要。 
 
473．耕畜連携により酪農経営の課題解決を目
指した一例：埼玉県熊谷家保 小野塚泉、森田
梢 
 飼料費低減と堆肥滞留の課題を抱える酪農家
A(A)に対し、耕畜連携による飼料の生産と堆肥
の有効利用を推進する継続的な支援を実施。家
保および酪農協等の関係者で複数回協議を重
ね、県内で飼料用トウモロコシを生産する意向
があった耕種農家 B(B)とマッチング。次に Bの
飼料生産が円滑に進むよう、飼料生産機械の導
入や作付け経費への補助事業活用について助
言や支援を実施。また、良質な飼料生産のため、
B に堆肥のほ場還元と土壌分析、A に飼料分析
の実施を指導。Bはトウモロコシ 800tを生産し、
裁断、ロール、ラッピング処理後に A に供給。
結果、Aの購入飼料約 10％は置き換えられ、年
間飼料費約 400千円削減。加えて、堆肥のほ場
還元により Aの堆肥滞留の課題解決及び Bの肥
料費は 440千円削減。更なる飼料費の低減には
生産規模拡大と生産コストの削減等が必要。今
後も関係者と連携し耕畜連携の取り組み支援
を行う。 
 

Ⅷ－６ その他 
 
474．飼養衛生管理支援システム導入にあたっ
て家保の支援：香川県西部家保 岡和奈、森田
えり 
 飼養衛生管理支援システムは飼養衛生管理
の向上や畜産衛生情報の収集・活用を目指し、
農林水産省が令和 5 年から開発を開始。令和 6
年 4月に農場台帳の登録、10月に家きんの自己
点検の報告が開始。電話や訪問で農場台帳登録
方法の説明、指導を実施。管内の家きん飼養 140
農場（採卵鶏 81農場、肉用鶏 58農場、うずら
1農場）のうち、29農場（採卵鶏 20農場、肉用
鶏 8農場、うずら 1農場）について農場台帳の
代理入力を実施。家きんの自己点検は、県への
報告項目がシステムと対応していなかったこ
とから、126/140農場について代理入力を実施。
問題事例として、①一度登録した農場台帳の修
正が困難、②ネット環境によりシステムに接続
できない。家きん以外の農場台帳登録状況（令
和 7年 1月時点）は、豚 0/19 農場、鶏・豚以外
1/150 農場。今後、①家きん以外の農家に登録
方法の説明・指導、②農場台帳の膨大な情報の
代理入力・チェックへの対応が必要。 
 
475．家畜伝染病防疫に係る実効性の高い汚染
物品処理計画の検討：北海道石狩家保 大久保
春菜、榊原伸一 
 家畜飼養者は、家畜伝染病発生に備え埋却候
補地を確保しているが、全候補地での試掘は困
難。そこで、家畜防疫マップシステムより農場
位置、既存のボーリングデータより各地点の地
下水深度、地盤強度（N値）、地質図より地質分
布データを集め地図作成ソフトで重ね合わせ
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て石狩管内（管内）全域の埋却地の地下水深度
と N 値が推測可能な埋却適性推測地図（地図）
を作成。高病原性鳥インフルエンザ発生時の掘
削で、湧水の有無や地盤の強度等は推測と同じ
であり、地図の実用性を確認。家きん飼養農場
の埋却地の適性推測に活用、適性の低い農場へ
は試掘や農場外候補地の確保等を指導。全域的
に埋却が極めて困難な地域では、万が一に備え
焼却を検討開始。焼却作業に係わる振興局内の
担当部署を決定し、焼却マニュアルを作成中。
今後は、埋却地確保の指導を、全家畜飼養農場
に拡大。また、焼却マニュアルを完成させ、円
滑な計画移行の準備を行い焼却の体制整備を
進める。 
 
476．県獣医師職員確保に向けた取組と今後の
課題：青森県中央家保 佐藤美侑、二俣雅之 
 青森県の獣医師職員数は減少の一途。県では
平成 23年度に「青森県獣医師職員確保プラン」
を策定。当所でも、小中高生対象の出前講座や
獣医大学生のインターンシップ等を実施。令和
5 年度からは行政体験研修や県外獣医大学の実
習を受入。また、県と県内の獣医大学（県内大
学）との間で人材育成に関する協定を締結。協
定は「学生の教育」、「県獣医師職員の育成・確
保」、「学術研究」の三本柱。取組の一環として、
大学 6 年次に実施される大動物臨床実習時に、
家保の大規模乳用牛農場におけるヨーネ病検
査を体験。大学の大動物診療センターにおいて
家保職員の臨床研修を実施。これまでの取組で
実習人数や県職員採用試験受験者が増加した
一方で、担当職員の負担軽減や実習内容の検討
等の課題も浮上。また、県内大学との連携につ
いても、来年度以降の実習及び研修計画の精査
が必要。各取組に関する課題の改善を図り、県
獣医師職員確保対策に今後も精力的に取り組
んでいく所存。 
 
477．労働安全衛生規則等の一部改正に伴う化
学物質管理体制の見直し：山形県中央家保 須
藤亜寿佳 
 令和 6年 4月 1日、労働安全衛生規則等の一
部を改正する省令等が全面施行され新たな化
学物質規制への対応が必要となった。そこで当
所では「化学物質等取扱管理規程」を制定し、
化学物質の取扱い、管理方法、暴露低減措置及
び組織体制を明確化。年 1回の所属長確認及び
原則 5年毎のリスクアセスメント実施を明文化。
規定を課内周知後、運用を開始。当所で保有す
る化学物質等をリスト化、安全データシート
（SDS）を取得。SDSに基づき全ての化学物質に
ついてリスクアセスメントを実施。毒劇物等に
ついては別途リスト化し、容器への再表示を実
施。また容器ごとの記録簿を作成するとともに
計量器を整備し、使用記録ができる環境づくり
を実施。一連の作業により一部化学物質の大量
保有、保有化学物質の変質・劣化、保管場所不
足などの課題が顕在化。これらの課題について
順次整理していく。 
 

478．病性鑑定の技術向上及び継承を目的とし
たウェアラブル端末の活用：福島県中央家保 
岩永海空也 
 病性鑑定における解剖時、より的確な診断の
ため、所見をとる技術習得には膨大な専門知識
と経験が不可欠。口頭や実務同伴により継承さ
れてきたが、近年解剖事例の減少に伴い経験値
が不足し、業務の特殊な性質上、今後の診断技
術力低下が懸念。技術向上、手技訓練を目的と
してウェアラブル端末により解剖時の一連過
程を執刀者目線からハンズフリーで撮影後、動
画編集ソフトを用いて要所を字幕表示させ、見
本となる牛の解剖及び麻酔放血手順動画を作
成。課員各々の自由な手技反復訓練と技術継承
が可能。さらに、解剖毎の動画記録の保存によ
り所見の再確認と見逃し防止に役立ち、診断技
術及び精度向上、解剖時間効率化にも寄与。今
後は解剖以外の検査等の動画作成により若手
人材育成のための情報共有を検討。ハンズフリ
ーのウェアラブル端末は汎用性が高く、飼養衛
生管理指導や家畜伝染病発生時対応への応用
にも期待。引き続き効果的な IoT機器活用法を
検討。 
 
479．農林水産省共通申請サービスにおける飼
養衛生管理支援システムの業務への活用に向
けた課題点：茨城県県北家保 杉山岳、菅原徹 
 飼養衛生管理支援システムは、農林水産省共
通申請サービス（eMAFF）を利用し関係者間での
迅速な情報共有と分析結果の活用等を目的に
令和 6年度から運用開始。定期報告や自己点検
の実施状況を飼養者自身が申請、管轄家保が審
査、集計することが前提。しかし飼養者の同シ
ステムの利用に関する理解普及は未だ極めて
低い状況。当所では 500件を超える農場のほぼ
全てを代理申請しており、膨大な作業時間が他
業務を圧迫。負担軽減のためシステム操作マニ
ュアルを作成し登録作業を分担。加えて、家保
により代理登録された農場はその家保でしか
閲覧できないため、県内での家畜伝染病発生時
など有事の際の迅速な対応に支障をきたす可
能性があり県独自の防疫マップシステムとの
併用が必要。今後は AI-OCR を用いたシステム
登録の他、スマートフォンやタブレットで使用
可能な飼養衛生ポータルを利用し、農場立入時
にリアルタイムで登録作業できるような環境
を検討する予定。 
 
480．初動防疫対応での農場内 360 度動画の有
用性の検討：埼玉県熊谷家保 木下眞大樹、山
中梨沙 
 高病原性鳥インフルエンザ(HPAI)発生時、発
生直後の詳細な農場情報把握は、円滑な初動防
疫対応に重要。そこで、農場内 360度動画（動
画）の初動防疫対応有用性を検討。360 度カメ
ラを目線の高さで持ち、農場内全情報を記録す
るよう管内畜産 32 農場を動画撮影。撮影動画
を用い HPAI 発生想定の初動防疫対応シミュレ
ーションを実施。動画は、農場見取り図では確
認できない路面舗装状況、障害物の設置状況が
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確認でき、資材の搬入動線、死体の運搬方法等
が設定可能。鶏舎内のケージの高さ、通路の幅、
搬出口の数・広さが確認でき、捕鳥方法、運搬
方法、搬出経路、作業者の配置・班編成等を具
体的に検討可能。動画は一度の撮影で、特定家
畜伝染病発生時に必要な農場情報把握を可能
とし、迅速かつ適切な初動防疫対応の実現に有
用。また、クラウドサービス等で他家保と容易
に共有可能。今後は県内全域で撮影・共有を推
進し、特定家畜伝染病発生時の円滑な初動防疫
対応の実現を目指す。 
 
481．家畜排せつ物処理に関する職員の知識共
有：千葉県北部家保 五十嵐直子、武石佳夫 
 かつて本県の家畜保健衛生所は防疫課・衛生
指導課・環境指導課の 3課体制であり、主に環
境指導課が家畜の糞尿処理に関する検査指導
業務を行っていた。しかし、平成 19年度をもっ
て環境指導課は廃止され、当該業務は農業事務
所へ移行した。その後も畜産環境保全協議会員
として、技術的助言や検査業務等で引き続き当
該業務に関与していたものの、年数の経過に伴
い家畜糞尿処理の知識が浅い職員が増え、農家
巡回時に糞尿処理方法の聞き取りがスムーズ
にいかないケースが発生していた。そこで今回、
家畜糞尿処理に詳しい職員が、所内で各家畜の
糞尿処理パターンと、それに付随する畜舎構造
及び堆肥化施設についての講習を実施して職
員の知識向上を図るとともに、農家巡回時にフ
ローチャート形式で聞き取り調査ができるよ
うな調査票を作成した。この取り組みを、飼養
衛生管理指導の向上や、家畜伝染病発生に備え
たより具体的な防疫計画の策定に繋げていき
たい。 
 
482．ICT ツールを活用した業務負担軽減の取
組：千葉県中央家保 石原裕介 
 当所が行う検査等の証明書交付事務のうち、
牛に係る証明書については（独）家畜改良セン
ターが運用する牛の個体識別情報検索サービ
ス（以下、検索サービス）を利用して、証明書
に記載する個体識別情報の確認を行っている。
管内農家からの証明依頼数増加に伴い、本業務
の負担が増加。定期的な事務作業を自動化する
技術である「ロボティック・プロセス・オート
メーション（RPA）」および Excel 等の機能を拡
張するためのプログラミング言語である
「Visual Basic for Applications（VBA）」を活
用して、検索サービスから個体識別情報を抽出、
証明書案の作成を半自動で行うシステムを構
築。職員が PC を使用しない時間を利用して本
システムを活用することによる業務の作業時
間削減と従来の手動入力によるヒューマンエ
ラー防止につながった。 
 
483．ＡＩチャットボットを活用した獣医事業
務の負担軽減について：千葉県中央家保 岡本
みさき、渡邊世奈 
 近年、家畜保健衛生所の業務は多岐に渡り、
その中でも獣医事に代表される事務手続きを

主とした業務は、デジタル技術等を活用した業
務負担軽減が期待されている。当所管内は都市
部を抱え、県内の約 6割の動物診療施設が存在
し、また、毎年 120件以上の動物診療施設に係
る届出を受理している。そのため、日頃から獣
医師法及び獣医療法に係る届出等の定型的な
問い合わせが多く、業務の効率化が求められて
いる。今回、千葉県ホームページに AIチャット
ボットが掲載されたため、同機能を活用して獣
医事業務の効率化及び利用者の利便性向上を
図ることとし、問い合わせに対応するＡＩチャ
ットボットを導入した。今後は利用状況等を確
認しながら、質問及び回答内容の改善を行い、
併せて利用者への認知・利用を促進する。また、
動物薬事や家畜飼養に係る届出といった、獣医
事以外の問い合わせが多い業務での活用も検
討し、更なる業務負担軽減を図っていく。 
 
484．チャットボット導入による家畜衛生業務
の効率化：東京都家保 中山真奈、竹内美穂 
 当所の相談件数は年間約 300件に上り、類似
の問い合わせが多いことから、業務効率化を図
るためチャットボットを導入。相談内容を管理
するアクセスデータから直近 3年間の相談記録
を出力後、テキストマイニング技術を用いて、
相談で多く使用される単語を抽出。本分析を基
に、よくある質問（FAQ）のデータベースを作成。
FAQ を基に委託事業者とともにチャットボット
を構築。令和 6年 12月から当所 HP上で運用開
始。構築したチャットボットは、フリーワード
検索機能、ノイズ除去機能及び 109の言語への
機械翻訳を実装。また、アバターは HP閲覧者の
目を引くよう、アニメーション化。運用後、閉
庁日も含めて 1日あたりの平均利用数は 2.5回
で、夜間や早朝の利用も確認された。1 件あた
りの相談時間を 5分とすると、月約 4時間の対
応時間を削減。今後も利用状況の解析及び FAQ
の定期的な見直しを継続。 
 
485．公務災害防止に向けた取り組み：東京都家
保 肥後茉莉香 
 針刺し等継続発生している公務災害防止の
ための取り組みを実施。まず、過去に発生した
事故、ヒヤリハット事例収集のため、職員対象
のアンケートを実施。回答では、農場での家畜
との接触や採血時の針刺しによる怪我、所内で
の破損したガラス器具や解剖刀による怪我等
が挙げられた。農場の対策として安全長靴、注
射針用キャップ立て、廃棄箱、安全装置付き注
射針、庁有車用救急箱を導入。所内では定期的
な検査器具の点検、解剖時のアンチカットグロ
ーブの装着を徹底。次に、採血方法に関する実
務研修、頭絡の作成と保定方法に関する牛の取
り扱い講習会を実施。最後に、対策の共有、継
続のため、事故発生時の状況、原因、対策等を
記載した事例集をノーコードツールで作成。今
後、年度初めに事例集を用いた研修を行い、全
職員へ周知予定。事故例、ヒヤリハット事例の
収集も継続予定。 
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486．管内政令市の特定家畜伝染病の発生に備
えた初動防疫の検討：神奈川県県央家保 箭内
誉志德、仲澤浩江 
 管内政令市（市）の特定家畜伝染病発生に備
えた初動防疫を検討。防疫体制の強化を推進す
る中で、市や関係機関との連携体制の整備は不
可欠。市におけるベースキャンプ（BC）選定・
訓練、現場事務所訓練、レンダリング候補地選
定、消毒ポイント確保及び防疫マニュアル改定
の取組内容を報告。BC候補地は 2か所を選定し、
各レイアウト案を作成。今年度 BC 訓練を実施
し、市職員や各区保健所の医師、保健師及び県
職員が参加。人員や資材の動線を確認し、作業
内容の検証や改善点を把握。現場事務所訓練は
テント設営、人員・資材の配置や業務内容を確
認。来年度は市職員も参加予定。レンダリング
候補地選定では、レンダリング装置設置に必要
な条件を有する土地の確保等が課題。消毒ポイ
ントは 3年毎に見直しを行い、作業・車両動線
を当所とともに確認。市の防疫マニュアル策定
や改定する際に当所も検討に加わり、有事の際
の連携を強化。今後も関係機関及び関係団体と
の連携をはかり初動防疫体制を強化していく。 
 
487．みんなで学ぼう水濁法～管内特定施設へ
の取組み～：神奈川県湘南家保 古瀬歩美、久
末修司 
 本県では畜舎に限り家保が水質汚濁防止法
（水濁法）に基づく特定施設の立入検査等を実
施。近年、特定施設関連の届出遺漏や浄化槽の
不具合が散発。生産者の届出に対する理解、浄
化槽の管理意識、市町と家保の水濁法に関する
連携、家保の担当職員以外の実務経験の不足等
が要因と推察。生産者には、全戸に届出及び法
令強化に関する案内を配布。排水のある特定施
設には浄化槽の状態を簡易的に測定する器具
を配布し測定方法を指導。結果、未届出の解消
と、生産者自身が浄化槽の状態を数値的に確認
し管理できる体制を構築。市町職員には特定施
設ごとの現状や課題を共有。結果、7 市町と水
濁法に関する連携を強化。家保職員には所内研
修を実施し内容はデジタルアーカイブ化。結果、
継続的な研修が可能になり、家保職員の理解度
が向上。今後も水濁法の遵守と浄化槽の適切な
管理を確保するための取組みを続け、苦情や故
障等を未然に防止し、環境調和型の畜産経営を
支援したい。 
 
488．特定家畜伝染病発生時の所内防疫対応の
体制維持：新潟県中央家保 馬上斉 大勝裕子 
 平成 28 年度に県内で高病原性鳥インフルエ
ンザ(HPAI)発生以降、初動時の防疫対応として
備蓄管理及び検査体制を継続的に見直し、令和
4年度の HPAI発生時は混乱少なく対応。管内で
特定家畜伝染病発生を想定した場合、発生農場
の防疫対応に加え、確定検査、疫学調査、資材
搬出業務の並行作業で人員 4名不足が判明、他
家保からの早期動員で対応を検討。防疫措置開
始から移動制限解除までは、清浄性確認検査、
備蓄資材の搬入出、防疫措置完了後の備蓄在庫

及び機材管理、発生に備え初動備蓄資材の準備
と多事多端。続発に備え、平時の防疫対応準備
を強化。資材管理リーダーを１名増員。防疫演
習時に関係機関と初動防疫演習及び機材管理
方法の実地訓練。令和 6年度の豚熱、HPAI発生
の経験から、病性鑑定施設環境改善及び作業補
助者を増員。備蓄資材搬出時の品目・数量の適
正化、撤収後作業及び初動備蓄資材の準備完了
までの期間短縮。備蓄資材の見直しも含め計 52
回延 322名動員。防疫対応の維持管理は、平時
の人・モノ・時間を踏まえた計画及び行動訓練
の実施が有用と再確認。 
 
489．飼養衛生管理基準の遵守徹底にも繋がる
農場 HACCP構築支援：富山県西部家保 米澤史
浩、粕谷健一郎 
 黒毛和種肥育農場の経営者より、農場 HACCP
認証取得に向けて家保へ協力依頼。開業獣医師
と県広域普及指導センターを含めたチームを
編成。家保は衛生管理システムの構築や文書作
成など中心となって支援。内部監査チームとし
ても参加。R5.4 の初回打合せを皮切りに、毎月
実施。R6.3 には農場 HACCP認証取得。取組み開
始後には、飼養衛生管理基準の完全遵守を確認。
車内交差汚染防止対策として、フロアマット代
わりに使用済みの飼料袋を準備する等、チーム
責任者が率先して遵守徹底に取組む。教育・訓
練の一環として、県研究機関の講師による勉強
会を開催。経営者や従業員の意識が向上し、出
荷月齢の短縮、枝肉重量の増加、BMSNo.の上昇、
瑕疵発生率の減少など成績向上。食の安全性の
向上の他、家保や農場にもメリット多い。今後
も継続的に支援を実施予定。 
 
490．令和 6 年能登半島地震における家畜保健
衛生所の対応：石川県南部家保 山内由佳 
 令和 6年 1月 1日に発生した能登半島地震で
県全体の 8割以上の畜産農場が被災。停電、断
水、施設損壊、周辺道路損傷等の被害が発生。
能登地区に位置する家保も被災。発災当初より
農場主の安否確認、農場被害状況等の情報収集
を県庁で一本化し、家保を含む関係職員にビジ
ネスチャットで随時情報共有。能登地区の家保
は状況把握不能な農場の現地調査を実施。加賀
地区の家保は全国から到着する発電機や給水
タンク等の支援物資の受入及び管理を担当。支
援物資は県畜産担当職員と輸送体制を構築し
順次被災農場へ輸送。農場主の管理が困難とな
った家畜は、道路啓開と積雪状況を見極め畜産
関係者と協力し救出。これらの対応に加え、家
保は被災農場の飼養衛生管理基準遵守状況の
確認及び指導を行い、破損した畜舎周囲への消
石灰散布を実施。今回、関係者間の情報共有・
連携、備蓄資材の重要性を再認識。今後は家畜
防疫のみならず自然災害も想定した備蓄管理
の構築が必要。 
 
491．特定家畜伝染病発生に備えた防疫備蓄資
材管理方法の再構築：福井県家保 西川清文 
 近年、高病原性鳥インフルエンザ等の特定家
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畜伝染病が続発。県内数か所に分散していた防
疫備蓄資材（資材）は、その配置に規則性はな
く、施設によっては老朽化し、構造的にも資材
の搬出入が困難といった課題。また、資材情報
を Excel ファイルにて担当者間で共有していた
が、異動や資材更新時の情報共有にズレが発生。
そこで、令和 6 年 4 月より民間倉庫（備蓄庫）
を借入れ、老朽化施設での保管を廃止し、発生
時対応の備蓄庫管理者を配置、夜間作業も可能
なように照明機器を購入。また、家きん飼養規
模や動員のクール数に応じ、資材搬出が効率よ
くできるよう備蓄庫とその他備蓄場所に、適切
な資材を必要量すみ分けて配置。資材管理では
アプリ作成クラウドサービス kintoneを導入し、
担当者間での情報共有のズレを解消。さらに
kintone 操作方法や備蓄庫視察といった研修を
実施し、新しい資材管理方法について共有し、
特定家畜伝染病の発生に備えた資材の管理方
法を再構築。 
 
492．家畜保健衛生所における許可に関する動
物薬事業務の概要：福井県家保 二本木俊英 
 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全
性に関する法律ならびに動物用医薬品等取締
規則に基づく許可件数は、令和 7年 2月末現在、
動物用医薬品販売業では、店舗販売業が 7 件、
特例店舗販売業が 39 件、卸売販売業が 10 件、
動物用高度管理医療機器等販売･貸与業が 9件、
動物用再生医療等製品販売業が 2件。動物用管
理医療機器販売･貸与業の届出件数は 14件。令
和 6 年度は新規の申請が 6 件、更新申請が 13
件、廃止届が 4件。過去 5年間の許可、届出事
項の変更届は 151 件で、内容は代表者・責任役
員・管理者・登録販売者・構造設備・品目の廃
止など。許可更新については、有効期間満了の
概ね 1か月前までに申請書を提出するよう指導。
ホームセンターなどの特例店舗販売業では動
物用医薬品を他の物と区別して陳列・販売する
こと、品目を適正に取り扱うことを指導。指導
事例として無許可でのインターネットを利用
した動物用医薬品販売の広告掲示や分割販売
について対応。 
 
493．病性鑑定カルテの電子化による業務効率
の向上と今後の課題：福井県家保 落井真史、
清水誠也 
 家畜保健衛生所では病性鑑定依頼の概要、各
種検査結果および農家への指導内容等を記録
した病性鑑定カルテ（病鑑カルテ）を作成し、
保管している。今回、従来の紙の病鑑カルテを
廃止し、アプリ作成クラウドサービス kintone
で作成した病鑑カルテを活用することで、病性
鑑定情報の一元管理化、業務の省力化およびペ
ーパーレス化を実現。従来の情報に加え、解剖
写真、各種検査結果、参考文献等も一元管理し、
情報を所内で即時に共有。所員が共通認識を持
ち、農家指導等に有用。過去の症例の検索も簡
略化。病鑑カルテの内容は CSVファイルで出力
され、保存可能であるため従来のデータ化作業
は不要。カルテ用紙の作製および保管場所が不

要となり、コスト削減。現在、解剖の情報は解
剖室で記録用紙に記載し、解剖後、事務所に持
ち込みデータ入力。記録用紙を介した所内の病
原体汚染のリスク低減のため、解剖室でのデー
タ入力が可能な環境整備等が求められる。 
 
494．新飛騨家畜保健衛生所における業務体制
の整備について（第 2報）：岐阜県飛騨家保 中
井睦、青木栄樹 
 県下の家畜防疫体制強化を目的として当所
の新築移転・整備が行われた。令和 4年度の第
1 期事業（既報）では、高度なバイオセキュリ
ティおよび迅速な病性鑑定体制の構築を目的
に、本館棟および解剖・焼却棟を整備。令和 5
年度の第 2期事業では、家畜伝染病発生時の防
疫措置に必要な資材備蓄を目的とした防疫資
材倉庫（以下「資材庫」）2棟（資材庫 1：200㎡、
資材庫 2：82㎡）やフォークリフトなどを整備。
資材庫は、病原体による汚染リスクを低減する
ため、資材庫 1をクリーンゾーン、資材庫 2を
ダーティゾーンとし、資材庫ごとに備蓄内容お
よび配置を区別。各ゾーンの出入口に車両消毒
槽を備え、利用時は各ゾーン境界に設けた側溝
に沿って専用のフェンスを配置することで、ゾ
ーンごとに可視化された動線とした。備蓄資材
が迅速に現場で有効活用できるよう、資材の適
切な配置の検討、農林事務所との連携を進め、
県内の防疫対策の強化に寄与したい。 
 
495．農場の消石灰による消毒効果の確認及び
効果の持続方法の検討(第 2報)：静岡県東部家
保 杉山愛実、田島朋世 
 管内養鶏場及び養豚場で季節、消石灰の形状
の違いによる消毒効果持続時間を調査し、同時
に消石灰の使用方法についてアンケート調査
を実施。消毒効果持続時間は、3 試験区の消石
灰表層 pH指示薬による呈色確認及び全層 pH測
定結果を比較。秋期及び冬期の消石灰表層 pHに
変化はなしと考察。消石灰と飛散防止消石灰と
の比較では飛散防止消石灰の方が、表層及び全
層 pH の持続時間が長く、待ち受け消毒として
有用と考察。アンケート調査は、77 件実施し、
農家が予想する消毒効果持続時間は、本試験結
果と乖離がなく、検証の結果を農家へ周知する
ことで、農場での消石灰の効果的な利用につな
がると示唆。周知の結果、農家が今以上に農家
への病原体侵入防止を促すことで、伝染病発生
のリスクを低減。 
 
496．解剖豚及び鶏の時間経過による組織の死
後変化と保冷管理の及ぼす影響：静岡県中部家
保 宮﨑貴生 
 死亡家畜の病理検査には死後変化(死変)が
影響し、病変との区別に苦慮。そこで経時的な
死変と抑制方法を検証。豚・鶏を解剖後、臓器
を 1㎤に細断。遠沈管にて常温及び氷上で固定
まで静置。豚は放血後 1、2、4、20時間後、鶏
は 3、4、6、8、23時間後に 10%中性緩衝ホルマ
リン液で固定。固定後、定法に従い組織標本を
作製し鏡検。豚の肺は常温で 20時間後に軽度、
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肝臓・脾臓は 20 時間後に重度、消化管・腎臓は
4時間後に軽度、20時間後に重度の死変を確認。
鶏の肺・骨格筋は 23時間後に軽度、肝臓は 6時
間後に軽度、23時間後に重度、腎臓・消化管は
3時間後に軽度、23時間後に重度の死変を確認。
氷上で静置した臓器は、鶏の腎臓を除き、20時
間経過後も死変がみられず、鶏の腎臓も死変は
軽度に抑制。消化管、腎臓、肝臓、脾臓、肺お
よび骨格筋の順に死変の進行が早く、腹腔内臓
器の優先的な採材が必要。死亡家畜の保冷で死
変を抑え、病理検査精度が向上すると考察。 
 
497．病理解剖におけるデジタルツールおよび
オンライン環境の活用の検討：三重県中央家保 
山本彩加 
 近年、病理解剖の機会が減少しており、解剖
技術の向上及び情報共有のためデジタルツー
ル及びオンライン環境の活用を検討した。内容
は①鶏の解剖をアクションカメラ（カメラ）で
録画し編集ソフトでマニュアル動画を作成、②
牛の解剖をカメラで録画後に Web 会議で討論、
③鶏の解剖をカメラで撮影し事務室と Web会議
で中継。結果、①カメラの映像は高画質だが、
所内のオンライン環境及びパソコン性能に制
限があり低画質処理等の余計な手間がかかっ
た。②写真よりも情報量が多いため討論し易く、
解剖に不参加でも具体的な助言をし易い。③Web
会議上で会話は可能であったが、共有画面の画
質が悪く微細な病変を確認するのが困難。以上
から、一定の業務改善や技術向上が見込めたが、
予想以上に現在の環境では制限が多いと判明
し、更なる業務改善及び作業効率化のためオン
ライン環境の整備や機器の更新により家保の
DX化を推進していく必要がある。 
 
498．次世代を担う人材を育成する教育機関へ
の支援：京都府南丹家保 島村優理、今峰謙 
 高齢化や担い手不足で畜産農家が減少する
中、府内畜産業の従事者を多く輩出する農業専
門高等学校への京の畜産応援隊による支援と
担い手確保に向けた課題を検討。【支援内容】①
各種衛生検査による衛生レベル向上支援。②生
化学検査と和牛肥育技術向上支援。③ET技術を
活用した生産性向上支援。④京のこだわり畜産
物生産農場（こだわり畜産）登録や農場 HACCP
認証（HACCP）の取得支援。【支援効果】①飼養
衛生管理の向上で、疾病が減少。②検査結果を
活用した肥育牛の飼料給与管理が実現。③乳用
牛の牛群改良、ET 和牛子牛出荷による収入増と
肥育素牛の確保。④こだわり畜産は全畜種登録。
HACCP は採卵鶏と肉用牛で取得。以上の支援か
らホルスタイン共進会や和牛甲子園で優秀な
成績を修めた。【進路状況と課題】進学意欲が高
い。就職は畜産業とは別業種が多い。担い手確
保には畜産現場の労働環境整備、知識・技術の
習得機会提供など、次世代の担い手に寄り添っ
た更なる取組が必要。 
 
499．家畜伝染病発生時防疫作業従事者への惨
事ストレス対策：京都府中丹家保 坂田千鶴子、

山本哲也 
 惨事ストレスは脅威に直面した人に起こる
ストレス反応であり、心的外傷後ストレス障害
の要因になり得る。家畜伝染病発生時の防疫作
業が惨事ストレスを招くことが懸念されるた
め対策を検討。消防署職員を講師とした研修会
を開催し、惨事ストレス対策の重要性を理解し
た上で、①家畜伝染病発生県の対策について派
遣された府家畜防疫員にアンケート調査を実
施。②鶏殺処分訓練後に作業従事者同士でのグ
ループミーティング（GM）を行い、ストレス軽
減効果を検証。③防疫作業従事者の健康管理を
担う保健所職員と対策の必要性を協議。結果、
①派遣先の県で積極的な対策は講じていなか
ったことを確認。②GM により問題点等の共有・
共感はストレス軽減に有効であることを確認。
③GMの有効性を共有し、管内作業従事者集合基
地にミーティングスペースを確保。家畜の殺処
分による惨事ストレスを軽減するため、防疫作
業後の GM 実施等の対策は重要。今後もより効
果的な対策を検討。 
 
500．畜産における府独自認証制度の創設と認
証に向けた農家指導：大阪府家保 萬野絵美 
 府内生産者には独自ブランドの認知度の低
さや安定した販路の確保等の課題がある。府と
しては、府内の農林水産物を大阪産(もん)とし
て PR してきたが、畜産物に特化した更なる PR
手法の必要性を感じていた。生産者の独自ブラ
ンドに新たな付加価値を生み出すべく、府独自
認証制度「OSAKA サステナブル畜産認証制度」
を創設。サステナブルな畜産業を営むために生
産者が取り組むべき内容を審査項目とした。運
用開始にあたり、本制度に理解を示した生産者
に対し、認証取得に向けたサポートを実施。指
導により、農場の生産体制を対外的に説明可能
な文書が完成、動物用医薬品の管理方法が改善、
飲用水が井戸水から水道水へ変更等、生産者の
サステナブルな取組みへの意識が向上。結果、
2 戸の生産者を認証。また、都道府県認証では
初めて大阪・関西万博の畜産物の調達コードへ
適合。引き続き意欲ある生産者を積極的にサポ
ートし、生産物の更なる付加価値、認知度向上
をめざす。 
 
501．病性鑑定課が担う職員育成の取組み：大阪
府家保 下茂絵里奈 
 近年職員採用状況や家畜衛生を取り巻く環
境の変化に伴い当所の業務環境も大きく変化
し職員の育成と検査体制の拡充が急務。病性鑑
定課が中心となり職員育成を推進し検査体制
の拡充に向けた取組みを実施。所内全体を対象
に情報共有会議(採材・輸送方法の確認、症例検
討)並びに実技研修(解剖、細菌検査、ELISA 検
査、ピペットセミナー)を実施し知識の習得と
検査技術の向上を図り、病性鑑定課内では特定
家畜伝染病検査実習(豚熱・鳥インフルエンザ
発生時の机上演習、遺伝子検査)並びに次担当
者の育成(生化学部門の教育環境整備、マニュ
アル作成、計画的研修)を実施し緊急時の検査
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体制の構築と持続的な職員育成環境を整備。こ
れらにより職員の技術の平準化、緊急時検査体
制の拡充が図られ、所内全体で体系的な職員育
成体制を構築。今後も新たな検査項目や手法へ
の対応、検査手技精度の確保、機器の管理や更
新などの課題に取組み、本府家畜保健衛生所に
おける検査機能の強化をめざす。 
 
502．家畜伝染病発生時の死体等処理方法の調
査検討：奈良県家保 多度津大介 
 家畜伝性病発生時、速やかに防疫措置を講じ
るため死体等処理方法の検討が必要。畜産農家
からの埋却候補地の届出はあるが、多くは埋却
困難と推測され、焼却とレンダリングが必要。
そこで、①家保焼却炉での焼却試験、②未調査
の 2市クリーンセンターの調査、③移動式レン
ダリング装置設置候補地の調査を実施。①一度
に成鶏 600羽（密閉容器 60 個）焼却できること
を確認し、小規模（1000羽未満）発生であれば
家保で焼却可。②S 市では、ゴミ投入ホッパが
閉鎖式で点検口も狭く、密閉容器投入不可。K市
では、密閉容器投入可能であったが、仮設テン
トや密閉容器仮置きのスペース確保が課題。③
県営保養施設駐車場跡地を候補地として調査。
幹線道路に隣接し、レンダリング装置の運搬可
能。敷地面積も十分。近隣住民等の理解・協力
が必要。今後も埋却困難な場合に備え、適切な
防疫計画を検討。 
 
503．家畜保健衛生所における精度管理体制の
構築：広島県畜産課 児玉幸子、恵谷美江 
 家畜保健衛生所（家保）が行う検査結果に客
観的な信頼性を確保するため、病性鑑定課及び
各家保防疫課において次の手順で精度管理体
制を構築。①検査部門を客観的に検証する組織
体制とするため、畜産課に信頼性確保部門を新
たに設置②検体採材から検査結果の報告に至
る各段階の手順を標準作業書（SOP）として文書
化、記録実施③検査に使用する機械器具の保守
管理方法を定め、点検・記録実施④検査技術及
び検査室の精度管理を確認するための外部精
度管理及び内部精度管理の実施⑤検査部門及
び信頼性確保部門相互の業務確認のための内
部点検実施⑥検査員の技術向上のための教育・
訓練。精度管理体制を構築し各責任者が検証を
重ねることで、第三者に対する客観的な信頼性
確保が可能。万が一問題が生じた場合でも、組
織として検証・改善に取り組み、継続した検査
精度の向上につなげることが可能となる。 
 
504．牛肉骨粉等の利用再開に備えた立入検査
の実施：沖縄県北部家保 新川裕之、安里直和 
 令和６年１０月３日、飼料及び飼料添加物の
成分規格等に関する省令の一部改正により、
鶏・豚等飼料への牛肉骨粉等の利用が再開され
た。そのため、反芻動物とその他家畜を飼養す
る農家に優先的に立入した。沖縄県北部地域で
対象となる農家は３２戸あり、２８戸の農家に
立入した。そのうち同一農場で反芻動物とその
他家畜を飼養している農家は２１戸あり、山羊

と鶏を飼養している農家が多かった。立入の結
果、不適切な農家は４戸あり、保管状況に不備
がある農家が２戸、給与段階で不備がある農家
が２戸であった。Ａ飼料とＢ飼料の区分けなど、
保管状況は速やかに改善させ、山羊と鶏が混飼
する給与段階での不備は、改善案を提示し指導
中である。今回立入した際、Ａ飼料とＢ飼料に
ついて知っているか調査を行った結果、半数以
上の農家が知らないと答えた。そのため、立入
を継続するとともに、改めて飼料の適正管理に
ついて周知していく。 
 
 


